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はじめに

愛知県西三河地域は戦後日本経済の成長条件を象徴する経済地域といえよう。

第１に日本経済を領導する巨大自動車メーカーＴ社の本社が立地し、地域の経済循環と産業構造が自動車産業中心

に編成されている中で、経済のみならず地域社会や政治・行政・文化・教育に到るまで地域の生活を広く包摂する連関構

造が構築されていることである。この巨大自動車メーカーの創成と成長こそが、西三河地域の基軸的成長要因となった。

第２に戦後地域開発政策の基幹戦略となった臨海部沿岸工業地帯とロジステｲクス整備への集中的投資がおこなわ

れ、衣浦臨海コンビナートという巨大開発が推進されてきたことである。大消費地である名古屋に近接し、全国物流ネット

ワークの結節点として、西三河地域は製造業を中核として飛躍的な発展を遂げてきた（巻末付属資料参照）。

第３に近代産業の離陸以前に中世以降から多様な在来型地場・伝統産業の技能と技術が蓄積され、幕藩体制による

生産・営業特権を享受しつつ、独自の技術開発を進める職人的インセンテイブをもつ主体が形成され、近代産業への転

換と展開を準備しうる基盤が醸成されていたことである。

第４に濃尾平野と三河平野を後背地に持ち、豊かな水源と水流を背景に農業生産力を発達させ、豊富な農村労働力

の蓄積と工業労働力供給の条件を備えていたことである。

以上の４条件は相互に関連し合いながら西三河地域独自の巨大な地域経済クラスターを形成してきた。本稿は西三河

地域独自の経済・産業構造の独自性を解明することをめざし、その分析の視角を前近代以降に歴史的に形成された西三

河地域の在来型地場・伝統産業の形成過程を明らかにし、内発型地域資源に依拠して産業近代化および現代化過程に

どのように適応し自己変革を遂げてきたかを解明する。西三河地域の地場・伝統産業で現代に到るも生き残り、なおかつ

全国有数の産地として発展している要因は何か。そこには西三河地域の産業構造の支配的な管制高地を把握するＴ自

動車産業の構造的論理への包摂と、生産システムの誘発効果があったのではないかという仮説的論理をたてる。

具体的な分析対象は、さまざまの日常鋳物や宗教鋳物を提供してきた伝統的鋳物業と、三州瓦と称せられる粘土瓦産

業及び食品加工業としての醸造業の展開に絞られる。なぜなら西三河鋳物業の伝統技術が近代産業への部品供給をな

す全国有数の銑鉄鋳物業へと展開し、三州瓦産業は全国産地の中で抜きんでた市場占拠率を誇る産地に変貌し、醸造

業は堅固な伝統産業として発展を遂げてきたからである。西三河鋳物業と粘土瓦産業の飛躍的成長と醸造業の発展は、

三州地域の地域産業連関構造と生産システムの現代化過程に他ならないことを実証的に解明する。

同時にグローバル化と海外生産の展開の中で在来型地場伝統産業がどのような影響を受け、今後の新たな市場開拓

に向かう条件を備えているか、戦略産業としての輸送機器産業との連関における変貌を解明し、直面する経営課題を考

察する。

本研究のために実施した現地及び電話による聴取調査は以下の通りである。調査に対して懇切丁寧な説明をいただい

た各所に改めて謝意を表する次第です。

碧南市商工会議所 ２００６年１月１６日、９月１５日

碧南市役所商工課 ２００６年４月２８日、９月１５日

碧南市立図書館 ２００６年１月２５日、２月１日、２月２２日、９月１５日

高浜市図書館 ２００６年２月 ８日

高浜鋳物博物館 ２００６年１月１６日

碧南鋳物工業協同組合 ２００６年７月１１日

三州瓦工業協同組合 ２００６年６月１５日（電話による聴取調査）

愛知県陶器瓦工業組合 ２００６年５月２６日

三州ＣＡ研究所 ２００６年７月１８日

丸栄陶業株式会社 ２００６年２月 １日、９月１５日

岡本煉瓦株式会社 ２００６年２月２２日

カネニ株式会社 ２００６年９月１ 日4
クロダイト工業株式会社 ２００６年９月１５日

東邦学園大学地域ビジネス研究所 ２００６年１月１０日 １月１１日

全国陶器瓦工業組合（東京） ２００６年１０月１９日

全国銑鉄鋳物工業組合（東京） ２００６年１０月２０日

なお本研究は碧南市の委託を受けた東邦学園大学地域ビジネス研究所の集団研究の一部として実施されたものを筆

者の責任で独自に拡充したものである。同大学研究グループの諸先生からは貴重な示唆と助言を受けた。記して感謝の

意を表する。

（２００６年１１月１０日 記）
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『鋳造用語事典』では、『材料加工法の一種で、主として型を用いて製品形状をつくることを素形材加工と言い、できあがった施品を素*1
形材という。従って鋳造品、鍛造品、プレス加工、粉末冶金製品、さらにプラステック製品まで含めることがある」（日本鋳造工学会『図解・

鋳造用語事典』日刊工業新聞社）となっている。

溶融金属を空間中に噴霧して球形粉を得る方法であり、粉の形は人的に形成された空間ではなく、自由空間であるからこの加工法*2
は鋳造法とは呼ばれない。
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第１章 銑鉄鋳物製造業

第１節 銑鉄鋳物製造業の概要

１）素形材産業の概念規定と産業構造における位置

金属系素材を鋳造・塑性加工して形状を付し、その成形品を提供する産業を素材型産業という。「素形材産業」の概念

は、日本標準産業分類に「鉄素形材製造業」として新たに１９９３年改訂で登場し、そこでは鋳造品製造業・鍛工品製造業

・金属プレス製造業・粉末冶金製造業の４業種からなっているが、和製の造語であり対応する英語や中国語はない 。金
*1

属材料の加工法を出発原料の形態との関連で分類すると、個体・粉体（数 以下の個体）・液体・気体からの加工法がmm
あるが（図１参照）、鋳造は液体金属を出発原料とする加工法である。

鋳造（鋳物）は、砂・耐火物・金属を用い

て、人為的に形成された空間（空隅）に溶 図１）出発原料の形態による金属加工法（出所：筆者作成）

融した金属を流し込み、凝固させて形を得

る加工法であり、鋳造法によって得られた

成形物を鋳物という。 個体

↓

日本を代表する大型鋳物である奈良大 素形材

仏（総重量２５０ｔ）は、３年の製造期間を経 粉末冶金 ＲＶＤ

て７４９年に完成している。８段に分けて、１ ＧＶＤ

回の鋳込みに最低４０ｔの溶融銅合金を使 蒸発法

用し、鋳込み作業は１時間程度で終了さ 粉体 気体

せなければならず、溶解時に約５，０００人 鋳 造

の職人が作業に従事したと考えられる（図 溶 接

２参照）。 気相

。 アトマイズ ろう付け
*2

液体

図２）奈良大仏の製造シュミレーション（出所：香取忠彦『奈良の大仏』草思社 １９８４年）
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素形材産業は素材産業と組立産業の中間にあって、組立産業からの受注に依存している（図３参照）。鋳物や鉄は、

「産業のコメ」とか「産業の母」とか称せられ、あらゆる近代産業の基礎を構成する「基盤産業」、「底辺産業」である。

図３）素形材産業の位置（出所：素形材センター『素形材産業』１９８９年）

素材産業 素材供給 素形材産業 加工分品供給 組立産業

鉄、非鉄精錬等 鋳造、鍛造、プレス加工 機械、自動車

素形材産業の技術と生産量をみると、鋳造が約６２０万㌧であり、次いで鍛造が約２５０万㌧で粉末冶金の生産量は小さ

い（金属プレスの生産量統計はない）。生産額は、鋳造品が素形材全体の４９％であり、次いで金属プレスが２７％で、生

産額と生産量からみて、素形材産業の中核は鋳造業である（表１～８参照）。

表１）素形材産業の技術・生産量（出所：素形材センター『素形材年鑑』１９９８年）

表２）素形材の品目別年間生産額推移（出所：同上書）
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表３）素形材産業の規模（出荷額・従業員数・事業所数）

表４）素形材関連産業の規模（出荷額・従業員数・事業所数）
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表５）素形材産業・関連産業の付加価値生産指数推移

表６）素形材生産量推移
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表７）素形材生産額の推移

表８）主要機械工業別素形材需要構造



銑鉄鋳物製造業は、工業統計表の日本産業分類の小分類番号２６６（鉄素形材製造業）のうち、鋳鉄管製造業（細分類２６９４）と可鍛*1
鋳鉄製造業（細分類２６６２）を除いた、細分類２６６１（銑鉄鋳物製造業）をいう。
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２）銑鉄鋳物の特性と生産工程

鋳物は、原材料の種類により銑鉄物と非銑鉄物に分けられ、銑鉄物は鋳鉄と鋳鋼が含まれ、鋳鉄に銑鉄鋳物と可鍛鋳

鉄があるが、ここでは銑鉄鋳物業 に限定して考察する。銑鉄鋳物にねずみ鋳鉄と球状鉛鋳鉄がある。ねずみ鋳鉄は、*1

片状黒鉛鋳鉄とも称し、黒鉛が組織内で片状に析出される銑鉄で、その破面がねずみ色であることから名称づけられた。

ねずみ銑鉄の特質は、①鋳造性にすぐれ、②切削性がよく、③振動吸収性が高く、④耐水性に富むという特徴がある

が、他方で片状黒鉛の存在が鋳鉄強度を低下させ、靱性を弱める作用がある。球状黒鉛鋳鉄は、鋳仕上げ工程が終わっ

て、機械加工を施す前の鋳放しの状態で、黒鉛が球状に晶出している銑鉄を云い、ノジュラ銑鉄とかダクタイル銑鉄とも称

せられる。球状黒鉛鋳鉄の製品特性は、①強度と伸びに優れ、②耐摩耗性、耐酸化性を持っている点にあり、自動車用ク

ランクシャフト、製鉄用圧延ロール、インゴットケースに使用され、近年需要が増加している。球状黒鉛鋳鉄は材質面にお

ける画期的な技術革新である。鋳造品は、使用金属（鉄、非鉄）や処理（熱処理）と作り方（砂型・金型）によって以下のよう

に分類される（表９参照）。

表９）鋳造品の種類・特徴・用途（出所：中小企業金融公庫調査部『調査月報』２８－２ Ｐ８参照）

銑鉄鋳物の一般的生産工程は、大きく分けると①溶解工程（電気炉やキューポラで銑鉄や鋼屑を溶かす）、②成形鋳

込み工程（鋳造方案から木型で型を作り鋳型に溶かした湯を流し込む）、③仕上げ工程（型バラシからはじまって鋳肌を

綺麗に仕上げる）、④前準備工程（砂処理、造型）の４工程から構成される。どの工程も熟練された技能が必要で作業効

率は低く、すべての工程で高熱と粉塵をともなう作業環境である（図４・表１０参照）。
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図４）銑鉄鋳物の生産工程（出所：全国銑鉄鋳物工業連合会「銑鉄鋳物製造業の経営戦略化ヴィジョン」１９９８

年 Ｐ１０参照）

① ② ③

溶解 注湯 鋳込み 型ばら 清浄鋳仕上げ

材料搬入 倉庫 検査試験 熱処理

④

砂処理 造型

機械切削仕上

中子製作

検査 梱包 発送

模型製作
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表１０）銑鉄鋳物製造業の工程・設備区分・技術内容・用途別分類（出所：素形材センター『素形材年鑑』平成１７年）



「鋳巣」、「砂かみ」、「すくわれ」などの欠陥は金属組織上の問題によって誘発される。*1
大阪産地での不良品発生率は、１－５％未満が４６，９％、３－５％未満が２８，１％で合計すれば１－５％の鋳造不良が７５％に達し、*2

他の素材型産業に比べてその発生率は高い。５％以上の不良品発生率があるのが鋳物業だけである。以上中小企業金融公庫『調査月

報』２８－２参照。
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鋳物製品の質と生産を規定するのは次の３つである。

[鋳造方案]

鋳物生産の最も重要な企画段階であり、出図された技術者と熟練技能者が、品質・コスト・納期の最適効率を検討する

段階である。マニュアルと経験・勘を総動員して、模型作成、造型方法、注湯方法、押し湯位置、凝固順序の予測、ガス抜

きについて、自社設備を条件に検討を加える。一品ごとに仕様が異なる鋳物は製品ごとにこの作業を遂行する。

[技能]

銑鉄鋳物生産は、自動ラインによるものと、機械・手込めによる２つの方法がある。自動ラインは少品種大量生産の自動

車部品・電機部品に適合し、機械・手込めは多品種少量生産の工作機械部品・水道管部品等に適合する。自動ライン

は、鋳造方案決定後に幾度かの詩作を行って、最適な鋳造方案を最終決定し、マニュアル量産にはいる。

機械・手込めは多品種少量生産であるために、試作の反復はコスト的に不可能であり、マニュアル化も困難であるから、

熟練技能工の蓄積されたスキルに依存する。

[品質]

注湯後の凝固過程における金属組織の均一的緻密性は、造型時の工法によって決定されるから、鋳造方案の質が製

品の品質を規定する。鋳造後の加工工程における被削減性、製品完成後の耐摩耗性・耐蝕性は、鋳型の内部で展開す

るさまざまの物理化学的反応に依存するから、計測は至難である。鋳物の欠陥 は、機械加工時や製品完成後に発見さ
*1

れるものがほとんどで事前把握は困難である。

３）鋳物生産の品質管理と技術革新

鋳造は注湯－凝固の工程で多様な予期せぬ物理化学的反応が誘発され、鋳物砂の湿り具合、溶解時の温度変化、鋳

型のかみ合わせなどによって欠陥が発生し、その把握は困難である 。技術的には、溶解時温度管理の厳格化、溶解炉
*2

と加熱炉の改善、型の工夫や材質の改善を試行するが、製品の質が高品質・高精度になればなるほど不良品発生の抑

制は困難となる。アセンブリーメーカーの不良率許容度は１％以下の企業が多く、コンピュータ管理や作業標準による定

型労働化等不良率削減努力が続いている（表１１参照）。

表１１）鋳物の品質評価項目例（出所：富士総合研究所調査部『モノづくり革命』東洋経済新報社 １９９８年）

銑鉄鋳物は他の素形材と違って可塑性に富み、成形は鋳造以外の生産方法では不可能である。例えば、中子（中型）

による中空３次元複雑形状は、他の金属加工法では不可能であり、しかもコストは安価で、用途も広範囲にわたっている。

伝統的な梵鐘や仏像、鍋釜や郵便ポスト等の伝統工芸品や日用品から、自動車足回り部品、産業開会部品に及んでい

る。伝統地場産業としての工芸品生産も継承されているが、主要製品は機械・自動車産業関連部品である。

従ってユーザーからの一体成形加工要求に対応する材料・型のさらなる工夫が求められ、金型鋳造による新製品開発

や、軽量化要求に対応する材質転換（ねずみ銑鉄からダクタイル銑鉄）によって、じん性と強度・耐力を高める高機能かな

どが施行されている。

設備・造型面での技術革新は、既成の木型で模型をつくり砂で主型をつくる労働集約型熟練技能から、主型を金属（金

型）やプラステイック（樹脂）に移行し、砂を使う鋳型が自動造型機による高速・省力化が追求され、人工有機砂で化学処
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理された高精度鋳型が開発され、従来の手作業による注湯作業がセンサーで自動注湯される自動注湯機が導入されて

鋳物工場の自動化・省力化が進んでいる。しかし作業環境の劣悪性は依然として残り、一方で途上国の最新鋭機械によ

る低賃金を武器とした価格競争に対抗する製品開発が求められている。

さらに新たな課題として、エコロジー視点からの省資源に対応する素材メーカーの新材料・新素材開発が求められ、素

材メーカーと素形材メーカーの連携が試行されている。Ｎｉ、Ｃｕ、Ｍｏなど種々の元素を合金として混合する特殊合金鋳鉄

も開発され、さらなる耐熱性・耐蝕性・耐摩耗性が追求されているが、主流となっている電気炉による鋼屑配合では、スクラ

ップ屑による不良元素が微量に混入する。

自動車の低燃費のために開発された高張力鋼板はＣｒ値が高く、防錆施行をした亜鉛メッキ鋼板やＣｒ、ＡＩ、Ｍｎなどの

合金鋼板の加工屑もそのままでは鋳物に使えない。鋼屑の品質劣化は同時に鋳物製品の品質低下に連動している。鋳

物溶解炉は、不純物を除去する精錬能力はないので品質劣化を克服することは不可能だ。銑鉄は、炭素があるので鋼屑

に比して融点が低く、省エネに資する。鉄鋼メーカーが開発した高純度銑（共晶組成銑）は、省エネ、省資源による高品

質・高生産性、ＪＣＡ（環境材料革命）を配慮した新たな銑鉄供給に挑戦している。

最近の鋳造技術の進展方向の特徴を整理してみよう。

①複雑形状・一体化

例えば軽量性が重視される航空機のエンジン用ギアボックス向けに開発された高品位・薄肉軽量で一体砂型鋳造され

た大型複雑精密アルミ合金鋳物（Ａ３５７ーＴ６材）は、約６０個の砂中子と約２０個のオイル通路中子が使用され、極めて

複雑な形状を有し高度の鋳造技術が求められる。

②薄肉・軽量化

氷雪上を時速１５０ を越える高速走行をするスノーモービルは、車体重量の軽量性と衝撃吸収用の強靱性が兼ねkm
備えられなければならない。最新鋭高性能スノーモービルのフレーム部材には、薄肉・高靱性ダイカスト製品が使用され

る。

③高品質化

機械設計上必要な特性（強度、伸び）の下限値を設定し、ひけ巣・介在物・破断チル（初期凝固層）などの欠陥や、熱

処理時の残留能力を制御する超高速・高真空ダイカストによる高品質製品が求められている。

④シュミレーション技術・ＣＡＤ／ＣＡＭなどＩＴ電子情報化、ラピッドプロトタイピング（ＲＰ 迅速成形法）

⑤機能美と景観性

人間の感性を刺激する鋳物の機能美や心の安らぎをあたえる景観性が要求されている。

図５）次世代の鋳物づくりモデル（出所：「素形材技術戦略」平成１２年）
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４）碧南鋳物業の廃棄物処理・リサイクル問題

国内鋳造全工場の産業廃棄物統計はないが、素形

材センターの独自調査によれば、平成８年度鋳造工 表１２）鋳造工場工程別産業廃棄物発生量

場から排出された産業廃棄物総量は年間約３００万㌧

（その６０－７０％は廃砂で百数十万㌧）で、うち２００万

㌧が再生又は有効利用され、最終処分量は年間１００

万㌧前後で、産業廃棄物最終処分量全体の約１，５％

を占める。

表１３）銑鉄鋳物１トン当たり廃棄物発生量・処分量

表１４）鋳造工場廃棄物有効利用例
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最近では産業廃棄物の発生するプロセスを利用すること自体が規制対象となっている。再生可能な中子砂と廃砂の再

利用を可能とする生型ライン砂の循環サイクルが課題となる。生型砂の一部は回収砂再生装置で再生され中子砂に再利

用され、造型ラインに戻るシステムが開発されている（６参照）。中子に使用される骨材は、耐熱性にすぐれて比較的入手

が容易で安価な珪砂が使用されるが、熱膨張率が大きくばり発生要因の一つになる。珪砂の生産分布と化学組成は、図

６のようになっているが、最近では環境保全による採取規制で輸入砂の利用も拡大している。

図６）生型ライン砂の循環サイクル例（出所：素形材センター『鋳型の生産技術』Ｐ５８）

図７）珪砂の生産分布（出所：同上書Ｐ６０）
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図８）鋳物砂の地域分布と化学組成（出所：前掲書Ｐ６１） 図９）鋳物砂の再生フロー（出所：前掲書Ｐ９７）

図１０）生型砂回収システム（出所：同上書）
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第２節 銑鉄鋳物製造業の現状

１）鋳物業の装置産業化と生産状況

鋳物業界への新規参入がないのは、地代を除いて１０億円を超える設備投資を必要とする装置産業化にある（図１１参

照）。ユーザーからの高品質要求と労働力調達限界から、生産工程の機械化が進展し、特に心臓部となる造型・成形部門

のラインに対する設備投資が進み、高額・高機能の設備投資がおこなわれた（表１１参照）。しかし設備投資効率と生産性

は必ずしも

一致していない。

図１１）自硬性鋳物工場ライン・モデルと総合的設備稼働監視システム（出所：素形材センタｰ『鋳型の生産技術』ｐ１９２）



- 19 -

鋳物の材質別生産量と生産額は、いずれも下降傾向にあ 表１５）鋳物工場の機械装置

（出所：富士総合研究所『モノづくり革命』東洋経済新報社）る（表１５・１６参照）。

表１６）鋳物生産金額（ ）出所：素形材センター『素形材年鑑』

表１７）日本の銑鉄鋳物生産の推移（出所：通商産業省『機械統計年報』）

日本の鋳物業の需要部門別生産量をみると、輸送機械が６０％を占め、銑鉄鋳物の需要は圧倒的に自動車産業に依

存している（表１８・１９参照）。鋳物の材質は、ねずみ鋳鉄と球状黒鉛鋳鉄（ダクタイル鋳鉄）があるが、急速にダクタイル鋳

鉄が伸張している。
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表１８）鋳物の需要部門別生産量推移（出所：素形材センター『素形材年鑑』）

表１９）材質別・需要部門別銑鉄鋳物生産量（出所：素形材センター『素形材年鑑』）

日本の銑鉄鋳物製造業は１３００年前に始まり、明治期以降の軍需要請から製造技術の革新が始まり、戦後は欧州との

技術提携によってその技術は飛躍的に上昇した。形状性のすぐれた性質により、自動車部品、工作機械、電機部品、景

観鋳物など広範囲に利用され、主要用途は輸送用機械６０％、一般機械３０％という従属性が強い特徴を持つ。機械部品

は最終製品の品質に強い規定力を持ち、日本の鋳物技術の高品質部品の供給力は機械産業の国際的な比較優位の基

盤となっており、品質・納期・多品種少量生産への対応力は世界的水準にある。

戦後鋳物製造業は生産力を順調に発展させてきたが、１９９１年（平成３年）をピークに減少に転じ、２００１年（平成１３

年）にはピーク時の半分になり、特にバブル崩壊以降の内需低迷と海外生産の展開で、継続する受注限と納品単価抑制

要求によって、企業収益が悪化している。

「工業統計表」による企業数・規模構成比・従業者数は、事業所数は９２９、うち従業員規模３００人未満が９２２事業所

で、圧倒的に中小企業性が強い（表２０参照）。

表２０）銑鉄鋳物製造業規模別事業所数・従業者数・出荷高・付加価値額（鋳鉄管・可鍛鋳鉄を除く）

「平成１３年機械統計年報」によれば、１９９７年（平成９年）－２００１年（平成１３年）の銑鉄鋳物用途別生産推移は、輸

送用機械と一般機械用で全体の９０％を占め、どの用途も生産重量・金額とも傾向的に減少している。

さらに受注生産が主流を占め市中相場はないが、『素形材年鑑』（素形材センター）によれば、Ｋｇ当たりの受注分野別

製品価格の推移は、いずれの製品も一貫して製品単価は低下し、厳しい状況にある（表２１・２２参照）。
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表２１）１９９７－２００１年の銑鉄鋳物用途別生産推移

表２２）銑鉄鋳物製品価格推移 表２３）銑鉄鋳物輸出入推移

２）鋳物産業の規模的特質と下請サプライヤー構造

銑鉄鋳物業の企業規模は、基本的に中小企業であり、底辺部においては零細性が高く、従業員の高齢化は零細性と

パラレルである（表２４）。

表２４）従業員規模別企業数（ ）出所：全国銑鉄鋳物工業組合連合会「銑鉄鋳物製造業の経営戦略化ヴィジョン」１９９９年 Ｐ６

自動車・工作機械メーカーへの部品供給を担う鋳物業は、アッセンブリーメーカーの重層的なピラミッド構造に組み込ま

れている。自動車産業では、組立部品メーカーのもとに１次、２次、３次と加工組立から部品加工下請業者まで裾野が拡

がり、親企業に対する従属的な垂直編成の中で、景気変動の調整弁の役割を果たし、受注の過当競争のなかで不公正

な単価切り下げ要求にさらされている。さらにはグローバル展開による国際最適調達戦略の圧力によって、系列再編と選

別が推進され、戦後最大の危機的な局面にある。工作機械メーカーも自動車産業と同じく、アセンブリーメーカー１０６社

を頂点に、１次下請－２次下請の垂直統合型産業構造をなしているが、自動車の頂点１０数社のような寡占的構造ではな

いので、比較的フラットな統合構造となっている。

こうして鋳造下請企業は、工作機械・一般機械・自動車・家電産業への多角的なサプライヤーとしての取引構造を持つ

が、自動車部品に関しては１社から数社に特化した専業・系列下請性が濃厚となっているのに対し、一般機械部品は複

数メーカーに供給する構造となっており、多くが従属的地位による価格交渉力を喪失している。銑鉄鋳物業の下請構造の

特質を自動車産業Ｔ社の場合を例にみてみよう（図１２参照）。
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図１２）Ｔ自動車にみる重層的下請構造（出所：筆者作成） 自動車生産の産業集積の頂点に完成組立

アセンブリー・メーカーが君臨し全体を統括し

ている（第１層）。この組立技術と製品特性が下

Ⅰ層 組立メーカー（ 自動車） 層の中小企業群の技術水準を規定する。T
第Ⅱ層は中堅企業によって担われ、完成製

品を構成する機能的部品の集合単位を統括

し、加工工程をまとめあげる日本型生産システ

Ⅱ層 １次部品メーカー（１６８社） ムの中核に位置する。第１層と資本提携関係に

あるか協力会に属して直接取引する１次下請

企業群である。

第Ⅲ層はⅡ層の１次下請メーカーにユニット

Ⅲ層 ２次部品メーカー ２次部品メーカー 単位でエンジン、電装、シャーシ、車体部品を

（４，７００社） 供給する２次下請企業群である。

第Ⅳ層は鋳鍛造・プレス・メッキ等の加工工

程を担当し２次下請へ納入する３次以下の下

Ⅳ層 ３次以下素形材部品メーカー 請企業群である。ユニット型受注対応型中小企

（３１，６００社） 銑鉄鋳物業 業は、専属的な長期継続的取引関係を構築し

てきたが、現在はゆらいでいる。地域工業集積

の土台をなすのが第Ⅲ層であり、特定加工機

能に特化した専門中小企業であり、基礎的な汎用加工機能で武装している。その機能は、溶融結合、塑性加工、溶融成

形加工、除去加工、熱処理、表面処理などである。第Ⅲ層は企業類型では中小企業と零細自営業に分岐している。

第Ⅲ層の受注は相対的に安定しているが、第Ⅳ層の受注は流動的で上層のコストダウン圧力を最終的に吸収し、仲間

仕事によって補完する。第Ⅲ層のユニット型２次下請の高度な加工機能は、第Ⅳ層の弾力性に富んだ高精度でフレクシ

ブルな対応能力を基盤としている。そして銑鉄鋳物製造業はこの第Ⅳ層をになっている。

３）日本の鋳物産地類型

地域別分布は、自動車産業の集積地である愛知県、広島県などが出荷額の上位を占め、ほぼ重工業地帯と地方工業

地帯近郊に立地しているが、工芸品産地（岩手県水沢市、山形県山形市など）にも立地している（表 参照）。鋳物産業

は、地場伝統産品提供と自動車・機械メーカーへのサプライヤー的側面の両面がある。日本最大の鋳物産地である愛知

県は、維機械、工作機械、自動車部品製造に傾斜し、静岡は自動車関連、広島は造船関連、埼玉は産業機械部品に特

化 し、逆に三重（桑名鋳物）や岩手（南部鋳鉄）、富山（高岡鋳物）は工芸的日用品向けの伝統的地場産品を供給してい

る（表２５参照）。

表２５）鉄鋳物製造業の地域別企業数・生産量（出所：日本鋳物工業会「鋳物ダイジェスト」１９９９年３月）
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従業員一人当たりの生産金額は、碧南・西尾産地が高い数値を示しており、単価的にはほとんど変わらない４産地の中

で、碧南・西尾産地の技術集約性が高く、高生産性を示している。川口・桑名の１人当たり生産量は、碧南・西尾に比して

約６５％低く、製品構成の差異を示している（表２６・２７参照）。つまり川口・桑名は多品種少量の手込め生産が多い。

出所：森恒雄「碧南・西尾鋳物工業の経営特性と将来像」『中京経営研究』１０－１表２６）従業員１人当たり生産金額の推移（

）２０００年所収

表２７）従業員１人当たり生産量推移（出所：前掲書 Ｐ１７３）

製品単価は相対的に愛知が低く、企業数は川口が多く小規模零細性がうかがわれ、倒廃業も多い。

表２８）９８年度組合加入企業数（出所：同上書Ｐ１７４） 表 ）倒産・廃業状況（出所：左掲書Ｐ１７４）
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４）銑鉄鋳物産業の国際化と影響

（１）銑鉄鋳物の国際生産状況

世界主要国の銑鉄鋳物生産量は、米国が圧倒的にトップであり、日本、ドイツ、フランスは横ばいであるが、近年アジア

職がの急速に伸張している（表 参照）。日本の鋳物製品の品質と性能は世界最高水準にある。銑鉄鋳物の重量性は、

国際的移出入に適さないが、最近のアセンブリーメーカーの国際最適調達戦略によって、アジアを中心にした輸入と現地

調達が増大しつつある。国内生産量からみれば有意な量ではないが、納入価格においてその影響は避けられない。輸入

品の安価な価格が、品質を排除した鋳物単価の価格競争を誘発している。逆に鋳物部品自体（鋳放し品）の輸出は少な

いが、自動車・工作機械の輸出比率の上昇と比例した鋳物部品の間接接輸出率が上昇している。アジアからの輸入は、

圧倒的に中国製品である（表２９・３０・３１参照）。

表２９）鉄鋳物生産量の国際比較（出所：素形材センター『素形材年鑑』）

表３０）素形材製品の国際競争力比較（出所：素形材技術戦略策定会議『素形材技術戦略』平成１２年 Ｐ１－２）
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表３１）日本の技術競争力の国際水準

（２）銑鉄鋳物産業における国際分業の進展

日本の銑鉄鋳物の海外生産は、１９８５年のプラザ合意以降に活発化し、バブル崩壊不況で一時下降したが、９０年代

以降ふたたび活性化に転じた。自動車・機械メーカーの海外生産は、鋳物メーカーへの受注減による売上高減少を誘発

させたが、従業員数の有意な変動は起こらなかった。鋳物生産においては、工程単位の最低労働力配置が必要であり、

生産量変動に対応する労働力変動はそれほど誘発されない。従って好況期には残業によって生産量を確保し、受注減

期には政府雇用調整給付金制度を活用した週休３日制への移行などによって対応してきた。１９９７年の同制度廃止に伴

って、多くの鋳物メーカーは完全週休２日制を採用し、月に２－３日は会社側が６０％の賃金支給の特別休日を設定する

などしてきた。

銑鉄鋳物製品の輸出入統計（表２６参照）は、素形材センター『素形材年鑑』（『日本貿易月表』をもとに作成された統

計）に示されているが、『貿易月表』は鋳物が含まれている機械加工品やマンホールを別に計上しているので、鋳物の輸

入量の実態を精確に反映していない。鋳物メーカー経営者の聴取調査では、輸入量は統計の１０倍程度あり、国内生産

の約１０％に達していると述べている。輸入先は、１９８０年代半ば頃までは韓国、台湾が占めていたが、８０年代後半以降

からじょじょに中国産が増大し、９０年代にはいると韓国・台湾の人件費上昇による価格競争力低下によって、中国産が主

力となっている 。輸入製品の多くは、付加価値の低い技術的に容易なねずみ銑鉄である。

表３２）鋳物製品の輸出入量推移（出所：素形材センター『素形材年鑑』各年度版）

輸入増大によって、国内鋳物メーカーは大きな影響を受けている。第１は、製品差別化をめざす高付加価値鋳物生産

への移行を志向し、こうした移行に対応できない零細メーカーの経営危機を誘発しており、第２は国内需要の減退とから

む価格低迷による収益率悪化であり、高付加価値分野への移行を困難にしている。市場規模がそれほど大きくない高付

加価値分野への進出が、外国品が制覇する低付加価値分野の減退を必ずしもカヴァーできていない。こうして９０年代以

降鋳物メーカーの転廃業が増加する結果となった（表３３）。
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倒産と転廃業の発生要因をみると、従業員高齢化 表３３）鋳物メーカーの倒産・転廃業推移

に伴う労働力確保の困難や後継者難、製品受注量 （ ）出所：日本鋳物工業会資料 括弧内は非会員企業

の減少、利益率悪化と資金調達不安が多い（表 参

照）。中小零細鋳物企業は、工場敷地１，０００ －３㎡

０，０００ で経営者の個人所有地が多く、土地利用㎡

の誘因が働いているものと推測される（表３４参照）。

表３４）銑鉄鋳物業界の倒産・転廃企業と発生要因（出所：日本鋳物工業会資料）

大手自動車・機械メーカーの海外生産展開は、鋳物メーカーの追随的海外展開を誘発している。１９９０年代以降急速

に海外展開件数が増加し（表３５参照）、１９９８年段階の海外展開件数は６９件に達し、内容的に自動車部品と一般機械

産業向けの鋳物メーカーが多い。自動車メーカーはＡＳＥＡＮや北米に多く次第に中国へ展開し、一般機械メーカーは最

初から中国へ展開している（表３６参照）。

表３５）鋳物メーカーの海外工場 表３６）日本鋳物メーカーの海外地域別進出状況（出所：同左掲書）

創業年代（素形材センター

『素形材年鑑』各年度版）
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しかし日本の鋳物メーカーの海外進出数は相対的に少数であり、資金力と派遣人材不足によって断念している企業も

多い。基盤的技術部門である銑鉄鋳物業は、軽装備のアセンブリー部門と異なり、膨大な初期投資が必要となり、従業員

数十人以下の中小企業はその投資リスクに耐える資金力を持たない。海外工場での製品は、現地日系アッセンブリーメ

ーカーに納入されるか、日本への逆輸入となっている。逆輸入製品は、品質水準の確保が絶対条件であり、進出企業の

技術指導と現地従業員教育が不可欠となり、海外展開の成功を左右する決定的な要因となっている。

輸入鋳物の取扱主体は、鋳物卸業者・鋳物メーカー・大手組立メーカーの３者であり、この３者がどのように輸入鋳物を

取り扱っているかをみてみよう。

ほとんどの鋳物卸業者は輸入鋳物を取り扱っている。製品内容をみると、輸入マンホール蓋は精度と強度がそれほど要

求されないねずみ鋳鉄製が多く、精度と強度が要求される一般道路・公共下水道のマンホールは国内製品である。韓国・

台湾製品は中国製品に比して高品質であるが、人件費コスト上昇によって競争力を失い、韓国・台湾鋳物メーカー自身も

中国製品を輸入している。卸売業者は、中国（大連など）に現地事務所を開設し、日本人社員を駐在させて、中国の相手

先企業数社と固定的な長期継続取引関係を構築し、相手先企業から研修生を招聘して品質管理研修を実施している。

卸業者のなかには、国内で技術者を雇用し、中国への技術指導と木型を送って品質管理に努めている企業もあり、輸入

された製品は加工作業場で塗装と仕上げ加工を加えている。

鋳物メーカー自身も鋳物を輸入している。マンホール蓋をみると、最初は韓国製のねずみ鋳鉄製の鋳物を輸入した。韓

国製品は自動造型機を必要としない手込め鋳物であり、重量の軽い物を輸入したが、中国製品は機械製鋳物の小型ね

ずみ鋳鉄製品が主流である。労働集約的な手込め鋳物を労働コストが安い中国に発注しないのは、品質管理に問題があ

るからである。手込め鋳物は品質保持に熟練技術と品質管理能力が必要であり、機械製鋳物は外観や寸法のバラツキ度

合いが小さく、相対的に安定した調達が可能となる。図面を韓国メーカーに渡し、鋳型も韓国で製作され（日本よりも型費

が安価）、技術指導によって品質管理をおこなう。中国は、技術者が相手先企業へ行って技術指導をおこない、製品変更

の度に指導をおこなう。鋳型は日本から送り、検査基準マニュアルを相手企業に渡し、検査基準をクリアーした製品が日

本へ送られてくる。こうして輸入品の品質は著しく上昇し、同種の国内産との品質の差異は解消しつつある。しかし製品内

容は、品質自体がそれほど問われないねずみ鋳鉄であり、公共マンホール向けのダクタイル鋳鉄は輸入せず国内工場で

生産している。

電気機械部品（モーターカバーなど）向け鋳物は、量産品向けの低価格で不良品が出にくいものが輸入されている。製

造単価は国内産より３０－４０％安く、日本の港着のＣＩＦ価格で５０％を切るものもあり、関税・運賃１５％、検査・手直し費

用１０％を上乗せしても国内生産より安く、機械メーカーの単価切り下げ要求に対応可能である。

こうしたい物関連業者の輸入品取扱の背景にある要因を整理すると次のようになる。

①主要な要因は価格競争力にある。プラザ合意以降の為替相場の円高傾向の中で、国内産に比べてコストメリットが存

在し、多様な製品を扱う業者でもコストメリットのある特定製品を海外輸入に転換している。同時に東アジア諸国の鋳物

メーカーの技術水準の上昇がこれを支えている。

②相手先企業への技術指導と品質管理によって技術的優位効果による取引交渉力を持つ。技術的知識のない商社が

介在することが難しく、鋳物関連業者が直接的に参入している。

③鋳物の資材部門を有しない機械メーカーは、鋳物メーカーの輸入品を間接的に納入させ、安定した品質の鋳物を確

保しようとする。不時の事故によって輸入品の納期遅れが発生してもそのリスクは鋳物メーカに転化できる。

自動車・一般機械メーカーも鋳物 表３７）一般機械メーカーの鋳物海外調達事例（出所：長銀総合研究所『総研調

部品の海外調達を強化している。円 査』第６３号 １９９６年８月）

高による価格競争力低下と国内需要

減退による価格競争の激化は、コスト

ダウンを実現する部品の最適調達戦

略を強化し、使用量が多い鋳物部品

の海外調達を一定品質水準を持ち

つつある東アジア鋳物業からの調達

に求めた。日本の一般機械メーカー

の３０％がアジアからの素形材（特に

鋳物）輸入に依存し、その比率は大

規模企業ほど高率となっている。

輸入相手先企業は、現地資本企

業が７０％弱で、日系企業や自社合

弁企業が続いているが、一般機械メ

ーカーの鋳物総調達重量に占めるア

ア調達比率は７０％の企業が１０％下

としており、多くは国内鋳物業界から

調達している（表３１参照） 。



マンホールでみれば、ねずみ鋳鉄製はＫｇ１５０円程度であるが、ダクタイル製は３００円近く、輸入品のねずみ鋳鉄製マンホールの１*1
ロットは何千個であるが、国内産ダクタイル製マンホールは１ロット数十個ー数百個であり、輸入品の納期は受注後１－２ヶ月、国内品は２

－４週間で納品となっている。
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大手機械メーカーは、購買部海外調達課か海外事業部を設置し、海外生産と海外部品調達をおこなっている。自社内

の鋳物専門技術者か又は国内の系列鋳物メーカーの技術者を派遣して技術指導と不良品是正の指導をおこない、中国

鋳物メーカーを育成し長期継続的取引をめざしている。製品図面・検査基準を渡して材質指定をおこなうが、材料配合と

木型は現地調達する。図面を渡して見積もりをとり、発注仕様（鋳物組織・硬度）を示し契約を結ぶ。同時に品質保証契約

を締結し、不良品は中国側の責任とし、不良品発生時には中国側から補充品が送られてくる（不良品発生率は中国品５

％以下、国内品は２％以下）。中国品価格は国内品よりも２０％程度安く、円安下でもメリットはある。輸入品の主力は、安

定生産可能で変化のない「枯れた」製品や、ロットがまとまり重量があるもので、新機種・モデルチェインジ品の試作品や初

期の新製品の変動するものや、形状が複雑で薄い小ロットのものは国内へ発注する。重量ある大型鋳物を海外発注する

のは、鋳物価格がＫｇ単位で購入され重量があるほど価格メリットが働くからであり、初期の新製品は鋳物部品の改良が必

要とされるからである。台湾鋳物は、鋳物のみではコストメリットが出ないので、機械加工を加えたものを輸入する。

こうして鋳物品をめぐるグローバルな東アジア国際分業構造が構築され（表３８参照）、輸入品は低付加価値の定番・標

準量産品であり、国内品は高品質・高精度・短納期の高付加価値の特殊・多品種少量品という差別化棲分分業である 。
*1

表３８）アジア諸国の鋳造工業状況（出所：『川口鋳物ニュース』１９９６年７月２０日号）



上海地域の鋳造業では、豊田工業など技術力の高い日系企業が展開し、台湾系企業は日本との技術提携でオリジナルな技術水準*1
を構築しつつある。中国鋳造業は、仕上げ工程に労働力を動員する他は、次第にキャッチアップして量産品の輸出競争力を強めている。

新日鐵は鋳物用銑鉄価格を、２００２年７月３，０００円→２００３年秋４，０００円→２００４年４月８，０００円→２００４年７月４，０００円→２００*2
５年４月１０，０００円と連続的に値上げし、３年間で２９，０００円の値上げとなっている（神戸製鋼所は３２，０００円）。
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（３）中国自動車産業・鉄鋼業の進展と日本の銑鉄鋳物業

急展開する中国自動車生産は、高品質の素形材部品の安定的調達に依存する。しかし現状では、部品産業が脆弱で

技術者が量・質ともに不足し、エンジンなどの重要機能部品の性能は成熟していない。中国自動車産業は、日本型下請

構造ではなく、部品から組立までを一貫する内部垂直統合型構造である、中国の自動車部品は、日系を初めとする１次

部品メーカーが現地拠点を整備し、２次・３次の素形材メーカーは本格稼働していない。特に高精度のアルミ鋳物部品が

要求されるエンジン部品は日本や米国からの輸入に依存している 。しかし次第に自動車メーカー周辺に中国素形材産*1

業が集積を始め、高品質の鋳物部品提供の条件を獲得しつつある。こうしたなかで日本の素材産業と素形材産業の対応

の現状とそこにある問題点をみてみよう。

[鋳物用銑鉄]

日本鋳造業は国内鋳物用銑がメインで輸入銑は１０％程度であり、新日本製鐵と神戸製鋼所の寡占生産となっている

（ＪＦＥは２００４年３月末に鋳物用銑生産から撤退した。神戸製鋼所は期間限定で普通鋳物用銑を２００５年１月から１年間

新日鐵に生産委託している）。鋳物用銑鉄価格は高騰 し、鋳物業者は原料価格を製品価格に転嫁できるかどうかが重
*2

大な問題となっている。

[鋳物用スクラップ]

日本国内で供給されている鋳物用スクラップは、雑多な老廃屑と加工屑であり、鋳造業は加工スクラップ（新断、鋼ダラ

イ、銑屑）を中心に使用している。加工スクラップは新断（鋼板の打ち抜きや切り揃え時に発生する屑）であり、新断発生量

は自動車生産と部品輸出（ＫＤセット輸出＝金額が完成車の７０％以下）の合計に依存するが、最近は家電・ＯＡ機器など

の発生源もあり補足できない。白物家電の中国生産展開で電機関連スクラップの鋳物向けは激減している。日本のスクラ

ップ需要は、鋳物メーカーが１２％を占めている。

加工スクラップの部門別発生量は、自動車が主体であり、海外生産の展開と並行して減少している。スクラップの品質

問題として、Ｍｎが混入しているハイテン材（高強度・高張力鋼板）や自動車のアルミ・樹脂が増加して、鋳造に適さないＭ

ｎ、Ｃｒの元素含有率が上昇し、特に球状黒鉛鋳鉄製造に希釈材と主原料である高純度銑の材料が必要となっている（図

１３参照）。

鋳物用スクラップ価格の指標は、「Ｈ 」（厚さ３－６ 図１３）加工用スクラップの部門別構成比（出所：「日韓市況通信」２

ｍｍ）＋αであり、その幅は需給により変動している ２００４年１月１日 Ｐ４４）

が、Ｈ ＋８，０００～１０，０００円のレベルにある。問２

題はＨ 価格が炉前平均価格で高騰していることで２

ある。

鋳物用スクラップは、品位とサイズに限界があり、

電炉向けのＨ と違って品位の汎用性がなかった。２

ところが需給バランスから、需要増のＨＳと需要低迷

のＨ の格差が生じ、上級鋳物用スクラップの品薄２

にもかかわらず、価格がＨ に引っ張られて集荷が２

困難になっている。鉄鋼の中国需要を契機にした鉄

リサイクル資源価格の変動を短期間に製品価格に

転嫁することは困難であり、リサイクル資源の流通を

安定化させる必要がある。

[鋳物用コークス]

日本の鋳物用コークスメーカーは新日鐵化学と三井鉱山の２社寡占である（新日鐵化学は鋳物用コークス生産を２００

年３月で停止した）。日本の鋳造業は、鋳物用コークスの約７０％を中国山西省から輸入している。中国政府の輸出許可

書（ＥＬ）が不足すると中国産鋳物用コークス価格は上昇する場合もある。中国コークスの輸入量が減少すれば、電気炉に

よる溶解量が上昇する。
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図１４）自動車基幹部品・内燃機関電装品の貿易特化係数の現状と動向（出所：中小企業金融公庫『我が国自動車

部品製造業の現状と今後の方向性』）
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図１５）自動車駆動・伝道・操縦装置部品、懸架・制動装置部品等の貿易特化係数の現状と動向（出所：中小企業金

融公庫『我が国自動車部品製造業の現状と今後の方向性』）



１９９５年の推定部品輸出総額は約４，２兆円であり、通関統計で把握できる自動車部品は約３，２兆円と推定される（大蔵省「貿易月*1
報」）。機能別に把握すると、エンジン関連２５％（１，５兆円）、駆動系１３，７５（６千億円）と鋳鉄関連部品が高率を占めている。

鋳鉄からアルミ転換により１０ｋｇ以上の重量削減が実現するので、アルミ合金の乗用車投入材料煮染める比率は９７年に７，５％を越*2
えている。
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第３節 銑鉄鋳物産業構造の変容と課題

１）銑鉄鋳物産業構造の変容

鋳物産業の直面する決定的な問題は、長期不況による需要の減退と、主要なサプライヤー対象である自動車・機械産

業構造のパラダイム転換が同時進行している点にある。それは重厚長大産業に依存する装置産業としての銑鉄鋳物業の

原理的な構造転換を迫っている。素形材産業の最大ユーザーである自動車産業は、世界最適調達戦略による海外生産

に移行し、生産と販売は多国籍化し、従来の国内完結型部品調達を転換している。特に鋳物使用原単価の高いトラック

車部門の減退によって、鋳物製品生産量は長期的逓減傾向にある。さらに差別化をめざす乗用車部門では、鉄系部品

の代替材としてアルミ・プラステイック部品を増加させ、廃棄物処理をクリアーするリサイクル・システムを強化している。

自動車の主要機能を担うエンジンと駆動機部分は、銑鉄鋳物と軽合金鋳物が使用され、鋳物の自動車向け部品別生

産量は銑鉄鋳物の５６，４％、アルミ合金鋳物の９０，５％、ダイカストの７３，３％という高比率となってい（表３８・３９参照）。

その内容を精査すれば、８０年代は自動車用鋳造生産が自動車生産を上回って推移しているが、これは自動車の国内生

産内需にプラスして、輸出と海外生産向けの需要 が誘発されているからだと考えられる。９０年代はトラックなどの大型車
*1

生産の減退が、とくにネズミ銑鉄の需要減を誘発したと考えられる。熱伝導性と軽量性に優れた軽合金鋳物生産量の上

昇のは、エンジン・ブロックのアルミ化の進展による鋳鉄からアルミへの転換需要による 。
*2

この背景には製品サイズのダウンサイジングと軽量化をめざす自動車戦略があり、軽量化対応素形材である球状黒鉛

銑鉄と軽合金鋳物（アルミ、ダイカスト）が伸張し、さらに可鍛鋳鉄や鋳鋼、鍛造分野にも用途を広げて進出した。逆にね

ずみ銑鉄は、トラック需要減退の直撃を受け、軽量化試行が遅れて大きく生産量を減退させた。

表３８）自動車生産量と銑鉄鋳物生産量比較（出所：素形材センター『素形材年鑑』）

表３９）自動車鋳物（軽合金・銑鉄鋳物）生産量推移（出所：素形材センター『素形材年鑑』）
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自動車メーカーの海外戦略の現地生産化と部品の最適調達戦略が進展していく中で、自動車向け銑鉄鋳物部品の輸

出も連動して伸張していく可能性がある。完成車の輸出減と自動車向け鋳物部品の海外輸出量はパラレルに進むと考え

られる。自動車の海外生産比率上昇の中で、同時に自動車向け銑鉄鋳物部品の海外生産比率が高まることは、現在の

技術水準・熟練技能・原料調達条件による日本製鋳物製品の比較優位は当面維持できるだろう。

２）乗用車素材構成比分析

乗用車の素形材重量割合をみると（図７参照）、設計の工夫による軽量化のみならず、素形材材料も鉄→非鉄（アルミ）

→樹脂へと変化がみられる。

普通・小型乗用車１台当たりの原材料構成

費に占める銑鉄比率はほぼ１％である（自動車 図１６）乗用車（トヨタマークⅡ）に使われる素材重量の変遷

工業会聴取調査より）。自動車用原材料の構 （出所：トヨタ自動車資料による）

成変化をみると、調査対象部品点数約１，０００

点の重量は７２２ｋｇで車両全重量１，３３８ｋｇの

５４％にあたる。原材料の鋼種別構成比の経年

比較によって、銑鉄鋳物の材質別数量の動態

をみると、ねずみ鋳鉄がブレーキ系統で２，４ｋ

ｇ増加し、球状黒鉛銑鉄は１，９ｋｇ軽量化し、材

料判定変更で合金鋳鉄（５，１３２）が耐熱鋼鋳

鋼（４，１１）い変更しているので、鋳鉄全体では

０，６ｋｇ増加している（表３５参照）。普通鋼は３

９ｋｇ軽量化、部品変更２９ｋｇ増で合計１０ｋｇ減

少し、特にボデイの亜鉛メッッキ鋼の２２，５ｋｇ

軽量が大きい。

表４０）乗用車１台当たり鋳鉄の材質別変化（ ）出所：特殊鋼倶楽部「特殊鋼の部門別消費実態調査結果報告書」１９９６

非鉄金属系（アルミ合金９５％）では、エンジン系と駆動系で３，０６ｋｇ軽量化しているが、これは非鉄金属自体の軽量化

によるものであり、必ずしも非鉄への代替が進んでいるわけではない（表３６参照）。高コストのアルミ化の限界があると考え

られる。自動車全体の軽量化の中でも、銑鉄鋳物は微増し、鋳鉄は微減に留まっていることは、鋳物の部品機能性とコス

ト性の優位が保持されていると考えられる。

表４１）非鉄系自動車部品の経年変化（出所：前掲書）

乗用車１台当たり重量は前回比で３３ｋｇ軽量化され、調査対象部品は４８ｋｇ軽量化し、調査対象外部品は車体大型化

に伴って１５ｋｇ増加している（表３７参照）。１台当たりの材料使用単位構成は、鋳鉄１２３ｋｇ（１７，１％）、非鉄金属６１ｋｇ

（８，４％）、鋼材４６６ｋｇ（６４，６％）、プラステイック系非金属７２ｋｇ（９，９％）となっている。
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表４２）乗用車１台当たり重量差異（出所：同上書）

車両総重量（原単位総重量）に占める鋳鉄材料構成比は、（鋳鉄重量）１２３ｋｇ／（車両重量）１，３３８ｋｇ×１００＝９，２

％であり、乗用車１台当たり鋳鉄の使用比がでる。但しこの比率は、自動車工業界調査では銑鉄１，８％となっており、これ

はスクラップ発生の処理による投入比と購入比の差異にあると考えられる。

３）銑鉄鋳物製造業の経営指標と課題

（１）銑鉄鋳物産業の経営指標

銑鉄鋳物製造業の黒字企業平均で売上債権回転期間１１１，９ 表４３）銑鉄鋳物製造業の経営指標

日、棚卸資産回転期間２３，８日に対し、買入債務回転期間は５３，

８日であり、一定の運転資金需要が発生している。買入債務（支払

い準備）回転期間は１１９，２日となっている（表４３参照）。

長期不況による発生赤字の補填、設備投資金利、返済負担分

の補填資金を増加運転資金と装う融資が生じる懸念がある。受注

内容について、原資料の監査などの踏み込んだ調査と受注先へ

の直接照会による確認が必要となる。

商手割引は、同業種間の手形について側面調査を併用した慎

重な対応が求められ、発生した貸倒れ分の補填に融通手形を利

用する資金調達が図られるケースもある。

厳しい経営環境のなかで、競争力を強化するために、既存設備

の老朽化更新や生産設備の情報化や多品種少量生産に対応す

る省力化・合理化、人材確保のための作業環境改善、電子取引へ

の情報化投資などの設備投資が必要とされるが、高額設備投資の

回収メリットを含めた投資判断の可否が問われる。

その判断は、＜税引き後利益＋減価償却費ー運転資金増加額

＞で判断するが、銑鉄鋳物製造業の借入金依存度は高く、増加

利益予測も実態に即した推計が求められ、投資姿勢は慎重とな

る。融資判断は、企業提出決算書の表面分析から企業経営実態

に踏み込んだ判断が求められる。

右表の「経営指標」の信憑性を吟味すると以下のようになる。

[収益性]

黒字企業平均の総資本営業利益率が１９９７年（平成９年）７，１

％→２００２年（平成１４年）３，５％へ下降している。これは売上総利

益率が１７，６％と低位になっていることが原因で、需要減退と単価

引き下げが影響している。販売・一般管理費が１２，８％と低位で、

厳しい経費抑制があると考えられる。

[安全性]

黒字平均企業の流動比率は１３３，１％であり、短期的支払能力

に問題はない。また自己資本比率３５，８％、固定比率１４３，８％で

あるが、固定長期適合率が８１％であるので、長期的支払能力にも

問題はない。ただし預金対借入金比率が４５％、借入金月商倍率

６，９月となっており、メインバンクの動向や受注急減による資金繰

りショートが誘発される可能性もある。



通産省『銑鉄鋳物製造業の実態調査報告書』（１９９４年）参照*1
１９８０年代後半から景観鋳物の開発・販売に力を入れてきた川口産地は、川口市役所中心に官民一体の「ニューデイール作戦」を*2

展開してマーケンテング活動をおこなったが、１９９２年の売上高１５億円をピークに、９７年には３０％に激減している。

須崎鋳工所の場合、工作機械メーカーから９２年春と秋にそれぞれ５％削減を求められ、９３年には２％削減を要請され、さらに９４年*3
春には３％の引き下げを求められて、２年間で１５％製品単価は引き下げられている。９６年以降の円安状況下でも値戻しはされていない。

クボタの場合、海外調達は実質的に進んでいないが、実際には海外価格を示して国内外注先の単価を引き下げる波及効果をもたら*4
している（水野真彦「機械メーカーと部品サプライヤーの取引関係の変化」『人文地理』４９－６ １９９７年所収）。
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[成長性]

黒字企業では、総需要が下降する中で、売上高が前年比１０６，２％に上昇しているが、黒字中位グループでは９９，４

％に低下し、黒字上位グループに売上げが集中する傾向がある。黒字企業の平均経常利益も△７５７万２０００円と低下

し、単価引き下げによる厳しい収益構造が表れている。

決算操作の点検の第１は、財務データの信憑性（特に収益性の 表４４）銑鉄鋳物・可鍛鋳鉄原料歩留り推移

過大計上）にある。生産高は、使用原材料の量と歩留率、消費エ

ネルギー量によって決定される。銑鉄鋳物製造の原材料歩留率

は、６０－７０％の範囲内であり（表４４参照）。原材料使用量から生

産トン数を推定することができる。使用エネルギー量から推定する

と、製品重量トン当たりの消費エネルギー量は原油換算０，１６－

０，１５ｋｌ（うち電力量０，８３－０，８５ｋＷｈ）となっている（表４５参

照）。これらを原材料歩留率数値と合わせれば、かなり精確な生産

量が推定可能となる。あらに長期不況下で、減価償却・不良債権 表４５）消費エネルギー推移・同原単位資産

の償却を繰り延べる決算操作も予測される。

取引推進は、市中調査機関による事前調査、主力受注先企業

の体質、財務諸表による点検（前記）、経営戦略、設備投資の目的

などの把握が求められる。

（２）銑鉄鋳物産業の国内生産の課題

国内製品生産の課題の第１は、高付加価値製品供給による差別化にある。その具体的内容として試行されているのは

次記のような内容である 。
*1

①加工付き受注（生産した鋳物に塗装や一定の組立をおこなう加工範囲の拡大）

②材質高級化（耐熱、耐摩耗性、対蝕、対酸、低膨張性などの高級鋳物化）

③技術（精密性、高精度、複雑形状、軽量性、他素材複合化など材質以外の技術高度化）

④生産管理（歩留率上昇、不良品逓減、品質管理技術上昇）

①の加工付き受注は機械用鋳物にみられるが、機械加工と塗装などをおこなうＮＣ工作機械や塗装設備設置コストは

数千万円単位の設備投資が必要となる。②の材質高級化としては、高精度加工をおこなう工作機械の熱変位を解決する

ために、従来の低膨張合金の主流であるニレジスト鋳鉄よりも熱膨張係数が半減するノビナイト鋳鉄の開発例があるが、

特殊鋳鉄の開発技術力は一部メーカーに留まっている。ねずみ鋳鉄からダクタイル鋳鉄への転換技術も一定の技術料が

求められ、木型・金型に替わる発泡スチロール製模型を使う消失模型（フルモールド鋳造法）も、資金力と技術ノウハウの

蓄積が必要である。その他景観（公共）鋳物も需要が一巡して最近は低迷している 。*2

第２の課題は、生産設備の改善とニューファクトリー化の方向である。新鋭自動造型ラインや電気炉・集塵装置の導入

など工場全体をニューファクトリー化し、作業環境の上昇と周辺環境との調和をさせ、生産効率の改善と若年労働力の定

着をはかることである。但し工場の建て替え費用（１０数億円）や自動造型ライン（数億円）という巨額の資金が必要となる。

第３の課題は、製品単価の適正化である。円高不況とバブル崩壊後の不況のもと、大手メーカーの製品単価引き下げ

要求は熾烈を極め 、鋳物メーカーの収益率を著しく低下させ、新たな製品開発と設備投資を抑制してきた。製品単価の
*3

適正化が困難な要因は次の通りである

①供給サイドの需要減少を上回る生産過剰と安価な海外輸入品による価格競争が誘発された。ユーザーは輸入品価

格を「中国価格」として国内製品単価引き上げを牽制してきた 。
*4

②需要サイドでは、機械工業の不況下での価格競争が、部品メーカーに対して強力なコストダウン要求を推進させた。

大企業主体のアセンブリーメーカーに対し、中小零細性が高い鋳物メーカーは、垂直統合的なサプライヤーとして従属
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的な地位にあり、優越的地位を利用した不公正取引の犠牲者となりやすい。

第４の課題は、地域経済の再生の視点である。地域集積性の高く地域経済循環を支えている鋳物産業の産地性は、地

域経済の動向を規定する影響力を持つ。個別産業の将来展望は、地域経済と地域そのものの再生との連関の中で模索

されなければならない。従って海外展開と輸入品に対する公正な行政的規制が必要となる。

こうした課題を個別の鋳物メーカーの経営戦略と企業家精神で超克することは不可能であり、産地共同ネットワーク構

築にその帰趨が架かっている。しかし激烈な価格競争と産地間競争のもとで、個別企業の収益率上昇に狂奔する可能性

もある。むしろ鋳物業界では経営戦略が分岐し、協同組合の存在意義が根底からゆらいでいる産地もある。いま鋳物メー

カーの経営戦略は、①海外部品調達による価格競争戦略、②海外生産による現地への部品供給戦略、③産地共同ネッ

トワーク戦略の３類型に分岐しつつあり、産地と企業家精神の基本的なあり方が問われている。

確かに当面の収益率上昇は、労務費と販売人件費を削減することで一定確保できるが、長期的には成長の可能性は

ない。すでに一部では鋳物と関連がない精密機械加工部門や建築資材の製品化、或いは異業界のスポーツセンターや

健康ランドなどへの転身を図る企業も出現している。しかしもはやバブル期にみられた「扇情的」多角化は不可能であり、

本業におけるノウハウの蓄積と他分野進出の慎重な判断と調整が求められている。

こうした鋳物業界の経営基盤を強化する支援政策として、中小企業近代化促進法による構造改善計画が実施されてき

たが、必ずしも効果は上がっていない。協同組合会員企業でも構造改善計画に参加する企業は多くはない。「構造改善

に入っても何のメリットもない」、「トップランナー向けの構造改善に多くの企業が参加するとは思えない」（『鋳物ダイジェス

ト』１９９８年１２月号）など、計画策定の意義を否定したり、消極的に評価する傾向があり、政策と実態が乖離している。

表４６）鋳物技術分野の世界高シェア製品（出所：素形材技術戦略策定会議『素形材技術戦略』鋳造ＷＧ報告書）



- 37 -

図１７）産官学連携による次世代鋳物づくり戦略（出所：素形材技術戦略会議『素形材技術戦略』平成１２年）



大阪府南河内郡美原町大保。鋳物の始祖・石擬姥命の子孫鍋子丸を首長とする鋳物師が住み、大保の官を賜ったのが地名のいわ*1
れとなる
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第４節 碧南鋳物業の史的展開と構造

１）日本鋳物業の史的展開過程

鋳物づくり技術はＢＣ３，５００年頃にメソポタミア地方で始まり、中央アジア西南部からシルクロードを経て東アジアへ伝

播し、中国大陸→朝鮮半島を経て弥生中期（紀元初年頃）に日本へ渡来した。中国では商（ＢＣ１６－ＢＣ１１Ｃ）に土を焼

いてつくる鋳型（陶型）を組み合わせる精緻な酒器がつくられた。中国渡来の銅利器（剣や矛）の模倣から始まり、鋳造は

北九州で始まった（須玖遺跡 福岡県春日市）。同じ頃に銅鐸の石型が近畿にあり、朝鮮渡来の技術者集団が北九州と

能登・鶴賀から伊吹山麓を経て畿内へ集住したと推定される。彼らは大阪・河内丹南 に定着し次第に各地に展開した。
*1

図１８）日本への鋳物技術伝播経路（出所：石野亮『鋳物の文化史』１９８６年 Ｐ１１）

図１９）日本の鋳物業発祥年代（出所：石野亮『鋳物の文化史』１９８６年 ＰＰ３８）

７０１年（大宝元年）大宝律令で我が国初の鉱業法規が施行されて金属資源の採鉱開発が進み、大化の改新による律

令国家の誕生で７－８世紀に鉱工業が発展した。鋳物師が独自の職人集団として形成され、初期の仏像・梵鐘などの銅

鋳物から次第に鍋釜や鋤鍬などの鉄鋳物製の日用品や農耕具を製造するようになった。律令解体による荘園経済が進

展すると手工業生産は国家支配から有力寺社の工房、貴族私営作業場（殿下細工）へ移行し、官営工房は縮小再編して

いく。逆に手工業者は階梯的な工匠集団を形成し、鋳物師集団も典鋳司→内匠寮（７２８）を経て蔵人所供御人（１１６５）と



その後の真継家支配の進展の中で、江戸・京都・大坂３都とその他一部の鋳物師はその支配を受けず独自に営業を展開した。*1
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して再組織された。諸国を回る廻船鋳物師は燈炉供御人に組織され、その他２集団と並ぶ右方（土鋳物師）・左方（廻船

鋳物師）・大仏方（東大寺集団）という３集団に再編された。諸国を渡る鋳物師は蔵人所諜や将軍家政所下文によって市・

関所の課税を免除され、１２２２年（承久４年）には六波羅探題から過所を付与されて特権を完成させた。

室町期以降の商品生産の進展によって手工業者の営業活動は飛躍的に発展し、封建領主も楽市楽座や課役免除の

特権を与えて商工業者の包摂をはかった。織田信長は、鋳物師・水野太郎左衛門に梵鐘の独占鋳造権と課役免除特権

を与え、熱田において他の鉄屋の吹屋建造禁止、他国よりの鍋釜移入禁止などの熱い保護を与えた。こうして特権を得た

鋳物師が領国内の鋳物師を支配下に置く一国惣官職が成立した 。*1

図２０）中世前期鋳物師組織（ ） 図２１）中世後期鋳物師組織（ ）出所：石野亮『鋳物の文化史』Ｐ６７ 出所：左掲書Ｐ６７

中世期の鋳物師は封建君主の安堵 図２２）真継家支配形態（出所： ）豊川市教育委員会『豊川の鋳物師』平成２年 Ｐ６

状を得て庇護を受けたが、蔵人所の小

舎人を世襲する真継家が、一国惣官

制に対抗して次第に織豊政権の下で

全国支配を実現して、室町期から明治

初期まで諸国の鋳物師を支配下に置

き、「鋳物師職座法の掟」（天正４年）を

制定して「鋳物師職許状」を交付し、作

品名に「勅許御鋳物師」の称号を与え

て「諸国鋳物師名記」に名を記して代

替料を徴収し、自家の代替り時の上京

や年始・八朔に銀１枚を上納させた。

三河国でこの称号を得たのは、国松重

兵衛（大浜）、太田庄兵衛（平坂）、同

甚兵衛（平坂）、木村重左衛門（岡

崎）、安藤金右衛門（岡崎）、中尾重右

衛門（豊川）、同惣左衛門（豊川）、同

与治（豊川）の８人であった。
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２）碧南鋳物業の史的展開

碧南市鋳物製造業は三重県桑名市、埼玉県川口市と並ぶ鋳物産地を形成し、矢作川河口での鋳物砂、水運の要地

である大浜地区にはじまった。初期は梵鐘、半鐘の製造から始まり、明治期までは仏具、火鉢、鍋、釜、鉄瓶などの日用

品鋳物が主流であったが、明治末期から大正期に織機、窯業機械、漁船用部品を扱う企業が急増した。昭和期にはいる

と、近隣の刈谷市の大規模織機工場の存在、第２次大戦後の三河部での機械工業集積を受けてさらに発展した。以下そ

の歴史的展開を詳述する。碧南鋳物の起源は鋳物発祥の地である近江国粟田郡高野庄辻村から、１６７６年（延宝４年）

に国松十兵衛・七郎兵衛父子が、大浜松江へ移住したことに始まる。鋳物砂を採取する矢作川口に近く、舟運便利な所

にあり、大消費地である名護屋に近接していたからである。主な製造品は、梵鐘、仏具、鍋釜であった。勅許鋳物師は、」

梵鐘や半鐘を独占製造する特権を持つが、その他の家庭の日常需要のある鋳物（仏具、火鉢、鍋釜、鉄瓶など）を製造し

た。彼らは新規参入する鋳職の差し止め特権を持つ独占的製造権を持っていた。但し尾張国の鋳物師は、徳川親藩体

制の下で、鋳物師棟梁水野太郎左衛門の支配下にあり、真継家の直接統制下にあったのは知多郡久米村片山茂兵衛１

名のみであった。

図２３）尾張鋳物師鋳造資料分布 表４６）尾張鋳物鋳造資料（出所：左掲書）

（出所：名古屋市博物館『尾張の鋳物』）
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表４７）三州鋳物の発生経緯（出所：碧南市鋳物工業協同組合『碧南鋳物のあゆみ』Ｐ１７）

表４８）国松家の系譜と歴代作品（出所：碧南市鋳物工業協同組合『碧南鋳物のあゆみ』Ｐ２２））



昭和４年当時の太田鋳造所の概要は次のようになっている。出資金１１，０００円、主要事業：洋銑鋳物、作業日数：３１０日、職員２・職*1
工１７（男）、平均日給１８０銭、原動機：電動機、生産額４０，２９０円
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碧南鋳物原料の石州銑・備中銑は、 図２４）碧南鋳物の発生状況（出所：碧南市鋳物工業協同組合『碧南鋳物

大阪・桑名から海路もたらされ、燃料の木 のあゆみ』昭和６１年 Ｐ２２）

炭は矢作川上流の山村から、鋳物砂は

知多河和方面からもたらされた。国松家

は幕末文久元年頃に絶家し鋳物業を廃

業したが、技能は伝承され鋳掛職、金物

渡世として独立営業し、鍛冶職との連携

など次第にギルド的な性格を脱して明治

以降の近代鋳物業の基礎をつくった。

碧南鋳物師の封建特権によるギルド

的生産は衰退し、伝統鋳物師のほとんど

は没落し絶家に到った。伝統鋳物師のマ

ニュファクチュア的手工業生産は、工芸

生産から工業生産へ転換する鋳物業の

技術革新による産業革命に対応できな

かったのである。その技術革新は、①石

炭からコークスへの原料転換、②日本式

伝統焼成法の生型法への転換、②タタラ

銑から高炉銑、④タタラ送風法に替わる

原動機送風機の導入などである。

碧南鋳物業の近代工業化が推進された要因は次の通りである。

①立地の比較優位性

対岸の知多半島野間砂（良質の型砂）が産出され、新川・大浜港を拠点とする海上輸送が確保されていた。

②近代鋳物業展開の旺盛な企業家精神

太田徳二郎 の旺盛な技術革新と経営志向が鋳物業界の系列的発展を創出した。太田重工（株）は２１工場へ発展し、（株）小笠原
*1

鋳造（１２工場）を展開させ、クロダイト工業（株 旧黒田鋳造所）４工場と系列展開している。

③近代機械産業の隣接

平岩鉄工所の毛織機械需要と豊田自動織機部品の受注製造、碧南窯業関連機械需要、トヨタ自動車関連需要によって、碧南鋳物

業が日用家庭品製造から機械鋳物製造へ転換したことである。

④小資本で展開可能な中小企業性

多品種少量生産対応可能な中小企業性の利点を生かして、小資本・零細労働力で創業可能であること。

碧南鋳物業近代化の先駆的存在であり、「碧南鋳物業中興の祖」と云われる初代太田徳二郎は、石油発動機用鋳物

の鋳造に成功し、碧南鋳物業近代化の基礎を築いた。平岩鉄工所は、農耕用発動機製作を経て、大正期に鋳物工場を

増設し（棚尾村東川）、日本初の毛織織機製造技術を開発し、碧南鋳物が日用品から機械鋳物へ転換し産地発展の契

機を開いた（主力製品は、織機、窯業機械、漁船用部品）。大正期４鋳造所から、さらに昭和初期に４鋳造所が創業し、さ

らに日中戦争拡大の軍需需要拡大に対応して、８鋳造所が創業され、碧南地域の基幹産業に成長した。明治末期から大

正期に到る三河鋳物の状況を「愛知県統計書」でみると次頁のように記載されている。

敗戦後は戦災被害を免れて資材設備が温存され、軍需から民需への転換がすすみ、物資不足による日用品鋳物の需

要が急増したが、１９４９年（昭和２４年）のドッジライン施行によって業界は不振を極めたが、１９５０年（昭和２５年）の朝鮮

特需によって回復し、次いで１９５６年（昭和３１年）の神武好況にのって生産量は飛躍的に拡大した。１９５７年（昭和３２

年）の公定歩合引き上げによる金融引き締め政策によって一時的な停滞が誘発され、受注量の減少による売上げ増収率

低下によって不渡り手形の発生や戦後最大の倒産、若年労働力不足による賃金高騰など経営が悪化したが、消費需要

の拡大によってふたたび生産は拡大した。拡大する需要と生産を維持する資金調達と労働力調達の限界を克服するため

に、碧南鋳物協同組合が結成され、協同化戦略が志向された。

１９６０年代初頭の碧南市の鋳物工場の分布はをみると、約１００工場の大半が棚尾、大浜上、中山地区という碧南台地

の南半部周辺に集積しており、原材料と製品輸送の集積効果を実現している。相対的に広範囲の作業面積を必要とし、
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さらに環境問題を回避するために市街地を離れた安価な郊外の旧塩田や湿田の埋立地を選択したものと考えられる。１９

６０年代の碧南市鋳物工場の地区別分布は以下のようになっている（図２５参照）。大浜地区は２８事業所、棚尾地区は２４

事業所、新川地区は１７事業所、朝日地区は８事業所となっている。

出所：碧南市鋳物工業協同組合『碧南鋳物の表４９）愛知県統計書にみる明治末期から大正初期の三州鋳物工場概況（

）あゆみ』Ｐ２６－２８

図２５）１９６０年代の碧南市鋳物工場分布（出所：碧南市鋳物工業協同組合『碧南鋳物のあゆみ』Ｐ３８）
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表５０）碧南市内鋳物業者一覧（１９６０年）（出所：碧南市鋳物工業協同組合『碧南鋳物のあゆみ』Ｐ６１）
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碧南窯業の近代化は、窯業機械・織機用鋳物を主力製品として出発し、軍事需要の中で飛躍的に拡大し、繊維機械・

水道部品・工作機か・農機具と多角的に製品展開し、次第に自動車用部品・工作機械部品へ主力製品が移行した。主要

鋳物産地である川口鋳物と比べて、碧南鋳物が圧倒的に繊維機械器具用・窯業機械用・農機用・木工機用・ミシン・自動

車部品など近代機械産業製品に傾斜している特徴がある（表５１参照）。自動車部品で量を稼ぎ、水道管部品で利益を稼

ぐという碧南鋳物業の製品直性が形成されている。

表５１）碧南市銑鉄鋳物業における自動車部品・水道管部品比率（出所：碧南鋳物工業協同組合資料）

これは同時に碧南鋳物業が自動車・機械メーカーへのサプライヤー産業の下請工業として変貌を遂げることを意味し

た。下請工業化は、鋳物業内部での階層分化を誘発し、高精度生産を実現する管理技術を導入して経営近代化に成功

する企業と、親工場に従属する下請鋳物工場化して見込み生産から受注生産に転落する零細家内工業形態工場に分岐

していった。全体として、この段階の碧南鋳物業は、中小零細個人企業の経営形態であり、経営形態を見ると個人企業が

５５％、株式企業３０％であり、資本規模においても１００万円以下の零細家内工業である（表５２・５３・５４・５５照）。

表５２）碧南市鋳物工場の経営規模別工場数・従業員数・生産高（１９６４年）

表５３）碧南市鋳物業経営組織別鋳物工場数（１９６１年）

表５４）碧南市鋳物業の資本金（出資金）別工場数・従業者数・生産高（１９６１年）
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表５５）碧南市鋳物業の資本金別鋳物工場数（１９６３年）

経営規模別従業員数をみると、１０－１９人が６０５を占め、主要設備であるキューポラ容量が１，５トン程度の管理に最適

であり、下請企業としての人事管理を含む堅実経営を実現し得たのであり、この零細家内工業性は多品種少量生産に対

応できる最適規模性を持ち、参入と群生による産地の規模とネットワークの経済を実現した（表５６・５７参照）。

表５６）碧南市鋳物業の従業員数別工場数・従業員数・生産高（１９６４年）

表５７）碧南市鋳物業の従業員数別工場数（１９６１年）

こうした碧南鋳物業の家内零細工業性による経営管理と労務管理の非近代性と、熱間作業と塵埃の発生する作業環境

の劣悪性は、若年労働力の調達に困難をもたらし、特に１５－１９歳の新規採用困難と若年労働力の高離職率という問題

を誘発し、新規採用と定着率上昇を図るための賃金水準上昇と作業環境改善に迫られた（表５８参照）。
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表５８）碧南市鋳物業の年齢別鋳物工場従業員数（１９６３年）

ここで碧南鋳物業を支えた木型製造業 図２６）１９６０年代の碧南市木型工場分布図（出所：碧南市鋳物工業協同

をみてみよう。鋳物の原型は木材でつくる 組合『碧南鋳物のあゆみ』Ｐ７８）

木型と、金属でつくる金型と、その他石膏

などもあるが木型が広範に利用されてい

る。碧南木型の発祥は、川崎造船所の船

大工であった中川才吉が木型技術を習得

し、明治２７年に亀崎（現半田市）大松で

開業したのが創始とされる。当時の亀崎鉄

工、愛知時計、若松モーター（師崎）に主

として供給したが、明治末期に太田鋳造・

平岩鉄工の創業で独占受注した。中川才

吉の長男が大正１５年に新川町に移住開

業したのが碧南木型の創始となった。中

川木型に次いで、高橋木型（大正９年

後廃業）、安田友次郎（昭和２年棚尾）、井

口邦雄（昭和５年 大浜）、三島一（昭和８

年）、村松武雄（昭和２０年）等戦前期には

９名の木型業者が開業し、その後４８業者

を数えるに到った。戦時期は独立営業が

困難であるなかで技術が温存され、戦後

期に急速に発展した。１９６０年代の木型

工場の分布は右記のようになっている。

新川地区 ４８事業所

大浜地区 １０事業所

棚尾地区 １２事業所

旭 地区 ７事業所
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３）碧南鋳物業の取引構造と生産波及効果

主要原料の発注者からの支給はほとんどなく、各製造業者が独自に原材料商から購入している。その調達先は、隣接

する鋳物産地の西尾市や名古屋市など愛知県内から仕入れられている。碧南市内にも、鋳物関係原材料商がある。製品

構成は、機械用鋳物が中心であり、産業機械、金属工作機械、自動車用鋳物が主流であり、製品販売先は大阪、浜松な

ど県外都市や、愛知県内では名古屋市、刈谷市などが多く、碧南市、西尾市との取引も見られるが、このなかには同業者

からの再下請取引もある（図２７参照）。

図２７）碧南鋳物業の取引構造（出所：愛知県『地場産業県別実態調査』昭和５６年 Ｐ８０）

鋼屑

銑ダライ 原

県内業者 材

新銑 料

西尾市 ・

名古屋市 機械設備用燃料 設 名古屋

安城市 備 銑 製 県内製造業 刈谷市

自動車用燃料 ・ 鉄 品

サ 鋳 販

消耗品 物 売 県外製造業 大阪

市内業者 ビ 業 浜松

輸送・保管 ス

碧南市内 の

広告・宣伝 購

入

外注加工

県内業者

機械設備

鋳物製造業では、主要原材料である鋼屑、銑ダライ、新銑は近隣の安城市、名古屋市から調達し、量的には碧南市内

からの調達量が多い。特に関連産業として鋳造工程に必要な仲子－木型専門生産業者とバリ取り仕上げ業者がある。か

っては一貫生産が一般的であったが、設備と手間がかかり、現在では仲子－木型やバリ取り仕上げ工程は外注されてい

る。昭和５０年代前半では、仲子製造業者が碧南市内に５９事業所存在し、うち４０事業所（６７，８％）が従業員１－３人規

模の家内工業である。木型製造業は一定のスキルを必要とし、業者数は仲子製造業者ほど多くはなく、２０事業所程度あ

り、バリ取り仕上げ専門業者は２５事業所程度存在していた。製品の販売先は、愛知県内または県外製造業者が多い。物

品・サービスの購入は、自動車用燃料、消耗品、輸送・保管サービス、広告・宣伝サービス、建物建築関係は碧南市内が

多く、機械設備燃料、機械設備購入・修理は愛知県内からの購入となっている。

事例）１９６０年代における碧南市の銑鉄鋳物主要メーカーの取引関係（出所：碧南市総合開発審議会『衣浦臨海工業

地帯における碧南工業開発計画書』）
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以上の取引構造から昭和５０年代初期の鋳物製造業の産業連関における生産波及図は以下のようになる。

図２８）昭和５４年碧南鋳物製造業の生産波及図（出所：愛知県『地場産業県別実態調査』昭和５６年 Ｐ９１）
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４）愛知県銑鉄鋳物製造業の経営形態

①１９８０年代の相貌（参照：愛知県『地場産業実態調査報告書第Ⅱ分冊』昭和５６年 有効回答企業数１１６社）

[企業形態] [資本金規模] [創業年次]

昭和５３年 個人企業 １５（１３，０％） 明治以前 ２（ １，７％）

株式会社 ８０（６９，０％） １００万円未満 ７（６，１％） 明治 ３（ ２，６％）

有限会社 ４（ ３，４％ １００－３００万円 １７（１４，８％） 大正 １２（１０，３％）

合名・合資会社 １３（１１，２％） ３００－５００万円 １４（１２，２％） 昭和 １－２９年 ２２（１９，０％）

個人企業 １４（１２，１％） ５００－１０００万円 ２０（１７，４％） 昭和２１－２９年 ３７（３１，９％）

組合 １（ ０，９％ １０００万円以上 ３８（３３，０％） 昭和３０－３９年 ３３（２８，４％）

企業合計数 １１２（１００％） 昭和４０－４９年 ５（ ４，３％）

昭和５０－５５年 ０（ ０，０％）

[代表者年齢] [立地環境]

２０－２９歳 ０（ ０，０％） 工業専用 ８（ ６，９％）

３０－３９歳 ８（ ７，０％） 工業 ２０（１７，２％）

４０－４９歳 ３２（２８，１％） 準工業 ５２（４４，８％）

５０－５９歳 ４２（３６，８％） 商業 ０（ ０，０％）

６０歳以上 ３２（２８，１％） 住居 １５（１２，９％）

平均 ５３，９歳 調整 １１（ ９，５％）

未指定 ７（ ６，０％）

大半が株式会社を主とする法人企業であり、資本金１０００万円以上が３３５を占め、全体として企業規模は大きい。創業年次分析１）

は、戦前・昭和２０年代・昭和３０－４０年代がそれぞれ１／３を占め新規参入はない。代表者年齢は、５０歳代を中核に４０歳代

以上と６０歳代以上が高い比率を占めている。６８，９％の事業所が工業関連地域に立地しているが、２８，４％が工業・商業地域

以外に立地しており、約３０％が家内工業的な事業形態であると推定される。

[生産形態と生産方法] [営業形態]

受注生産が中心で（８６，８％）、自社生産が中心で分析２）

あり（８３，８％）、製造直販が主体であるが、下請中心受注生産 ８６，８％ 製造直売 ７５（６４，７％）

が１９，８％、双方を兼ねるものが１２，０％と３０％近く見込生産 １３，２％ 下請 ２３（１９，８％）

は下請構造に組み込まれている。製造直売・下請 １４（１２，１％）

自社生産 ８３，８％ その他 １（ ０，９％）

外注（下請 １６，２％

[売上高規模] [経営状況]

－ ３００万円 ０（ ０，０％） 昭和５３年 ５３／５１（％）

３００－ ５００万円 ０（ ０，０％）

５００－１０００万円 ０（ ０，０％） 事業所数 ３２４ －

１０００－３０００万円 ６（ ５，２％） 従業者数（人） ８，８４７ －

３０００－５０００万円 ８（ ７，０％） 製造品出荷額（百万円） １２９．８３７ －

５０００－ １億円 ２３（２０，０％） 付加価値額（百万円） ５１，７９３ －

１－ ３億円 ３７（３２，２％） １事業所製造品出荷額（万円） ４０，０７３ １４２，６

３－ ５億円 １４（１２，２％） １事業所付加価値額（万円） １５，９８５ １５７，１

５－ １０億円 １３（１１，３％） １従業者製造品出荷額（万円） １，４６７ １３８，０

１０－ ３０億円 １１（ ９，６％） １従業者付加価値額（万円） ５８５ １５２，３

３０億円－ ３（ ２，６％）

１社当たり売上高規模は「５０００万円ー５億円未満」（６４，２％）が中心であるが、「３０億円以上」も３社（２，６％）存在している。分析３）

製造品出荷額・付加価値額の伸びは全製造業平均を上回っているが、コスト上昇・同業者間競争・従業員確保などで再編の可

能性がある。
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[販売先（地域）割合] [原材料購入地域] [製造原価の割合]

製造業者 ８９，９％ 県内 ９７，６％ 人件費 ３０，１％

卸・問屋 ７，０％ 東海 ０，９％ 原材料費 ３５，３％

小売 ０，２％ その他 １，５％ エネルギｰ費 １０，６％

その他 ２，９％ その他費用 ２３，９％

販売先は製造業者向けが大半であり、原材料もほとんどが県内業者から購入しているが、販売愛知県内 ５９，３％ 分析５）

地域は東海・その他４０，７％に達する。これは三重・浜松の自動車産業向けであろう。「原材料東海 ８，７％

費」と「その他費用」のコスト比率が相対的に高い。その他 ３２，０％

[経営上の問題]（単位％）

非常 困っている やや困っている 困っていないに

①原材料費・人件費等製造コスト上昇 ４７，８ ４６，９ ５，３

②品質、機能、価格、工賃の同業者間競争 １９，５ ６２，８ １７，７

③受注・取引条件の不安定性 １５，９ ５６，６ ２７，５

④公害、工場立地規制強化 １７，９ ５６，３ ２５，８

⑤規格、安全性要請への対応 ８，９ ６１，６ ２９，５

⑥資金調達 １７，７ ４４，２ ３８，１

⑦原材料確保 ０，９ ８，９ ９０，２

⑧従業者不足 ７７，４ ２２，６

[今後の方針]（単位％） [今後とるべき対策]

現状維持 ６２，１ 積極的推進 現状維持 必要なし

生産規模拡大 ２１，６

生産規模縮小 ３，４ ①後継者育成 ６４，０ ３０，７ ５，３

多角化 ６，９ ②技術者教育 ６９，６ ２５，９ ４，５

転廃業 ４，３ ③販路開拓 ７０，２ ２３，７ ６，１

④市場情報収集 ６３，７ ３３，６ ２，７

⑤技術情報収集 ６６，３ ３２，７ １．０

⑥新製品･技術開発 ６８，８ ２５，９ ５，３

⑦原材料安定供給 ３３，３ ４９，５ １７，２

⑧共同仕入れ １８，９ ２８，８ ５２，３

⑨共同加工・生産 １１，７ ２６，１ ６２，２

⑩共同受注・販売 １３，５ ２３，４ ６３，１

⑪低利資金調達 ７１，１ ２１，９ ７，０

⑫省エネ・省資源 ７９，５ １６，１ ４，４

製造コスト上昇がもっとも問題となっており、同業者間の競争についても問題がある。原材料確保についてはそれほど問題とな分析６）

っていない。大半の企業が、現状維持であるが、２０％程度の企業が規模拡大を志向し、生産規模縮小・転廃業を考えているも

のが８％弱存在する。今後の対策としては、共同化を志向するものはすくない。

１９８０年代の愛知県銑鉄鋳物製造業の特徴を整理すると以下のようになる。

①工業関連地域に立地する株式会社主体の中堅企業が多く、約３分の１は家内工業的事業形態である。

②受注による自社生産が中心で３分の１は下請構造に包摂されている。

③生産力は全産業平均を上回っているが、同業者間のコスト競争による再編に曝されている。

④半が常用労働者であるが平均年齢は高く労働力不足に直面する可能性がある。

⑤販売先は自動車産業向けが大半である。

⑥規模拡大志向と縮小志向が混在し再編の可能性があり、共同化志向は薄弱である。
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東海地域の鋳物業界は、親企業からのコストダウン要請と海外調達による受注減によって景況が悪化している。東海４

県の銑鉄鋳物業の転廃業実態を１９９６年－２０００年でみると（表５８・５９参照）、転廃業合計は４３件であり、倒産５件の理

由は利益減少１，生産中止２，不明２となっており、転業３件は自己破産と売上不振である。最も多い廃業の理由をみる

と、採算悪化・売上減少・営業不振が最も多く、次いで社長死去・経営者高齢化・後継者難が続き、公害対策・作業環境

などの環境廃業もみられる。また銀行廃業に伴う資金調達難もあり、転廃業の原因が不況型と鋳物業内在型に分かれる。

この統計は２０人以上の企業を対象とする「生産動態統計」をベースにしているので、１９人以下を含む「工業統計」ベース

にすればおそらく２倍を超えると推定できる（工場数は生産動態統計で６２０社、工業統計で１，１８６社であり、しかも鋳物

業の零細性は強い）。しかしこの統計で碧南市域の鋳物業の転廃業数は、廃業１で少ない。この背景には碧南鋳物業が、

不況業種である一般機械関連部品よりも、比較的安定した需要のある自動車関連部品に傾斜していることがある。

「碧南市鋳物工業協同組合」資料（１９９４年）では、自動車部品５２，８％、水道用品２７，１％、産業機械部品１１，７％、

電気器部品１，１％、土木建築部品０％、日用品１，２５、その他６，１％となっており、「自動車の碧南」と言われる構造がわ

かる（組合員４４社 月産６，９００㌧）。

表５８）東海地域の銑鉄鋳物業の転廃業（出所：『イモノダイジェスト』）

表５９）東海地域の銑鉄鋳物業転廃業理由（出所：同上書）
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②２０００年代初頭の碧南鋳物業の実態

表６０碧南市銑鉄鋳物・鋳造業工場一覧（出所：データフォーラム『工場ガイド改訂第２版』２００４年参照して筆者作成）
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表６１）碧南市鋳造用中子製造工場一覧

表６２）碧南市鋳造用金型・木型製造工場一覧
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表６３）碧南市銑鉄鋳物・鋳造工場経営形態



ある経営者は「自社でできないものもどんどん受注し、地域全体でカバーすることができる。一つ屋根の下で多様な製品を生産できる*1
時代が来るだろう」と述べている。
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５）碧南鋳物業の経営風土と企業家精神

（１）牢固としてある家業意識

碧南鋳物業経営者の一般的履歴は、少年期に鋳物工場を遊び空間の一部として成長し、学校卒業後に家業の鋳物

工場に入り、現場で家族や熟練工のもとでＯＪＴによる技能修得をし、日常業務を通して次期経営者としての経営ノウハウ

を身につけて経営者となっている。学校卒業後に他社へ就職して修業と広範囲の人脈を構築して、家業へ帰還し経営者

に到るケースもある。いずれのコースを経ても、家業としての鋳物に対する強い関心を持ち、家業存続の強い意志と現場

的知識とスキルを暗黙知として体化している。

同族的経営が強く、経営者は血縁関係による継承が多く、管理部門は家族や親族が従事し、家族的経営による公私分

離の問題が派生し、経営近代化が求まられている。また都市化が進展していない非市街地地域で、地価の高騰もなく、地

域住民と企業の軋轢も比較的少ない。これが跡地利用を狭め、結果的に転業の機会を制約している。

（２）地域集積効果と仲間取引

狭隘な地域に産地集積し、濃密な社会的分業体制が構築され、鋳放し品で出荷し、熱処理・機械加工・塗装も受託す

る広範囲な分業能力を蓄積している。相互の加工工程が空間的に近接し、物流コストがほとんどかからない 。鋳物関連
*1

業者の集積は、ほとんどの資材を発注翌日に入庫する体制を実現し、設備修理もサービスセンターが近隣に立地し即応

的な修理が可能となっている。一方では、繊維の打撃的経験から、模型を自社造型設備以外に使用できないように仕様

したり、自社設備にマッチする受注品を選択する企業もある。顧客特性に対応した顧客絞り込みをおこなう企業もある。

（３）木綿の挫折体験をバネとする

三州木綿の中心地であったが、１９６０年から７０年代にかけて人件費コスト高騰によりアジアへの生産移転で致命的な

打撃を受けて壊滅した経験を踏まえた経営戦略が採用されている。鋳物製品の製品分野の特化とマニュアル化できない

高度な熟練スキルの蓄積による製品差別化である。

（４）ＯＪＴによる技能の暗黙知形成

経営者の修得しているスキル（暗黙知）は、現在の計測技術では測定不可能なものでありマニュアル化（形式知）は困

難である。溶解のノウハウ、注湯時の溶解金属の動き、鋳型内での金属凝固状態は伝統的な熟練技能であり、経験と勘

に属する。企業内ＯＪＴは、溶解工は専門工として位置づけ、造型・注湯・仕上げ業務は多能工に編成している。自動ライ

ンに配置する者はオペレーターとしてＯＪＴによって養成される。但し新規高卒就業者の中途退職率は高く、３年間の歩留

まりが２０％と低下している。

（５）トヨタ生産システムへの包摂

トヨタ自動車の城下町として、垂直統合型下請構造に包摂されて、生産方式も強い影響を受けている。品質・コスト・納

期を重視し、「在庫ゼロ」・「混合生産」・「ＴＱＣ」が浸透している。量産品はカンバンによる生産指示がなされるが、非量産

品はＦＡＸと電話による指示が大半で、インターネットによる生産指示と社内ネットを構築しているのは各１社に過ぎない。
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森恒雄「碧南・西尾鋳物工業の経営特性と将来像」『中京経営事例研究：碧南市銑鉄鋳物製造企業のケース・スタデイ（出所：

）研究』１０－１ ２０００年参照

[事例１]非量産品の流れ作業方式とノウハウの優位

設立：１９３８年 株式会社 従業員：４１名（うち派遣６名） 平均年齢 ４０才

事業内容：水道管部品、機械部品、るつぼ 年商：９億円

①沿革

現社長（３代目）の祖父は市内で精米業を営んでいたが、４８才で鋳造業の友人の勧めで２人の息子を鋳物工場で修行させ、２年後の

３８年に手込め鋳造業を開業し、４５年に７，０００ の用地を取得して翌年新工場を立ち上げた。現在は低周波電気炉３㌧２基に自動造㎡

型ラインと手込めを併用し、水道管部品・窯業機械部品・ルツボの生産をおこなっている。材質は、ダクタイル鋳鉄７０％、普通鋳鉄３０％

で月産３３０㌧を生産している。

②現状

近郊の学校と提携して新卒を採用し、ＯＪＴによる若年技能者の養成に努め、平均年齢が４０才と若く、新規高卒の定着率は１００％に

近い。安価な海外輸入品に対抗する品質・コスト・納期を重視し、工場の改善を行っている。例えば手込めでは土間に型枠を置いて造型

注湯するが、ここでは２本のコンベア上に定盤を置き、その上で造型し順次移動して注湯されるシステムとなっている。こうして多品種少量

品の流れ作業方式による生産性を高めている。不況対応は、役員の給与カット、夏期休日の振り替えによる電力費削減で乗り切った。る

つぼのノウハウによって製品単価は自動車に比べてよい。製品構成では受注生産であるルツボが売上高の２５％を占め、利益率を高めて

いる。後継者は異業種にいた長男が入社して解決している。工場建物の一部が保存指定建築物となっており、修理・改築の許可が必要

である。

[事例２]高品質による差別化

設立：１９５１年 株式会社 従業員：２０名 平均年齢 ５０歳強

事業内容：機械部品、景観鋳物 年商：２，４億円

①沿革

伝統地場産業である土器の製造販売から、友人の薦めで鋳物と電気の勉強をし、２３歳で創業して順調に事業を伸ばした。現在は、低

周波電気炉１基で、主として機械部品と景観鋳物を機械・手込めで生産している。材質はダクタイル鋳鉄で、普通鋳鉄は外注している。

②現状

鋳物専業の限界を付加価値を高める機械加工や塗装などのアイデアをと試行している。治具加工のノウハウを生かして、量よりも品質

と精度に重点を置き、品質評価によって大手メーカーの受注が多く生産は繁忙となっている。原料配合については新銑２０％で品質を保

持し、スクラップは鋳物砂を十分に落として溶解炉に投入している。製品単価は地域最高の評価を得ている。社長（７０歳）が早朝４時に出

勤して低周波電気炉の電源を入れ、７時３０分に出勤する熔解工に引き渡し、無駄を省く。後継者は専務の長男がいる。創業時から鋳機

メーカーの試作品のフィールド工場となっており、設備投資コストが軽減された。原材料購入はトヨタ生産方式を取り入れ、景観鋳物への

補助と販促を官公庁に働きかけている。

[事例３]金属組織の均一的緻密性を比較優位とする製品開発

設立：１９４９年 合資会社 従業員 ８名（派遣３名） 平均年齢 ５６歳

事業内容；印刷機、工作機械部品 年商：１，１億円

①沿革

先代社長は瓦職人を経て地元大手鋳物会社に勤務し、１９４９年に独立創業した。現社長は、１９６９年に入社し、現場作業後１９７４年

に経営に従事する。創業以来工作機械中心に取引し、地域の大手工作機械メーカーと取引し、現在は金属組織の均一的緻密性を重視

する印刷機械と工作機械部品を製造している。顧客は大小問わず直接取引している。

②現状

月産能力１００㌧に対し、受注量は６０㌧であるのは不況業種である印刷・工作機械を主要な顧客としているからだ。熔解はキューポラ、

造型は機械・手込め併用で自硬性の砂を使用し、材質はＦＣ２５が大半で一部ＦＣ３０もある。剛性と機械精度を確保する素材の緻密性が

求められるグラフィック印刷機械用鋳物を供給するために、湯口・湯道・押し湯等のノウハウを蓄積している。３日に１度の熔解で量産品を

鋳込む意志はない。製品単価はＫｇ当たり１５０－２００円で一定水準にある。原材料仕入れにトヨタ方式を活用し、コストダウンを追求して

いる。材質の配合率は新銑を２５－３０％入れて品質を確保している。従業員の平均年齢が高く、若年層採用に問題を抱えている。



当時の日本で自動車製造に必要な可鍛鋳鉄を製造できるのは戸畑鋳物（株）の１社のみであり、最重要鋳物部品の１社依存のリスク*1
は余りにも大きかった。「鋳鉄製部品は自動車部品で最大級の重量比を持ち、鋳鉄製部品製造コストが自動車製造コストに大きな影響を

与えたから、全面的に外注依存できる素材ではない」と豊田喜一郎は述べている（和田一夫・由井常彦『豊田喜一郎伝』名古屋大学出版

会 ２００２年 Ｐ１６０）。

当時の日本で自動車製造に必要な可鍛鋳鉄を製造できるのは戸畑鋳物（株）の１社のみであり、最重要鋳物部品の１社依存のリスク*2
は余りにも大きかった。「鋳鉄製部品は自動車部品で最大級の重量比を持ち、鋳鉄製部品製造コストが自動車製造コストに大きな影響を

与えたから、全面的に外注依存できる素材ではない」と豊田喜一郎は述べている（和田一夫・由井常彦『豊田喜一郎伝』名古屋大学出版

会 ２００２年 Ｐ１６０）。
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６）トヨタ自動車の展開と碧南鋳物業

トヨタ自動車の発展段階に碧南鋳物業がサプライヤー産業として包摂されていった過程を整理する。

（Ⅰ）草創期（１９３０－４５年） フルセット内製化自給体制

日産自動車が戸畑鋳物自動車部から分離独立操業したように（１９３４年 昭和９年）、トヨタ自動車も豊田自動織機の

鋳物技術をエンジンに応用して分離独立した（１９３７年 昭和１２年）。当時自動車工業が求める鋼材を引き受ける製鋼

会社はなく、特殊鋼鋼材は内製化するしかなかった 。鋼材の安定供給を自社製鋼工場に求め、工作機械も内製化し、
*1

エンジン製作の高級鋳鉄も内製化した。しかしすべての部品を内製化することは不可能で、協力工場を自立専門技術を

持つように支援し下請構造に包摂していく。創業時のエンジン設計は１９３３年型シボレーを参照し、電気炉・鋳型造型機

（モールデイングマシン）の鋳物技術を駆使して、浜砂と亜麻油の乾性油を混ぜた油砂で、特殊鋼鋼材は内製化するしか

なかった 。
*2

豊田自動車 創業時のエンジン設計は１９３３年型シボレーを参照し、豊田自

動織機の技術者は、電気炉・鋳型造型機（モールデイングマシン）

挙母工場 の鋳物技術を駆使して、浜砂と亜麻油の乾性油を混ぜた油砂でＡ本最初の大衆車製造一貫工場

型エンジンのシリンダーブロックの施策に成功し、注湯・造型技術

鋳造 の開発を進めた。ノモンハン事件時に喜一郎は、鋳物素材のスク

鍛造 ラップに対するバージンアイアンや鋼の結晶粒度（グレンサイズ）を

プレス 豊田自動自動織機 求める材質試行をこなった。

熱処理 刈谷工場 製鋼 豊田自動車工業の草創期は、外部調達に依存できない条件下

切削 でフルセット型の内製化による生産を選択し、軍需需要に対応す

メッキ のち豊田製鋼（株） る技術開発を必死で追求し、米系自動車技術にキャッチアップす

組立 （現愛知製鋼） る必死の努力を傾けた段階であるといえよう。従ってこの段階では

碧南鋳物業からの部品提供はなく、鋳物技術を間接的に提供して工作機 のち豊田工機（株）

いた段階である。

「協力会」 「協豊会」へ

協力工場

年 代 外部環境（軍事） 豊田自動車工業

１９１８年（大正 ７年） 軍用自動車保護法→軍用トラック生産→ （陸軍指定企業に補助金）

１９３３年（昭和 ８年） 熱河作戦（陸軍発の自動車による侵攻） 豊田自動織機製作所に自動車部設置

シボレー・フォード車の優秀性証明

陸軍軍用保護自動車故障

陸軍省：国産化 商工省：外国提携主張

１９３４年（昭和 ９年） 自動車工業法要綱 Ａ型エンジンシリンダーブロック開発

１９３５年（昭和１０年） エルー式アーク炉導入○外資を排除した軍用自動車国産化

喜一郎 トラック生産決意○自動車製造許可制

１９３７年（昭和１２年） ノモンハン事件→豊田車欠陥暴露 トヨタ自動車工業（株）設立

１９３９年（昭和１４年） 設計・製造見直し開始

１９４２年（昭和１７年） 陸軍省 前線対応万能車開発要求 生産台数１４，０１８台（月１，１６８台）

１９４３年（昭和１８年） 豊田喜一郎 ４輪駆動車完成



ダイキャスト法は溶湯を高圧で金型に高速注入し鋳物を製造する方法で、薄肉で寸法精度の高い製品が得られ生産性も優れている。*1
トランスファマシンは材料を機械から次の機械へトランスファ（移動）させて、人手を用いないで順次加工する方式で、米国で１９３６年*2

に航空機産業ではじめて導入された。
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（２）生産再開・経営基盤確立期（１９４６－６０年） 敗戦からの恢復と生産軌道確立

敗戦で壊滅した自動車生産が、占領軍規制を受けつつ恢復し、朝鮮特需を経て本格的な生産軌道を実現する。この

段階では碧南鋳物業の積極的関与はない。

年 代 外部環境（占領） 豊田自動車工業

１９４５年（昭和２０年） 占領軍 トラック年産２万台制限

１９４７年（昭和２２年） 占領軍 乗用車１５００ｃｃ以下３００台以下

１９５０年（昭和２５年） 朝鮮戦争 豊田自動車１１，７００台生産（うちトラッ

→トラック需要誘発 ク６０％）販売仕切れず経営危機

１９５３年（昭和２８年） シェルモールド法日本紹介

１９５４年（昭和２９年） 豊田シェルモールド中子生産開始

１９５５年（昭和３０年） 導入２２，７８６台生産モールドコンベア

１９５６年（昭和３１年） 通産省「機械工業振興臨時措置法」
*1

１９５８年（昭和３３年） アルミ合金ダイキャスト部品生産開始

１９５９年（昭和３４年） 乗用車専用・元町工場操業開始

（３））高度成長・前期＜内需主導＞（１９６１－７０年）

この時期は貿易自由化に対応して、自動車の大量生産体制が推進され、国内市場をめぐるメーカー間競争が激化した

時期である。トヨタ自動車は、カンバン方式によるトヨタ生産方式を全社的に採用し、機械・設備更新の推進し技術革新を

を一気に進めた。この時期の技術革新の内容は以下の通りである。

[機械・設備更新]

鋳造工程で低周波誘導炉による溶解、造型にシェルモード法を導入して、ロット生産から流れ作業方式に転換し、トラ

ンスファマシン による機械加工工程に連動させ、さらにエンジンの自働化ラインの完成によって、トヨタ生産方式を実践に
*2

移した。部品メーカーは、機械工業振興臨時措置法によって専門技術を高めながら中堅企業の基盤を固めていくが、同

時に部品メーカ間の生産力格差が生み出され、品質・コスト・納期の対応力を持たない企業は撤退・吸収されていった。

下請企業には協豊会加盟企業から外注カンバンによる系列取引が導入され、下請・系列関係が強化されて原価低減運

動ＶＡ（ 価値分析）とＶＥ（ 価値工学）による合理化が徹底的に推進された。Value Analysis Value Engineering

[技術革新]

トヨタ鋳造技術は、鋳鉄の迅速な成分分析による成分調整の速度を上げるカントバックの導入し（１９６１年）、軽量で熱

伝導と冷却性に優れたアルミ合金をパブリカ空冷エンジンのシリンダーヘッドに採用し（１９６１年）、アルミ低圧鋳造法によ

るシリンダーヘッドの品質と生産性を向上させた（１９６６年）。次いで、大型低周波誘導炉による自家発生の鉄屑を鋳物材

料に生かし、モールドコンベア導入による鋳型運搬の自動化によって造型工程を高速化した。さらに砂込めの高圧化・高

速化とともに中子納め・上下枠合わせの促進で柱湯工程も自動化された。こうして１９７０年には一連の機械による自動化

が実現され、将来の自動高速高圧造型ラインの基礎がつくられ、鋳物製品の寸法速度と生産性は飛躍的に上昇した。



金型で前後が覆われた箱の中で砂型を高圧で造型する。前後面に金型の形状を写した枠のない砂型を連続的に並べ縦方向へ鋳*1
型を成形したところへ上から注湯する。従来の金枠付き水平造型に比して、スペース効率と生産性がよくなる。初期は砂型強度と注湯時

間の制約で小物部品に限定されたが、１９８３年にクランクシャフト、１９８７年にリンダーブロックなどの大物製品も製造可能となった。
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年 代 外部環境 トヨタ自動車工業

１９６０年（昭和３０年） 岩戸景気後の消費ブ ム・レジャ ブ ム 銑鉄鋳物生産・高丘工業（現アイシン- - -
高丘）設立

１９６１年（昭和３１年） 株式大暴落 カントバック導入（鋳鉄成分分析革新）

金融引き締め・設備投資融資削減 パブリカシリンダーヘッドアルミ合金

１９６２年（昭和３２年） 金融引き締め解除 カンバン方式の全社採用終了

景気回復進む トヨタ労組「労使宣言」

１９６４年（昭和３４年） ＩＭＦ８条国移行 開放経済体制 新和工業（現アイシン新和）設立

１９６５年（昭和３５年） 不況慢性化 産業再編成 下請企業へのカンバン方式導入

１９６６年（昭和３６年） 大衆車ブーム エンジン自働化ライン完成

日産・プリンス合併 アルミ低圧鋳造法開発

１９７０年（昭和４０年） 日米繊維交渉決裂 堤工場稼働（セリカ、カリーナ）

第３次資本自由化 吉良工場設立（銑鉄鋳物供給体制）

八幡・富士合併による新日鐵誕生 鋳造・造型・注湯の自動化集大成

（４）高度成長・後期＜輸出主導＞（１９７１－８０年）

この時期は資本完全自由化と石油危機による日本自動車産業の転換期であり、原油と資材価格高騰を突破するため

に、徹底した合理化人員削減と海外輸出戦略が追求された。下請系列関係はコスト中心に整理再編され、トヨタ生産様式

は、開発から生産にいたる高度化が追求された。開発では従来の「貸与図面方式」（完成車メーカーが部品の設計・管理

を行って仕様を公開し、部品メーカーが入札し、部品メーカーはその図面に従い生産する）から、デザイン・インの「承認

図面方式」（組立メーカーが独自に、或いは完成車メーカーと協同設計した図面を最終的に完成車メーカーが承認する）

へ転換し、ＶＡ・ＶＥ（感性分析・価値工学）による開発システムの革新は、下請部品メーカーのインセンテイブと原価低減

運動を効率化させ、国際競争力の比較優位を構築する原動力となった。

１９７３年から稼動を始めた明智工場の分割型全自動ラインは、足回り部品の多品種効率生産を実現した。小型の各種

足回り部品の金型を組み合わせて１つの大きな金型を構成して、同時に８種の部品を鋳造する大型の金枠を用いて造型

する。こうして造型の高速化と型替え時間の短縮が実現し、在庫で多種類の部品製造が可能となった。自動注湯機、自動

バリ取機、シェルマシンの導入で自動化はさらに進展し、１９７７年には独自の高圧鋳造法の開発によって微細化された緻

密で高強度のアルミ合金ホイールは、軽量化とファッション多様化へのに対応を実現した。

年 代 外部環境 トヨタ自動車工業

１９７３年（昭和４３年） 資本完全自由化 第１次石油危機 明智工場操業開始

（分割型全自動高速自動ライン）

１９７７年（昭和４７年） 高圧鋳造法によるアルミ合金ホイール
*1無枠・縦型鋳造法導入

１９８０年（昭和５０年） 日米自動車貿易紛争



防錆鋼板の著しい普及は、亜鉛による炉壁損傷と作業環境の悪化をもたらす従来型電気炉熔解では対応できなくなった。*1
独ダイムラークライスラーの子会社マイクロ・コンパクト・カー社の２人乗り小型車・スマートは、わずか７部品の組立で完成車ができあ*2

がり、組立工場の周辺に７部品工場があればよい。自動車生産技術はほぼ部品メーカーに移行し、組立メーカーは基本設計とモジュール

評価のみのアセンブラーになる。

「カーメーカー部品メーカーの関係は逆転する」と日産自動車副社長は言い切っている（『週間東洋経済』１９９９年１０月１６日号）。*3
日産系愛知機械港工場、三菱自動車大江工場閉鎖など。*4
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（５）経営安定期＜内需再拡大・海外現地生産＞（１９８１－９０年）

貿易摩擦による輸出自主規制を突破する現地生産への転換が、１９８５年のプラザ合意を契機に急展開する。それまで

のＡＳＥＡＮ中心にしたアジアでのノックダウン生産（主要部品を輸出し現地で組み立てる）から、欧米での現地生産が急

速に進んだ。同時に部品メーカーも追随して海外生産拠点を設け、部品メーカーの海外生産比率も上昇する。

部品メーカーの海外生産の主体は第１次サプライヤー層であり、第２次下請層は限定的である。この２次下請層がどの

ような展開をみせるかによって、３次層は決定的な影響を受ける。

無枠縦型鋳造法、全自動縦型無枠高速高圧造型ライン、加圧自動給湯機、自動バリ取りロボット、中子のバリ塗り型や

搬送の自動化が進んだ。１９８９年にはアルミ合金差圧（吸引）鋳造法が開発され、複雑形状のシリンダーブロックを高精

度、高能率で製造可能にした。溶解炉については、亜鉛メッキ鋼板屑が多い電気炉 に代えて、最新鋭の熱風キューポラ*1

を導入し、画像処理装置による鋳物検査の自動化も進んだ。

年 代 外部環境 トヨタ自動車工業

１９８４年（昭和５４年） トヨタ・ＧＭ合弁ＮＵＭＭＩ設立

１９８５年（昭和５５年） プラザ合意

１９８６年（昭和５６年） ２つ目の現地生産工場ＴＭＭ社設立

カナダにＴＭＭＣ社設立

１９８７年（昭和５７年） 全自動縦型無枠高速高圧造型ライン

加圧自動給湯機、自動バリ取りロボット

１９８９年（昭和５７年） アルミ合金差圧（吸引）鋳造法

（６）国内成熟期＜世界最適調達・多国籍化＞（１９９１年ー）

自動車の国内需要が成熟化し、同時に内燃機関中心の自動車構造と材質の大転換が誘発され、産業構造の再編成

の局面にある。自動車企業は外資導入や資本提携によって多国籍化し、従来の国内下請・系列の垂直型部品供給から

世界最適調達への転換によって、徐々に水平型ネットワーク供給構造に再編されつつある。

部品の共通化とモジュール化は完成メーカーの分野を基本コンセプトとエンジン基本設計に限定する可能性があり、自

動車産業の主導権が部品メーカーに移行する予測もある 。自動車メーカーは部品製造から撤退し、組立作業に専念す
*2

るアセンブラーに転落する可能性も指摘されている 。こうしたなかでトヨタ自動車の戦略は、あくまでキイテクノロジーは内
*3

製化を維持して付加価値を追求しようとしている。欧米中心に進むモジュール化の推進は、開発段階からの主導権に固

執せずコスト追求を極大化しようとしている。

他方で自動車燃料構造も、軽量小型車による燃費削減やハイズリッド車の登場を経て、無排気ガス車（ゼロ・エミッショ

ン・ビークル）としての電気自動車の開発に進み、脱内燃機関（脱エンジン）化は銑鉄鋳物部品産業やアルミ鋳物部品産

業に決定的な影響を与える。特に自動車部品需要に依存してきた碧南銑鉄鋳物業の経営は大きな転換期を迎えている。

総括的にみればトヨタ自動車は、西三河地域の繊維工業・機械工業・鋳物工業の在来産業技術の蓄積を基礎に、６０

年代ー９０年代の３０年間で世界有数の自動車メーカーに急成長を遂げ、繊維機械工業と鋳物工業を下請産業に再編成

し、膨大な企業群からなる下請系列システムを構築し、現場労働力の最適調達構造をつくりあげた。

それ以降の海外生産展開のなかで３次下請企業群は、選択と集中の世界最適部品調達戦略の甚大な影響を受けてき

たが 、トヨタ自動車は内製化と外注下請化をフレキシブルに組み合わせるトヨタ生産方式の比較優位で国際競争力を強
*4

化して一人勝ちの状態となった。このなかでトヨタ自動車における銑鉄鋳物部品の供給構造は次のように編成されている。



日産は内製製品の外注化をすすめ、モジュールシステムによって部品メーカーもモジュール対応となる。トヨタはハイブリッド・プリウス*1
の心臓部であるモーターを自力開発し、プリウスの内製率は高い。

足回り部品は電気自動車でも構造上の変化は少なく、内製化を辞するとも考えられるが、すでにブレーキ部品のキャリパーは内製か*2
ら撤退したように、技術が成熟した部品の外製化が進む可能性がある。
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トヨタ自動車銑鉄鋳物部品生産状況 生産量・比率

[内製化] ＜エンジン銑鉄鋳物部品＞製造

シリンダーブロック、シリンダーヘッド、カムシャフト、トヨタ上郷工場 （

） ２４，８％インテークマニホールド等

トヨタ明知工場 ＜エンジン足回り部品＞製造

（ ）エンジンブロック、インテークマニホールド、ナックル

＊アルミ鋳造比率上昇

[外製化] ＜エンジン、足回り部品＞製造

(グループ アイシン高丘 （ ）エンジンマニホールド、デイスクブレーキキャリバー、デフケース

＊自動車部品製造日本１位系１次企業)

＜エンジン、繊維機械＞製造

シリンダーブロック、シリンダーヘッド、カムシャフト、クランクシャフト、豊田自動織機 （

） ７４，４万トンエンジンブラケット、フレーム、ギア、ウエイト、アルミエンジンブロック

（６３，１％）

＊アイシン高丘に次ぐ第２位

＜足回り、工作機械部品＞製造

ケーシング、サイドプレート、ブラケットプーリー等パワステポンブ部品豊田工機 （

（独立系２ 中央可鍛工業 川崎工業

次企業）

センシュウー 中日本鋳工 平岩鉄工所

(地場３次 碧南鋳物工業協同組合加盟企業 自動車向け ５３、７４万トン３４，６０６トン

企業群） 西尾鋳物工業協同組合加盟企業

２８，２万トン１２８，０８０トン×自動車向け比率１５，８％＝１９，１３１トン

その他鋳物組合 （２３、９％）

（その他） １５，４万トン

（１３，１％）

碧南市鋳物工業協同組合の自動車鋳物部品生産量とトヨタ車の生産台数の相関をみると、９０年をピークに自動車生

産台数は落ち込んでいるが、碧南鋳物の自動車部品生産量は必ずしも落ち込んではいない。トヨタの海外生産展開の伸

長に伴う現地補修品供給と部品供給需要が一定のタイムラグで発生していると推定される。

トヨタ自動車は部品の内外製政策は基本的に維持し、キーテクノロジーは内製化して差別化し、その他の重要部品は

内外製併注の方向を打ち出している 。すると徐々に環境対応が進んでガソリン・エンジンとエンジン周りの銑鉄鋳物部品
*1

は重要度が低下すると、外製化の可能性が強まり、碧南鋳物業の需要が増加することも予測される 。外製化メリットの高*2

い部品を１０％と想定すると、トヨタ自動車用年間鋳物生産量２９２、０００トンの１０％にあたる２９，２００トンが外注化され、こ

の量は碧南鋳物組合の生産量の４０％に該当する。
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（出所：納冨義宝「鋳物技術の精製発展と地域特性」『名古屋学院大学大学院経済系論集』５号表６５）愛知県銑鉄鋳物生産量

２００２年 Ｐ４９）

表６６）トヨタ自動車の生産台数と碧南市鋳物工業組合の自動車部品生産量（出所：前掲書 Ｐ７３）
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７）碧南市鋳物工業協同組合の展開

銑鉄鋳物製造業関連の全国的業界団体は２つ存在する。１つは全国の銑鉄鋳物製造業を営む企業と組合からなる

（社）日本鋳物工業会（１９５２年創立）であり、調査・研究・施策の普及・情報発信をおこなっている。第２は「中小企業団体

の組織に関する法律」（１９６９年）に基づき、３２都道府県工業組合の連合組織として発足した「全国銑鉄鋳物工業組合連

合会（全鋳連）」であり、中小企業近代化促進法による構造改善事業の推進母体となっている。愛知県には、愛知県鋳物

工業協同組合、碧南市鋳物工業協同組合、西尾市鋳物工業協同組合の３組合が存在する。

（１）愛知県鋳物工業協同組合

１９０９年（明治４２年）伊藤浅次郎ほか数名で設立され、第２次大戦による戦時統制経済で統制事務を遂行する「愛知

県鋳物統制組合」を経て、敗戦とともに任意加入制の「愛知県鋳物工業組合」を再建し、１９５０年（昭和２５年）に中小企業

協同組合法による「愛知県鋳物工業協同組合」へ改組されて現在に至っている。傘下組合には製品重量３０㌧の大物か

ら５０ｇの小物まで生産でき、材質は高級鋳鉄、ダクタイル鋳鉄、合金鋳鉄まで対象とし、機械・自動車鋳物中心に相対的

安定経営にある。現在の組合員数は西部会（２１社）、中部会（２３社）、東部会（１９社）の合計６３社であり、多くは碧南・西

尾を除く鋳物業者から構成され、愛知県全体の鋳物生産量の７－８％を占めている。同協同組合の鋳物生産量の減少は

県平均を上回り、その原因は自動車向け鋳物部品よりも一般機械無形者部品が主流となっていることにある。

（２）碧南市鋳物工業協同組合

碧南地域では戦前期には１５業者が存在したが協同組合は結成されず、１９５２年頃の碧南鋳物業の急成長のなかで、

１９５７年（昭和３２年）中小企業等協同組合法による「碧南市鋳物工業協同組合」が発足した。以下同協同組合の戦後展

開過程を整理する（同組合３０周年史参照）。

[創設期（１９５７－１９６５年）]

発足時の組合員数は４４名であり、商工組合中央金庫への加入と小口融資受給を実施し、副資材の共同購入を検討し

たが中止し、共同受注事業を試行している。１９５８年（昭和３３年）には太田、平岩、小笠原の大手業者が加盟し、碧南市

鋳物工業共同職業訓練所を設置して技術講習会を開始し、１９６０年代に入ると６７業者が加盟するに到った。１９６０年代

初頭の慢性的過剰生産を克服するために次のような取り組みを展開した。

①標準価格推進による価格適正化

②鋳物工業試験場設置

③共同給食事業 共同給食場設置による全市工場同一食事提供（朝食４５円、昼食６０円、夜食６２円計１６６円）

④県外集団求人、碧南市共同職業訓練所経費負担、碧南高校定時制経費負担

⑤労働省中小企業労務管理近代化推進集団指定

・週４８時間労働制の自主協定締結

・最低賃金業者間協定

・有給休暇取得推進

・就業規則、賃金規則整備

・災害率３０％削減

・有害業務対策、疾病休業率引き上げ

⑥設備近代化資金導入

１９６１年（昭和３６年）には、共同給食場を開設して共同給食事業を開始し、１日延べ２，５００食、月平均２００万円の売

上げを想定した（第５期給食事業総売上は１６，１４８，００５円であった）。さらに展示会開催による製品開発事業を強化し、

県外集団求人により９４名が新規就業している。１９６３年（昭和３８年）から産地診断による実態調査活動を開始し、労働省

「直接労務管理近代化推進団体」指定により、愛知労働基準局の直接指導を受けた。若年労働力不足による賃金高騰で

資金調達に苦しむ業界は、鋳物製品の標準価格強化運動に取り組み価格競争への規制を強化しようとした。１９６５年（昭

和４０年）から親企業の慢性的な過剰生産により受注量が減少し、適正利潤を確保する標準価格強化運動を強化した。さ

らに共同施設借入と高度化の共同研究を開始したが、不況の進行に対応する中小企業金融公庫からの運転資金借入、

資材購入支援、労働対策補助事業などを実施した。

この時期における碧南市内鋳物工場の分布は、約１００工場のうち大半が棚尾、大浜上、中山の碧南台地南半周辺に

立地している。鉄工場の分散立地に対して鋳物工場は集積的に立地している。その理由は鉄工場に比して相対的に作

業面積を要し、公害規制からも市街地よりも郊外に近い地価の安い場所を選んでいる。
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[活動期（１９６７－１９７５年）]

１９６７年（昭和４２年）から景気は回復段階に入ったが、鋳物業界は労働力不足による賃金上昇と銑鉄・副資材単価の

上昇で実質収益率は依然として厳し状況が続く。高校教育との連携活動や工作機械現況調査による販路開拓活動をは

じめ、１９６８年（昭和４３年）からは景気回復に伴う受注増でフル操業となり、価格と取引条件は正常化に向かった。しかし

大企業における社内鋳造に対応する構造改善事業として近代化・協業化の試行を初め、低周波誘導炉導入による技術

革新の共同研究を実施し、翌年以降も構造改善事業と製品価格値上げの情報交流を活発におこなったが、近代化促進

指定期間は最終年を迎えた。生産量増加率の伸び悩みは、労働集約型生産方式を脱却できない中小鋳物企業の限界

であり、全力を挙げた構造改善運動が進んが、製品価格適正化は困難を極めた。

１９７１年（昭和４６年）において高度成長の屈折点を迎え、各企業は増収減益という実態となった。ドルショックによる不

況を克服する不況対策で倒産は発生しなかったが、自主的転廃業が数件発生した。製品単価是正に向けた業界意志を

ユーザー企業に伝える運動を強化した。一方で大気汚染防止法・公害防止法及び県条例の策定と労働安全衛生法の施

行に伴う公害対策と職場の塵肺検診の実施に踏み切った。１９７３年（昭和４８年）には週休２日制導入に伴う勤務規則改

訂について情報交換を開始した。１９７４年（昭和４９年）には鋳物工業団地に対する意見交換、技術革新交流を旺盛に実

施し（クレーン運転業務、研削砥石、ゼットセメント自硬性鋳型、有機自硬性鋳型など）、引き続き高度化資金・中小企業

救済特別融資の情報交換をおこなった。１９７５年（昭和５０年）には産業廃棄物処理問題や悪臭関係届出、非鉄金属鋳

物関係救済融資の説明会を行い、産地診断を実施した。

[成長期（１９７６ー]

１９７６年（昭和５１年）以降鋳物業界の転廃業問題と価格問題などが露呈されはじめた。公共投資関連と自動車部品関

連は好調であったが、その他の機械産業需要の低迷で各企業の収益率は悪化するなかで、将来展望を構想する鋳物業

ヴィジョン策定を試行していく。変動相場制移行に伴う円高は、台湾・韓国鋳物が脅威となる事態を誘発する可能性が生

まれた。韓国鋳物業は重化学工業政策の素材産業として成長し、品質技術と製品提供信頼面で充分な国際競争力を持

ち、輸出産業に転換しつつあった。１９８０年（昭和５５年）時点の碧南鋳物は従来の減量経営のもとで高収益体質は十分

に発揮されたが、翌年以降銑鉄鋳物生産は全面減産に入り、不況が深化した。銑鉄鋳物生産は中近東地域への鋳鉄管

類の輸出影響分を除くと、素形材産業の構造不況的本質が露わとなった。

しかし１９８４年（昭和５９年）になると、自動車・工作機械の輸出増による受注が拡大し、残業・休日出勤による操業率回

復で受給対応をおこなうまでになったが、製品価格の根も年運動の成果は上がらず、増産減益で推移した。同業種間競

争、地域間競争の激化、途上国製品との競争、取引条件の劣化、価格低減要求の激化など一段と厳しい局面に入った。

このなかで組合は、ＯＡ化や異業種交流など未知の分野に踏み出していくことになる（出所：愛知県『地場産業県別実態

調査』ｐ２８参照）。

表６７）碧南鋳物の生産量・金額推移

[バブル崩壊以降から現在]

企業数は、昭和５３年・８７企業であったが、昭和５５年には７７企業に減少し、平成１７年段階ではほぼ半減している。そ

の原因は銑鉄鋳物関係が激減していることにあり、アルミなどの軽金属鋳物は自動車・機械産業の軽量化に対応して、業

者数が増加している。従業員規模では、２００人以上が姿を消し、１００人以上企業はわずか１社に絞り込まれている。株式

会社が６０％台であるが、有限会社が減少し、合名・合資会社の家族営業ないし、個人企業が３０％を越えるに至って、業

界の分化が進んでいる。従業員年齢構成は、５０歳代以上が３４％台と高齢化が進んでいるが、これは常用労働者であり、

外国人労働者は含まれていないと推定される。組合付加金が従業者数で算出されるために、外国人労働者を申告してい

ない企業がいると推測される。
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[企業形態] [従業員規模別企業数]

企業形態 平成１７年 平成１８年 平成１７年 平成１８年

株式会社 ３０（６１，２％） ３０（６０，０％）

有限会社 ８（１６，３％） ４（ ８，０％） ３人以下 （ ０，０％） ０（ ０，０％）

合名・合資会社 ４（ ８，２％） ８（１６，０％） ４－ ５ １５（３０，６％） １７（３４，０％）

個人企業 ７(１４，３％) ８（１６，０％） ６－ ９ １１（２２，４％） １０（２０，０％）

組合 ０（ ０，０％） ０（ ０，０％） １０－１９ ８（１６，３％） ５（１０，０％）

企業合計数 ４９（１００％） ５０（１００％） ２０－２９ ３（ ６，１％） ６（１２，０％）

３０－４９ ９（１８，４％） ９（１８，０％）

[年齢別従業員数] ５０－９９ ２（ ４，１％） ２（ ４，０％）

１００－１９９ １（ ２，０％） １（ ２，０％）

年齢 平成１８年 １事業所 男数 女数 合計 ２００－２９９ ０（ ０，０％） ０（ ０，０％）

３００－ ０（ ０，０％） ０（ ０，０％）

－１９歳 ０，８６（ ０，４６％ ３２ １１ ４３ 全体 ４９（１００％） ５０（１００％）

２０歳代 ４，３０（２２，８％） １８１ ３４ ２１５

３０歳代 ３，９２（２０，７％） １６６ ３０ １９６ [組合組織状況]

４０歳代 ３，３６（１７，８％） １２６ ４２ １６８

５０歳代 ４，１８（２２，１％） １５２ ５７ ２０９ 業種 １９８０ ２００５

６０歳代 ２，２８（１２，１％） ８９ ２５ １４ 組合員総数 ７７ ５０

合計 １８，９ （１００％） ７４６ １９９ ９４５ 銑鉄鋳物 ６１ ３１

アルミ合金鋳物 ９ １４

銅合金鋳物 ５ ２

バリ取り仕上げ ２ －

[銑鉄鋳物用途別生産量推移] （出所：以上すべて碧南市鋳物工業協同組合資料を参照して筆者作成）
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表６８）碧南鋳物業の生産量・金額推移

次いで２００５年度（平成１７年度）の産地組合資料をもとに碧南市鋳物業界の現在の特徴をみてみよう（表５７参照）。

全国三大鋳物産地である川口・桑名・碧南のなかで、碧南鋳物産地が健在である理由は西三河を中心とする自動車産

業の発展であり、碧南鋳物製品の４２，０％が自動車部品に供給され、水道部品２２，５％や産業機械部品１０，６％をはる

かに上回っている。しかし自動車部品の軽量化をめざす自動車産業の戦略のなかで、銑鉄鋳物に比してアルミを中心と

する軽合金鋳物の生産額が前年比１３０％と急増している。鋳物製品全体に占める銑鉄鋳物は依然として、６４，５％を占

めて主流となっているが、前年比生産額は減少傾向にあり、企業数においても軽合金鋳物関連企業が増加している。軽

合金鋳物製品の６２，２％が自動車部品であり、銅合金鋳物はほとんどが水道部品である。

これは碧南鋳物業界がトヨタ自動車産業構造に深く包摂され、トヨタ自動車の経営戦略の動向に左右されることを意味

する。現状では、海外産鋳物に対する品質の比較優位性によって、安価な（中国）海外産鋳物に対抗しているが、遠から

ず技術移転に伴う限界に直面する可能性をはらんでいる。従って耐えざる技術革新による高付加価値製品の創出による

品質優位を実現する研究開発投資が急がれるが、このことは開発・設備投資力のある中堅企業が主導することとなり、さら

なる業界再編が進展すると予測される。
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表６９）平成１７年・品目別鋳物製品生産高（平成１７年１月－１２月）（出所：碧南鋳物工業協同組合資料より作成）

非鉄金属鋳物

鋳物別 銑鉄鋳物 合 計

軽合金鋳物 銅合金鋳物

品目

生産量 金額（千円） 生産量 額（千円） 生産量 額（千円） 生産量 金額（千円）

（ｔ） 品目計比 （ｔ） 品目計比 （ｔ） 品目計比 （ｔ） 品目計比

24,698 3,703,502 8,403 4,000,675 33,101 7,704,177自動車部品 － －

31,3% 62,2% 42,0%

18,104 4,558,068 27 47,127 82 63,946 18,213 4,669,141水道部品

38,5% 0,7% 90,7% 25,5%

5,138 924,875 5,138 924,875繊維機械部品 － － － －

7,8% 5,0%

6,085 839,290 928 1,102,622 4 675 7,017 1,942,587産業機械部品

7,1% 17,1% 1,0% 10,6%

202 35,219 10 11,000 6 5,170 218 51,389木工機械部品

0,3% 0,2% 7,3% 0,3%

4,274 801,894 532 576,900 4,806 1,378,794工作機械部品 － －

6,8% 10,0% 7,5%

214 50,477 1 729 215 51.206窯業機械部品 － －

0,4% 1,0% 0,3%

168 20,898 88 89,890 256 110.788農機具部品 － －

0,2% 1,4% 0,6%

1.859 387,037 187 270.500 2.046 657.537電気機器部品 － －

3,3% 4,2% 3,6%

618 153.075 5 5.500 623 158.575日用品 － －

1,3% 0,1% 0,9%

55 10.874 55 10.874鋳造機械部品 － － － －

0,1% 0,1%

漁 業 － － － － － － － －

82 20.672 101 99.443 183 120,115医 療 － －

0,2% 1,5% 0,7%

1.578 332.235 210 213.000 1.788 563.235その他 － －

2,8% 3,3% 3,1%

63.075 11.838.116 10.491 6.434.657 93 70.520 73.659 18.343.293合 計

64,5% 35,1% 0,4%全生産額比

対前年比 ７７％ ９６％ １０７％ １３０％ ７１％ ５９％ ８０％ １０５％
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表７０）碧南鋳物業の動態
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８）碧南鋳物業の労働力編成

表７１）碧南市鋳物工業協同組合組織状況

戦後期の鋳鉄鋳物業の生産量・トン当たり単価・労働者月額給与をみると、１９４８年（昭和２３年）から１９６３年（昭和３８

年）に生産量は実に５，０９倍に伸張しているが、銑鉄単価に依存する鋳鉄鋳物１㌧当たり単価は物価上昇率に比して、

２，０９倍にすぎない。これは、主原材料である銑鉄価格上昇分を製品価格に上乗せできないサプライヤー下請構造があ

ることによる。そのなかで労働者月額給与が一定の水準にあることは、若年労働力を吸収できない賃金の相対的高コスト

の実態を示している（通産省調査統計部『機械統計月報』参照）。銑鉄鋳物のトン当たり単価は、１９４８年（昭和２３年）３

６，０００円→１９６３年（昭和３８年）７５，２６３円（２，６９倍）となっているなかで、銑鉄鋳物業労働者月額給与は、１９４８年

（昭和２３年）４，８００円→１９６３年（昭和３８年）２８，５００円と５，９４倍となり、これは当時の労働者月額給与１９４８年（昭和

２３年）４，６２０円→１９６３年（昭和３８年）２５，７５５円の５，９４倍に対し、相対的に上回っていることが分かる（平均月額給

与は賞与を含む年間平均である）。
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図２９）鋳鉄鋳物生産量・平均単価・労働者月額給与の推移（１９４８－１９６３年）

図３０）鋳鉄鋳物㌧当たり単価・労働者月額給与指標の推移（１９４８－１９６３年）
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碧南市内に立地している立地している主要企業の労働力取得状況をみてみよう。碧南市企画室による市内の従業者１

００人以上の１１企業の出身地別・通勤状態別・学歴別に従業者実態調査（１９６２年実施）をみると、県内８８，９％、県外１

１，１％）で、鹿児島６５人、福岡６３人、愛知２７人、岐阜２３人と総体的に九州・四国方面が多い。通勤状況は自宅約８０

％、社宅（寮）１３，２％であり県外就業者が後者を利用していると思われる。学歴別は、大卒２，７％、高卒１５，１％で中卒

が７９，８％を占め、高卒以上の労働力確保が困難であることを示している。

表７２）碧南市における主要企業の労働力取得状況（１）（出所：碧南市総合開発審議会『衣浦臨海工業地帯における

碧南工業開発計画書』昭和３９年 Ｐ２１１）
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表７３）碧南市における主要企業の労働力取得状況（２）（出所：碧南市総合開発審議会『衣浦臨海工業地帯における

碧南工業開発計画書』昭和３９年 Ｐ２１２）
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１９６０年代における碧南鋳物工場従業員の地域別出身分布の推移と地元中学生の意識の特徴をみてみよう。

従業員数２６７６人のうち、 表７４）１９６５年（昭和４０年）における従業員年齢別出身地

碧南市内出身が７３％、愛知 （出所：碧南市立南中学郷土部『碧南鋳物工業の研究』Ｐ２６）

県内出身が１５％を占め、県

外出身者２００人（１１，２％）

のうち九州出身者が２０７人

に達し（特に福岡）、労働力

の域外調達が主として九州

地域中心に展開されている

ことが分かる。この段階では

外国人労働力の調達はな

い。

次に碧南市立南中学校の

卒業生の鋳物工場就職者数

の推移は傾向的に低下し、

全就職者数に占める鋳物工

場就職者数比率も傾向的に

低下していることが分かる。

中学生の進学率上昇と鋳物

工場を忌避する意識がうか

がわれる。

１９６５年度の碧南市立南

中学３年生の就職希望者の

意識動向は以下のようにな 表７５）碧南市立南中学校卒業生の就職動向推移（出所：前掲書Ｐ３２）

っている。

問）鋳物工場就職の意志

男子 女子

ある ０ ２，８％

ない ８７，５％ ６９％

問）鋳物工場就職への家

族の意見

男子 女子

賛成 ８，７％ １６，８％

反対 ３５％ ３１％

不明 ５２、５％ ４９，３％

地元中学生が鋳物工場を

忌避する理由は、原始的な

作業の重労働で作業環境も

非衛生的だとしている。

さらに鋳造業家庭の生徒

２３名対象の家業継承意識

は、次の通りである。

継承の意志あり ３

継承の意志なし １１

分からない ９
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１９６０年代の碧南鋳物業の労働力編成が誘発した中小鋳物工場の経営問題を図示すると以下のようになる。

過当競争

単価切下げ

技術者

指導者 資金調達

不足 賃金上昇 困難

業

界

再

大企業 若年労働力 従業員 生産コスト 経営困難 編

近代工場 不足 高齢化 上昇 利益率低下 製

誘

発

労働力コスト 受注減少 単価切下げ

上昇

地域若年 遠隔地求人 材料費上昇 メーカー（親会社）

労働力

次いで１９８０年代の労働力編成の実態をみてみよう（参照：愛知県商工部『愛知県地場産業実態報告書』昭和５６年）。

[雇用形態] [常用従業者規模別企業数] [１社平均常用従業者年齢・居住地]

常用 ９０，１％ 昭和５３年 年齢 昭和５３年

うち男子 ７５，３％

女子 １４，８％ ０人 ０（ ０，０％） －１９歳 ０，７（ ２，６８％）

パート・臨時 ３，４％ １－ ３ １０（ ８，９％） ２０歳代 ２，８（１０，７３％）

家族 ６，５％ ４－ ５ ５（ ４，５％） ３０歳代 ５，６（２１，４６％）

６－ ９ １８（１６，１％） ４０歳代 ８，６（３２，９５％）

１０－１９ ３０（２６，８％） ５０歳代 ６，５（２４，９０％）

２０－２９ １６（１４，３％） ６０歳代 １，９（ ７，２８％）

３０－４９ １７（１５，２％）

５０－９９ １２（１０，７％） 全体 ２６，１（１００％）

１００－１９９ ３（ ２，７％)

２００－２９９ １（ ０，９％） 同一市町村内 ２４，５（７３，３５％）

３００－ ０（ ０，０％） 県内 ７，３（２１，８６％）

全体 １１２（１００％） 県外 １，６（ ４，７９％）

平均従業者数は２９，２人で、その９０，１％は常用従業者でパート・臨時・家族従業者への依存は極めて低い。従業員９人以分析４）

下は極めて低く、１０－５０人層に５６％の企業が集中している。従業者平均年齢は４５，１歳で全製造業平均を上回り、高齢者層

の占める割合が高い。７３，３５％が同一市町村内で、２１，９％がその他県内の近隣地域である。
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９）碧南鋳物業の直面する課題

（１）系列・下請再編成への対応

自動車メーカーのグローバル展開に対応して部品の最適調達、系列外取引、選別・集中によって系列・下請の再編成

が進展し、中堅鋳物業者の一部には脱系列・自立化・非自動車分野への進出が誘発されている。２次メーカーまでは自

動車産業に包摂されて運命をともにするだろうが、３次下請以下は協力会組織もなく上部からの支援は期待されない。碧

南鋳物業は３次以下の下請構造に包摂されているが、逆にフレクシブルな対応の可能性もある。

（２）弱点としての製品開発技術・マーケッテイング

碧南鋳物業は明治・大正期より産地性の強い地場産業として成長し、有数の機械工業と自動車工業を後背地に成長

し、垂直統合的なピラミッド型下請構造の中に包摂されて、一定の安定的な需要を保障されてきた。それは碧南鋳物業が

長期不況下で存続していく条件となったが、一方で積極的に独自製品を開発し販路を開拓する企業家精神の成長を刺

激しない要因ともなった。景観鋳物の開発を独自に試行しているメーカーにその萌芽はある。

（３）国際分業に対応する製品構成の検討

上水道関連の水道管部品は協会の高い管理水準によって国内生産を維持しているが、日本の品質基準をクリアーす

るアジアメーカーの出現と認定工場化は近いと予測され、コスト競争が激化する。特化した製品構成に偏倚しているメーカ

ーの製品構成の再検討が迫られる。

定番品を中心とする海外生産と高付加価値品を中心とする国内生産の棲み分けのなかで、自動車重要保安部品や上

水道関連部品、半導体製造装置関連部品などは独占的に供給されているが、技術移転による棲み分けの高度化が進展

する。次期新製品を開発する体制をシステム化していくことが求められる。

（４）製品単価交渉力の強化

下請メーカーはつねに景気変動の波動を直接に受ける体質を持ち、優越的地位利用による不公正取引の対象として

製品単価切り下げ圧力にさらされる。公正な製品単価実現の交渉力は、産地協組の共同性の単価計算システムの近代

化にある。ここに鋳物工場経営の最大の弱点がある。図面から重量と中子費を算出して「Ｋｇいくら」という伝統的な単価設

定方式では、製品の質的評価が参入されない。精度を高めた合理的な単価設定システムを制度化する必要がある。

（５）生産技術開発と技能伝承問題

新たな工法の開発（Ｖプロセス、減圧フルモールド鋳造法、フラン樹脂造型等）が連続的に進展し生産効率を上昇させ

ているが、いずれも従来の材質と製品特性を前提にしている。今後は素材の技術革新に対応する工程技術の開発が求め

られる。新素材の活用分野の拡大と生産方法の開発に重点が移る。同時に従来の鋳物生産の前後工程まで生産範囲を

拡大する可能性が生まれ、付加価値をさらに上昇させることが可能となる。前工程における模型・中子生産、後工程の熱

処理、塗装、機械加工、組立に到る一貫生産システムへのアプローチが求められる。

新たな技術開発に連動した技能の展開と継承が課題となり、従来型の身体に染みこんだ熟練的技能（暗黙知）を可能

な限り形式知に転換し、転換できない技能をＯＪＴによって伝承するシステムを構築する。現場を拠点に公的な技能・技術

伝承の研修機関の「学校化」を再検討する（職業専門学校の再建を含めて）。

（６）産地協同組合の機能強化

碧南窯業の弱点の一つとして、産地協同組合が共同性の本来的機能を発揮し得ていないことがある。現状では共同給

食業務と産業廃棄物処理の協同化のレベルでしか機能していない。産地共同機能の強化は、労働力調達問題と海外生

産問題、経営情報科問題など個別企業の枠内で処理できない機能を実現するために不可欠の課題となっている。特に

海外生産の展開と海外輸入品と産地生産の矛盾が激化してきた時に、産地協同組合の調整能力が問われる。海外展開

に対する原則的な方針を産地が共有することが求められる。

（７）人材育成

下図は大田区のものづくり集積を基盤にした人材育成のネットワーク構想である。この構想を参照して碧南鋳物の人材

育成を具体的に考察する（図１４参照）。
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図３１）ものづくり基盤をささえる人材育成ネットワーク（出所：中小企業診断協会『中小企業ものづくり発展事例』同友

館 １９９９年 Ｐ３６）

参考資料）愛知県商工部の産地診断（出所：愛知県商工部『愛知県地場産業創出・振興ヴィジョン』平成９年 Ｐ１５１）
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碧南市工場マップ（出所：名古屋マシナリー『愛知県版 工場マップ』１９９６年）（章末資料１）
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（章末資料２） （出所：筆者作成）三州・碧南鋳物史年表

年 代 三河・碧南鋳物業

１２８９年（正応 ２年） 安藤三郎五郎親重（河内国丹南）が、長子国近と徒弟とともに兄了専上人

（岡崎満性寺）とともに岡崎菅生郷に移住し鋳造開始（岡崎地域発祥）

１３５４年（文和 ３年） 足利高氏より、三河鋳物師として安堵状を受く

１５３８年（天文 ７年） 中尾左近九郎金次（河内国丹南）が三州（豊川）に移住し梵鐘鋳造開始

１５５５年（天文２４年） 安藤家１０代三郎九郎乗近 大工跡職の墨付を徳川家康から受く（金屋）

１５６２年（永禄 ５年） 水野太郎左衛門が鋳物師として織田信長の支配下にあり、鉄砲の鋳造に従事

したとあり、名古屋地域の発祥

１６６２年（寛文 ２年） 木村重左衛門（江州辻村）が矢作へ移住し金屋小路で鋳物業開始

１６７１年（寛文１１年） 近江国辻村の太田庄兵衛・甚兵衛が西尾藩主に招かれ、平坂（現西尾市）で

鋳造を開始、平坂出店と称したが文化文政期に平坂に本拠を移したとされる

１６７６年（延宝 ４年） 国松十兵衛家次（江州辻村）と長子七郎兵衛が大浜松江に移住し鋳造業開始

碧南鋳造の発祥

１６９２年（元禄 ５年） 木村重兵衛 岡崎祐金町へ転住（吹屋）

１７１６年（享保元年） 太田庄兵衛・太田甚兵衛（江州辻村） 平坂で鋳物業開始

（文化 ５年） 平岩鉄工所創業

１７４４年（元文年間） 豊川市金屋にて中尾惣左衛門が鋳物業を開業、長保年間（１４８８年）の宝飯

郡金谷村の鋳物師一色家の流れを汲んだとされる

１８２４年（文政 ７年） 国松十兵衛 太田庄兵衛 炉２挺立

１８３４年（天保 ５年） 木村重左衛門 炉２挺立

１８６０年（享保元年） 国松家絶家 碧南鋳物業廃業

（明治初期）国松家職人が野鍛冶兼金物職として鷲塚に２０数軒残存

１８７８年（明治１１年） 炭吹きからコークス吹き、生型製造法開発

たたら踏送風装置から原動機送風へ技術革新

１８９４年（明治２７年） 太田庄兵衛１２代庄造 破産休業

中川才吉（川崎造船所船大工） 亀崎に木型業開業

１８９５年（明治２８年） 奥谷広吉（元職工） 太田家事業継承し開業

１８９６年（明治２９年） 石川みの 奥谷広吉事業継承

（明治３０年頃）国松家職人岡部某 平坂鋳物再興の指導（後岡崎移住）

１８９９年（明治３２年） 石川みの 日清戦争向け砲弾（づくだま）製造失敗し工場閉鎖

１９０２年（明治３５年） 古井 と奥谷広吉 新三工場開業賋

１９０４年（明治３７年） 松崎巳之吉（石川みのの職工長） 工場開設

１９０８年（明治４１年） 太田徳二郎 棚尾村東川に太田鋳造所創業

１９０９年（明治４２年） 伊藤浅次郎他数名 愛知県鋳物工業協同組合結成

１９１２年（明治４５年） 松下鋳造鉄工所創業

大正元年） 平岩鉄工所鋳造部創業

１９２０年（大正 ９年） 高橋某 新川松江で木型製作開始（後継者なく断絶）

１９２５年（大正１４年） 稲垣鋳造所創業

１９２６年（大正１５年） 中川才吉 長男を新川町に移住させ木型業開業

１９２８年（昭和 ３年） 中川鋳造所、黒田鋳造所、小笠原鋳造所創業

安田友次郎 棚尾で木型業開業

１９３０年（昭和 ５年） 井口郁雄 大浜で木型業開業

１９３３年（昭和 ８年） 三島一 木型業開業

１９３４年（昭和 ９年） 杉浦徳鋳造所創業

１９３７年（昭和１２年） 名倉鋳造所、鳥居鋳造所、岡本鋳造所創業

１９３８年（昭和１３年） 石川（市）鋳造所、矢作鋳造所創業

１９３９年（昭和１４年） 杉浦合金鋳造所、大与鋳造所創業

１９４０年（昭和１５年） 長田鋳造所創業創業

１９４２年（昭和１７年） 愛知県鋳物統制組合発足

１９４３年（昭和１８年） 伊藤勇吉 木型業開業（戦前期木型業者９名）
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年 代 三河・碧南鋳物業

１９４５年（昭和２０年） 村松武雄、清水坂次郎、伊藤久太郎 木型業開業

愛知県鋳物工業組合（任意加盟制）へ移行

１９５０年（昭和２５年） 中小企業協同組合法による愛知県鋳物工業協同組合へ改組

１９５８年（昭和３２年） 碧南市鋳物工業協同組合設立

１９５９年（昭和３３年） 碧南市鋳物工業共同職業訓練所設置

１９６２年（昭和３６年） 共同給食場開設による共同給食事業開始

１９６４年（昭和３８年） 産地診断・銑鉄鋳物実態調査実施

１９６６年（昭和４０年） 共同施設資金借入・組合高度化事業開始

１９６８年（昭和４２年） 工作機械現況調査実施

１９６９年（昭和４３年） 近代化・協業化・構造改善事業開始、製品価格値上げ協議

１９７２年（昭和４６年） 大気汚染防止・煤煙塵肺対策事業開始

１９７３年（昭和４７年） 労働安全衛生対策事業開始

１９７４年（昭和４８年） 原価算定会議 キューポラ集塵機導入開始

１９７５年（昭和４９年） 鋳物工業団地計画事業、雇用保険調整給付金、中小企業救済特別融資

技術革新事業（クレーン運転技術、研削砥石、ゼットセメント自硬性鋳型、有機

自硬性鋳型）

自動車用鋳物が繊維機械用鋳物をはじめて上回る

１９７６年（昭和５０年） 悪臭関係・産業廃棄物処理問題協議、非鉄金属鋳物関係救済融資事業、産

地診断実施



この赤褐色は三州瓦の原材料である三河土（碧海台地の粘土）によって一層際だつという。*1
この他に北陸の褐色釉瓦や岡山・備前焼の瓦があるが、これは釉薬瓦であり塩を用いてはいない。*2
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第２章 粘土瓦製造業

第１節 瓦製品の種類と特質

瓦は、粘土瓦と粘土を使用しない瓦（セメント系、スレート系、アスファルト系、金属系）に分かれ、その特徴は１５通りあ

り、葺かれる屋根様式で和風と洋風に分かれ、和瓦は古代からの本葺き瓦と江戸期に開発された一般住宅用 瓦があ桟

る。洋瓦はスパニッシュ形とフランス形（Ｆ形）があるが、スパニッシュ形の上下一対を一体化したＳ形は三州で開発された。

図３２）各種屋根材の特徴

[いぶし瓦]

焼成の最終工程に燻化工程を組み込み、いぶし銀のような独特の色とつやを持つ。燻化工程はかっては松材・松葉

を用いたが、現在はＬＰＧの生ガスや水で希釈した灯油が用いられる。

[無釉薬瓦]

釉薬を施さない粘土瓦で１９８４年８昭和５９年）にＪＩＳ化された。釉薬もいぶしもかけず、粘土の生地そのままの色彩（ア

ースカラー）や焼成炉内の調整で茶系・緑色系の独特の色を出すことができる。

[釉薬瓦（陶器瓦）]

焼成前の乾燥した白地に釉薬（ガラス状の石粉フリットに着色剤を混ぜたもの）を施して焼成し、トンネル窯で大量生

産され、粘度瓦の大部分を占めている。釉薬によって多様な発色が可能で、時代の流行色を反映できる（図 参照）。

焼成時に食塩を釉薬として投入すると塩焼瓦が得られる。塩焼瓦は塩釉による赤褐色の三州では「小豆色 」と表現さ*1

れる発色を呈し、この色調から赤瓦と通称される 。塩焼瓦は、変色がなく堅牢で吸水性が低く、凍害・塩害に強いが、
*2

現在ではほとんど製造されていない（図１６参照）。
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図３３）釉薬瓦の生産・流通構造（出所：筆者聴取調査による）

（生産工程）

窯業機械メーカ 釉薬製造業者

粘土 配合土 土練 成形 乾燥 施釉 焼成 選別 包装 出荷

配合 受け入れ

(真空土練機) (自動プレス) (自動施釉機) (トンネル窯)

全自動

ライン

採掘 製土 ＪＩＴシステム 製造業者

業者 業者 トラック搬入 （窯元）

（流通過程）

産地同業者 屋根工事業者

製造業者 消費地問屋 需要者

（窯元） （施主）

建築業者

[鬼瓦]

瓦屋根には、斜面が接する部分からの雨水の浸水を防ぐために、瓦を積み上げた棟と呼ばれる縁取り部があり、その棟

の端部に配置される瓦を鬼瓦という。鬼瓦は同時に装飾的機能と破邪招福の祭祀的要素もあった。現存最古の鬼瓦は、

７世紀前半の法隆寺・若草伽藍の百済文化の影響を受けた鬼瓦である。飛鳥期には、仏教の蓮華文がデザインされた蓮

華文の鬼瓦が採用され、白鳳期まで続いた。鬼面文鬼瓦は、白鳳末期（７世紀末ー８世紀初頭）に新羅の影響を受けた

太宰府で登場し、奈良期に入って本格化した。鎌倉前期までの鬼瓦は、仏教説話的な地獄の鬼面ではなく、大陸の道教

的な鬼神を表現しているが、鎌倉後期から仏教的な立体的な造型の鬼面文鬼瓦が製作され、室町中期から近世を経て

現代の鬼面文鬼瓦が完成した。安土桃山期には、家紋を鬼瓦のデザインとして装飾的に使用され、隣家をにらむ鬼瓦は

忌避された。

現在の三州瓦では、「鬼●」のように「鬼」字に創業者名の一字を付けて屋号とし、製作する事業所が多い。鬼瓦専門の

事業所によって「三州鬼瓦製造組合」（１９事業所）が結成されている。以下「鬼師」の成立と展開について年表で追跡して

みる（表５９参照）。
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図３４）鬼瓦の種類

表７６）鬼師の成立と展開（出所： ）高浜市伝統文化伝承推進事業実行委員会「鬼瓦をつくる」２００３年参照して筆者作成

１８７４年（明治 ７年） 高浜村役場下書き「陶器製造調」に１４軒の瓦業者と２軒の鬼瓦職人が分離記載

→一般瓦と鬼瓦の分業化を示す

山本吉兵衛 文政１３（１８３０）ー明治３７（１９０４）

福井八蔵 天保５年（１８３４）ー大正９（１９２０）

幕末～明治・大正期 「バンクモノ」（晩に苦労する）と称される渡り職人が、長野・山梨・岐阜・群馬・栃木・宮城
． ．

まで展開し瓦技術を伝播し一部定住した

太子講（工賃取り決めなど同業組合）

１９２２年（大正１１年） 高浜商工会『高浜商工案内』に「鬼●」「製鬼場」との記載あり

１９３８年（昭和１３年） 『日本窯業界一五年史』 三州鬼瓦製造・販売事業所２社（高浜１９１５年創業・碧南１９１

２年創業）との記載→明治期産業革命期に三州瓦の産業化と分業化が進展し、江戸期

以降の職人が再編されて「鬼師」業が成立した

三州鬼瓦製造組合結成



現在はボーリング技術の発達でｌ合理的に「ネバ」の堆積を慈善に計量できる*1
「ねかし」は可塑性を増し、成形後の乾燥を高め、焼成結果を向上させる。粘土中の有機物がバクテリアの作用で分解し、均質粘土*2

が得られる。

奈良正倉院法隆寺関係文書では、瓦工を生瓦作工・瓦焼工・瓦葺工・瓦窯作工の５工程職人に分類されているが、土煉工（土打工）*3
の記載はなく、生瓦作工に包摂されていたと考えられる。

大びき、小びき、その他の糸金を「シッピキ」と云い、長短各種あるが、両端を握りやすいようにして粘土を切りやすいようにしてある。*4
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第２節 粘土瓦製造技術の革新過程

１）近代化以前の製瓦生産工程・技術ー三州瓦産地を中心に

粘土採掘・運搬

初期の造瓦最適粘土の探索は、自然露出の発見や経験知による勘に依存したので、粘土採取量は不確定であり、採

取業者（土もとと称す）は不安定な経営に置かれた 。採掘は最初に表土（作土）を除去し（最後に整地用に使用）、粘土
*1

層まで掘削すし（２０－２４０ｃｍ）、次いで「ネバ」を「切り取り鍬」という特殊鍬で切り取り、「ビク」に入れて天秤棒で担い、大

八車（１５０－１９０ｋｇ積載）で運搬する。大八車は大正初期まであったが、採掘場と製瓦場の距離が離れるに従って金輪

貼り木製車輪の牛馬車に転換し、トラックへの転換は昭和８年頃からである。

粘土重量の軽量は、ビク数でおよそ推計できるが、初期は製瓦工場の隅にある土置場（通称サキ土山）で大竿秤（２０

－３０貫）で計量したが、大正８年頃から組合の共同計量場で車両ともに計る台秤が設けられた。昭和期にも「ビク」入れが

あり、車にハコ型板枠を設けて粘土を盛り運搬したが、悪路による落下を防止できなかった。船運による粘土運搬は、船着

場の「ドバ」に揚げそこにある計り場で計量されたが、船運輸送は昭和初期までであった。昭和３１年の衣浦大橋架橋によ

って尾張粘土への期待が上昇したが、有料橋（トラック１台５００円）であったために粘土輸送は伸張しなかった。

製瓦工程

製瓦製造業は愛知県知事への瓦製造願提出による許可制であり、「願書」に添付された「瓦製造概略書」に明治初期

の製瓦工程が分かる。

＜タタラつくり 土打師＞

採掘場から運搬された粘土は、「サキ土山」で半年から１年「ねかし 」、ならした上で「え鍬」で削るように採取し、竹箕で
*2

煉場に移し水を加えて足でこね、適度の柔らかさになった「まるめ」と称する粘土山を作る。これを「シバキリ鍬」で横に刃を

使用して切り返しふたたび錬る。この時力を入れて足ねりをするために杖をつく。この作業を２，３回繰り返していよいよ「タ

タラ」盛りをする（長さ約３ｍ、高さ約１，３ｍ、巾３６ｃｍ程度）。タタラは高くなるので竹の長い杖を用いる。タタラ作りの筵の

上に大びき鉄線を予めの長さで並列させて置き、その糸金の上にタタラ盛りをおこなうので、できあがった時には底面に鉄

線が長井形に敷かれている。土選びから土煉りを経てタタラづくり工程が、製品の品質を決めるので特に鬼瓦では慎重に

おこなわれる。土打労働は重筋労働であり、窯師とならぶ重要工程なので一般の瓦師よりも高賃金が支払われ、この工程

が専業化した時期は不明である 。
*3

＜白地つくり 上げ師（上師、仕上工）＞

タタラから瓦の形状と寸法に切り取る工程である。タタラの正面の上端に長定規を水平に置き、この定規に沿って大びき

鉄線を引いて正面壁をつくり、懸垂して鉛直を測って小びき鉄線を引き、これを基準に瓦巾に正面壁に線印を縦に付け、

おおよその長直方体に正形する 。こうして荒地瓦を切り取るためのタタラへの印付け準備が完了する。
*4

明治以前の「せび」使用による作業は、定められた約２ｃｍの鋸刃様の「目付」定規によって、切り取る寸法の位置印をタ

タラ左右両端に付けて「せび」を寸法に合わせて刺し、長定規を当て、この定規に沿って「シッピキ鉄線」で切り取る。明治

期半ばから「せび」に替わって「こま」による寸法切り取りが考案され、２寸（６－７ｃｍ）角の寸法定規と厚さ６分（２ｃｍ）ほど

の直方体の木こまで目付を代用し、タタラの左右に置かれた直方柱（こま柱）にこの「木こま」を同数積み重ね、この上に長

定規を載せて切り取りの印線を表裏とも描き、この線に沿ってシッピキ鉄線で切り取る。

切り取った粘土板は荒地台机の上にある瓦木型に、粘土粉を振りかけて粘着を防ぎつつ４枚積み重ねる。この４枚は縦

に整頓した置き場で３－４日陰干し、生瓦のうちに「目切り型」に載せて瓦鎌で切り整形する。この時瓦鎌で研磨し表面を

タタキ板でしめ、磨きをかけ、再び干す。精製品はこの磨きを念入りにおこなう。荒地瓦は乾燥とともに白くなって白地瓦と

なる。この白地つくり工程の職人を上げ師（上師）と云い、熟練工は１日約４００枚を生産する。

生瓦の乾燥は、天日乾燥で自然現象の変動に左右される。特に冬季に「イテらす」（凍結）損失を回避する努力が求め



現在はほとんど工場方式の屋内乾燥室が設置されている*1
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られる。乾燥知面も一定の空間が必要で、昭和初期までは立体式乾燥器具として、梯形干棚（たてかけ）という簡易な屋

根に掛けて並列する手法が用いられた 。
*1

窯入れ（焼成）

白地が完成すると達磨窯に積み込む「窯積み」をおこなう。その積み方は、瓦を立てて１枚ごとに隙間をつくるために、

「ツボ」を挿入し並列していく「ツボ積み」である。最後に積み入れ口を普通瓦に泥土を塗って塞ぐ。次いで火入れに入り、

薪木を燃えつきに用る。石炭焚き以前は、大きな木材を 人（そま）の手にかけて適当な大割木にして焚き、最後に松枝、杣

松葉を焚き、焚口を閉じて燻す。こうして炭素が固着して（還元焔焼成）、銀黒色になる。この最後の燃料である「こみ」の

調整が窯焚きの熟練技能であり、（ゼーゲル）熱時計なしに、火色をみて９００度ー１０００度の高温を保持する。

図３５）初期の瓦の生産工程（出所：『愛知県陶器瓦工業組合５０年史』）



平窯は焼成室の底がほぼ平面構造で外形が達磨に似ているので達磨窯と呼ばれた*1
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２）製瓦生産工程と技術の近代化過程

（１）土練技法

土練技法は、土練機（明治４１年）→動力土練機（大正４年）→石油発動機式土練機（大正８年）→土練機製造（大正１１

年）→真空土練荒地出機の開発へと進み、成形は手動式成形機（大正１０年）→電動化フリクション成形機（大正１３年）と

開発された。

荒地出機以降の生産工程の効率化は、含有水分の少ない原料による均質な素地の創出にあるが、従来は水分を減ら

して堅練り原料に半乾式成形を加えたが、充填が不十分で均質な素地作成はできなかった。そこで着目されたのが、原

料と土練改良に輸入されていた煉瓦素地用の一段式真空土練機の瓦用への改良であった。

土練の前工程にパッグミルを直結し、原料調合と調湿を均一化し、次の真空室で原料からの脱気効果を上げるために、

上下２段式とし、真空室とポンプ容量を大きくした。次の土練機でスクリュウーで送るコンベアーではなく土練効果が上がる

羽根ピッチやリードアングルを考案し、押出部で大型荒地を出すラミネーション防止と量産化のために、ダイスの形状と押

出羽根の形状を工夫した。こうして屋外放置のネカセ粘土とは異なる、粘断係数と密度をもち、焼成品の吸水率と歪み係

数が減少し、禁圧成形で素地の均一化が実現した。

（２）焼成技法と焼成炉の変遷

①昇炎式だるま窯

法隆寺建立（５８８年）の瓦焼は登窯（穴窯）という階段式登窯であり、火床となる天井部を壊して瓦を積み込み、焚く度

に煉土で修復を加えた。奈良期になると、平窯といわれる焚口で焼成室の上半部から瓦を積み込み、背面に煙道をつく

り、練土で天井部を修復する方法が開発された。この平窯が発展して達磨窯 という昇炎式の窯となった。達磨窯は半地
*1

下式の窯で焼成室にロストルがつくられ、窯のまわりの壁は瓦や煉瓦を積み重ね、粘土で塗り上げたもので、天井は地上

に出ている。焼成室と燃焼室の境に壁があり、この壁の下部に孔があってロストルの間の溝に通じている。前後両焚の両

口焚式は、江戸名所図絵（文化年間）に描かれており、文化年間（１８０４－１８１７）にすでに普及していたことが分かる。

達磨窯の技術革新の画期は、石原熊治郎（慶応元年ー昭和１３年）による石炭焚窯の石熊式瓦窯の開発であった。石

原熊治郎は、九州に煉瓦工として出稼ぎしていた小笠原駒太郎（旧姓神谷）から、九州の瓦窯が石炭燃料であり、副産物

としてのコークスが販売できると聞き、明治３３年に田島喜八（正太郎）・石川文吉・野口定吉と相談し黒川駒太郎宅で試験

薬したが、光沢不良で失敗しコークスが３０俵（１俵２０銭、１窯６円）が採取されたが、豊富な木炭産地である三州では需要

がなく中止した。次いで家庭用西洋竈の焚口にヒントを得て、窯口内にロストルを自らつくり、明治３５年に新型石炭窯を完

成させた。当時は燃料用木材と松葉価格の高騰で、鋸屑を代用としたがそれも原料不足に陥り、石炭窯も中途廃業に到

った。その後石川文治郎の紹介で大倉組に入り、鴨緑江製材会社の鋸屑を使う煉瓦焼成法を完成したが実用化に到らな

かった。帰郷後に石熊式石炭窯の築造に奔走し１５年で約５００基をつくった（碧海郡４５０，幡豆郡５、額田郡３、西加茂郡

３，愛知郡３，東春日井郡２，知多郡１５、岐阜１，三重５、静岡８，長野２０，千葉５０，栃木１など広範囲に及ぶ）。さらに熊

治郎は三州の小物土器（炬燵、焜炉）用の焼窯（瓦窯より熱度低い）を改良した日本煙突式を開発した。

石原熊治郎の息子の石原英一は、昭和２９年に石炭焚き達磨窯を半倒焔窯に改造し、東海・関東・東北一円に築窯し

たが、昭和３４年に関東瓦産地の群馬県藤岡市のために、瓦窯指導書『粘土瓦欠点防止と焼成について』を著し、三州瓦

の築窯技術の最先端を示した。操作性、歩留まり率、焼成サイクル、煤塵発生などの理由で昭和４０年代に姿を消した。

高浜市田戸町の高橋窯（１９２３年 築窯師・神谷三吉構築 現材は高橋榮・秋人所有）は、７０数年を経て現在も操業

中の日本最古の達磨窯である可能性が強い（群馬県藤岡市の共和建材有限会社の窯は１９７４年構築）。高橋窯が、７０

数年にわたって操業し得た理由は、地盤立地の良さにある。風道下面にある自然湧水が、いぶし瓦の焼成と窯体の維持

に影響し、焼成後の冷却や招請状の好条件を与えた（図１７・１８参照）。
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図３６）高橋榮・秋人瓦窯実測図（１）縮尺１：６０（出所：吹田市博物館『大正時代の達磨窯』１９９８年 Ｐ１３）
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図３７）高橋榮・秋人瓦窯実測図（２） 縮尺１：６０（出所：前掲書Ｐ１４）
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③塩焼き窯

塩焼き赤瓦は大正２年に開発され、Ｓ形瓦、緑色マンガン色洋瓦（大正１２年）→食塩釉技術塩焼瓦（大正１４年）→波

状瓦大正１５年）→文化瓦（昭和初期）へと展開した。食塩を焼成中に焚き口に投入して瓦素地の表面にガラス被膜を形

成させる塩焼き瓦を焼成する窯が一時使用されたが、環境問題とコスト問題で使用されなくなった。

③トンネルキルン

１９７０年頃より連続炉である台車式トンネルキルンが導入され、低燃費で歩留まり率が高く、大量生産に適する窯とし

て、釉薬瓦のほとんどはトンネルキルンで焼成されるようになった。瓦焼成用トンネルキルンは１９５１年（昭和２６年）に愛知

県三河地域で導入されて以降、幾多の技術革新を経て現在に至っている。

Ⅰ期：多段積み式焼成炉 １９５５年（昭和３０年）代から１９７５年（昭和５０年）代前半

初期は、瓦をキルンの断面に３列２段に積載する比較的小

型のキルンで生産量確保を志向したが、炉内の温度差が大き 図３８）多段積み式トンネルキルン

く、焼き上げ品質を管理する焼成時間が２０－３０時間を必要と

した（図３８参照）。

Ⅱ期：幅広トンネルキルン １９７５年（昭和５０年）代半以降

焼成品の積み降ろし自動化技術や、従来の低圧噴霧式バ

ーナーから長炎式バーナーのアトロンバーナーの採用など燃

焼機器の発達で炉内幅を広くとることが可能となり、４列２段の

キルンが主体となった。公害規制の強化によって従来の低質

重油から灯油・軽油・ＬＰＧが使用されるようになり、ハイベロシ

テイバーナーが採用され、幅広キルンでの均一焼成が可能と

なって、６列１段式や８列１段式の幅広トンネルキルンが開発さ

れ、炉内の温度差分布性能が飛躍的に上昇し、焼成時間も従

来の２０時間が１３時間に短縮され、燃料原単位の大幅改善を

実現した（図３９参照）。

Ⅲ期：高性能幅広トンネルキルン 現在

図３９）幅広トンネルキルン

幅広トンネルキルンはさらに高性能となり、現在は９列１段式

で焼成時間は１０時間に短縮され、燃料原単位は４列２段の７０

０ が４５０ に大幅に改善された。トンネルキルンKcal/kg Kcal/kg
のバーナーの技術革新過程は以下の通りである。

[ハロップ式霧吹きバーナー]

最も初期のもので低質な重油でも燃焼が可能であった

が、燃焼の均質性に難があった。。

[低圧空気噴霧式バーナー]

均質で安定した燃焼を可能としたが、低質重油の使用が

公害規制で不可能となった。

[長炎式アトロングバーナー]

焚き口がバーナタイルの大きさと同一断面となって、炉壁

からの放散熱が大幅に低下し、より炉内幅の広いキルンに対

応できるようになった。

[ハイベロシテイバーナー]

バーナータイル内部で生成した燃焼ガスが、バーナータイル前面にある小孔から、８０－１００ｍ／ｓ以上の初速で噴

出させ、燃焼ガスの到達距離が長く、より幅広キルンに適し、強い撹拌作用で炉内の温度分布を縮小して焼成速度を

速める。現在ではトンネルキルン以外の単独炉にも使用されている。
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住宅建設法の多様化によって、瓦デザインも多様化し、成形方法・焼成方法もそれに対応したシステム開発が要求さ

れ、特に平板形状瓦では、欧州型Ｈ型サヤの多段積み方式や、平板瓦を１段で斜めに積む「斜め積み込み」焼成炉が開

発されている。国内焼成炉の代表的な形式は以下のように分類できる。

Ａ）低圧バーナー使用による横炎式トンネルキルン（図４０参照）

Ｂ）高速バーナー使用による下部燃焼式トンネルキルン（図４１参照）

Ｃ）平板瓦の斜め焼成式トンネルキルン（図４２参照）

Ｄ）Ｈ型サヤ使用の平板瓦の多段式トンネルキルン

Ｅ）セッターを利用した平板瓦の２段式ローラーキルン

図４０）横炎式断面図（出所：日本セラミック協会『北陸瓦の歩み』Ｐ１８２）

図４１）下部燃焼式断面図（出所：日本セラミック協会『北陸瓦の歩み』Ｐ１８３）
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図４２）平板瓦サヤ積み断面図（出所：日本セラミック協会『北陸瓦の歩み』Ｐ１８３）

（３）乾燥技法と乾燥炉

約２０％の水分を含む成形後の瓦素地は乾燥工程 図４３）乾燥炉（出所：日本セラミック協会『北陸瓦の歩み』）

が重要となる。従来はトンネルキルン上に軌条を敷設

して、その上を成形瓦を積載した乾燥台車を通過さ

せ、約３－７日をかけて乾燥させる自然乾燥炉であっ

たが、熱源がキルンからの放散熱であり、乾燥炉の下

面が開放されて温湿度の調整が困難であり、乾燥切

れとねじれが激しく、特に陶器の燃焼不足は効率を

低下させた。乾燥用空気を断続的にあてる連続式や

単独式の気候（強制）型乾燥炉が開発され、１６－２４

時間の乾燥が可能となった。

（４）各種自動機

代表的な自動機械としては、成形された瓦を乾燥台車に積降する自動機械、乾燥された瓦を施釉パイプコンベアーに

積降するチャッカー＆アンチャッカー、施釉された粘土瓦をトンネルキルンカーに自動的に積降する機械、焼成瓦の自動

選別機、完成瓦の自動結束機・パレット積み機などがあるが、このような自動機械の導入によって、大幅な省力工場が出

現している。 瓦では月産１５０－２００万枚の生産が工場内従業員１０人で操業できる（（ほんとんどメンテナンス業務）。桟

（５）ＪＩＳ規格

日本標準規格（旧ＪＥＳ）規格判（６０枚判）は、大正１５年に制度が発足し、瓦製品は粘土瓦としてＪＩＳＡ５２０８で製法区

分・形状区分・寸法区分が規定され、品質は曲げ破壊荷重と吸水率があり、耐凍害性が必要な場合は凍結融解試験をお

こなう。粘土瓦の形状はＩＩＳ規格で次の３種に分類されている。

①Ｊ形（和形） 従来は本葺瓦の平瓦と丸瓦を一体化し、焼き上がりを障子の桟になぞらえて「桟瓦」と呼ばれたのが原

型であり、現存は屋根地の大部分に使われる大きさの基本になる。

②Ｓ形 西欧のスパニッシュ形を採用したＳ字型洋風タイプの瓦で三州産地で開発された。

③Ｆ形（洋形を含む平板瓦） フランス形とＳ形に原型がある洋風化志向の粘土瓦としてＪＩＳ化され、寸法・形状につい

てはデザイン重視の自由に決められている。

④伝統本葺瓦 寺社建築を対象としＪＩＳ対象外となっている。
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図４４）瓦窯のモデル（出所：高浜工業株式会社『高浜工業三十年史』）
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粘土瓦製造技術の変遷を北陸３県でみると以下のようになる（表７７～８１参照）。

表７７）粘土瓦製造技術の変遷・福井県①（出所：日本セラミック協会北陸支部『北陸瓦の歩み』Ｐ１３２）
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表７８）粘土瓦製造技術の変遷・福井県②（出所：日本セラミック協会北陸支部『北陸瓦の歩み』Ｐ１３３）
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表７９）粘土瓦製造技術の変遷・富山県（出所：日本セラミック協会北陸支部『北陸瓦の歩み』Ｐ１３７）



- 99 -

表８０）粘土瓦製造技術の変遷・石川県①（出所：日本セラミック協会北陸支部『北陸瓦の歩み』Ｐ１５０）
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表８１）粘土瓦製造技術の変遷・石川県②（出所：日本セラミック協会北陸支部『北陸瓦の歩み』Ｐ１５１）
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最後に最先端の粘土瓦製造技術の事例をみてみよう。

事例Ａ：日本ガイシ

日本ガイシ（株）は碍子製造技術のスキルを生かした瓦・食器などのセラミック製品や電子部品を製造する連続炉）（）ト

ンネルキルン、ローラーハースキルンなど）やシャトルキルンなどのバッチ炉を製造販売している。

○シャトルキルン ＨＲＳ（ ）High-cycle Regenerative combusion System

シャトルキルンは、従来の煉瓦ライニングにかわる昭和６０年代後半のファイバーライニングによる省エネ以降、新技術

は開発されていない。 は日本ガイシ（株）と日本ファーネス（株）の共同開発によるセラミック窯炉向けの小型バーナHRS
ーで、従来のレキュペレーテイブシステムとは異なり、個々のバーナーが蓄熱体を内蔵し、短時間で年商と廃棄を繰り返

して排気の顕熱を友好回収し、

再生・再利用する。焼成温度１３ 図４５）ＨＲＳ作動原理（出所：日本セラミック協会『北陸瓦の歩み』Ｐ１７１）

８０度、焼成時間６０時間で年間

約７００万円の燃料削減を実現

する（削減率４５－６５％程度）。

これは 削減率にそのままCO2
連動する。

さらにＨＲＳのような高温余熱空

気燃焼で懸念される窒素酸化物

（ＮＯ ）は緩慢燃焼方式で発x
生を抑制する。

現在 は焼成温度１４００HRS
以下の酸化雰囲気焼成炉で℃

℃実用化されているが、１４００

以上の高温焼成炉や雰囲気焼

成炉向けの が開発されてHRS
いる（図４５参照）。

○釉薬瓦焼成用トンネルキルン

日本ガイシの高性能幅広トンネルキルンは、窯と窯道具の一体供給による総合的品質上昇を電子制御技術による自動

化で実現している。瓦焼成用窯道具の棚脚や棚板はムルロン製で耐荷重変形特性に優れ、重量物の瓦を積載して、高

温下で長時間曝しても変形しない安定した棚組構造を維持する。

従来の和形瓦焼成用の窯道具のみならず、平板瓦焼成用として斜め焼き用セッターと受け台も開発し、酸化物結合

質で、従来のムライト質 サヤに較べて軽量化され、大幅な省エネを実現している。さらにニューシック（ ｉ含浸炭化SiC H S
珪素質）を利用する棚組を開発し、さらに軽量化を実現している。

自動昇降温システムは、休日の焼成停止や低温保持による燃料費削減と３直４交代制への以降に対応する自動制御

システムである。

○いぶし瓦焼成用トンネルキルン

いぶし瓦の焼成における発色の維持、変色防止を実現するシステムとして、酸化雰囲気制御システム（瓦生地中の鉄

分の完全な酸化のために炉内酸素濃度を高める）や、均熱バーナーシステム（瓦の温度が焼成台車の位置にかかわらず

同一温度となり発色状態が均一化する）、定流量システム（燻化ガス制御ユニットに定流量バルブを使用し、燻化ガス注入

量のバラツキを防止し、発色状態の均一化を図る）などを開発している。さらにローラーハースキルンの省エネ特性を活か

したまま、高強度ビームにより従来の３倍以上の重積載と安定搬送を可能とする非台車式トンネルキルンである。今後の課

題としては、粘土瓦生産の約３０－４０％を占める役瓦の高効率化システムの開発である。ロボットの導入などによって、役

瓦を同一ラインで生産する省力化された役瓦生産工場が可能となる。

以上の最先端技術を駆使した粘土瓦製造工場のプロセスは以下のようになっている（図４６参照）。
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図４６）最新陶器瓦製造プロセスフロー]（出所：日本セラミック協会『北陸瓦の歩み』Ｐ１８７）



- 103 -

図４７）製瓦工場の全自動プラント（出所：高浜工業株式会社『高浜工業三十年史』Ｐ２３０）



岐阜県土岐市木館跡出土の赤瓦は、１６世紀後半に遡及し、高根山窯や隠居西窯は桃山ー江戸初期に茶褐色ないし暗茶褐色の鉄*1
釉を施す赤瓦が焼かれている。
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第３節 粘土瓦全国産地の歴史的形成と変容

１）瓦葺きと瓦生産の史的展開

古代期には、瓦葺き建築は寺社や国家施設に限定され、庶民は掘立柱建物や竪穴住居に住み、礎石建ちの瓦葺き建

築に居住することはなかった。６世紀に明日香村に建立された飛鳥寺が考古学的に確認できる瓦葺き寺院である。当時

の瓦製造者は独立職人ではなく、須恵器職人が瓦生産を営んだと推定される。壬申の乱（６７２年）以降の天武・持統期に

地方寺院が爆発的に展開した（畿内５０→全国８００以上へ）。この時期の瓦葺き寺院が大量に出現した要因をめぐって、

寺院の租税免除特権説、古墳築造に変わる大規模プロジェクト説、大陸先進文化導入説等の諸説があるが、国家体制整

備に向けた仏教正統化論が有力である。

古代瓦は、「桶巻作り」といわれる技法で、文様を刻んだ板で叩き締めをおこない、その文様は凸面にそのまま残す。凸

面を一端叩き締めた跡に撫で消して、さらに再度まばらに叩き締めをおこなう方法が一般的で、丁寧に隙間なく叩き締め

る。叩き締めを加えな「凸面条痕文」と呼ばれる、板で横撫でするだけの平瓦もあったがこの技法は少ない（現輪島市稲船

窯）。これらは白村江の戦い以降に半島と大陸からの侵攻に備える山城などの防衛ないし侵略拠点用に使用されたと推

定される（熊本県古代山城）。奈良期には全国に国分時・国分尼寺が建立されて、一時的に瓦需要が伸びるが、律令制

の整備と本格的な都城が造営されて、瓦葺き寺院遺跡数は減少し、一部の宮地廃寺瓦を除いて、瓦生産は停滞する。

古代瓦は最も権威的な建築用であったが、次第に「檜皮葺き」に権威が移行し、棟の部分を保護する甍瓦の需要が残

り、瓦生産は激減した。近世以降は戦国大名の城郭建築に耐火性の高い瓦使用が復活した。

赤瓦生産の先駆は、瀬戸・美濃地域 であり、中世陶器窯は瀬戸・美濃窯が中核となって全国的に技術伝播を果たし
*1

た。赤瓦においても、表面に鉄釉を掛けることで焼成温度を抑えても水分の浸透を防ぐ経済合理性から、瀬戸・美濃の技

術は比較優位にあった。瀬戸・美濃窯は、１７世紀前半に大釜から連房式登窯に移行する技術革新を遂げた。

西日本の赤瓦は、江戸後期に圧倒的に石州瓦が生産力を発達させたが、刻銘瓦が少なく生産動向は把握できない。

石州瓦は、高耐火度の粘土を用いた高温で長時間焼成する耐寒性に秀でた瓦として、江戸後期から北前船で北陸に輸

送された。１６世紀後半の瀬戸・美濃の鉄釉瓦が始源となった赤瓦は、１７世紀に越前赤瓦を生み出し、１７世紀後半には

東北各地と上越に展開した。こうして江戸期の窯は、 窯→連房式登窯→だるま窯という構造変化を遂げた。赤瓦は、屋窖

根を赤くすることが施主の経済力や社会的地位をシンボライズするステータス・シンボルの意味を持った（図 ）。

釉薬瓦は、長石や石灰石などの天然土石原料を主原料とする釉薬を施して酸化雰囲気を焼成し、表面をガラス質とす

る瓦は（三州、淡路、石州など）、さまざまの色調を生産可能で豊富な種類を供給できる。一方、酸化鉄の主原料を施して

還元雰囲気で焼成し、ガラス質表面に酸化鉄の結晶を析出させる瓦は（北陸）、色調は銀鼠一色であるが雪に滑りにくい

耐寒性がある。粘土瓦の原土は、新生代第４期更新世（１万年～２００万年前）に湖沼堆積したものが多く、現在では枯渇

状況で現在では低品位の原土を配合調整して素地を製造している。

瓦生産の産地形成の基礎条件は、品質の安定した安価な粘土が入手でき、豊富に埋蔵されている地域であり、寺院

や城郭の集住から人口の集住という後背地を抱え、幕藩権力から生産特権を享受できる地域であり、さらに重量輸送を実

現する港湾に近接していなければならない。達磨窯の立地が海浜に立地しているのは、いぶし瓦の焼成窯が比較的砂質

っぽい水分のあがってくる場所を選び、窯焼成後の冷却といぶし瓦焼成の好条件を得たからである（三州窯、隅田川窯、

愛媛越智郡菊間窯・北條窯、大阪・谷川窯、淡路窯など）。

経済産業省「工業統計表（平成１３年）」では、粘土瓦製造業は７０６事業所があり、年間１､１３１億６､４００万円の出荷額

を上げている。１事業所当たりでは１億６､０２８億円であり、これを見る限り典型的な中小企業形態である。粘度瓦は典型

的な地場産業で、その産地は愛知県（三州瓦）・島根県（石州瓦）・兵庫県（淡路瓦）の３大産地があり、全国の地域別出

荷状況をみれば、愛知県が６億１００万枚と５５，６％のシェアーを占め、島根県（２億万枚）、兵庫県（１億３，８００万枚）と続

き、この３大産地で全国出荷量の８６，９％を占めている。製品別では、いぶし瓦は兵庫県１億１，１００万枚（４４，９％）と第

１位であり、以下愛知県・岐阜県となっている。釉薬瓦は、愛知県５億３，０００万枚（６３，６％）で島根県が続く（表６６及び

図２８参照）。三河・石州・淡路産地が全国３大産地へと展開した要因は、それぞれのクラスター要因にある。三河は「工程

間分業」（粘土屋・乾燥屋・窯元）、石州は「販売協業」（窯元と瓦工事屋の連携）、淡路は「部品専業」（本瓦葺特化と部品

共通化）という比較優位性を持っている。しかし全国の瓦産地が３大産地に集約される以前は全国に多様な産地が展開し

ていた。２００１年（平成１３年）のいぶし瓦出荷量は、２億４ｍ７６９万枚、釉薬瓦８億３，２８０万枚の合計１０億８，０４９万枚

であり、１坪当たり平均５３枚葺きとすれば、市場規模は（面積換算値）６，７２４万 で前年比－５，５％となり、１９９７年（平㎡

成９年）の８，９９７万 から３２，６９％減という大幅な減となっている。㎡
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表８２）全国瓦産地概要

産地概要所在地 主な製品

益子瓦 福島県 釉薬瓦 １７世紀半ばに会津藩主・保科正之が美濃の陶工・水野源左衛門を招 き、瓦・茶陶を

つくらせたのが創始。本郷焼の若松城が有名。堅く耐寒性に優れる。現在は郡山市周

辺でわずかに生産。

栃木瓦 栃木県 釉薬瓦 江戸時代末期に始まる。堅焼きで丈夫な箱森瓦として有名。広く関東一円に出荷。

茨城瓦 茨城県 いぶし瓦 起源は奈良時代の国分寺建立。現在は岩瀬市、八郷周辺で生産。

藤岡瓦 群馬県 釉薬いぶし 起源は奈良時代。藤岡市周辺（手彫りの鬼瓦）と甘楽町中心。

埼玉県 いぶし釉薬 いぶし瓦製生産量全国６位。煉瓦生産地としても有名

児玉瓦 埼玉県 いぶし釉薬 鎌倉時代に国分寺建立に寄贈した。良質粘土を産出し品質に優れ関東随一の産地。

遠州瓦 静岡県 いぶし瓦 駿府城築城時に三河瓦職人が移住し巴川（清水）の良質の粘土を利用しいぶし瓦を生

産したのが創始。木目細かく滑らかな田圃の床土を使うために独特の銀色光沢がある。

三州瓦 愛知県 いぶ し釉薬 粘土瓦総生産量全国１位。主にいぶし瓦中心に生産。高浜市６０％、碧南市３０％、刈

無釉薬塩焼 谷市１０％。三州瓦工業協同組合。

美濃焼瓦 岐阜県 いぶし瓦 社寺瓦製産

安田瓦 新潟県 釉薬瓦 安政年間に越前鶴賀・千野半蔵より、地元の淀屋長左衛門が製法を習い、庵地に工場

（鉄色瓦） を開いたのが創始。褐鉄鋼の生釉を使用し、光沢のある銀鼠色で耐寒性に優れる。還

元瓦に種別される。

とやま瓦 富山県 釉薬瓦 釉薬のドブづけで耐寒性がある

能登瓦 石川県 釉薬瓦 石川県産瓦の旧称、耐寒釉薬瓦（ 金沢城は鉛瓦葺きで有名）*
越前瓦 福井県 釉薬瓦 北陸の気象条件に合う艶のない越前銀鼠瓦を生産、紅柄を主とした生釉のドブづけと

いう焼成方法で雪下でも滑らない（還元瓦に種別される）

石州瓦 島根県 釉薬瓦 全国第２位の産地、江戸時代の中期に雲州地方の来待石（現八束郡宍道町）産出の生

いぶし瓦 釉を使う赤瓦として注目され北前船で北陸・北海道にも運ばれた

京瓦 京都府 いぶし瓦 平安京造営を起源に江戸前期に深草の瓦師西村五郎兵衛が１枚で平瓦と丸瓦を兼ね

た波型 民家にも瓦葺きが浸透し一大産地となった。現在は地瓦よりもヤク桟瓦を考案、

モノという鬼瓦・軒瓦が中心

奈良瓦 奈良県 いぶし瓦 社寺瓦生産中心、飛鳥寺以来の古瓦編年の原点

泉州瓦 大阪府 いぶし瓦 江戸期に瓦生産盛ん、現在は阪南市方面で生産

淡路瓦 兵庫県 いぶ し釉薬 瓦産地として最も古い歴史を持つ、いぶし瓦生産量全国１位、銀色のサエの良さは独

無釉薬塩焼 特、

明石瓦 兵庫県 無釉薬塩焼 奈良期から平安期に都と直結して生産、高丘古窯跡の８世紀前半より瓦産地として１２０

０年間の伝統、現在は１社のみ、中崎公会堂

備前焼瓦 岡山県 いぶし瓦 元禄１３年（１７００）に備前藩主導で瓦生産開始、備前の鉄分とアルカリを含む田底土で

登り窯で１２００度焼成

安芸瓦 高知県 いぶし瓦 元禄１３年（１７００）に安芸藩が御用瓦製造に、伊予国菊間村の瓦師・半兵衛を招いた

のが創始、安芸瓦は高知生産量の７５％を占めている

菊間周辺 愛媛県 いぶし瓦 ７００年の歴史、強度と耐久性をもつ、菊間町と並んで北条地区でも生産

宮城瓦 宮崎県 いぶし瓦 昭和初期に創始、九州地域第１位の生産量、山之口町中心

城島瓦 福岡県 いぶし瓦 ４００年前に関ヶ原の戦後に丹波地方より有馬藩主が瓦師を伴って封ぜられ伝播したの

が創始、筑後川の水利と原料粘土から生産拡大、船便で長崎天草方面へ出荷、

鹿児島県 いぶし瓦

鹿屋粘土瓦 鹿児島県 いぶし瓦 昭和初期に創始、現在も日置瓦の２倍以上を生産量する、素材は宮崎県北諸県郡山

之口町の粘土を使用

沖縄赤瓦 沖縄県 素焼 屋根瓦のシーサーにみる沖縄を代表する赤瓦、クチャ（海成堆積物）の泥岩を原料と

し、赤色が定着しているが、かっては灰色系が主流であった
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表８３）都道府県別出荷数量及び金額（従業者４人以上企業）（出所：中小企業総合研究機構『地場産業の経営戦略』）
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図４８）主な瓦産地 表８４）地域別出荷状況

表８５）粘土瓦製造業平成１３年度規模別事業所数・従業者数・出荷額
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図４９）各地の赤瓦生産動向（出所：日本セラミックス協会北陸支部『北陸の瓦の歩み』Ｐ８）
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さて全国的に分散立地していた多様な産地は、戦後の高度成長期を契機に三州・石州・淡路の三大産地に集約され

いく。先記したように三河産地は粘土業・乾燥業・窯元の工程間分業が伝統的に形成され、戦後の瓦需要急増に対応で

きる大量生産体制の構築に成功して価格競争に勝利したからであり、石州は窯元と瓦工事業のコラボレーションが歴史的

に形成された協業化戦略を採用し、淡路はいぶし瓦による本瓦葺に特化した部品共通化というそれぞれのクラスター要因

をもっていたからである。

表８６）地域別生産品目状況（出所：中小企業総合研究機構『地場産業の経営戦略』）

表８７）組合員数及び製品出荷額の推移（出所：前掲書）
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表８８）瓦産地の生産数量の変容（出所：中小企業総合研究機構『中小企業の経営戦略』）
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表８９）全国瓦産地の現段階（出所：『愛知県陶器瓦工業組合７０周年記念誌』Ｐ２８ 原資料は経済産業省工業統計）

①全国出荷量推移

②産地別出荷量推移

③釉薬瓦・塩焼瓦の産地別出荷量

④いぶし瓦の産地別出荷量
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⑤釉薬・いぶし、釉薬・塩焼、いぶし３大産地別出荷量
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２）北陸瓦の史的展開と産地概要

北陸瓦は、農業と同じ季節労働であり、降雪期になると瓦の野外乾燥が困難で春季まで休業し、瓦職人は伏見などの

酒蔵で杜氏として酒造業に従事したり、季節労働者として失業保険を受給した。この限界は、屋外で主要工程をおこな

い、圧瓦と焼成のみを屋内でおこなう平屋建工場生産から、屋内で全工程を遂行する大型３階建立体式工場への転換に

よって通年作業を可能とし、季節労務者用失業保険対象から離脱した。１階は焼成窯・施釉場、窯の余熱利用による自然

乾燥場であり、２階は荒地、プレス、青地つくりと乾燥、３階は白地乾燥や鬼瓦などの細工物とし、垂直移動は重力利用

で、水平移動はトロッコを使用した。福井窯業は日本最初の真空土練機とトンネル窯を開発し革命的な変革を誘発した。

表９２）北陸瓦産地の沿革（出所：日本セラミックス協会北陸支部『北陸の歩み』２００１年参照して筆者作成）

越前瓦（福井県産瓦） 越中瓦（富山県産瓦） 加賀瓦（石川県産瓦）

近世前半までは、瓦葺きは城 古代での越中国分寺や国府関 古代では壬申の乱以降の天武・

郭に限定され、福井城のみであ 連施設への瓦葺き以降、中世を 持統期に地方豪族による地方寺院

ったが、１８世紀後半から有力寺 通じて瓦葺き建築はみられない。 の爆発的建立が起こり、渡来系（朝

院を中心に、 皮葺き（寿命４０ 耐寒性と経済力の限界によって 鮮瓦）の影響を受けた瓦生産が進桧

年）・こけらぶき（寿命２５年）より 普及は進まなかった。 んだ。古代平瓦は桶巻作り技法が

も耐久性がある瓦葺きが、耐火 戦国期に佐々成政や前田氏の 中心である。律令期には瓦生産は

性にも優れ導入が始まった。１９ 城郭建築や家臣団の城館に瓦葺 衰弱し、平安期の国分寺建立のな

世紀前半には富裕民家にも導 きが復活し、次いで寺社建築に かでも瓦葺きは普及せず、稗皮葺き

入された。この時期に越前瓦 浸透していった。大半は瀬戸窯の が上格とみなされて棟部分のみを覆

は、加賀・能登・越中・出羽の日 技法を導入した越中瀬戸窯であ う甍瓦が一部の寺院に普及した。こ

本海沿岸に流通している。 る。１５９５年（文禄４年）に前田利 うして中世では瓦生産はごく一部で

明治期になると、公共建築物 長が尾張瀬戸の陶工彦右衛門を あった。

に導入され、同時に都市部の商 招聘し陶器生産を開始した。 近世になると大名の城郭建築に

店や工場から民家への普及が １７２５年（享保１０年）に将軍吉 瓦葺きが導入され、越前赤瓦の搬

進んだ。 宗が全国に下した「火災消火に 入と文化・文政以降に地元生産が

近世後期から明治までの越前 関する評定書」を受けて加賀藩も 始まり、南加賀の九谷焼と並行して

窯は達磨窯であったが、１９１３ 同じ処置とを取り、瓦需要は拡大 瓦生産が拡大する。能登では黒瓦

沿革 年（大正２年）に石炭たき用の平 した。１７４４年（延享元年）に放生 の生産が始まり、赤瓦から転換す

地窯が開発され、近代化が進 津弥兵衛が本格的瓦製造を始め る。古代では須恵器との共同生産、

む。 たのが、富山県産瓦の創始とい 近世以降は陶磁器との共同生産と

安政年間に中村彦右衛門が われる。明治・大正期には職工に いう形態で、瓦生産が独立するのは

鯖江市で開窯してから、県内有 能登・三河出身者が多く、技術導 幕末から明治である。

数の産地として成長し、１９１３年 入がおこなわれた。

（大正２年）越前製瓦株式会社、 明治期に富山各地で大火が続 昭和期には昭和２８年に石川県

日本製瓦株式会社が最初の株 き、明治２２年に建物建築制限規 瓦工業協同組合（２００工場）が設立

式会社として操業を始め、最新 則の発令で瓦需要は拡大し、瓦 され、釉薬共同施設を設立した。生

式の石炭たき窯を導入した。 製造の産業化が進展した。 産形態は小規模零細工場であるが

１９４５年（昭和２０年）の福井・ 昭和期の金融恐慌で伏木瓦工 （平均従業員数１０，５人）、次第に

敦賀空襲と１９４８年（昭和２３年） 業は全滅したが、戦時体制下の 機械化・自動化が推進され、出荷量

の福井地震で産地は壊滅的な 重要土産品指定を受けて飛躍的 を伸ばした。

打撃を受けたたが、復興が進み に拡大した。 加賀瓦は瓦の両面に黒色発沢の

高度成長期には農村部の瓦葺 高度成長期に１５０事業所に拡 釉薬を施して摂氏１２００度前後で焼

きが拡大し需要が増大した。 大し、丸福窯業が開発した軽量 成する和形であり、吸水性が少なく

製造工程の機械化・自動化 瓦（３，７５ →２ ）など技術開 耐寒性に優れているので、主たる販kg kg
は、土練機→プレス機→焼成工 発も進んだが、都市化と原土不足 路は裏日本である。

程の自動化と進み、大規模な設 により転廃業が続出し、伏木産地 平成期には石川窯業協同組合の

備投資コストによって、中小零細 は消滅し、県外産の流入が始まっ 工場は閉鎖され、現在はトモエ瓦工

業者は大きな打撃を受けた。大 た。昭和４０年代には設備近代化 業組合（加賀市）と小松協栄瓦企業

量生産・広域流通を実現する三 と協業化が開始され、丸福瓦協 組合（小松市）の２社のみとなってい

州瓦との産地間競争が激化し、 業組合、福山窯業協業組合、東 る。

越前瓦産地は衰弱している。 窯工協業組合が結成された。
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図５０）福井県産瓦の明治以降の生産状況推移（出所：日本セラミック協会北陸支部『北陸瓦のあゆみ』Ｐ９７、９８）
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表９１）北陸瓦産地の生産状況と課題（出所：前掲書参照して筆者作成）

越前瓦（福井県産瓦） 越中瓦（富山県産瓦） 加賀瓦（石川県産瓦）

福井県産粘土瓦の生産状況 富山県の瓦組合が活動を停止 生産形態は家内工業的商工業で

は１９７８年（昭和５３年）の第２次 しているので詳細なデータは入手 あり（平均従業員８，５人）、登窯主

石油危機の影響で、生産枚数 できない。いぶし瓦は昭和４０年 体でトンネル窯の導入は遅れてい

は１９８４年（昭和５９年）まで漸減 末に消滅し、釉薬瓦の生産が維 た。昭和４０年以降に共同事業によ

し、出荷額は１９８０年（昭和５５ 持されている。 るトンネル窯が導入され、企業集約

年）の価格改定によって１９８３年 事業所数は昭和３５年・１３５（ア 化の傾向が一段と進んだ。製品は

（昭和５８年）をピークに下降して ウトサイダー含めて１５０）→昭和４ 吸水性と耐寒性に優れ、需要先は

いる。平成１０年度は昭和５６年 ２年・１０３→昭和４５年・６０まで激 県内５０％、寒冷地県外５０％であ

時点より３０，４％も激減し、県全 減している。需要低迷を克服する る。全業者を網羅した石川県瓦工業

体の出荷額に占める比率はわ 設備近代化の遅れによる転廃業 組合と、地域別に七尾鹿島瓦工業

生産状況 ずか０，１１５になった。 によるが、協業組合化による減少 協同組合、小松川等工業組合があ

事業所数は昭和５７年５２事業 もある。１９７９年（昭和５４年）の第 り、釉薬製造共同施設を設置してい

所が平成１１年には１９事業所と ２次石油危機以降廃業が増加し、 る。

３４，６％に激減している。粘土 昭和５８年は１８事業所に激減し 事業所数は昭和３８年・２１３工場

瓦を日常的に生産している工場 ている。道路網の整備と輸送近代 （組合員工場は１６３）であったが、

は、昭和５６年・５２工場→平成１ 化による流通革命で愛知県から 平成に入って激減しわずか４社とな

０年・１４工場と２６，９％に減少 低コスト製品が大量に流入し、圏 った。従業員数も昭和３８年・２１３０

し、従業員数は４２３人→２２６人 内市場を圧迫した。現在はわず 人→平成８年・１４１人と激減してい

と５３，４％に減少した。 かに３社である。 る。生産額は昭和５５年の５０億９２０

生産枚数は昭和５６年・２８９３ 生産枚数・出荷額が昭和４２年 ０万円をピークに、平成８年には１６

枚→平成１０年・１８２０万枚（６３ から昭和５５年には事業所数が半 億２７００万円と落ち込んでいる。い

％）に減少している。大手メーカ 減するなかで伸びているのは、ト ずれも県外産との競合によって廃業

ーの瓦製造部門の再編と撤退 ンネル窯による製造技術の革新 に追い込まれたものである。

が進み、小規模の焼成コストが にある。現在では最盛期の７分の

高い単窯の競争力がないことを １の約６億円である。

示している。

全国市場占拠率をみると、昭 県内製造業に占める割合は、 耐寒性に優れる加賀瓦は、日本

和５６年・３２億５０００万円／１６９ 最盛期で％を占めていたが、平 海沿岸の降雪・寒冷地中心に出荷

県内市場 ０億円＝１，９％→平成１０年・２ 成１０年では０，２％に落ち込み、 されている。

・全国市場 ２億６０００万円／１２４６億円＝ 全国比率では昭和期は２，５％前

占拠率動向 １，８％とほぼ横ばいであり、福 後であったが、平成に入って下降

井県産瓦が圏内需要に依拠し、 している。

還元焼成でしか製造できない特

殊性と市場縮小で全国展開は

ない。

工業団地化と業界の技術革 県内産の８５％が県内で消費さ

新努力で越前瓦は奇跡的な生 れているが、県外産と新屋根材の

き残りに成功しているが、耐水・ 利用で県内消費も縮小している。

評価と課題 耐寒性に優れる風土にマッチし 越前瓦と同じく、品質向上とコスト

た圏内需要に留まっている。大 低減・新分野進出なしに産地維

量生産の他産地瓦との比較優 持自体が困難となっている。

位を維持するさらなる品質向上

とコスト低減が求められ、セラミッ

ク建材関連の新分野進出が求

められる。
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表９２）富山県近代・現代瓦産業の変遷（出所：日本セラミックス協会北陸支部『北陸の瓦の歩み』Ｐ６１ー６２）
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表９３）越前粘土瓦の生産推移（出所：日本セラミックス協会北陸支部『北陸瓦の歩み』Ｐ８５）
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表９４）福井県粘土瓦生産の全国比較（出所：前掲書Ｐ８６）

表９５）福井県内建築着工面積と粘土瓦生産（出所：前掲書Ｐ８７）
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表９６）福井県産釉薬・塩焼瓦の推移（ ） 図５１）福井県釉薬瓦生産状況推移（出所：左掲書Ｐ８９）出所：前掲書Ｐ８８

図５２）福井県産瓦の全国比（出所：同上書Ｐ８９）



- 121 -

表９７）石川県瓦生産推移（出所：同上書Ｐ９１）
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３）淡路瓦の史的展開と産地概要（兵庫県「淡路地域特定中小企業出席活性化計画」２９９５年参照）

兵庫県の淡路地域は、粘土瓦製造業と関連企業群が集積する自然的、経済的、社会的に緊密な地域一体性がある地

域である。「建設用粘土製品製造業」（日本標準産業分類小分類）とその関連産業が集積し、産業連関表で製造業平均

中間需要額の２倍以上（陶磁器・同関連製品製造業）、平均中間投入額の２倍以上（骨材・石工品等製造業、その他窯業

・土石品製造業（釉薬製造業等であり、建設用・建築用金属製品製造業、一般産業機械・装置製造業と密接な関連を有

する特定中小企業集積地域である。

淡路瓦製造・関連中小製造業者数 平成９年：１８８社 平成１４年：１２９社

工業出荷額 平成９年：２９，７５５百万円 平成１４年：１９，５３２百万円（▽３４，４％ 日本全体▽１６，６％）

淡路瓦製造・関連中小製造業の淡路中小製造業に占める割合 事業所数３４，９％ 工業出荷額１８，９％

（集積の形成・発展史）

桃山期の１６１３年（慶長１８年）に池田輝政の三男・池田忠雄が淡路領主となって、明石から瓦職人を招聘したのが瓦

製造の創始とされる。徳川吉宗期（１７２０－）に防火目的の民家の瓦葺きが始まり、上方商人の需要増で淡路瓦の本格生

産が始まった。産地形成の条件は、島西部の山間地での豊富な窯業用粘土の産出、上方の大消費地に近接し、輸送手

段として津井湊などの良港があり海運による大量輸送が可能であったことなどがある。

大正期に手練式土練機や製瓦機が導入され、土窯によるいぶし瓦製造が本格化し、１９５３年（昭和２８年）頃に三河地

方から陶器瓦の生産技術が導入され、１９６１年（昭和３６年）には陶器瓦の量産体制を可能とするトンネル窯が導入され、

１９６５年（昭和４０年）以降の高度成長期の住宅需要で瓦生産量は急増した。１９７５年（昭和５０年）代後半から住宅洋風

化による石綿スレート、セメント瓦等の新生屋根材との競合が激化したが、淡路産地は他産地との競合が激しい「陶器瓦」

から「いぶし瓦」へ生産をシフトしていった。

１９９５年（平成７年）の阪神・淡路大震災によって在庫品の損壊があったが、生産設備はほとんど被害はなく、復興需要

（屋根補修）によって生産は回復したが、同時に軽量で施工簡便な金属系新生屋根材への需要シフトにより、阪神地域の

瓦離れが進み、需要は低迷し、品質と価格競争力に優れる三州瓦・石州瓦との産地間競争で、生産量は震災前の５０％

に低下した。２００５年（平成１６年）の台風２３号で建物設備・半製品が被害を受け、道路交通の遮断や原料粘土の運搬不

能によって、大部分の事業所が生産停止に到ったが、供給は確保した。

（集積の特徴）

原土製造業者から瓦製造業者までの工程業種が集積し、原材料と製品取引の密接な連関を持った一貫生産システム

が確立されている。産地内組織として、淡路いぶし瓦協同組合、阿萬瓦工業組合、津井瓦工業協同組合、松帆瓦工業協

同組合、兵庫県陶器瓦工業組合が兵庫県粘土瓦協同組合連合会に参加し、製品開発研究・共同ＰＲ事業を実施してき

たが、２００４年（平成１６年）に前記５組合が合同して淡路瓦工業組合を設立し、産地ブランド確立をめざしている。

（産地の現状と課題）

（１）新製品開発

生活様式の多様化・住宅洋風化によるスレート系競合屋根材は、低価・軽量・簡易施工・洋風化対応でシェアを伸ば

し、伝統的和瓦（いぶし瓦）主体の淡路産地の設備稼働率は震災前の５０％に低下し、業績は低迷している。２００１年（平

成１３年）に業界主導による瓦屋根標準設計・施工ガイドラインが制定されたが、ガイドラインに沿った防災瓦への移行が

できず競争力が低下している。

消費者・住宅メーカーのニーズを的確に把握する新生屋根材や、耐震・耐風圧性に優れた瓦など高付加価値製品開

発が求められ、同時に瓦職人不足・施工期間短縮に対応する施工性向上・軽量化等が求められている。

（２）品質基準の統一

淡路いぶし瓦は、色・つやに定評があるが、品質と価格競争力で三州瓦と競合し、陶器瓦の品質では石州瓦と競合す

る厳しい状況にあり、品質格差を解消する必要がある。例えば、耐震・耐風圧の共通基準による統一的品質保証など産地

イメージを上昇させる必要がある。
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（３）新販路開拓と情報発信

２００３年（平成１５年）に「耐寒いぶし瓦」の開発に成功したが、淡路瓦は寒さに弱いという評価が根強く寒冷地販路開

拓に成功していない。寒冷地テスト実施など見本市・展示会などのＰＲ活動を進める必要がある。兵庫県の「産業ツーリズ

ム」や「ひょうごの匠」制度の活用や、西淡町産業文化センター展示棟の情報発信を強化する必要がある。

（４）環境問題

廃棄瓦は産業廃棄物として埋め立て処理してきたが、資源の有効利用に向けた廃棄瓦のリサイクルの取り組みなど、環

境型瓦の製品づくりを進める必要がある。いぶし瓦素地特有の多孔質を活用した吸着・調湿建材の開発が望まれる。

（５）良質粘土の確保

原土枯渇への対応はおこなわれていない。未利用粘土（コワ土、悪土）や未風化粘土の高度処理技術開発などの原料

開発が急務となっている。小規模工場の焼成不良廃棄製品は、処理コスト問題でリサイクルされず廃棄されていので、新

たな活用法を開発しなければならない。『兵庫県「淡路瓦活性化計画」』は以下のように指摘している。

安全・快適性空間を創造する高機能窯業製品分野

これまで培ってきた瓦製造技術・釉薬製造・原土製造ノウハウを基礎に

①淡路瓦の統一品質保証 （１）安全・快適性を達成する窯業建材分野

②良質源土の安定供給 ○耐震・耐風圧性防災機能屋根材

③環境配慮型製品開発 ○南欧屋根材の日本風アレンジ

○デザイン魅力を持つ和風屋根材

○産地ブランド確立に向けた品質基準

（２）環境対応製品分野

○未利用粘土の微粉砕処理、未風化粘土可塑性付与技術開発

○廃棄瓦・不祥瓦のリサイクル再利用技術開発

先進的事例）Ｎ瓦産業（株） 資本金３，２００万円 従業員数４５人（男２５、女２０）

（製品・市場特性） いぶし瓦７０％ 陶器瓦３０％ 京阪神・四国・中国展開

（主な取引先） 工務店、ハウスメーカー、施主、屋根工事、仲買人、他工場

（沿革） 明治１６年 初代いぶし瓦製造開始

大正１１年 現会長独立しいぶし瓦製造会社創業

昭和２３年 いぶし瓦仲買Ｎ瓦商店発足

昭和２９年 各産地産卸問屋として営業所開設

昭和４０年 Ｎ瓦産業（株）に改組

昭和４１年 陶器瓦製造開始 生産部第１工場竣工

昭和４５年 ＪＩＳ表示許可工場認可

昭和４６年 生産部第２工場竣工

急勾配用軽量瓦（逆防水防止構造）開発（通産大臣賞）

平成３ 年 新工場へ全面移転（いぶし瓦・陶器瓦合併ジェネラルプラント）

（経営特性） 経済性・芸術性（コストと職人気質）融合みよる個客対応型マーケットイン生産システム

（分析）

①量産低価格戦略を回避したデザイン・品質優位の個性化戦略を展開し、個客ニーズに対応したマーケ

ッテイングを展開しながら、淡路瓦師として著名な山田修二の作家活動とのコラボレーションを志向する。

②伝統的粘土瓦セオリーである「１に土、２に焼き、３に成形」という原土ブレンドのノウハウをもつ熟練職人

技術と全自動生産ラインを組み合わせた豊富な製品群のフルセット供給を実現している。

③従業員提案制度によるインセンテイブ導出と新採用雇用の積極化
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４）石州瓦の史的展開と概況

石州瓦産地の優位性は窯元と瓦工事業など瓦産業関連業者の販売協業を中心としたコラボレーションとネットワークに

ある。現在の産地戦略を島根県の地場産業支援を受けたアメックス協販が提出した『石州瓦事業再生計画』におけるグル

ープ化からみてみよう。アメックス協販を母体とする石州瓦販売協業組合の協業先楽の展開は、①原土の統一供給システ

ムの構築→②敗走速度実現のためのサービスセンター設置（中国～九州１９カ所）→③加盟企業の製品特化分業システ

ム（専業化による集団化）→④プロダクト・アウト（組合員企業のための協業）からマーケット・インへ（消費者のための協業）

という道をたどった。急成長したグループはしかしバブル崩壊をうけて過剰債務が発生し事業再生に乗り出している。以下

はその再生計画の概要である。

資料：石州瓦事業再生計画概要（出所：アメックス協販ホームページ参照して筆者作成）

１，対象事業グループ概要

（経緯）

１９４１年（昭和１６年） 企業合同により（有）丸八島根窯業所設立（現丸八窯業株式会社）

１９７１年（昭和４６年） 石州瓦販売協業組合設立

１９７２年（昭和４７年） 原料供給会社としてカオリン工業（株）設立（現協同組合カオリン）

１９８８年（昭和６３年） 販売会社として（株）アメックス協販設立（１３社合計従業員２２０名）

参加企業名 事業内容 資本金 従業員 主要株主

（人） （株主名①～⑬で示す）（百万円）

① （株）アメックス協販 グループ製造瓦の販売 ５０ ３１ ④３５％⑤２０％⑦１５％

② （有）協販輸送センター 製品等の輸送 ２０ １４ ①９９％⑦１％

④３９､７３％⑤１４，５２％⑦１２，３７％③ 石州瓦販売協業組合 瓦等の製造 ２１９ １２桟

佐々木聡３０､２９％準三郎２５，８９％④ 丸八窯業（株） 瓦等の製造 ２８，５ ４３桟

⑤ （株）今崎窯業 瓦等の製造 ３０ １７ 今崎一治５１，８３％桟

⑥ 佐々木製瓦（有） 瓦等の製造 ２１ ２５ 佐々木正道７０，４８％桟

⑦ （有）都濃窯業所 のし瓦の製造 １２ １８ 佐々木親政４６，２５％

⑨ 宇迦窯業（株） 雪止瓦の製造 ５０ ２４ 今崎一治１００％

佐々木準三郎４１､６７％丸八窯業４１､６３⑨ 鶴本窯業（有） 鬼瓦の製造 １５ ５

⑩ 協同組合カオリン 原料粘土の配合・製造 ４００ １７ ①２４､７１ ②２４､７１ ④１６､５３% %
42,50%⑪ 石州陶料（株） 釉薬の製造 １０ ８ ④

40% 28%⑫ （株）ヨーケン 研究開発、設備メンテナンス １０ ６ ④ ①

24,1%⑬ 石州瓦技術開発協同組合 融雪瓦研究開発 ２３．２ － ③､⑤各 ④ ⑩２４，６ ２５% %

２，事業概要 住宅用屋根材である粘土瓦の製造販売、廃瓦を利用した透水煉瓦（セラクレイ）の開発・製造販売

３，財務内容 平成１６年度１月期（単位百万円）

売上高 ３，１９８

営業損益 ▲６６

経常損益 ▲６４

当期純損益 ▲４０

借入金総額 ７，０５０（主要債権者 山陰合同銀行）

４，支援申込経過

１９９０年（平成２年）の生産能力増強、１９９６年（平成８年）原土会社への大規模設備投資による過剰債務発生、１９９９

年（平成１１年）以降金融機関から約定返済のリスケジュールを受けるも債務減少なし。石州第２位のグループ消滅による

石州全体の衰退。メイン銀行と協議して産業再生機構の支援を受け、企業再編・設備集約による再生を期す。

５，過剰債務発生の主たる要因

（１）過剰設備投資による稼働率低下

１９９１年（平成３年）にグループ最大の生産能力を持つ石州瓦販売への設備投資をおこない、２００３年（平成１５

年）には稼働率５１，６％まで低下し、火止めによる生産調整でコスト増となり、個社の都合が優先され、石州瓦販売の

稼働は２０％にまで落ち込んだ。

（２）原料土変更による欠品発生

１９９６年（平成８年）に製品差別化と原料粘土の枯渇を解消する風化花崗岩微粉砕設備を導入したが、原土切り

替え時の生産工程トラブルから在庫切れを起こし、スエアーを低下させた。
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（３）営業軽視によるマーケンテング力低下

販売会社は製造６社共同出資であり、商品開発・価格決定の主導権が製造会社にあり、顧客ニーズからの乖離が

拡大した。１９７１年（昭和４６年）からスタートした特約店制度は、得意先への優先供給として有効に機能したが、供給

が需要を上回るようになってからも特約店中心営業から脱却できず特約店の衰退のなかで販売は減少した。

（４）グループ統合的意志決定の衰弱による非効率

独立製造メーカー６社のグループであることから、他社経営への関与を回避し、統合的な意志決定が衰弱し、中核

販売会社・製造会社が共同出資会社であることから、販売計画と無関係に個々の製造会社の生産がおこなわれた。

６，事業計画概要

（１）設備集約による原価低減 商品群別に生産設備集約し、稼働率向上と労務費削減をはかる

（２）マーケンテング力強化 外部営業リーダーの登用とエリア・顧客特性を見据えた営業戦略

（３）統合によるグループ・シナジー効果 個別会社間の牽制消去と権限・責任明確化

（４）整販統合による整販機能強化と意志決定の速度化

表）事業再生計画による予測係数（単位百万円）

平成１６年１月期 平成２０年度１月期

売上高 ３，１８９ ３，０９３

営業損益 ▲６６ ２２６

経常損益 ▲６４ １４２

当期純利益 ▲４０ １４２

借入金総額 ７，０５０ ２，６９６

（５）企業再編

参加企業名 事業内容 事業再編計画による企業再編

① （株）アメックス協販 グループ製造瓦の販売 （株）アメックス協販

② （有）協販輸送センター 製品等の輸送 ９０％減資

③ 石州瓦販売協業組合 瓦等の製造桟

④ 丸八窯業（株） 瓦等の製造 山陰合同銀行２００百万円桟

⑤ （株）今崎窯業 瓦等の製造 の 実施桟 DES
⑥ 佐々木製瓦（有） 瓦等の製造桟

⑦ （有）都濃窯業所 のし瓦の製造

⑨ 宇迦窯業（株） 雪止瓦の製造

⑨ 鶴本窯業（有） 鬼瓦の製造

⑩ 協同組合カオリン 原料粘土の配合・製造 （株）カオリン（員外販売拡大）

⑪ 石州陶料（株） 釉薬の製造 ９０％減資

⑫ （株）ヨーケン 研究開発、設備メンテナンス

⑬ 石州瓦技術開発協同組合 融雪瓦研究開発

（６）出資

・新生アメックス協販に産業再生機構・再生ファンドによる総額３１０百万円出資

・産業活力再生特別措置法による税法特例活用（申請）

・金融支援 総額３７億円要請

７，支援基準適合性

（１）生産性向上基準：平成２０年時に自己資本当期純利益率２％以上、有形固定資産回転率５％以上、従業員１１

人当たり付加価値６％以上見込み

（２）財務健全化基準：平成２０年時に経常収益比率１００％超、有利子負債キャッシュフロー倍率１０倍以内

（３）清算価値比較 ：再生時の債権価値は清算債権価値を上回る

（４）３年以内リファイナンス可能性：財務状況とキャッシュフロー好転

（５）過剰供給構造解消：供給能力増強計画はない

（６）労働組合との協議状況：従業員代表との十分な協議

（７）経営者責任：今崎一治代表権なき会長、佐々木準三郎は全役員退任、すべての役員退職金放棄

（８）株主責任：株式償却を伴わない９０％無償減資
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第３章 三州粘土瓦の史的展開と産地概要

第１節 三州粘土瓦産業の成立条件

１）良質の粘土資源産地

瓦の大きさは約一辺が３５ｃｍ、厚さが１５－２０ｍｍ、重さが２，５－３，５ｋｇ程であり、日本の全国瓦生産量年間１５億枚

前後で、１枚の瓦に約３ｋｇの粘土を使用するとすると、４５０万㌧の粘土が消費されている。三州瓦産地である高浜市・碧

南市は、花崗岩からなる三河高原から流下する矢作川の三角州の末端に形成されている。三河高原から流下する矢作川

は、豊田市付近から下流に大きな扇状地性の平野を形成し、

図５３）三河粘土産地（出所：「地質ニュース」５４１号） 平野の北西部から中央部は洪積世の碧海層に覆われた台地

をなし、矢作川は平野の東側から南東部に延びる沖積低地を

経て三河湾に流れ込んでいる。この平野は、台地部でも低地

でもおおよそ新幹線を境に、上流では砂礫が多い堆積物を、

下流側では砂泥が多い堆積物を構成している。こうして三河平

野の南西側では、高地でも台地でも、田圃の表土の下に豊富

な粘土が堆積している（図５３参照）。１９８４年当時の安城市内

で観察された三河粘土の産状を示す地質柱状図は図５４のよう

になり、瓦工場の分布と一致している（図５５参照）。

図５４）三河粘土の産状（出所：左掲書Ｐ５０）

図５５）高浜市・碧南市周辺の地質と瓦工場の分布（出所：前掲書Ｐ４９）



- 127 -

矢作川の堆積物は、カオリンを主体とする粘土鉱物を多量に含み、陶磁器原料に適した粘土であり、この豊富な粘土

層の存在が三州瓦産地形成の最大の条件である。きめが細かく、瓦の表面が他産地のものと比較してなめらかにできあ

がり、「三州瓦は肌がきれいだ」といわれる。試料のＸ線解析パターンやＴ．Ｇ．－Ｔ．Ｔ．Ａカーブから三河粘土がカオリン

質粘土であることが分かり、高品位部で粘土分が高く、低品位部で石英や長石が多いこと分かる（図５６・表９８参照）。

図５６）三河粘土と瓦配土のＸ線解析パターン 表９８）三河粘土と配土の化学組成例

（出所：前掲書Ｐ５１） （出所：左掲書Ｐ５１）

２）海運・良港の存在と大都市圏近郊立地

江戸期に衣浦湾（特に半田、亀崎）と江戸を結ぶ千石船による酢・酒を運ぶ海運の発達に媒介されて、江戸・開港後の

横浜等の人口集住地の瓦需要に応えるロジステクスが形成されていた。

名古屋城を中心とする城郭造営や浄土真宗を中心とする寺院建築の需要や、江戸期から始まった一般住宅への瓦葺

は商人住居が集住する名古屋・岡崎など建築資材の大消費地が近接している。三州から舟積みされた瓦は、三河湾から

堀川・新堀川を経由して名古屋に搬送された。この運河沿いに瓦問屋の倉庫が軒を並べ、運搬業も兼業していた。明治

後期には、名古屋瓦商組合が設立され、三河瓦業者との独占販売契約によって三州瓦を販売した。

建築施工は、「ひよ方」と呼ばれる基礎や足場つくりなど建築工事全体の段取りをする業者がおり、瓦葺き職人の手配も

おこなった。戦後以降は「ひよ方」を媒介せず、瓦問屋と瓦葺き職人が直接に契約して施工まで請け負うようになったが、

瓦の運搬手段が、船便からトラックによる陸上輸送へ転換すると、瓦産地工場から施工現場まで直接に輸送され、瓦問屋

の機能は衰弱し、瓦問屋と瓦葺き職人の区分は次第に消滅していった。現在の名古屋瓦商工組合（名古屋市中区千代

田２－２４－３４）は瓦製造業者の一部も加わっており、１９７５年（昭和５０年）には愛知県屋根工事連盟が結成され、会員

は重複加盟している。

碧南市は中部圏中核都市名古屋の４０ｋｍ圏内に位置し、面積３５平方㎞、人口６万余で昭和４５年に市政施行してい

る。衣浦湾の造成と臨海工業地帯開発による火力発電所や輸送用機械の最新設備の近代工業群と、前近代から営まれ

る陶磁器産業や窯業等の伝統産業群が調和的に共存している。



聖徳太子の意*1
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３）水田耕作の停滞と農間余業

明治用水による水利供給が実現するまでの三河平原（安城ケ原）は、水利条件が低位で、水田が発達せず良質粘土を

利用する農家副業または農間余業としての瓦を含む土器製造業が発達した。

４）幕藩権力による勧業政策

江戸期においては一部が天領として直轄支配を受け、株仲間特権を含む保護奨励政策をうけた。１８２８年（文政１１

年）に瓦師は棚尾村５人、大浜村１５人で２０窯を保有して株仲間を結成しており、大浜役所に提出した「瓦窯師株定の

事」では次のような約定が規定されている。

１，職分未熟な者の新規営業を許可しない

２，冥加金は１株につき 四百文上納のこと鐚

３，過分に細工を施して高値とし、又過分に安売りしない

４，仲間行事に懈怠なく出る

５，不如意となった時でも大浜村の株を以て棚尾村で始めたり棚尾村の株を以て大浜村で始めることはやめる

６，皇太子 の忌日には懈怠なく参会する
*1

図５７）高浜町大字別江戸期支配関係（出所：愛知県教育委員会『三州瓦』Ｐ２０）

瓦産業発生期の概況を知る文献・遺物は少ない。三州瓦の創業者といわれる碧海郡櫻井村大字藤井の岩瀬家に残る

軸物や元禄期に使用された瓦型がり、高浜市郷土資料館２階に展示されている瓦焼きの狛犬が江戸期の瓦焼きを残す

唯一の遺物であり、１７２３年（享保８年）三州高浜村瓦屋甚六と彫られている。明治初期の文献としては、１８７４年（明治７

年）の「高浜陶器製造調」が現存する最古の資料である。

図５８）瓦の型（出所：愛知県陶磁器工業組合資料）
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付属資料）知多古窯と知多瓦

愛知県知多半島の基部から南端にかけた丘陵地帯に約３，０００基の古窯群が分布し、平安末期から南北朝期に大量

の日常雑器（瓶、壺、椀、皿、鉢）が生産された。知多古窯では機内のような瓦専用窯はなく、山茶椀窯で瓦を併焼する瓦

陶兼業窯が１１世紀末から１２世紀前半にはじまっている。知多古窯で生産された瓦は在地寺院や平安京で使用された

が、１２世紀後半から１３世紀前半に知多古窯の瓦生産は終焉を迎えた。

図５９）知多半島・尾張古窯群分布（出所：半田市立博物館『知多の古瓦』平成５年 Ｐ５）
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表９９）知多・尾張産瓦とその供給先一覧（出所：半田市立博物館『知多の古瓦』平成５年 Ｐ７１）
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第２節 三州粘土瓦業界の史的展開過程

１）創業期

三河は尾張の南にあって、古墳時代以降の須恵器生産の展開をみた猿投山南西麓窯跡の影響で、古代から中世にか

けて知多半島～渥美半島の全域で大規模な陶器（山茶椀）の生産地であり、豊富な良土を背景に高い窯業技術が蓄積

されてきた（図６０・６１・６２参照）。施釉陶器・いぶし瓦もこれらの技術の延長線上に位置している。築炉技術の変遷をみる

と、古代期には丘陵傾斜面を利用して、焚口・燃焼室・焼成室・煙道からなる築炉であり、焼成室の炉床は傾斜に合わせ

た有段式と道具を使用して水平面を出す無段式があり、燃料は松葉や薪であった。次第に平窯に移行し、傾斜地に築造

される点は同じだが燃焼室と焼成室の間に分焔柱が設けられ、焔が分散して加熱が平均化され、焼成室は炉床に数本の

火道を通し、瓦を配置するのはロストルと呼ぶ台状部分で、火道はその間を交互に通してガスの流れを均一化する昇焔式

窯でいわゆるロストル式平窯と呼ばれる。

図６０）７世紀後半から８世紀前半の尾張・三河の同 瓦（出所：梶山勝「尾張・三河の同 軒瓦」早稲田大学考古学笵 笵

会『古代』９７号 １９９４年 Ｐ１２８）
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図６１）７世紀後半から８世紀前半の尾張・三河の同 瓦（出所：梶山勝「尾張・三河の同 軒瓦」早稲田大学考古学笵 笵

会『古代』９７号 １９９４年 Ｐ１３１）

図６２）尾張と畿内の同 軒瓦（出所：同上書Ｐ１３４）笵



当時の消火活動は類焼を防ぐ家屋解体が主要な方法であり、瓦を積載する家屋は解体しにくく瓦葺きが禁止された。*1
この頃西尾瓦町で原田八右衛門が操業し、享保期に山内忠兵衛が継承し、豊橋瓦町は寛文４年（１６４４）頃の瓦生産の中心であっ*2

た。
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中世以前に桜井村・二子古墳と古井 図６３）尾張と畿内の同 軒瓦の移動模式図（出所：前掲書Ｐ１３５）笵

村に製瓦師が居住したという伝聞があり、

上代の大瓦に近い破片が出土する（『明

治村村史』）。「藤井村の岩瀬善四郎が

寛政元年（１４６０）に瓦の製造を始めた

のが西三河瓦の元祖」（『桜井村史』、『安

城市史』）という記述があるが異説もある。

東端村出郷の根崎村五兵衛が、戦国期

天正８年（１５８０）に東端城築城の瓦を製

造したとあり、瓦師五兵衛は天保元年（１

６４４）の信州松本城修築にも名を留めて

いる（『明治村史』）。慶長１８年（１６１３）

の小諸城築城に三州から瓦を馬で輸送

したという。

昭和４５年に高浜春日神社で発見され

た瓦製狛犬一対（享保８年 １７２３年製

造）には、「高浜村瓦屋甚六 瓦師四郎

兵衛 同師七左ｴ門 作」と瓦師銘があ

り、これは『明治七年陶器製造調』（宝暦

４年 １７５４年）に初出の「瓦屋一軒」より

も古い史料であり、江戸初期の今戸焼も

土器と瓦の生産者が混在しており、達磨

窯を焼成炉とする一定規模の窯業活動

が展開していた。

寛永１４年（１６３７）江戸城築城を契機

に、大名屋敷で三州瓦が使用されて産

地回復の兆しを見せたが、明暦の大火に

より「瓦葺き禁止令 」（明暦３年 １６５
*1

７）が発布されて瓦需要は激減した。享

保５年（１７２０）に「瓦葺き禁止令」は廃止

され、拝借金（補助金）制度の適用で逆

に推奨され、瓦需要は一気に拡大し、三

州川は海上輸送で江戸に送られ活況を

呈した。元禄以前（１６８８）に棚尾、大浜

（新川含む）、高浜地区に瓦屋が１２－１

３戸存在し、元禄年間（１６８８－１７０３）に

太子講（同業者組合） が結成されてい
*2

る。三州粘土瓦業者の立地は、一定の工

場敷地を必要とすることから、高浜にお

いては高浜北部（いわゆる上）よりも南部

（いわゆる下荒井）の畑地が多く商家が

少ない地帯に立地し、高浜中部東部も大

正期は畑地であったので住宅がなく、瓦

屋が開業した。

三州粘土瓦の産地形成に、蓮如（１４１５－９９）による浄土真宗布教による真宗教団の寺院建設に伴う瓦需要の発生を

指摘する説もあるが、筆者は確定的な史料根拠を持たない。ただし真宗などの寺院集団が同時に職人技術者集団でもあ

ったことを考えれば、この産地形成における宗教的要因の解明は今後の課題として重要である。



瓦師の概念は、瓦を製造・販売する瓦屋を指したり、屋根を葺く瓦葺師を指したり、瓦製造職人を指す場合もあり、それらを総称する*1
場合もあるが、ｌここでは瓦製造職人と葺師の意味で用いる。

宮城県角田市の清水家にある燈籠銘文（明治２５年）には、「今去百二十有余年前、為其主曰佐野宗兵衛是吾家祖先也、佐野氏者*2
三河某郡高取村之人・・・・」とあり、１８世紀後半には三州高取村から東北への瓦職人移住があったことが分かる。

「三州瓦衆は燕の如し いつも春きて秋帰る」などと俗謡で歌われた。*3
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三州瓦の生産技術の高さを示すのは、瓦師 が在地生産をおこなうのみならず、遠隔地への出稼ぎ職人として広範囲*1

に活動し技術伝播と産地形成をおこなったことにある（表７７参照）。その範囲は、近江～美濃～信州～北陸を経て北関東

～東北に及んでいた 。製瓦業の職人気質は、自らの製品に刻銘し、技能競争や技術錬磨のために出稼ぎ修行したり、
*2

瓦屋親方は優秀な技能者を保護した。瓦師（鬼板師を含む）は製瓦業が機械化一貫生産が進む以前は、その技法を持

って全国展開し、その中心に三州瓦師がいた 。三州高浜からの瓦師の全国展開を地域別にみると、以下のようになる。
*3

長野県（信州 ２６ [事例 老鬼板師・石川房松（高浜市 明治２７年生まれの場合]

岐阜県（美濃 １９ 石川房松は、春日神社奉殿前に陶製の神鹿を奉納しているが、１９２１年（大正１０年）

栃木県 ９ に２７歳で滋賀県高島郡青柳村の瓦屋に出稼ぎし、近江聖人を祀る藤樹神社の鬼瓦

埼玉県 ６ 製作に２０日間費やしている。碧南市新川松江渡場・ 山七郎が豊川閣の本殿瓦を樅

山梨県 ６ 請け負わされた時に、製瓦職頭・ 山菊治郎は、鬼瓦類を石川房松に担当させ、５０樅

東海・近畿 ６ 日かけて大鬼瓦を製作した。

滋賀県 ３ [事例 東本願寺再建瓦]

新潟県 １ 明治１２年に東本願寺が災禍にあって再建の明治１４年に、瓦は三河粘土が最適と

の三河真宗門徒の結集を受けて、矢作川沿いの碧海郡古新田で採土築窯して製瓦

場をつくった。本葺瓦で明治２０年（１８８７）までの６年間を費やして御用瓦が製造された。この請負責任者が碧南市新川

の庄・佐藤庄造であり、１日平均７～８０人の瓦師が従事し、鬼瓦師は福井八蔵（高浜）が出稼ぎし、瓦型は本山が名古屋

の伊藤平左衛門に欅材でつくらせたという。

表１００）明治７年高浜村戸籍簿による瓦師の異動先一覧（出所：高浜町誌資料再編委員会『高浜町誌資料８ 三州

瓦の歩み』ｐ４２、４３）
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図６４）江戸期の瓦生産者と海運業（出所：長坂喜四郎氏論考 昭和６０年）



陸送は牛馬車に依存し、遠隔地は海運が主流で、本船の帆前船までは「はしけ」で沖仲仕が運んでいたが、大正３年の三河鉄道開*1
通によって貨車輸送が主流となった。

岩瀬文庫（西尾市図書館）竹越与三郎『日本経済史』巻６ Ｐ４１６*2
『碧南史』*3
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２）明治・産地形成期

（１）初期技術革新とロジステックス

築炉技術は平地に築かれる平地窯に移行し、だるま窯形式に発展した（明治末期に北九州石炭産地の石炭焚き野改良といわれ

る）。大正期にはいると「倒焔式単独窯」が塩焼瓦用に導入され、大戦後には連続焼成トンネルキルンや台車式単独窯「シャトルキルン」

の開発が始まる（東洋瓦が昭和２６年にハロップ式トンネルキルンを稼働させた）。明治初期に三州・淡路のいぶし瓦の産地化がはじまり、

技術近代化が推進された。明治初期に倒焔式角窯が輸入され、だるま窯による石炭焼き（明治３９年 高浜・石原熊治郎）、フランス式瓦

の製造が開始された（明治４年 仏人アルフレッド・ジェラール 横浜）など。石原熊治郎は１９０２年（明治３５年）に燃焼室床部にロストル

を設置した石炭窯を開発し、コスト面と生産性に優れる石原式石炭窯を全国普及した。１８８２年（明治１５年）に士族授産所として刈谷・西

尾に設立された東洋組煉化石・瓦製造処が最大規模の煉瓦製造工場として大規模生産をおこなった。明治初期は江戸期以来の海上輸

送と馬輸送が中心であったが、地場産品の下荷から脱して専用運搬船を所有する業者も現れ（神谷儀八 長栄丸）、明治４３年の三河軽

便鉄道敷設決定（知立ー大浜）によって鉄道輸送が導入された 。殖産興業政策の一環としての内国勧業博覧会（第１回 上野）に出品
*1

し販促活動を展開している。明治初期の高浜村１４軒瓦屋、２軒の鬼瓦業者の粘土は、いずれも村内製瓦場近辺で採掘している（上林、

申、北山、乞殿、猿、高田、三本木、池の上、芋生、所ｹ崎、北浦、沢渡といずれも高浜村小字名）。明治７年頃の瓦１００枚の価格６６銭（１

枚６厘６毛）、鬼瓦は１組拾弐銭５厘（当時の米価は明治５年１升４銭、７年に７銭、９年に５銭）である。

表１０１）明治７年の製造高（出所：高浜市誌資料再編 瓦焼窯数は２つ窯所有者４軒、１つ窯所有者１０軒で合計１８

委員会『高浜町誌資料８ 三州瓦の歩み』） 窯であり、瓦の形式は一律墨色である。業態は瓦製造専業では

なく、「百姓作間渡世をしております」とあり農間副業であったこと

製 高 瓦屋敷 算出枚数 窯数 が分かる。送り先はすべて東京と記載されており、輸送方法は

「入江海有之」とあるように、衣浦湾沿岸の舟積であった。１７世

２１３円 ３ ９６，８１６ ６ 紀末頃から、高浜・松江・大浜湊、平坂・鷲塚から江戸方面の船

１６０ ２ ４８，４８４ ３ 運が盛んであった。寛政７年（１７９５）の伊豆下田湊の船改番所

１３２ １ ２０，０００ １ の記録では、三河国「高浜船、松江船、東浦船、大浜浦船、平

１２０ １ １８，１８１ １ 坂船、刈谷船、鷲塚船」とある 。碧南市石川八郎治家文書で
*2

１０６円５０銭 １ １６，１３６ １ は、寛政１０年（１７９８）の江戸通い船２７艘、大浜湊８、高浜湊１

６４ １ ９，６８２ １ ０，鷲塚湊３，平坂湊６とある 。
*3

５８ １ ８，７８７ １ 明治７年の戸籍簿では、「瓦師・瓦職」（農・工・瓦師と記載）を

４８ １ ７，２８２ １ すべて瓦製造職人とすると、３１人あり、「工・瓦渡世」が１４人とあ

４３ １ ６，５１５ １ る。渡世とは窯を築いていない白地作り瓦屋を云う。

４２ １ ６，３６３ １

３２ １ ４，８４６ １ 窯持１４ 白地作り１４ 鬼瓦２ 合計３０軒

瓦師として雇用されている職人 ３１人

１４ １８１，６０４円５０銭 ２４３，０８４枚

刈谷藩への冥加永納税は、文化３年（１８０６）から始まり、「永

（鬼瓦） 五貫文、新規、寅より亥まで拾ケ年季」とあり、寅年＝文化３年か

５円 １ ４０組 １ ら１０年間の約であり、１窯永１２５文の冥加永を収めたから、４０

１５ １ １２０ 窯が築かれていたことになる。

文政１３年（１８３０）に刈谷藩への年貢免定・年貢皆済目録では、吉浜の瓦焼窯持と白地づくりが６軒ほどあったと推定ｄ

けいる。明治７年の吉浜戸籍簿には、都築為三郎、松本兵四郎、榊原小三郎の３軒が「工」と記され、瓦屋と推定される。

表 ）明治初期戸籍簿による瓦業者分布（出所：『碧南市史資料』

昭和４５年 Ｐ６１５）永三百五十文 去戊より末迄十ｶ年瓦焼冥加永

永百九文 去辛より申迄十カ年瓦焼冥加永

永弐百三十八文 去丑より戊迄十カ年瓦焼冥加永

文政九年瓦焼軒数推定冥加永白地づくり 三軒

文政十年 一軒

文政十二年 二軒
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高取では明治９年戸籍簿で、瓦焼窯持４軒、白地づくり４軒、不 表１０２）高取年貢免定（出所：前掲書 ）P17
明瓦職人９軒があり、以上で高浜町３大字で明治初期の瓦屋は次

のようになる。 瓦焼冥加永より 計

推定窯数

窯持瓦屋（含む鬼瓦） 白地づくり 職人

1文政４（１８２１） １

3高浜 １６ １４ ３１ 安政４（１８５７） ２

4吉浜 不明 ３ 不明 安政５（１８５８） １

3高取 ４ ４ ２１ 文久元（１８６１） △１

2文久３（１８６３） △１

3合計 ２０ ２１ ５２ 元冶元（１８６４） １

3明治元（１８６８） △１

4明治２（１８６９） １

4『参河宝庫大全』（明治４１年 西三新報社）では、 明治３（１８７０） ０

瓦算出工場が、碧海郡２７０カ所、５７，５２６円、２８，７

２６，３３０枚とあり、大正８年の内地瓦総生産額は４２

００万円で、愛知５１４万円・兵庫４６０万円・福岡３３０ 表１０３）明治７年陶器製造調（高浜村）（出所：前掲書 ）P18
万円となっており、愛知県の内訳は碧海郡２７３万円

（５３％）・幡豆郡７２万円（１４％）・愛知郡２９万（５，６ 種別 軒数 年間製造高 備考

％）・知多郡２５万円（５％）となっている。

瓦製造販売 １４ １，５８４円５０銭 瓦１枚６６銭

（２）同業組合組織化 鬼瓦製造販売 ２ ２０円 １組１２銭５０

土瓶 ３９ ９５３円

三河瓦の創始者・岩瀬家（現安城市桜井町）に同 土鍋 １８ ３４３円

業者の組合規約である太子講仕法（嘉永２年１８４９ 火包土鹿 １５ ３０２円

年）があり、矢作古川と矢作川周辺の村で２８軒を組

織していたことが分かる。碧南・棚尾では「瓦窯師株 合 計 ８８ ３，２０２円５０銭 兼業３軒

定の事」（文政１１年１８２８年）という瓦株仲間の古文

献がある（『碧南史』）。矢作川沿いの村（藤井・米津・平坂・徳永）を中心と矢作川沿いの村（藤井・米津・平坂・徳永）を中

心とする東部単独太子講グループと、衣浦沿岸（棚尾、高浜）を中心とする西部単独太子講グループの２つのグループが

１９世紀初頭から形成され、明治維新前後に平坂・徳永は東から西へ参入し、新規の中部グループ（安城・山崎・箕輪・古

井・桜井）は東グループに参加し、南北二大グループが形成されたと考えられる。

日清戦争後に太子講の組織化が進み、瓦価格・工賃・従業員取り締まり・規約違反者制裁など協議内容が組織化し、

従来組織の近代化に迫られた。明治４４年（１９１１年）に重要物産同業組合法による正規組合として、碧海郡一円を対象

に西三瓦製造同業組合が設立された（組合員４００ 高浜・神谷儀八、服部梅吉中心）。組合員数は明治４３年３０９戸→

明治４４年３１３戸（→昭和２７年３９０戸）と増加している。『愛知県統計書』では碧海郡業者数４０５戸（明治４４年）とあり、９

６軒程度の未加盟業者がいたと推定される。明治３５年ー４４年の１０年間で愛知県製造戸数は１，７倍、職工数１，５倍、

製造数量２，１倍に増加し、碧海郡は製造戸数の４５－５２％、製造数量の５８－６８％を占めている。大正１０年の碧海郡

役所調では、碧海郡産額１９８，６万円、製造戸数４２０軒、うち高浜は産額１０４万円（５２，４％）・製造戸数１９８軒（４７％）

となっている。

（３）工場制手工業の萌芽

明治４０年段階の愛知県下職工数１０人以上の瓦工場は１７で、うち新川５、高浜７、平坂２、棚尾１の１５工場であり、明

治４２年では職工数５人以上県下８２工場（１０人以上１９）でうち碧海は５０工場（６１％）を占め、うち新川２０，高浜１７、刈

谷６、旭５、棚尾１、安城１であり、この期に西三河南部（特に碧海郡）での業者集積と産地化が進展し、県下業者の大半

は家内零細工業形態であるが、碧海中心に工場制手工業が萌芽的に進展していることが分かる。

樅 樅 樅従業員２０人以上の大規模工場は、新川で角谷工場（角谷安兵衛）・山本工場（山本常四郎）・ 山工場（ 山七郎

山家の新家）、高浜で神谷工場（神谷徹）の４工場である。新川町の工場製生産による生産力伸長が顕著である（表８１・

８２参照）。



大正１５年では新川６１戸（２４８人）、棚尾１０戸（２９人）＊括弧内職人数であり、生産額は新川４３５、８００円、棚尾２８，５００円、旭５４，*1
００円となっている（『碧南市史』）。
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表１０４）新川町瓦生産推移（ ） 表１０５）愛知県･碧海瓦製造業推移(出所 『愛知県統計書』各年度版）出所：新川町史 :

３）大正・産地本格展開期

（１）生産力の飛躍的発展

大正期にはいると、和瓦も赤瓦で焼成されるようになるが、この赤瓦の問題点である吸水止めと色調を解決するために、

常滑の土管製造に用いられた塩釉焼成（塩焼き）の導入が試行され、１９２５年（大正１４年）に塩焼瓦の製造が開始され、

１９２８年（昭和３年）に市販されるようになった。

大正１５年段階の全国産地は兵庫、愛知、福岡であり兵庫の生産力が群を抜いている（表１０６参照）。碧海郡の状況は

以下のようになっている。

碧海郡製造戸数 ４６６戸（大正１１年）
*1

碧南市 １１４戸（新川８４戸 棚尾１１戸 旭１６戸 西端３戸）

高浜市 ２２７戸（高浜２０８戸 吉浜１０戸 高取９戸）

表１０６）瓦製造業全国産地状況（大正１５年段階）（出所：『日本窯業総覧』）



第１次好況の後は急速に不況に陥り、大正９年５月の瓦１２円（１００枚）・米２２円（１俵）→６月は瓦４－５円・米１４－１５円に下落した。*1
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大正期は第１次好況（大正７ー８年）と関東大震災による第２次好況（大正１３－１４年）を経て生産力を飛躍的に発展さ

せた （表８４参照）。
*1

（２）ロジステックス

牛馬車主体の陸上輸送と、海上による遠隔地輸送という従来の伝統的ロジステックスが、三河鉄道開通（大正３年）によ

って陸上貨車輸送に転換した。

（３）工場制機械工業の成立

フランス人の経営者と技術者を招聘した「日本洋瓦株式会社」は、資本金１００万円、従業員４００人という工場制大量生

産体制によって月産５０万枚を供給した。

（４）同業組合

陶器瓦組合の前身である私的な「赤瓦製造組合」が結成され（大正１４年）、昭和７年には２０業者に拡大し、正式の「愛

知赤瓦工業組合」が発足した（昭和７年）。明治末に発足した西三瓦製造同業組合は、昭和８年（１９３３年）に商工業組合

法による三州瓦工業組合となり、戦時統制期の昭和１９年（１９４４年）には愛知県粘土瓦統制組合と改称し、全製品を組

合で統制販売することとなった。大正から昭和初期の瓦価格の推移は表１０７・１０８のようになる。

表１０７）大正期愛知・碧海瓦製造業生産推移（出所：『愛知県統計書』各年度版）

表１０８）大正末期に三州から東京へ移入された瓦数量
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表１０９）大正期ｰ昭和初期瓦価格推移（出所：高浜市誌資料再編委員会『高浜町誌資料８三州瓦のあゆみ』Ｐ３４ ３５）-
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４）昭和戦前・軍事統制期

世界恐慌・金融恐慌と軍事統制経済のもとで、軍事需要と地震需要が反復した。昭和初期は金融恐慌によって一時的

に廃業が出現するが、満州事変を契機に局面は急展開し、準戦時体制期に入って１９３２年（昭和７年）の商工省・工業組

合法第１条第２項で重要土産品指定を受け、特に愛知県は航空機産業の集積で工場洋瓦の需要が急進した。１９４１年

（昭和１６年）には商工省認可価格製品指定を受けて必要量制限時代に入った。業界組合は、生産価格と賃金統制をこ

なう統制組合へ転化し、平和産業指定のもとで休廃業者が続出し、深刻な不況期を迎えた。戦時空襲によって瓦焼きが

不可能となり、不焼成の炊事用焜炉を製造した。この時期の瓦業界統計はない。

石原熊治郎の息子の石原英一は、昭和２９年に石炭焚き達磨窯を半倒焔窯に改造し、東海・関東・東北一円に築窯し

たが、昭和３４年に関東瓦産地の群馬県藤岡市のために、瓦窯指導書『粘土瓦欠点防止と焼成について』を著し、三州瓦

の築窯技術の最先端を示した。

表１１０）昭和初期瓦製造戸数推移

表１１１）昭和初期新川町瓦生産高推移
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表１１２）瓦製造戸数・出荷額推移（明治３５年～昭和１１年）

５）昭和戦後・復興期

１９４７年（昭和２２年）に統制組合は、「三州瓦工業協同組合」と「三州碧南工業協同組合」に分かれ、「愛知県赤瓦工

業協同組合」が設立されて戦後復興が開始された。いぶし瓦よりも量産可能で品質が安定し、凍害・塩害に強く、１９５４年

（昭和２９年）には生産量でいぶし瓦を抜き、１９５９年（昭和３４年）の伊勢湾台風後は需要が急上昇して１９６０年代初頭に

全盛を極めた。塩焼瓦は１９６２－６３年（昭和３７－３８年）をピークに生産量は減少していった。１９６２年（昭和３７年）には

トンネル窯による「愛知県釉瓦工業組合」が結成された。そして１９６６年（昭和４１年）には、「愛知県赤瓦工業協同組合」

は「愛知県瓦工業協同組合」に吸収されて「愛知県陶磁器瓦工業組合」に改組された。塩焼瓦生産量は、１９６５年（昭和

４８年）に釉薬瓦に抜かれ、７１年にはいぶし瓦を下回るようになった（表１１３・１１４参照）。１９７３年（昭和４８年）の愛知県

公害防止条例で三州産地全体の燃料転換が進み、塩焼瓦の燃料である石炭は使用禁止となった。塩焼窯は現在では杉

幸工業（株）が１９６０年（昭和３５年）に築窯された両面焚き倒焔式角窯がつかわれている。初期は石炭焚きであったが１９

６９年（昭和４４年）に重油に転換した。
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表１１３）赤瓦・黒瓦の生産量推移 表１１４）三州瓦生産量推移

戦後の粘土瓦産業の展開は以下の３期に区分される。 表１１５）戦後期三州瓦工場数推移

戦後第Ⅰ期（昭和５０年代）は、トンネル窯技術革新による

業界再編期であり、いぶし瓦・陶器瓦事業所数は、１９６８年

（昭和４３年）を１００とした指数でともに７０％台に落ち込んで

いるが、生産量はいぶし瓦は４５年をピークに５２年は８％の伸

びに止まっているが、陶器瓦は２００％近くの伸張をしている。

これはトンネル窯の技術革新で多段式から４行２段式が主流

となって、大量生産による再編成が進んだ時期である。

戦後第２期（昭和６０年代）は、システム革新による産地再

編と企業集約化の時期であり、昭和６０年代にはいると、トンネ

ル窯の１段窯ワイド型にシフトし、平乾燥システムの導入によ

る合理化で生産量が拡大し、業界の再編成が急展開した。

戦後第３期（平成１０年代）は、陶器瓦の産地寡占化期で

あり、ユーザーの洋風化志向で平板瓦（Ｆ型）のウエイトが強ま

り、陶器瓦の特定産地への集中が進んだ（愛知県・島根県の

陶器瓦）。いぶし瓦を含めて産地の寡占化が進行し、平成１０

年度で３大産地の市場占拠率は８３％に達した。これらの産地

は、先駆的にトンネル窯を導入して大量生産による価格競争

の比較優位を構築した。愛知県の三州瓦はさらに、取扱性に

優れた小型でカラフルな５６版が主力製品であった。高速道

路の整備による物流システムの革新は、短時間の大量輸送を

実現し、産地のロジステックスの優位を消し去った。

戦後第１期（昭和５０年代）の愛知県粘土瓦産業の実態を、愛知県『地場産業実態調査報告書第２分冊』（昭和５６年）

から分析してみよう。同調査は昭和５５年に愛知県内粘土瓦製造業を対象に実施され、有効回答企業数１１７社である。
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[企業形態] [代表者年齢] [資本金規模]

株式会社 ６７（３７，９％） ２０－２０歳 ２（ １，１％） 個人企業 ９９（５６，９％）

有限会社 ２（ １，１％） ３０－３９歳 ８（ ４，６％） 万円未満 ３（ １，７％）100
合名･合資会社 ７（ ４，０％） ４０－４９歳 ４６（２６，４％） 万円 １４（ ８，０％）100-300
個人企業 ９９（５５，９％） ５０－５９歳 ６３（３６，２％） 万円 ８（ ４，６％）300-500
組合 ０（ ０，０％） ６０歳以上 ５５（３１，６％） 万円 １４（ ８，０％）500-1000
無回答 ２（ １，１％） 平均 ５５，７歳 万円以上 ３４（１９，５％）1000

[創業年次] [生産形態・生産方法] [営業形態]

明治以前 ９（ ５，１％） 受注生産 １７，２％ 製造直売 １６５（９３，２％）

明治 ４８（２７，１％） 見込生産 ８２，８％ 下請 ６（ ３，４％）

大正 ３７（２０，９％） 製造直売・下請 ６（ ３，４％）

昭和 １－２０年 ２４（１３，６％） 自社生産 ９３，９％ その他 ０（ ０，０％）

昭和２１－２９年 ２８（１５，８％） 外注生産 ６，１％

昭和３０－３９年 １３（ ７，３％） （下請）

昭和４０－４９年 １２（ ６，８％）

昭和５０－５５年 ５（ ２，８％）

法人企業が４３，０％で個人企業の比率が高い。資本金は１０００万円以上の法人企業が約半数を占め、企業規模は比較的大き分析１)

い。戦前期からの歴史をもつものが、６６，７％を占めているが、他方に新規参入が少数みられる。代表者年齢は、５０歳代以上が６

７，８％を占めている。生産・営業形態は、自社による見込生産の製造直売ががほとんどである。

[売上高規模] [経営状況]（昭和５３年愛知県工業統計）

３００万円未満 ４（ ２，３％） 昭和５３年 ５３年／５１年（％）

３００－５００万円 １（ ０，６％）

５００－１０００万円 １４（ ８，０％） 事業所数 ３１７ ー

１０００－３０００万円 ５８（３３，３％） 従業員数（人） ６．３３８ ー

３０００－５０００万円 １５（ ８，６％） 製造品出荷額（百万円） ５２．４．３ ー

５０００－１億円 １９（１０，９％） 付加価値額（百万円） ２８．５１０ ー

１－ ３億円 ２０（１１，５％ １事業所製造品出荷額（万円） １６．５３０ １２０，８

３－ ５億円 １２（ ６，９％） １事業所付加価値額（万円） ８．９９３ １１６，２

５－１０億円 １１（ ６，３％） 従業員１人製造品出荷額（万円 ８２６ １１３，１

１０－３０億円 １９（１０，９％） 従業員１人付加価値額（面円） ４４９ １０９，０

３０億円以上 １（ ０，６％）

１社当たり売上高規模は、１０００－３０００万円が３３，３％と高く、次いで１－３億円の１１，５％が続くが、５億円以上が１７，８％分析２）

に上り、寡占化傾向がうかがわれる。製造品出荷額・付加価値額の伸びは、全製造業とほぼ同水準であるが、製造コストの上

昇、産地内同業者間競争、受注と取引条件の不安定性、資金調達によって採算は悪化している。

[１社当たり雇用形態別平均従業員数] [常用従業者規模別企業数] [常用従業者年齢（１社平均）]

2,8%常用 ２０，９人（８４，３％） ０人 １１（ ８，１％） －１９歳 ０，６人（ ２，７５％）

15,6うち男 １１，６人（４６，８％） １－３人 ４３（３１，９％） ２０歳代 ３，４人（１５，６％）

22,5女子 ９，３人（３７，５％） ４－５人 ８（ ５，９％） ３０歳代 ４，９人（２２，４８％

32,6パート・臨 １，１人（ ４，４％） ６－９人 １０（ ７，４％） ４０歳代 ７，１人（３２，５７％

20,2家族 ２，８人（１１，３％） １０－１９人 １１（ ８，１％） ５０歳代 ４，４人（２０，１８％

6,3２０－２９人 １２（ ８，９％） ６０歳－ １，４人（ ６，４２％）

[常住業者居住地（１社平均）] ３０－４９人 １４（１０，４％）

５０－９９人 １８（１３，３％） [年齢別従業者割合]

同一市町村 ２３，３（８０，９０％） １００－１９９人 ７（ ５，２％）

県内 ４，８（１６，６７％） ２００－２９９人 １（ ０，７％）

県外 ０，７（ ２，４３％） ３００人以上 ０（ ０，０％）
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１社当たり平均従業員数は２４，８人であり、常用が圧倒的に多いが、家族従業者が一定数存在する。従業員規模別では、３人分析３）

以下が４０％、９人以下では５３，３％と零細規模が半数を占めているが、比較的規模の大きい層の割合も高い。従業員平均年

齢は４３，５歳であり、４０歳代が３２，６％を占めて中心をなし、次いで３０歳代２２，５％、５０歳代２０，２％、２０歳代１５，６％であ

る。８０，９％が同一近隣居住者であり、職住近接している。多数が準工業地域に立地し、住居地域にも一定数があることは、家

内零細工業の特質を示すが、工業団地などへの集積を求める声が出る可能性がある。

[立地環境]

[販売先] [原材料購入先] [販売地域]

工業専用 ２（ １，１％）

製造業者 １９，０％ 県内 ９７，７％ 県内 ３０，１％ 工業 ２１（１１，９％）

卸・問屋 ３８，８％ 東海 ０％ 東海 １６，９％ 準工業 １１３（６３，８％）

小売 ２５，０％ その他 ２，３％ その他 ５３，０％ 商業 ４（ ２，３％）

その他 １７，２％ 住居 ２１（１１，９％）

調整 ６（ ３，４％）

未指定 ４（ ２，３％）

卸・問屋への販売が３８，８％と多く、他は製造業者１９，０％、小売２５，０％、その他１７，２％と分散している。原材料はほとん分析４）

ど県内から調達され、販売地域は県外向けが半分を超えている。

[経営者の意識と経営上の問題点]（単位％） [製造原価の割合]

人件費 ２９，９％非常に困っている やや困っている 困っていない

原材料費２７，８％

①原材料費・人件費など製造コスト上昇 ６２，３ ３５，４ ２，３ ｴﾈﾙｷﾞｰ費２８，７％

%②品質・機能・価格・工賃の同業者間競争 ６６，５ ２７，７ ５，８ その他費用１３､６

③受注・取引条件の不安定 ４３，９ ４６，８ ９，３

④公害・立地規制 １７，４ ３２，６ ５０，０

⑤規格・安全性要求対応 １０，５ ４４，２ ４５，３

⑥資金調達 ２２，１ ６１，０ １６，９

⑦原材料確保 ４，６ １９，７ ７５，７

⑧従業者不足 ２６，３ ７３，７

大半の企業が直面している問題は、「コスト上昇」・「同業者間競争」・「受注・取引条件不安定」であり、次いで「資金調達」であ分析５）

り、原材料確保問題は大半の企業では発生していない。焼成のための重油コストが高いという産業構造の特殊性からエネルギ

ー費用の占める割合が極端に高い。

[今後の事業方針] [今後とるべき対策]

現状維持 ６５，９％ 積極的推進 現状維持 必要ない

生産規模拡大 ２１，１％ ①経営者・後継者育成 ５９，５ ３０，１ １０，４

生産規模縮小 ２，８％ ②技術者指導 ６８，０ ２６，２ ５，８

多角化 ６，８％ ③需要・販路開拓 ７９，１ １６，９ ４，０

転廃業 ２，３％ ④市場情報収集 ７３，４ ２３，７ ２，９

⑤技術情報収集 ６９，８ ２６，７ ３，５

⑥新製品・技術開発 ５７，３ ３１，６ １１，１

⑦原材料安定供給 ４８，３ ４５，３ ６，４

③共同仕入れ ３８，４ ３６，０ ２５，６

⑨共同生産・加工 ３３，１ ３３，１ ３３，８

⑩共同受注・販売 ３７，２ ３２，０ ３０，８

⑪低利資金調達 ７５，１ １８，５ ６，４

⑫省エネ・省資源 ８７，６ ９，５ ２，９

「現状維持」６５，９％と需要動向を切りひらく展望よりも、事業保持の傾向が強い。規模拡大２１，１％と規模縮小・転廃業５，１分析６）

％と対照的な傾向があり、業界の再編が進む可能性がある。今後の対策については、共同事業以外の項目では半数以上の企

業が必要性を指摘しているが、特にマーケッテイング分野の強化の指摘が高く、省エネ・省資源は８７，６％と最も高くなってい

る。共同事業への関心も比較的に高いが、その重点は販売不振による経営不安定を共同事業で打開する意向を示している。
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次いで１９５０年代の三州高浜窯業の産地実態をみてみよう（表１１６－１２３参照）。

表１１６）１９５０－１９６１年高浜窯業企業規模・生産内容の変遷（出所：愛知大学経済史研究会『高浜町窯業総合調査

報告資料』１９６２年より筆者改編 単位：件）

年次 １９５０年（昭和２５年） １９６１年（昭和３６年）

製品 事業所数 企業規模別事業所数 事業所数 企業規模別事業所数 製造戸数 従業員数 平均

黒瓦部門 １２９ Ｃ ０ ７４ Ｃ ０ １３８戸 ５８８人 人4,3
Ｄ ０ Ｄ ０

Ｅ １１ Ｅ ３２

Ｆ １１８ Ｆ ３３不明９

赤瓦部門 ２１ Ｃ ０ ５３ Ｃ １ １．３８３人 人21.3
Ｄ ２ Ｄ １３

Ｅ １０ Ｅ ３４

Ｆ ３ Ｆ １不明４

陶管部門 １５ Ｃ ０ １６ Ｃ １ ２３戸 ３４２人 人14,8
Ｄ ２ Ｄ １

Ｅ ７ Ｅ １２

Ｆ ０ Ｆ ２

土管部門 ２２ Ｃ ０ １７ Ｃ ０ ５５戸 ２７１人 人4,9
Ｄ １ Ｄ ０

Ｅ ２ Ｅ １０

Ｆ １９ Ｆ ６不明１

素地部門 ー ー ー ２ Ｃ ０ ２３戸 ７２人 人3,1
Ｄ ０

Ｅ ０

Ｆ ２

他産業転業 ー ー ー ５ ー ー ー ー ー

廃業伍不明 ー ー ー １０ ー ー ー ー ー

不明 ー ー ー １０ ー ー ー ー ー

合 計 １８７ ー １８７ １８７ ー １８７ ３０４戸 ２，６５５人 人8,7

凡例）企業規模 Ｃ：１００－４９９人 Ｄ：３０－ ９９人 Ｅ：５－ ９人 Ｆ：４人以下

注）原資料は愛知県労働基準局「愛知県工場事業所総覧」及び高浜町内各窯業組合資料による
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表１１７）企業規模別創業年度・企業形態・事業主前職・事業主年齢（出所：同上書より筆者改編 単位：件）

業種 黒瓦 赤瓦 陶管 土器 素地 合計

項目 上層 下層 小計 上層 下層 小計

江戸時代 ０ ０ ０ ２ ０ ２ ０ ３ ０ ５

明治３０年以前 ３ ２ ５ ０ １ １ ０ ２ ０ ８

創

ー１９１１年 ３ ３ ６ ２ ３ ５ ３ ０ ０ １４

業 (明治３１ー４５)

１９１２ｰ１９２６年 １２ ７ １９ １ ４ ５ １ ５ １ ３１

年 （大正元ｰ１５）

１９２６ー１９３５年 ２ ２ ４ ２ ４ ６ １ ４ ０ １５

度 （昭和元ｰ１０）

１９３６ー１９４５年 ０ ２ ２ ０ ０ ０ ０ ３ ０ ５

（昭和１１ｰ２０）

１９４６ー１９５５年 ２ １ ３ ０ １ １ １ １ １ ７

（昭和２１－３０）

１９５６－１９６２年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ６ ８

（昭和３１ｰ３７）

不祥 ０ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １

無記入 １ １ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２

企業数合計 ２３ １９ ４２ ７ １３ ２０ ７ １９ ８ ９６

創 個人企業 ２２ １８ ４０ ７ １２ １９ ６ １９ ７ ９１

業 会社組織 ０ ０ ０ ０ １ １ １ ０ １ ３

形 その他 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

態 未記入 １ １ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２

株式会社 ０ ０ ０ ２ ３ ５ ２ ０ ０ ７

現 合資会社 ０ ０ ０ ４ ３ ７ １ ２ ０ １０

在 合名会社 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

経 有限会社 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ２ ３

営 組合 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

形 個人経営 ２３ １８ ４１ １ ６ ７ ４ １６ ６ ７４

態 その他 ６ ３ ９ ２ ０ ２ ０ １ ２ １４

無記入 ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ０ １

事 窯業事業主 １５ １３ ２８ ４ ８ １２ ５ １２ ３ ６０

業 農業 ２ ３ ５ ０ ５ ５ ０ ３ ３ １６

主 勤めていた ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ３ ０ ５

父 その他 ６ ３ ９ ２ ０ ２ ０ １ ２ １４

親 無記入 ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ０ １

事 窯業事業主 １６ １３ ２９ ４ ８ １２ ５ １２ ２ ６０

業 農業 ０ １ ０ ３1 0 1 0 1 1
主 勤めていた ３ ５ ８ ２ ３ ５ ２ ３ ５ ２３

前 その他 ３ １ ４ ０ １ １ ０ ３ １ ９

歴 無記入 ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ０ １
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表１１８）企業規模別所有窯数・形態別使用窯数（出所：前掲書より筆者改編 単位：件）

業種 黒瓦 赤瓦 陶管 土器 素地 合計

項目 上層 下層 小計 上層 下層 小計

企業数合計 ２３ １９ ４２ ７ １３ ２０ ７ １９ ８ ９６

１基 １１ １３ ２４ ０ ６ ６ ４ １４ ０ ４８ 窯数は延べ数*
所 ２基 １１ ６ １７ １ ５ ６ ２ ４ ０ ２９

有 ３基 ５ ２ ７ １ １ ０ １０1 0 1
窯 ４基 ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ０ １0
数 無記入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計 ２３ １９ ４２ ７ １３ ２０ ７ １９ ０ ９６

１事業所平均 １．６ １．３ １．５ ３．０ １．７ ２．２ １．６ １．３ ０ １．５

形 達磨窯 ２７ １４ ２１ ０ ２ ２ １ ９ ０ ５３ 窯数は延べ数を*
態 半倒窯式窯 １２ ７ １９ ０ ３ ３ ２ ６ ０ ３０ 用いた

別 倒焔式平置窯 ０ １ １ １７ １７ ３４ ７ ９ ０ ５１

窯 トンネル窯 ０ ０ ０ ３ ０ ３ １ ０ ０ ４

数 その他 ０ ０ ０ １ ０ １ ０ １ ０ ２

次第に発展する ４ １ ５ ２ ３ ５ ０ ２ ２ １４ ＊上段：事業主

（ ８ ８ ) （３２ １５ ４７） （ ５） (１３） （ ６） （７９） 下段１段：括弧内0
（ ７ ） （３０ １３ ４３） （ ５） （１１） （ ４） （７０） 従業者0 7

殆ど変わらない ８ ２ １０ １ ６ ７ ２ ２ ５ ２６ 下段２段：事業主

（５８ １２ ７０） （８３ ９６ １７９） （２１） （１８） （１８） （３０６） 以外の従業員

（４８ １１ ５９） （８１ ９２ １７３） （１９） （１６） （１３） （２８０）

窯 次第に衰える １０ １５ ２５ ３ ４ ７ ５ １３ １ ５１

業 （６９ ５１ １２０） （４４ １１ ５５） （１９） （４４） （ ７） （２４５）

の （６１ ４２ １０３） （４４ １０ ５４） （１４） （３１） （ ６） （２０８）

将 その他 １ ０ １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２

来 （１３ ８ ２１） （３８ １２ ５０） （３２） （１５） （ ８） （１２６）

性 （１２ ８ ２０） （３７ １１ ４８） （３２） （１４） （ ８） （１２２）

無記入 ０ １ １ １ ０ １ ０ １ ０ ３

（１０ ３ １３） （６４ ３７ １０１） （ ８） （３９） （ ０） （１４１）

（ ８ ３ １１） （６２ ３３ ９５） （ ８） （３８） （ ０） （１５２）

従業者数 １５８ ７４ ２３２ ２６１ １７１ ４３２ ８５ １２９ ３９ ９１７*
従業員数 １３６ ６４ ２００ ２５４ １５９ ４１３ ７８ １１０ ３１ ８３２

資本 １０ ３ １３ ２ ２ ４ ３ ４ １ ２５ ＊上段：延べ数

（ ２ ０ ２） （ ０ ０ ０） （１） （０） （０） （３） 下段：特に重要な

窯 販売 １２ １２ ２４ ２ １ ３ ２ ９ ２ ４０ もの

業 （ １ ３ ４） （ １ ０ １） （３） （５） （２） （１５）

発 原料 １３ １０ ２３ ３ １０ １３ １ ７ ７ ５１

展 （ ２ １ ３） （ ０ ０ ０） （１） （２） （０） （ ６）

の 労働力 １５ ７ ２２ ３ ７ １０ ５ ９ ２ ４８

ネ （ ３ １ ４） （ ０ ２ ２） （０） （５） （１） （１２）

ッ 経営後継者 ６ ９ １５ ０ ４ ４ ０ ８ １ ２８

ク （ １ ０ １） （ ０ ０ ０） （０） （２） （０） （ ３）

その他 ０ ０ ０ １ １ ２ ０ ２ ０ ４

（ ０ ０ ０) （ ０ ０ ０） （０） （１） （０） （ １）

無記入 ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ０ １

（１４ １４ ２８） （ ６ １１ １７） （２） （４） （５） （５６）
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表１１９）資本金・調達状況（出所：同上書参照して筆者作成 単位：件 千円）

業種 黒瓦 赤瓦 陶管 土器 素地 合計

項目 上層 下層 小計 上層 下層 小計

企業数合計 ２３ １９ ４２ ７ １３ ２０ ７ １９ ８ ９６

公称資本有 企業 ２ ０ ２ ６ ８ １４ ４ ４ １ ２５

4,500 4,500 10.586 7,100 8.407 9.333 2.217 6.000 7.170実質資本有 平均額

公称資本無 企業 ７ ３ １０ １ １ ２ １ ５ ４ ２２

2,143 995 1,798 27,957 27,957 10,000 2,364 1,563 3,525実質資本有 平均額 不祥

資本金額不明 １４ １６ ３０ ０ ４ ４ ２ １０ ３ ４９

無記入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

2,438 995 2.044 4.929 7.100 10.579 9.570 2.586 2.042 5.099平均実質資本金額

事 全額自己資金 １１ １３ ２４ １ ４ ５ １ １２ ５ ４７

業 一部借入資金 １２ ６ １８ ６ ９ １５ ６ ７ ３ ４９

所 全額借入資金 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

資 分店･支店 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

金 無記入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

借入なし ７ １１ １８ １ ３ ４ １ １３ ５ ４１ 延べ数を用いる*
銀行 ４ ０ ４ ４ ５ ９ ２ ４ ０ １９

借 信用金庫 １１ ６ １７ ６ ７ １３ ６ ４ ２ ４２

入 組合 ６ ２ ８ ０ ３ ３ ０ ３ ０ １４

先 ０ ０ ０ １ ４ ５ ０ １ ０ ６中小企業金融公庫

その他 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３ ０ ０ ３

無記入 １ １ ２ ０ ０ ０ ０ １ １ ４

借入金なし １１ １３ ２４ １ ４ ５ １ １１ ５ ４６

１ｰ ５０万円 ７ ６ １３ ０ １ １ ０ ３ ０ １７

借 ５１ｰ１００万円 ３ ０ ３ ０ ０ ０ ２ １ ０ ６

入 １０１ｰ５００万円 ２ ０ ２ １ ６ ７ １ ２ ０ １２

金 ｰ 万円 ０ ０ ０ ０ ２ ２ ２ １ ３ ８501 1000
額 １０００万円以上 ０ ０ ０ ３ ０ ３ １ ０ ０ ４

無記入 ０ ０ ０ ２ ０ ２ ０ １ ０ ３ 総平均借入額は*
平均借入額 無記入企業数を603 200 468 16,185 3,768 7,588 3,895 5,113 2,010 3,532
総平均借入額 除外して算出314 63 12,346 2,763 1,633
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表１２０）原粘土仕入れ先・購入代金決済方法（出所：同上書参照して筆者作成 単位：件）

業種 黒瓦 赤瓦 陶管 土器 素地 合計

項目 上層 下層 小計 上層 下層 小計

企業数合計 ２３ １９ ４２ ７ １３ ２０ ７ １９ ８ ９６

粘 桜井 １６ １４ ３０ ５ １３ １８ ４ ２ ８ ６２ 延べ数を用いる*
土 安城 ５ ３ ８ ２ ３ ５ ５ ５ ３ ２６

仕 高取 ０ １ １ １ ０ １ ３ ６ １ １２

入 その他 ３ ２ ５ ４ ０ ４ ０ ６ １ １６

先 荒地購入 ３ １ ４ ０ １ １ ０ ０ １ ６

無記入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

決 大部分即金 ３ ４ ７ ０ １ １ ０ ２ ４ １４

済 一部側近 ７ ３ １０ ３ ２ ５ ２ ２ ３ ２２

方 大部分後払い １２ １１ ２３ ４ ８ １２ ５ １３ １ ５４

法 その他 １ １ ２ ０ ２ ２ ０ １ ０ ５

無記入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １

表１２１）製品販売先・販売状況・販売代金決済方法（出所：同上書参照して筆者作成 単位：件 千円）

業種 黒瓦 赤瓦 陶管 土器 素地 合計

項目 上層 下層 小計 上層 下層 小計

企業数合計 ２３ １９ ４２ ７ １３ ２０ ７ １９ ８ ９６

問屋 １９ １６ ３５ ４ １１ １５ １ １７ ０ ６８ 延べ数を用いる*
製 屋根葺き業者 １５ ９ ２４ ４ ９ １３ ０ ０ ０ ３７

品 直接消費者 １５ ５ ２０ ４ ８ １２ ２ ２ ０ ３６

販 官公庁 ０ ０ ０ １ ０ １ １ ０ ０ ２

売 分店・支店送る １ ０ １ ０ １ １ ０ ０ ０ ２

先 その他 ５ ４ ９ ２ ３ ５ ３ ６ ８ ３１

無記入 ０ ０ ０ ２ ０ ２ ０ ０ ０ ２

3,656 2,159 2,991 31,498 22,135 24,736 13,924 5,098 7,480 9,171販 年間平均販売額

2,438 995 2,044 14,929 7,100 10,579 9,500 2,586 2,042 5,099売 平均元入資本金額

状 資本回転率 １，５ ２，２ １，５ ２，１ ３，１ ２，３ １，５ ２，０ ３，６ １，８

3,657 2,189 3,066 31,251 22,010 24,332 14,250 5,172 7,366 9,178況 実質年平均元入金額

決 大部分即金 １ ２ ３ ０ ０ ０ ０ １ ３ ７

済 一部後払い １０ ４ １４ ２ ３ ５ １ ４ ４ ２８

方 大部分後払い １２ １３ ２５ ５ ９ １４ ６ １２ １ ５８

法 その他 ０ ０ ０ ０ １ １ ０ １ ０ ２

無記入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １
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表１２２）工程別従業者数・平均牛業者数（出所：同上書参照して筆者作成 単位：人）

業種 黒瓦 赤瓦 陶管 土器 素地 合計

項目 上層 下層 小計 上層 下層 小計

企業数合計 ２３ １９ ４２ ７ １３ ２０ ７ １９ ８ ９６

従業者数 １５８ ７４ ２３２ ２６１ １７１ ５３２ ８５ １２９ ３９ ９１７

6.9 3.9 5.5 37.3 13.2 21.6 12.1 6.8 5.0 9.6１企業平均従業者数

土練 数 ４２ ２０ ６２ １９ ９ ２８ ３３ ２１ ７ １５１ 延べ人数を用い*
平均 る1.8 1.1 1.5 2.7 0.7 1.4 4.7 11 0.9 1.5

プレス 数 ６１ ４１ １０２ ８０ ５２ １３２ ５ １５ ３ ２５７

2.7 2.1 2.4 11.4 4.0 6.6 0.7 0.8 0.4 2.7工 平均

程 乾燥 数 ６４ ３４ ９８ ４４ ２６ ７０ ３５ ２５ ８ ２３６

2.8 1.8 2.3 6.3 2.0 3.5 5.0 1.3 1.0 2.4別 平均

従 焼成 数 ３３ ２７ ６０ ２７ ２３ ５０ １６ ２０ ０ １４６

1.4 1.4 1.4 3.9 1.8 2.5 2.3 1.1 0 1.5業 平均

者 運搬 数 ４３ ３０ ７３ １５ ８ ２３ ２８ １２ １２ １４８

1.9 1.6 1.7 2.1 0.6 1.2 4.0 0.6 1.6 1.5数 平均

・ 窯あけ 数 ３８ ２８ ６６ ３０ １２ ４２ ３ １ ０ １１２

17 1.5 1.6 4.3 0.9 2.1 0.4 0.1 0 1.2平 平均

均 窯積み 数 ４１ ３１ ７２ ２９ １３ ４２ ３ １ ０ １１８

1.8 1.6 1.7 4.1 1.0 2.1 0.4 0.1 0 1.2従 平均

業 荷造 数 ３６ ２８ ６４ ３８ １４ ５２ ０ ８ ０ １２４

1.6 1.5 1.5 5.4 1.1 6.0 0 0.5 0 1.3者 平均

数 その他 数 ４５ ３４ ７９ ５９ ５０ １０９ ２５ ６３ １６ ２９２

2.0 1.8 1.9 8.4 3.8 5.5 3.6 3.3 2.0 3.0平均

無記入 数 ０ ３ ３ ３６５ ２５ ６１ ８ １６ ４ ９２ 職場内兼業率＝*
平均 １企業当延人数0 0.2 0.1 5.1 1.9 3.1 1.1 0.8 0.5 1.0

１企業当延人数 ／１企業平均従17.7 14.6 16.1 53.7 17.8 31.9 22.2 9.1 6.4 17.4
職場内兼業率 業員数2.6 3.7 3.0 1.4 1.3 1.4 1.9 1.3 1.5 1.8
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表１２３）事業主・従業者年齢・学歴分布（出所：同上書を参照して筆者作成 単位：人）

業種 黒瓦 赤瓦 陶管 土器 素地 合計

項目 上層 下層 小計 上層 下層 小計

事業主合計 ２３ １９ ４２ ７ １３ ２０ ７ １９ ８ ９６

２０歳代 １ ２ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３

事 ３０歳代 ４ ２ ６ １ ０ １ ２ ２ ２ １３

業 ４０歳代 ５ ３ ８ ０ ３ ３ １ ６ ２ ２０

主 ５０歳代 ７ ４ １１ ６ ８ １４ ３ ７ ４ ３９

年 ６０歳代 ４ ６ １０ ０ １ １ ０ ３ ０ １４

齢 ７０歳代 ２ ２ ４ ０ ０ ０ １ １ ０ ６

分 ８０歳代 ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ０ ０ １

布 無記入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

小学校卒 ７ ４ １１ １ ０ １ ０ ４ ５ ２１

高等小学校卒 １２ ９ ２１ ２ １１ １３ ６ １４ ２ ５６

事 新制中学校卒 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

業 青年学校卒 ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ０ ０ １

主 旧制中学校卒 ４ ２ ６ １ １ ２ １ １ １ １１

学 新制高校卒 ０ ２ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２

歴 ０ ２ ２ １ ０ １ ０ ０ ０ ３旧制高校･旧専卒

分 短大卒 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

布 ４大卒 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

無記入 ０ ０ ０ ２ ０ ２ ０ ０ ０ ２

従業者数 １５８ ７４ ２３２ ２６１ １７１ ５３２ ８５ １２９ ３９ ９１７

１０歳代 ２ ５ ７ １６ ７ ２３ ２ ７ ２ ４１

従 ２０歳代 ３３ １２ ４５ ６１ ２７ ８８ １３ ２９ ８ １８３

業 ３０歳代 ３７ ２３ ６０ ６９ ５１ １２０ ２２ ３４ １２ ２４８

者 ４０歳代 ３３ １１ ４４ ４９ ５１ １００ ２２ ２５ ６ １９７

年 ５０歳代 ３４ １１ ４５ ４２ ２４ ６６ １５ ２１ １０ １５７

齢 ６０歳代 １４ ８ ２２ １８ ８ ２６ ８ １０ ０ ６６

分 ７０歳代 ５ ４ ９ ３ ２ ５ ３ １ ０ １８

布 無記入 ０ ０ ０ ３ １ ４ ０ ２ １ ７

小学校卒 ５０ １９ ６９ ６３ ４７ １１０ ３３ ２８ ８ ２４８

高等小学校卒 ６２ ２７ ８９ ９４ ６９ １６３ ３３ ４６ １７ ３４８

従 新制中学校卒 ２６ ７ ３３ ５０ １８ ６８ ８ ２５ ８ １４２

業 青年学校卒 ２ ２ ４ １２ ６ １８ ２ ３ ０ ２７

者 ８ ５ １３ １３ １０ ２３ １ ５ １ ４３旧中･旧女学校卒

学 新制高校卒 ５ ９ １４ １６ ９ ２５ ６ ８ ０ ５３

歴 ０ １ １ １ ０ １ ０ ０ ０ ２旧制高校･旧専卒

分 短大卒 ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ０ １

布 ４大卒 ０ ０ ０ ２ ０ ２ ０ ０ ０ ２

無記入 ５ ４ ９ ８ １３ ２１ ２ １４ ５ ５１

現在の三州粘土瓦製造業の経営形態を碧南市に立地する３５工場でみると、株式会社が圧倒的に多く、資本金別では

極く少数の陶器瓦中心の大手中堅規模のメーカーと、鬼瓦中心の家内経営を両極にして、約半数のメーカーがそのいず

れも生産する零細メーカーとして存在しており、従業員数も同じ傾向を示している。製品別では圧倒的に陶器瓦が主力製

品となっており鬼瓦や特殊瓦の生産は極小である。
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[総括表：従業員数・窯数・生産形別比率推移]（出所：『愛知県陶器瓦工業組合７０周年記念誌』Ｐ３２、３３）

①企業数・従業員数・窯数・着工戸数推移
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②従業員数推移

③窯数推移

③生産形別比率
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三州粘土瓦製造業の創業期から戦後復興期に到る発達段階の区分を協同組合と社史から比較対照してみよう。

表１２４）三州粘土瓦産業の史的段階区分比較表（出所：協同組合史・社史参照して筆者作成）
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第３節 三州河粘土瓦業界の動向

１）碧南粘土瓦製造業の取引構造と生産誘発効果

原材料調達先は、粘土は碧南市内１００％、釉薬は愛知県内１００％であるが、碧南市内の粘土は掘り尽くされており、

市内粘土業者５業者を通じて仕入れている（採掘場所は、豊田市、三河山間部、知多地方である）。粘土製造業者は、そ

れぞれ瓦製造メーカーとの長期相対取引関係にある。製品販売先は県外が多く、比較的少ない寒冷地を除き全国展開し

ている。販売形態は卸・問屋またはハウス・メーカーへの納入となっている。

瓦製造メーカーから卸問屋を経て工務店に流れるケースがスタンダードであるが、最近は製造メーカーが共同出資して

工務店を内製化したり、ハウスメーカーとの直接取引が増大している。しかし関東地方は、大手の問屋が健在で問屋が仲

介して工務店に流れる伝統的取引が強固に残っている。また北陸地方では依然として大手問屋が強い仲介力を維持して

いる（例 富山・丸福など）。関東地方の問屋は三州窯元の次三男が東京に進出して卸問屋を開業し、産地メーカーとの

長期相対取引を構築している。一部では工務店が瓦製造業に参入するケースや、ハウスメーカー自身が工務店を内製化

する動きもある。

碧南市内の瓦産業の関連企業として昭和５４年段階では、白地瓦製造業者が７７事業所あり、うち４９事業所（６３，８％）

が従業員数１－３人の零細企業である。

物品・サービスの購入は、機械設備・自動車用燃料、荷造包装品の調達や乾燥装置の修理は、碧南市内の業者が利

用され、消耗品は高浜市、広告・宣伝は名古屋市などの県内調達が多い。トンネル窯の購入は県外業者が一部参入して

いる。従業者の居住地は碧南市内又は近隣地域が主体である。以下は、碧南粘土瓦製造業の取引構造である。

図６５）碧南粘土瓦製造業の取引構造（出所：愛知県『地場産業県別実態調査』を参照して筆者作成）

粘土

燃料

原

釉薬 材

料 市内製造業

市内業者 機械設備用 ・

自動車燃料 設

備 市内卸・問屋

荷造包装用品 ・ 瓦製造業 製品販売

サ

消耗品 県内製造業

ビ

県内業者 輸送・保管 ス

の 県内卸・問屋

高浜市 広告・宣伝 購

名古屋市 入

外注加工 県外製造業

県外業者 県外小売業

機械設備 県外卸・問

トンネル窯

では具体的に原土製造業者と瓦製造業者、製瓦機械製造業者、販売業者のもっとも最近の関係をみてみよう。原土

製造業者は４社存在し、瓦製造業者とのあいだに長期相対取引関係を構築して粘土を提供している。瓦製造業者は製瓦

機械製造業者から機械を購入して生産し、販売業者へ提供するかまたは工務店やハウスメーカーとの直接取引を拡大し

ている。粘土瓦産業連関は、伝統的な長期相対取引関係が強固に継承されつつ、各企業の熾烈な競争の中で固定的な

取引関係から、直接取引への移行が誘発され、特に大手ハウスメーカーが取引関係の主導権を握りつつあり、価格競争

を激化させている。次頁に記載するのは、筆者による聴取調査から明らかになった２０００年代初頭の三州粘土瓦業界の

取引関係を示す図であり、瓦製造メーカーは太線の５社が大手として占拠率を強めつつあり、中堅メーカーの淘汰が進行

していることが分かる（図６６参照）。
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図６６）２０００年代初頭の碧南瓦産業の部門別取引関係図（出所：筆者聴取調査による）
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表１２５）２０００年代初頭の碧南市粘土瓦製造業工場一覧
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表１２６）２０００年代初頭の碧南市粘土製造工場、窯業機械・金型製造工場一覧
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図６７）碧南粘土瓦製造業の生産誘発効果（出所：愛知県『地場産業県別実態調査』 Ｐ９３）
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２）三州粘土瓦の品目別生産割合と出荷先

粘土瓦製造業展開の全国状況をみると、昭和４０年に釉薬瓦がいぶし瓦を逆転してから釉薬瓦が飛躍的に伸びてい

る。この瓦市場の変化が量産メリットによる規模の利益を実現する三州産地の成長条件となった。

表１２７）戦後粘土瓦製造業の展開（出所：中小企業総合研究機構『地場産業の経営戦略』）
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単位：％）粘度瓦製造業は、特殊な役瓦（軒瓦、釉瓦等特殊な部分を 表１２８）愛知県三州瓦品目別生産割合推移(

葺く）を除き、一般的に大量一貫生産による見込生産である。

典型的な装置産業であり、量産メリットが大きく、大手メーカー

の増産体制によって供給過剰体質があり、製品在庫水準に充

分な注意が求められる。品目別では、平板瓦（Ｆ形）が伸び、主

産地である愛知県三州瓦をみると、平板瓦は１９９３年（「平成５

年）４，１％→１９９８年（平成１０年）２２，６％→２００２年（平成１４

年）３７，１％と急成長している。この背景には洋風住宅にマッ

チした屋根瓦として、大手住宅メーカーの利用率が高まってい

ることにある（表１２８・１２９参照）。

表１２９）出荷先

３）三州粘土瓦の需要動向

瓦需要のカギを握る新設住宅着工戸数のうち、粘度瓦使用比率の高い木造住宅着工戸数の推移をみると、２００２年

（平成１４年）で前年比３，６％減の５０万３７６１戸であり、減少傾向が続いている。着工戸数における木造率も経年的に減

少しており、需要動向は依然として厳しい（表１３０参照）。

表１３０）新設住宅・木造住宅着工戸数の推移
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表１３１）屋根材シェアとその将来予測
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瓦需要の第２は屋根のリーフォーム需要である。リフォームマーケットの現状と将来予測をみてみよう（三州ＣＡ研究所

資料参照）。
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４）三州粘土瓦産業の労働問題

（１）粘土瓦製造業の全国的労務状況

週労働時間をみると「４２－４４時間」が２２，１％で最も多く、次いで「４０－４２時間」「４４－４６時間」が２０，１％と続き、４

０時間未満は８，４％の企業に留まる。企業規模別では規模と労働時間は反比例し、０－３人規模では４２時間未満と４６

時間以上の２極化傾向があり、４－２９人規模はばらつきがある。

表１３２）企業規模別週労働時間（出所：中小企業研究機構『地場産業の経営戦略』Ｐ３８－３９）

週休２日制の実施状況をみると、「実施していない」が５６，５％と最も多く、「月１回週休２日制」「隔週週休２日制」が続

くが、「完全週休２日制」はわずか３，２％であり週休２日制の導入は遅れている。企業規模別の特徴はみられない。

表１３３）企業規模別週休２日制実施状況（出所：同上書Ｐ３９）

現状の問題点としては、「労働力不足」４８，９％と多く、「熟練工不足」４４，０％「労働時間短縮」３７，０％と続き、「人件

費高騰」３３，０％「作業環境整備」３０，４％となっている。企業規模別では、小規模企業ほど「労働力不足」に悩み、規模

が大きいほど「人件費高騰」「労働時間短縮」「中堅管理職不足」が問題となり、５０人以上規模では「作業環境改善」が大

きな課題となり、「熟練工不足」はすべての規模の企業に共通している。
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表１３４）労務面での問題点（出所：前掲書Ｐ４０）

屋根葺職の労働力状況をみると（中小企業総合研究機構『地場産業の経営戦略』）、職人数は１社平均８，６人であり、

平均年齢は４２，８歳で高齢化の傾向があり、技能資格取得は一級技能資格者は２２，０％、２級技能取得者は１７，７％で

その他の資格者３７，５％を含め高い比率となっている。

図６８）屋根葺職人平均年齢推移 表１３５）屋根葺職人技能資格取得状況



- 169 -

（２）三州粘度瓦製造業の労働問題

①１９７０－８０年代における三州粘土瓦の労働力編成

１９８０年代における従業員の雇用形態は、常用従業員数５，０００人、男女はほぼ同数で臨時雇用はごく少数である。

規模別では２０－４９人相が最多で、賃金水準はほぼ製造業平均であり、平均年利は４０，６９歳である。中小零細家内工

業的性格が常用雇用の多さにあるが、同時に高齢化傾向が進んでいる。

表１３６）雇用形態別従業員数（１９７７年）（ ）出所：愛知県商工部『愛知県主要産業ビジョン』昭和５４年 Ｐ１３

表１３７）規模別従業員数（出所：同上書 Ｐ１４）

表１３８）平均賃金推移（出所：前掲書 Ｐ１４）

表１３９）常用賃金推移（出所：『愛知県陶器瓦工業組合６０年誌』Ｐ１４７）
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次いで県外からの移入労働力の調達をみてみよう。東北を中心とする出稼ぎを夫婦季節工として、昭和４９年の６５６人

をピークに５８年まで３，６７４人を受け入れている。春夏期は沖縄や南九州地域からも採用した。

表１４０）東北地区夫婦季節工受入数推移（出所：『愛知県陶器瓦工業組合６０年誌』Ｐ１４８）

ｄ

②１９９０年代における三州粘土瓦の労働力編成

１９９０年代における三州粘土瓦製造業の従業員規模をみると、主力製品別に大きな差異がある。陶器瓦は１００－１９９

人が３７，３％と最も多く、３００人以上の企業が１社あり、７４，９％が３０人以上の従業員を抱えているのに対し、いぶし瓦は

３人以下が３３，３％と最も多く、９人以下企業が６０％と大半を占め零細性が高い。従業員数中央値は陶器瓦９３人、いぶ

し瓦５人である。

表１４１）三州粘土瓦製造業の従業員規模（ ）出所：愛知県『三州地域建設用陶磁器産業集積活性化報告書』平成８年Ｐ２７
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臨時雇用従業員数をみると、全体では「パート 表１４２）パート雇用の有無（出所：同上書）

あり」６３，２％、「パートなし」」３６，８％と臨時雇用

率は製造業平均より低い。いぶし瓦企業の５３，

３％が常用雇用であり、個人経営比率の高いい

ぶし瓦業界の家内工業的性格を示している。

事例）丸栄陶業（株）の労働力調達状況

表１４３）丸栄陶業の採用従業員の地域分布推移（出所：丸栄陶業『日本の瓦・三州の瓦』２００１年 Ｐ２４）

＜分析＞

①昭和５５年－平成４年の１２年間の入社総数は３４２人であり、この期間の平均従業員数の３倍に当たり、転退出の移

動が激しいことが分かる

②前半６年が２２６人（６６，１％ 年平均３７，７人）であり、後半６年は１１６人と半減し、景気変動の影響を受けている。

③前半期は季節工・臨時工（出稼ぎ）が４８人採用され、うち夫婦入社が３０組６０人、季節工が１０組２０人で非正規労働

力を大量に雇用したが、後半期は非正規労働力はゼロとなり、替わって外国人労働力の調達が進んでいる。

④昭和５６年には最高の５２人が入社しているが、そのうち３８人（７３％）が県外就労者であり、逆に５９年は県外就労者

が５人で碧南市からの就業が２６人（６８，４％）を占めている。

⑤前半期の地域別分布は、市内２９，２％、県内１４，１％、県外５６，６％であるが、後半期は市内市内１６，４％、県内１

６，４％、県外５２，６％、外国人１４，７％となっている。

⑥県外就労者の特徴は前半期が東北・北海道中心で、後半期は九州地域に重点が移っている。内訳は秋田県２７人、

宮崎県１７人、青森、鹿児島県９人が上位であり、北海道・東北・九州・沖縄以外の地域からの就労はみられない。
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表１４４）丸栄陶業における従業員の就労状況（出所：丸栄陶業『日本の瓦・三州の瓦』２００１年 Ｐ２５）
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５）三州粘土瓦製造業の国際化問題

１９９３年－１９９３年における国別陶器瓦の輸入のほとんどは洋瓦であり、和瓦の輸入はない。しかし国際為替相場の円

高傾向が進むと、各産地の原粘土供給枯渇と関連して海外生産への展開の可能性もある。同時期の国別陶器瓦の輸出

実績をみると、日本の輸出は１９９３年に台湾向けが急増しているが、ほとんどが海外における和風建築への使用が大半

であり、国内生産量の約１，２－１，３％程度で今後も増大する見通しはない。

表１４５）国別・年度別陶器瓦の輸入実績及び輸出実績（出所：『日本貿易月報』）

粘土瓦製造業の海外進出企業は全国的に数社に留まる。中小企業研究機構の調査では、海外進出を実施している

企業は１社、検討中は５社に過ぎない（進出相手先は中国５，韓国１）。海外進出しない理由は①粘土瓦市場自体が内需

を想定していること、②欧米ではセメント瓦が主流であり、③いままでは原料粘土がすべて国内調達できたこと、④製品の

重量性と単価・輸送コストがマッチしないことなどであった。しかし新生屋根材単価の低廉性、国内人件費コストの増大、原

料粘土の枯渇、円高の進展のなかで海外生産による価格競争優位を追求する企業が現れる可能性がある。すでに多数

の建材メーカーが人件費コストによる海外生産を展開しているなかで瓦業界も検討課題となってくると予測される。

事例 石州瓦Ｍ（株）の場合（島根県江津市）

（経過）

昭和５８年２月 １００％出資子会社現地法人（カリフォオルニア州コロナ市）設立

１万坪工場用地購入し工場建設し原土・市場調査

昭和６０年２月 生産開始

（進出理由）

①米国での瓦の普及率が２０％と低く成長可能性を見込む

②豊富な原料粘土埋蔵（最低１００年間 ３２ 原土用地購入）ha
（経営展開）

当初は現地採用メキシコ系移民労働者への技術指導に時間を要した

現地粘土の調合による米国風瓦製作に努力

主力製品はスペイン瓦（波状Ｓ型と半円形ミッション型の２種、釉薬瓦と素焼き瓦）

釉薬瓦が好調で昭和６２年にはバックオーダー状態となる
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第４節 三州粘土瓦産地組合の展開と課題

表 ）三州粘土瓦産地組合展開史（出所：筆者作成）

１４６０年（寛正 元年） 岩瀬善四郎（下野国小山・石川政康家臣）

蓮如三河布教時に瓦焼く（三州瓦の創始）

１７２０年（享保 ５年） 江戸幕府瓦葺き禁止令解除

１７２３年（享保 ８年） 江戸幕府瓦葺き恩借金制度 瓦需要急増

瓦業者同業組合「太子講」

１９１１年（明治４４年） 西三瓦製造同業組合 碧海・幡豆周辺３９０余軒

１９２５年（大正１４年） 赤瓦製造組合 私的同業組合 三州瓦基礎確立

乱売防止共同販売協議（１９３１年）

１９３３年（昭和 ８年） 愛知県赤瓦工業組合 商工業組合法による統制組合

碧海・幡豆・知多・西加茂１７名（工場数２８）

製品検査・生産調整・価格協定・取引先指定

三州瓦工業組合 黒瓦主体組合

１９４４年（昭和１９年） 愛知県粘土瓦統制組合 警察参加の資材配給業務・軍需優先販売統制

窯数統制

１９４７年（昭和２２年） 愛知県赤瓦工業協同組合 協同組合法改正による改組

組合員４９名（高浜６割 碧南４割）

占領軍への共同出荷、等級検査実施

三州瓦工業組合 三州碧南瓦工業組合 協同組合法改正による

分離分裂黒瓦組合

１９６２年（昭和３７年） 愛知県くすり瓦工業協同組合 有力釉薬瓦業者１１名

共同加工・斡旋共同販売・共同購買

共同運送斡旋・共同検査

１９６４年（昭和３９年） 愛知県赤瓦・くすり瓦工業組合連合会 赤瓦とくすり瓦の業者間調整

１９６６年（昭和４１年） 愛知県陶器瓦工業組合 赤瓦・くすり瓦の統合改組

１９７４年（昭和４９年） 全国陶器瓦工業組合連合会設立

１９８０年８昭和５５年） 三州陶器瓦ＪＩＳ工場連盟（ＪＩＳ許可工場９社）

１９８４年（昭和５９年） 中小企業近代化促進法・特定業種指定構造改善計画

１９８５年（昭和６０年） 産業廃棄物共同施設・シャモット工場竣工

１９８６年（昭和６１年） 中小企業安全衛生改善事業補助制度 第１号指定

１９９０年（平成 ２年） 愛知県地場産業デザイン高度化特定事業補助 クレール開発

１９９２年（平成 ４年） 中小企業技術高度化対策事業 瓦屋根ＣＡＤ開発

現在に至る
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表１４６）愛知県陶器瓦工業組合の組合員数推移と現況（出所：『愛知県月瓦工業組合７０周年記念誌』Ｐ２８）

①組合員数

②組合員名簿
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第５節 三州粘土瓦産業の課題

１）製品多様化・差別化と新分野進出

建築用資材の製品群は４つのパターンに

類型化できる 。 図６９）建築用資材のパターン（出所：全国中小建築工事
*1

タイプＡ・好循環型は付加価値による顧客 事業団連合会『ＣＡ年鑑』平成８年）

満足を武器として客単価の上昇と需要増を同

時に志向する製品群である。この製品群は企

画・設計機能の充実を支えるシステムと人材

が必要となる。 付加価 タイプＢ タイプＡ

タイプＢは付加価値を重視して独自のニー 値上昇

ズをもつ特化した客層を対象にし、スキルと労 付加価値上昇型 好循環型

働集約的工程に依拠する。景況に左右されな

い需要があるが客単価が下降すると厳しい。

主として和風洋式に対応しているが、洋風的 供給増大

付加価値を形成すれば準タイプＡに移行する

可能性もある。本格和風住宅のいぶし瓦の分 タイプＣ タイプＤ

野である。

タイプＣは量も付加価値も停滞している製 供給停滞 停滞型 供給量上昇型

品群である。おおくの業者がこのパターンによ

る競争関係に包摂されつつある。陶器和形瓦

の分野であり、需要も供給も低迷している。

タイプＤは価格競争戦略重視の製品群で 付加価値停滞

ある。単なる安値受注ではタイプＣに転落する

ので、原価・販売などの粗利益管理能力がなければ成功しない。新たな市場を形成しつつある平板瓦の分野であるが、

参入増によってタイプＡ好循環型から移行して価格競争が激化している。

碧南粘土瓦産業の課題は新生屋根材との競合にある。石綿スレ 図７０）住宅用各種屋根材のシェア動向

ート系の新生屋根材は、①粘度瓦に比べてスケールメリットが高く、

低価格供給が可能であり、②施工が容易で工期が短縮でき、③住

宅の洋風化にマッチし、④計量で地震対応に向くなどの比較優性

があり、大手メーカーや中小工務店の採用率が高まっている（表

）。但し、環境・保健問題に対応する原料の低石綿、無石綿（ノン

アスベスト）化がすすみ、２００２年（平成１４年）から無石綿化粧スレ

ートが大勢となっている。

粘度瓦の比較優位性は、屋根材の長期耐久性、断熱性、遮音性

にあり、住宅外観の演出もすぐれている。粘度瓦の主力であったＪ形

（平板瓦）が化粧スレートに市場を奪われる「瓦離れ」の危機を、洋

風に対応し施工も簡便なＦ形瓦の開発で対抗する三州産地は、市

場規模を拡大している。三州産地の大手メーカーは、環境問題と燃

料価格高騰への対応と、出荷量減少による経営改善をめざして２０

０３年（平成１５年）５月６日から価格の１５％値上げに踏み切ったが、

他産地との協議がなく、過剰在庫の換金売りが出ている現状で追随

する産地は少ない。大手ハウスメーカーから受注されやすい洋風住

宅にマッチするＦ形瓦（平板陶磁器）の販路開拓を、さらにリフォー

ム市場に拡大する地場中小工務店への積極展開が施行されている。具体的事例をみると、注文に応じた色瓦生産による

差別化をめざす（東洋瓦工業）、瓦表面に苔を植え付けた「緑化瓦」と太陽電池による散水システムやソーラシステムを組

み込んだソーラ瓦の開発（新東）、フランスの大手瓦メーカー・テレアルグループの高級平板瓦「ルーリー」を市場投入し、

輸入住宅や商業施設需要を開拓する（丸鹿窯業）などがある。
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瓦製品のデザイン開発に係わる要素は右記のような問題群からなる

が、重要な要素は開発意志が内発的主体性にあるか、それとも卸商な ・開発方針（外観・機能）

どの外部対応にあるのかという点であり、消費者ニーズと市場動向に ・開発意志の動機（自社主体・市場指示）

敏感に反応するマーケットインの提案型開発理念が求められる。その ・開発担当者（代表・専任・外部）

為には独立した開発部門の設置と社内デザイナーが配置され、生産・ ・開発手法の継承（経験・ＣＡＤ）

販売部門との有機的な接触を計りつつ、開発手法をＣＡＤ利用などに ・公的指導機関との関係

よって現代化していかなければならない。 ・開発経費

デザイン開発・商品企画をどのような手法でおこなっているかみる ・新製品の販路開拓

と、「得意先の指示や意見」が最多で、次いで「社内アイデア」「同業他

社の動き」が続き、 提案型マーケットインの手法は弱い。但し陶磁器

は社内アイデアが多く、いぶし瓦は消費者の意見を聞くケースが多い。

表１４７）デザイン開発・商品企画手法（重複回答）（出所：愛知県『愛知県陶磁器産業振興計画』昭和６１年 Ｐ８３）

表１４８）品種別デザイン開発・商品企画手法（出所：同上書 Ｐ８３））



課題は軽量化による安全水準の上昇である。阪神・淡路大震災後、主として軽量化はリフォーム業界の販売戦略となっている。軽量*1
瓦は、原粘土にシラスやタルクを混入したうえで薄くするが、相対的に価格は上昇する。建築基準法改正による構造体基準をクリアーして

おればそれほど影響を与えないことが明らかとなっているがニーズは高い。
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三州粘土瓦製造企業の先端的なデザイン開発の事例をみてみよう。

事例１）東洋瓦工業（株） （高浜市 従業員数２００人 主製品 粘土瓦）

（開発方針）消費者ニーズの多様化・個性化に対応する豊富なヴァリエーション展開

（開発手法）設計事務所、ハウスメーカー、屋根施工業者の要望と自社技術の接点を求めるデザイン開発

（成 果）ニューフレンチ型瓦開発（雨漏りに強く、長い緩勾配に対応した平面焼成による歪み率の低い品質と

リズミカルな波の美を創出）

（展 望）施工が簡易な軽量化、エクステリア全体との調和をめざす

事例２）丸栄陶業（株）（碧南市 従業員数１５５人 主製品 粘土瓦）

（開発方針）景観との調和重視

陶器瓦中心から新製品開発へシフト

（開発手法）社長中心のサロン的組織

（成 果）テラコッタローマン（無釉瓦） 高級硬質せっ器の伝統技術を生かし、焼成温度１，１８０度で耐寒性・

低吸水性実現、良質の原土素材による暖かみあるテクスチャー

（問 題 点）高焼成温度による歩留まり率低下の克服、新たな施工方法の教育

事例３）宮政瓦工業（株）（刈谷市 従業員数２３０人 主製品 粘土瓦）

（開発方針）機能と外観の両面を追求、月産５万枚をヒット商品目標としカラーヴァリエーション強化

（開発手法）大手ハウスメーカー開発担当者・販売業者との連携による住宅洋式多様化に対応した製品開発

（成 果）ロアール（洋瓦） フランス風モダン感覚あふれるフラットライン ガラス質表面化水処理構造

（問 題 点）デザイン選考人材の確保難

＊注 同社は大正１３年に創業した老舗メーカーであるが、設備更新に失敗し廃業に到る

次に特定分野への絞り込みによる特化戦略の事業展開をみてみよう。

①新感覚窯業製品開発（新工法住宅対応、強化工法、街づくり景観化粧瓦、工芸装飾品など）

②高機能性品（省エネ・融雪等の付加機能瓦、ハイテク融合製品など）

③伝統市場対応（伝統建築修復、特殊役瓦、工芸装飾））

④環境対応製品（風化花崗岩・頁磐などの未開発原料、廃材利用ブロック、路盤材・埋立材などの新分野）

こうした瓦を個別住宅の屋根材としてではなく、街並み景観全体を配慮したまちづくり部品や環境部品として位置づける

ことである。瓦の屋根材→にわ材→街路材へと展開する新分野進出である。街路材として桟瓦の埋め込みによる瓦道、歩

路脇の瓦製ベンチ、街中河川の瓦敷き底などの提案型製品開発による新分野開拓である。最近急成長しているガーデニ

ング市場（市場規模１０００億円）のジャンルで、デコレート用品・ファーニチャー用品分野は充分に粘土瓦のシーズを活用

できる分野である。現在手がけられている新製品分野をみると、陶器瓦企業は簡易施工型・新平板・台風耐震が主力製

品になっているが、付加機能分野で高付加価値屋根材が開発されている。いぶし瓦企業では文化財保全・修復材・外装

材の伝統工芸分野がある。新分野進出の重要課題としては、資金力・自社技術水準・人的資源・既存設備・情報収集力・

経営陣のインセンテイブ・販路開拓力などがあるが、陶器瓦企業では資金力・人的資源・情報収集力が主たる課題となり、

いぶし瓦企業では販路開拓力・自社技術水準・人的資源などが主たる課題となっている 。
*1
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表１４９）現在手がけている分野（出所：愛知県『三州地域建設用陶磁器産業集積活性化報告書』平成８年 Ｐ４０）

表１５０）新製品分野進出意向（出所：同上書）
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表１５１）床面積２００平方㍍のツーバイフォー工法の住宅コスト比較（出所：中小企業総合研究機構『地場産業の経

営戦略』Ｐ９８）
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２）生産工程の技術革新と生産管理

瓦製造工程の機械化の展開を整理すると以下のようになる。

[原土処理工程]：かっての良質自然原土の供給が衰弱し多様な特性を持つ土をブレンドするようになり、ブレンド機能を

持つ機械開発が進み、原土受入れ用の配合機・供給機、原土粉砕用のロールクラッシャー、原土混合用の混水混合機

などが開発された。

[土練工程]：原土の低質化を解決する革命的機械として真空土練機が開発され、成形機との直結も可能となった。

[成型工程]：荒地を成型する手動式成型機は瓦型に荒地を入れ、上部のハンドルを回して荒地を圧縮し成型する。モ

ーター直結式プレス機はレバーを引いて操作する。成型は一瞬の打圧成型であり、その一連の動作が自動化された。

[乾燥工程]：従来の自然乾燥に替わって、焼成炉の余熱を利用した炉上乾燥が登場したが４－５日を要し乾燥台車の

通過場所による乾燥ムラが発生した。乾燥路をドーム状に囲むダクトの配管で熱を均一分散させるファンを回す改善が

加えられた。

[施釉工程]：容器を手で釉薬をかける方法から、主導施釉機（ウオーターホール式）が導入された。

[焼成台車積み込み・降ろし・出荷工程]：人の手による結束から機械化結束が進んだ。

粘土瓦産業の技術革命は焼成工程におけるトンネルキルンの開発である。瓦焼成窯の使命は高歩留・高熱効率による

均一大量焼成にあるがこの技術革命を先導して一挙に全国占有率を高めたのが三州産地である。

表１５２）三州産地のトンネル窯導入推移（出所：『愛知県陶器瓦工業組合６０週年誌』）



鶴弥本社工場第２ラインに、業界で初めて５工程でアーム型ロボット５基を導入し、和洋８種類の瓦生産を自動化する（改修費用３億５*1
７００万円）。生産能力は従来の和風のし瓦月産７０万枚、洋風冠瓦３０万枚となり、１７人による２４時間態勢で、従来の８０人態勢が大きく

省力化され、３０％のコストダウンをもたらす。背景には、和風瓦需要減退で工場稼働率は３５％まで低下し、一方で洋風瓦の需要増で生

産が追いつかない実態に対処するためだ。同社は阿久比工場に第３工場を新設し、洋風瓦の生産能力を１，２倍化する。

製品検査の徹底と検査合格書・社内検査データを作成し１０年間保存する、欠陥が出荷後に発生したことを証明できるシステム（納品*2
書・検収書に承認印欄をつくる）、施行要領書の作成、営業での注意を口頭から文書化する等々。

三州瓦全体でＢＬ認定を受けＢＬマークを貼付して安い保険料で自動的に保険がつく取組をおこなっている。*3

- 182 -

機械化・自動化の進展によって生産性（従業員１

人当たり生産枚数／日）は飛躍的に上昇し、昭和５０ 生産性推移（従業員１人当たり生産枚数／月）

年代以降全自動一貫プラント時代にはいる。この段

階は量産コストによる規模の経済をめざしたが、しだ 昭和３０年－昭和４０年－昭和５０年－昭和５５年－

手動プレス機 トンネル窯 成形ライン 平干し乾燥 平干し１段窯いに高付加価値をめざす多品種少量生産に対応す

る技術開発がめざされるようになっていく。

しかし業界においては、スケール・メリットによるコス ２０００枚 ６０００枚 １５､０００枚 ３０､０００枚 ８０､０００枚

ト低減が収益率を上昇させるから、最新鋭設備による

大量生産方式を実現する大手メーカーと、設備更新投資に余力がない中小メーカーの格差が拡大し、業界再編成が進

んだ。業界最大手・鶴弥（半田市）は、屋根の一部に使う特殊な形状瓦の製造工程にロボットを導入し、自動化による労働

コスト削減と省エネ推進をめざしている。ロボット導入による大量生産とコストダウンによる価格競争が誘発される 。
*1

陶器瓦の品質向上をめざす技術革新が、愛知県常 表１５３）三州瓦品質調査（平均値）釉薬瓦（出所：愛知県陶器瓦

滑窯業技術センター三河分場の品質試験検査の下 工業組合『甍の波』平成６年 Ｐ５４）

に進められ、軽量化・強度増強・曲げ破壊重量などで

進展がみられた。

瓦輸送時などの過積載問題や輸送コスト軽減、耐

震化をめざした軽量化に向けて、粘土メーカーとの

軽量瓦配合粘土開発が進められ、従来品より１５％軽

い２，３ｋｇの新素材 瓦の開発に成功し（従来品は桟

２，７ｋｇ）、曲げ破壊重量１８０ｋｇｆ（従来型は２６０ｋｇｆ） 表１５４）三州陶器瓦の品質推移（出所：同上書 Ｐ５５）

厚さは１１ｍｍ（従来より２，５ｍｍ薄い）となった。施工

法と耐寒性実証試験を各地区に依頼して実施した。

次いで欠品を出さない生産管理と出荷後の製品へ

の企業責任を明示するシステムである。長期的出荷

状況と短期的出荷状況を常時把握した生産計画によ

る在庫管理とともに、日本工業規格（ＪＩＳ）表示を最低

基準とした品質管理である。例えば碧南窯業（株）の

品質基準ははるかにＪＩＳ基準を上回っている。

120-1177-kgf-N 220-2157-kgf-N曲げ破壊重量 ＪＩＳ規格 碧南窯業基準

吸水率 規格 １２％ 碧南窯業基準 ７％以下JIS

製造物責任法（ＰＬ法）と民法（瑕疵担保責任、土地工作物責任）に対応する製造・施工マニュアルの整備 や、凍結地*2

域向けのデメリット表示、請負契約の責任分担、対ＰＬ法保険への加入 、苦情処理マニュアルの作成、苦情処理専門係
*3

の配置などが求められる。ＩＳＯ９０００ｓ（品質管理及び品質保証に関する国際規格）の認証取得による品質管理・保証シ

ステムの徹底である。公共工事の参加・入札条件となり、業者との発注取引条件となる可能性が高く、金融機関からの融

資を有利にする。三州ＣＡ研究所ではＩＳＯ９０００Ｓの共同取得プロジェクトを実施し、９８年１０月からスタートして２０００年３

月に完了している。次頁にＩＳＯ９０００Ｓの概要と三種瓦ＩＳＯ共同認証プロジェクトの概要を記す。
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表１５５）ＩＳＯ９０００Ｓの概要（出所：三州瓦ＣＡ研究所『ＣＡ年鑑平成１０年度版』Ｐ５１）
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表１５６）ＩＳＯ９０００Ｓ導入の効果（出所：三州瓦ＣＡ研究所『ＣＡ年鑑』平成１０年度版 Ｐ５２）
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表１５７）三州瓦ＩＳＯ共同認証取得フロー（出所：三州瓦ＣＡ研究所『ＣＡ年鑑』平成１０年度版 Ｐ５０）
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３）経営指標問題

資金需要からみると、見込み生産による製品在庫資金が恒常的に発生し、長期運転資金志向が強いが、不需要期で

ある冬場（１－３月）の備蓄資金が必要であり、荷動きに対応した賞与資金の申し込みもある。同業他社とのサバイバル競

争を勝ち抜く量産メリットを追求する大手メーカー中心とする設備資金需要が増加している。しかし恒常的な供給過剰状

態にある業界をみると、設備増強投資（３－５億円）はさらなる供給過剰の悪循環を誘発する可能性がある。

粘土瓦製造業と窯業・土石製品製造業の経営指標を

比較すると、収益性では、粘土瓦製造業の総資本営業 表１５８）粘土瓦業の経営指標

利益率・経常利益率ともに窯業・土石製品製造業に比

して低水準である（表１０１参照）。これは売上高利益率

が競争により抑圧され、総資本回転率が０，７回と低いこ

とによる。売上債権・棚卸資産の質的評価、不要・過剰

な設備投資の点検が求められる。生産性は、粘土瓦製

造業の１人当たり有形固定資産額の大きさが際だって

おり、設備の友好活用度が問われている。安全性では、

流動比率、当座比率ともにうやや低位にあり、資金調達

の苦境を示しており、売上債権の回収遅延防止と原材

料仕入れ条件の改善が求められ、キャッシュフロー・バ

ランスに留意する必要がある。収益・経営改善・取引推

進の問題であり、オリジナルな高付加価値商品の開発

と廉価商品の同時供給、多様化する消費者ニーズに対

応する多品種少量生産システムの構築が求められてい

る。ロジステックスでは、工事業者と連携する製品デボ

の配置、配送業務のアウトソーシングによるコスト削減が

求められる。財務面では、不要不急の資産売却、売掛

債権の回収速度上昇によるキャッシュフローの増加が

迫られている。住宅建設の長期低迷と供給過剰による

やむを得ざる値上げ選択を迫られている面もあるが、マ 表１５９）鶴弥の株価推移

ーケッテイング力を強化する人材育成が重要となてい

る。市場規模では中小企業でありながら、設備投資額

の大きい業種である特質は、過剰投資の動向、投資規

模に見合うマーケッテイングが必須である。

事例）三州最大手（株）鶴弥（本社 半田市）の場合

１８８７年（明治２０年）に個人創業し、１９６８年（昭和４３年）に

鶴弥製瓦工場を設立、８３年に現商号に変更し、９４年名証２部

上場、０２年に東証２部上場。粘土瓦の製造・販売から屋根工

事請負・施工、屋根資材販売を展開し、業界初の平板瓦自立

焼成システムを完成し、ロボット導入による自動化を本格的に

進める技術開発力を持ち、現在は耐震、耐風、防水性能を高

める防災瓦を主力としている。工務店・ハウスﾒｰｶｰへの直接販

売、問屋・同業瓦メーカーを通じた販売をおこない、出荷先は

東北から九州の全国に及ぶ。需要動向を左右する住宅着工戸

数が低迷する中で、従来落ち込んでいたＪ型（和風）瓦が値上

げ前の駆け込み需要もあって回復し、主力のＦ形（洋風）販売

が好調に推移し、原燃料高騰の影響を販売量と稼働率向上の

コスト削減効果で吸収し、粗利益率は横ばいを維持したが、取

引先の民事再生法申請を受けて営業債権１，６億円の引当処

理をおこなって営業利益は微減に留まった。 純

利益が大幅減益となったのは減損損失を計上したためである。

営業利益見通しは下方修正しているが、売上高については初

期計画を変更していない。戦略商品であるＦ型防災瓦の拡販や、コスト削減努力で増益・増収基調の維持をめざしている。主力商品の防

災性、施工性、独自の焼成方式によるコスト優位による競争力で国内スエア拡大をめざし、東アジア市場への輸出拡大を計画している。
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表１６０）（株）鶴弥の単独業績

４）廃棄物処理・リサイクル問題

三州瓦ＣＡ研究所「産業廃棄物アンケート調査結果」（全国屋根工事業者１０００社対象 平成１１年実施 ２０２社回答

有効回答率２０％）から、屋根工事における廃棄物処理の現状を見ると、葺き替え工事での残材粘土瓦の処理に最も多

くの屋根工事業者が困っている（表１０３・１０４参照）。木屑や梱包材は自社で処分している業者が、瓦の多くは自社で処

分場に持ち込んで処分しているか、収集運搬委託契約を結んでいる者が多いが、解体業者との委託契約を交わしている

者は少ない（表１０５参照）。その理由は、廃材処理費が平均約８０万円強、最大で６００万円の年間処分費がかかり、廃棄

物専門業者との契約はコスト負担が大きいからだ（表１０６参照）。

表１６１）屋根工事の産業廃棄物処理で最も 表１６２）屋根材で最も処分に困っている材料

困っている工事種類



従来は組合で最終処分場の用地を取得し、埋め立て処分をおこなっていたが、再処理施設としてシャモット工場を昭和６０年に中小*1
企業高度化資金を得て設立し、廃棄瓦の粉砕処理をおこなっている。幾つかの粉砕レベルがあり、現在は６０％が瓦粘土に、４０％が整地

材等に転用されている。この粉砕技術は栗本鉄工（大阪本社）が開発したＶＸミル機による。

粘土以外の成分の配合率は、三河窯業試験場の試験を経て３％に設定されている。*2
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表１６３）屋根廃材処理の問題点 表１６４）廃棄屋根材処理方法

処分費用の高騰 ３５件

持ち帰り残材増加 １０１

適法処分場がない ５６

廃棄物運搬資格者 ４５

石綿スレート処分 ２２

その他 １３

木屑・梱包材はリサイクル可能であるが、個別業者では対応できない。従って現在は自社処分場や焼却炉で処理して

いるが、それも限界にある。産廃処理業者が摘発されたりして倒産する場合もあり、廃棄物処理の共同化が求められる。

屋根廃棄物処理にあたって必要なマニフェスト票の交付についても、知っている者２５，５％、すでに実施している者２１，９

％となっているが、５２，６％は知らないと答えている。

三河窯業試験場は、製造工程における不良瓦を有効活用し、リサイクル率５０％以上の瓦の量産技術を開発し、平成１

７年に特許の共同出願をした。愛知県陶磁器瓦工業組合は、日本道路（株）と協力して廃棄瓦を粉砕して道路舗装材の

原料とする再生利用事業を計画している。すでにある日量２００㌧処理能力を持つ不良焼成品破砕中間処理施設（シャモ

ット工場 高浜市）を、廃棄瓦の粉砕にも利用して道路舗装材に再生する。
*1

最も大きい環境問題は、燃料燃焼によって発生する排気ガスと温暖化ガス問題である。明治維新前後には、１窯焼くと

農家に「煙税」として年５両を拠出する慣習があったというが、その後自然消滅している。当時の達磨窯の焼成時間は、着

火からトメまで２１時間３０分程度であり、これは天候・季節・粘土性状によって差が生じるが、およそ１日弱であった。この焼

成時間は昭和４０年代から社会問題化した公害（煙害）問題に対応して、窯焼きの夜間作業を自粛したからである。

５）原料粘土問題

三州瓦の原料粘土使用量は年間２３０－２５０万㌧に達する。三河平野は急速な都市化によって、採掘可能な地域が減

少し、年間５０－６０万㌧という年間使用量の２５％程度しか採掘できない。三州産地の三河粘土不足への対応として、原

料粘土の多様化が１９５５年代以降進んでいる。

第１は「山土・雑粘土」であり、平野北西部の三好周辺の丘陵地、瀬戸市から豊田市周辺の珪砂・耐火粘土・低品位粘

土である。これらの粘土は青色粘土であり、瓦製造の障害となる硫化物を含む。豊田市周辺に粘土貯蔵所を設置して、粘

土を野積みし（「寝かす」）硫化物が酸化した頃に使用する。年間１２０万㌧で使用量の５０％程度を占める。

第２は「水 粘土」であり、珪砂や耐火粘土を覆う砂礫層から採取した砂利を洗浄する時に発生する泥水から回収され簛

る粘土である。年間６０万㌧供給する。

地元三河粘土と瀬戸・豊田の青粘土は高浜市近郊に輸送され、粘土置き場に寝かされ、次いで原料粘土の調整工場

へ運ばれ、砂利の廃泥と混合されて、瓦工場へ搬入される 。この粘土製造業者は専業５業者であり、調整共同設備は設*2

置されていない。こうして雑粘土・廃泥活用によって年間２４０万㌧が確保されているが、この将来保証はない。
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１９７５年度と１９９９年度の原料種別構成比を比較すると、三河粘土比率は５３％から２５％に低下し、他地域依存が４７

％から７５％に急増している。現在の混合比は、三河粘土３０％＋山土３０％＋水ひ粘土３０％であり、この砂利製造後の

水ひ粘土の品質が原料粘土の品質を保持し、三州粘土瓦の比較優位の条件の一つとなっている。。しかし珪砂や耐火粘

土・山砂利を採取する瀬戸市から豊田市地域でも都市化が進行し、資源の枯渇に直面する可能性がある。原料粘土製造

業者は海外粘土（中国、ベトナム）の輸入品質実験を試みているが、現状では輸入粘土はない（図４２参照）。

粘土採掘の後に埋め立てて原状回復するが、その埋め立て用には建設残土を使う場合が多い。条例による建設残土

の基準は２７項目の溶出試験が課せられ、この試験費用が１回３０万円というコストを要する（三好町の場合）。

粘土資源開発とともに、粘土の効率的利用やリサイクルの試行がはじまり、瓦の焼成条件とデザインを工夫して薄厚計

量で強い瓦の開発が進められている。生産工程で発生する不良品は、愛知県陶器瓦工業組合のシャモット工場（高浜

市）に集めて微粉砕し、再利用しているが、月産５千㌧と未だ微量である。

図７１）三河粘土の原料種別構成比推移（出所：「地質ニュース」５４１号 Ｐ４７－５２ １９９９年）

すでに１９８０年代から原料粘土問題が誘発されてい 図７２）釉薬瓦・荒地・瓦用配合土価格推移

る。右図にみられるように配合土の価格は一貫して上昇 （出所：『あいち経済時報』Ｎｏ１３４）

し、逆に瓦は過剰生産による価格低下で経営を圧迫して

いる。

６）燃料コスト問題

重油価格の高騰がメーカーを直撃している。三州瓦の

トップメーカーである鶴弥は、瓦販売価格を４～５％引き

あげた（０６年４月）。原油高に伴う燃料費上昇のコスト削

減限界を価格に転嫁し、同社主力のＦ形防災瓦を含む

多くの商品群で値上げする方向で、年契約を結ぶ住宅メ

ーカーに個別に要請した。０６年度は３億円の燃料費上

昇見込みで、燃料使用効率のよい設備投資で経費削減

をさらに追求する。愛知県陶器瓦工業組合は０６年春か

ら一部商品の定価を１０％ほど引き上げ、新東工業は４

月から個別取引先に値上げ交渉を進めている。

７）ブランド・協業化問題

産地集積のクラスター効果を全国調査でみると、「原材料確保が容易」が６２，８％、「行政機関の指導」が４０，５％と産

地規模を問わず上位にあり、大規模産地は「産地ブランドの活用」４５，１％、「関連情報入手」４３，１％と産地集積効果を

挙げているが、中規模産地は「地域住民の理解」３４，３％と地域連関性を重視している。
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表１６５）産地内立地のメリット（出所：中小企業研究機構『地場産業の経営戦略』Ｐ４０）

しかし他方では産地内での協業化に悲観的な傾向もある。産地内立地のデイメリットをみると、産地規模を問わず「足の

引っ張り合い」５９，８％をあげ、大規模産地は「製品差別化の困難と競合激化」を指摘し、中小産地は「伝統的技法への

執着と事業硬直」「産地ブランドの知名度不足」を指摘している。

表１６６）産地内立地のデイメリット（出所：中小企業総合研究機構『地場産業の経営戦略』Ｐ４１）

愛知県陶器瓦工業組合の協同事業は、シャモット工場による不良品リサイクル・システムや、展示会開催など順調に展

開しているが、今後さらに協業化・共同化の水準を共同受注・共同販売を展望したマーケッテイング戦略に発展させる必

要がある。粘土供給業者や屋根工事業者との連携の水準を上昇させ（表１０７参照）、住宅メーカー主導の瓦販売に対す

る統制力を構築する必要がある。そのためには、統一品質基準による品質保証制度などによる「三州瓦ブランド」のさらな

る再構築を進めることが求められる。特許庁が０６年４月から導入した全国特産品登録制度「地域ブランド」へ「三州瓦」の

商標登録を申請して、ブランド戦略を展開している。

８）行政・金融機関・研究機関とのコラボレーション

第１は地元自治体による地場産業支援試作が求められる。例えば高浜市は、「三州屋根瓦工事奨励補助金」制度を儲

け、地場産業の振興と瓦による町並み景観形成を促進するために、三州瓦を使用した住宅の建築主（建売住宅は購入

者）に屋根工事の一部を補助する事業を展開している。

補助金限度額（瓦代等の２５％以内） 和風瓦（燻・釉薬瓦）＝３０万円 平板瓦・Ｓ形・その他＝８万円

但し使用する瓦は高浜市内に本店を有する事業所で生産されたもの

屋根工事費とは瓦代・ルーフィング・施工費のみ

第２は地域金融機関による地場産業支援融資制度である。碧海信用金庫は、三州瓦使用住宅への優遇金利制度を設

定している。同金庫は２００５年（平成１７年）から、三州瓦地場産業を支援するために、三州瓦を使用する住宅への住宅ロ

ーン優遇金利を開始した。地場産業心による地域経済振興金融の一環である。



平成２年にはいままで瓦１枚１５銭のＰＲ特別付加金で年間９千万円のＰＲ予算を組んだが、８５銭を追加し、瓦１枚１円の拠出で年間*1
６億円のＰＲ予算を編成することを決めた
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（住宅ローン概要）

融資対象：三州瓦を使用した住宅の新築・購入・リフォーム資金有担保融資

融資金額：５，０００万円以内

融資期間：最長３５年以内

金利優遇：三州瓦優遇 年０，３％（三州瓦優遇含めて最大年１，２％）

金利種類：固定金利選択型（３年・５年・１０年）

返済方法：元利金等分割返済（ボーナス併用可）

保証人 ：原則不要（へきしん信用保証又は全国保証）

取扱期間：平成１７年８月１５日ー平成１８年３月３１日

第３は研究機関との連携である。例えば三河窯業試験場（碧南市）は、窯業の製品開発、製品高度化、デザイン開発や

生産・製造技術の支援と試験研究を行い、次のような具体的テーマに取り組んできた。

①厚型・複雑形状セラミック建材開発

三州粘土瓦・煉瓦工場が使用する原料粘土の枯渇化対策と産業廃棄物の資源化推進を図るために、煉瓦土に石炭

灰（フラウアッシュ、粒径の粗いクリンカーアッシュ）を添加し、粉体加圧成形によるセラミック建材の開発

②モデル形状瓦開発

瓦葺き職人が不足する中で熟練を要せず短期間に施工できる新たなモデル瓦の開発

③いぶし瓦のくん化技術高度化

近年のいぶし瓦は強度・耐久性を要求され、高温焼成で梨肌が目立つという欠陥を、表面性状を改善する焼成温度

と原料素地の両面から最適化を追求。

９）技術継承問題

屋根葺き技術養成機関として、高等技術専門学校が設置され、全国から主として瓦職人の子弟が入学する。彼らは、

瓦製造メーカーで就業しながら、１年課程の週数回の授業を受けて瓦葺き技術を習得して自立していく。こうした専門学

校は、他に京都・福岡に設置されている。

１０）広告宣伝戦略 表１６７）三州瓦ＴＶＣＭ反響調査（出所：愛知県陶器瓦

工業組合７０周年記念誌』Ｐ６８）

三州瓦宣伝ＰＲは昭和５０年代まではＴＶ・ラジオの電波媒体

を中心とし、５０年代後半から雑誌・イベント中心に転換したが、

住宅不況下での広告費の効率的運用が求められ、屋根材選

択のキイパーソンとなる層へ絞り込み、甍賞の創設・増改築フェ

ア等のイベント出店を重視するようになった 。平成３年には集*1

中・大型ＴＶ・ＣＭを実施した。

三州瓦ＣＡ研究所「インターネット時代における三州産地の

広告宣伝戦略」（『ＣＡ年鑑』平成７年度版所収）は、三州瓦産

地の広告宣伝の問題点と課題を次のように指摘している。

①ＴＶ・ＣＭによるイメージアップが実需に結ばない（具体的な

内容が弱く、屋根業界対象となっており・耐震重視宣伝に傾斜

している） ②大手住宅メーカー、地域ビルダーへの訴求力が

弱い。こうした問題点を解決する方向として幾つかのマルチメ

デイア戦略を提起している。

○マルチメデイア・プレゼンテーションによる家庭向け販促活

動の展開

○電子カタログ、インターネットカタログの導入

○ＣＡＤライブラリｰデｰタとシミュレｰション・サｰビスの提供

○ホームページ
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最後に中小企業総合事業団による粘土瓦産業の経営診断と、愛知県（商工部）が作成した産地診断と経営戦略ビジョ

ンの提案がどのように経年的に変化したかをみてみよう。その特徴は初期における共同化・グループ化の組織重視戦略か

ら次第に成熟市場を突破するソフト化・個別化戦略へと移行していることであり、この背景には戦後中小企業政策・地場産

業政策の政策的力点の変化があると推測される。

表１６８）中小企業総合研究機構の粘土瓦製造業産地分析と経営戦略（出所：同機構報告を筆者改編）
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表１６９）愛知県（商工部）の三州粘土瓦製造業の産地分析と経営戦略推移（出所：愛知県刊行資料を基に筆者整理）
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第４章 三州土器窯業の展開

愛知県の碧南市・高浜市と周辺地域で生産されている陶器類は、良質な粘土原料で、火消しつぼ、・焜炉・各種竈・焙

烙・火鉢類の日用品や、定評ある素焼鉢が生産されている。トンネル窯や圧力鋳込機や最新の特殊プレスを使用して製

造される盆栽鉢、、京楽系技術による青鉢・蘭鉢、茶器やオモト鉢の趣味的陶芸品など多様な窯業時製品を提供してい

る。観葉植物ブームによる植木鉢は全国有数の産地となっている。こうした三州窯業時産業の発展過程をみる。

第１節 三州土器窯業の史的展開過程

三州窯業が瓦製造業が主流となるのは戦後であり、江戸藩政期は「百姓世間渡世」として農業を本業とした農閑余業と

して、瓦と土器を中心に多様な窯業製品が製造されていた。その実態を刈谷藩年貢免状と「明治７年高浜村陶器製造調」

からみてみよう。刈谷藩年貢免状では、窯業関連冥加金は土器冥加金（焙烙、土竈、鬼瓦白地づくり、茶碗、土雛）と瓦冥

加金（瓦、鬼瓦）と分離して記載され、異なった税率を課したことが分かる。但し鬼瓦白地は土器に分類されている。土器

類への「冥加永」が課せられた免状記載は、１８３７年（天保８年）が最初であるが、その記載に「去申年より」とあり、前年の

１８３６年（天保７年）から課税が開始されたと推定される。以下の文書には、庄屋、組頭、惣百姓の氏名が連記されている

（土器関連のみ抽出し、田畑年貢や問屋関係は省略）。

年貢免状中の税 冥加永

（天保８年酉）

午年より子年迄七ｹ年季

一、永三貫弐百五拾文 瓦焼 冥加永

一、永二百五拾文 瓦焼 冥加永

去申年より巳年迄拾ｹ年季

焙六焼十四

一、永八百六拾二文 竈焼六

六厘九毛 鬼瓦白地作四

『刈谷領御年貢皆済目録 高浜村』の１８３７年（天保８年）の土器関連は次のように記載されている。

天保八年酉 永八百六十二文六厘九毛

天保七年 弘化二年

去申より巳迄十ｹ年季

焙六焼十四 竈焼六ツ 鬼瓦白地作り四ツ 茶碗一ツ 冥加永

但シ 焙六焼三ツ 竈焼一ツ依願当酉年減

最古の土器焼業者として焙烙・土鍋兼業の杉浦三郎平家があり、創業は１７２４年（享保９年）と推定され、その子孫は

「やまぐろ」と通称され高浜土器業の陶祖とされるが、実際には１６４４年（正保元年）の文左衛門ヘラ書きの瓦焼ボロ入れ

「つぼ」が発見され、１７世紀半ば始めと推定される。土竈業は柴田浅七（文化４年生まれ）が１８３５年（天保６年）に開業し

たとある。植木鉢の製造は新しく、戦後の生活様式の変化で燃焼関連土器が衰退し、観賞用花卉栽培の鉢需要が急増

し、現在では土器業者の大半を占める。生産工程は土釜の製造と同じであり、石膏型で土練機の粘土を該型に投入し、

機械腕で成形し、鉢上部縁と鉢底の切り込みは小道具でつくる。次第に土練から成品までを自動化して、焼成もトンネル

窯で大量生産している。

「おぼこ」という土雛人形の起源は平安期と云われるが、江戸元禄期の浄瑠璃・歌舞伎の隆盛に影響を受け、雛の種類

も多様化し、文化文政期に伏見人形の系流を汲む雛人形の最盛期を迎えた。その本質は支配階級の権威の象徴であ

り、寝殿飾りや段飾りなどの組物が発達し上流階級の独占物となった。しかし天保年間に大蔵常永が田原藩の農家に内

職として雛づくりを奨励し、伏見人形の製造を広め、三河土人形発生が発生した。江戸末期に大浜村・亀島久八という旅

回り芝居が、歌舞伎ものの人形製作を開始したのが碧南土人形の初めである。初期は信仰関連の二福神、天神、聖徳太

子、観音像、弘法大師像や、歌舞伎関連の五条の大橋、弁慶、勧進帳の富樫と弁慶、赤穂浪士の大石・大高源吾、千成

太閤、静御前、八重垣姫、汐くみ娘などが、戦記物で武田信玄、桶狭間・今川義元馬上姿、信長の馬上切込姿ができ、

男児の節句飾りともなった。人形師の依頼でその原型を創ったのが鬼板師（鬼瓦師）であり、明治期に大量生産されて、

雛籠（網目の粗い網代籠）にわらでくるんで詰めて、川舟や馬で運ばれた。三河山間部から信州・美濃の養蚕地帯は、養

蚕満足の神として鳥帽子直垂の馬上姿が送られ、養蚕が終わると川に流し、また翌年に再購入するという風習が定着し

た。大正期には大衆文化の普及で、歌舞伎人形は新規な雛人形に王座を奪われ、碧南市の人形師はほとんど姿を消し

た。現在唯一碧南市在住の 宜田章氏が農業の傍ら素朴な土人形をつくっている。かっては碧南市内で粘土を採取して祢

いたが、現在は高浜市の鬼瓦屋から原土を購入し、農閑期（１１月下旬～２月中旬）の短期間で百体程度生産している。



刈谷藩庁印 冥加永*1
元刈谷県御役所印*2
愛知県印 壬申租税*3
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表１７０）高浜村推定年次別窯数・創業年次業者軒数（出所：刈谷藩政時代年貢免状から推計）

年次別推定窯数 創業推定年次別業者軒数

年代 土竈 焙烙 茶碗 土雛 合計 土竈 土鍋 焙烙 ツボ 瓦（鬼瓦） 合計白地作

１６４４（正保元） １ 狛犬 １

１７２４（ ９） １ １ ２

１７５４（宝暦４） １ １

１７５９（ ９） ２ ２

１７６４（明和元） ３ ３

１８１１（文化８） ４ ４

１８２４（文政７） ２ ５ ７

１８２８(文政１１） ２ ２

１８３３（天保３） ６ ６

１８３５（天保６） １ １

１８３６（ ７） ７ １７ ４ １ ２９

１８３７（ ８） ６ １４ ４ １ ２５ ７ ７

１８３８（ ９） ６ ９ １５

１８３９（ １０） ３ ２８ ５ １０ １５

１８４０（ １１） ２ ２

１８４１（ １２） ３ １１（１） １５

１８４３（ １４） ４ １ ３３ ４ ７ １１

１８４４（弘化元） ８ ８ １１ ２７

１８４６（ ３） １１ １４ ８ ３３ ９ ９

１８４８（嘉永元） １２ １４ ８ ３４

１８４９（嘉永２） １０ １０

１８５３（ ６） １０ １４ ５ ２９ １１ １１

１８５４（安政元） １０ １４ ５ ２９ １２ １２

１８５５（ ２） １３ １３

１８５６（ ３） ７ １４ ５ ２６ １４ １４

１８５７（ ４） １５ １２ ２７

１８５８（ ５） ５ １４ ４ ２３ １２ １２

１８５９（ ６） ２５ １３ １２ （２） ５２

１８６０（万延元） １２ １４ ４ ３０ ２８ ２８

１８６１（文久元） ２９ １２ ４１

１８６２（ ２） １４ １０ ２４

１８６３（ ３） １２ １４ ４ ３０ ３０ ７ ３０

１８６５（慶応元） １１ １４ ４ ２９ ３９ １７ １５ （１） ７２

１８６６（ ２） ７ ２３ ２ ３ ３５

１８６７（ ３） ７ ２３ ２ ３ ３５

１８６９（明治２） １８ １８
*1

１８７０（ ３） ７ ２２ ２ ３ ３４
*2

１８７１（ ４） ７ ２２ ２ ３ ３４
*3１８７３（ ６） ７ ２２ ２ ３ ３４

*１８７４（ ７） ３９ １８ １５ １ １４（２） ８９

（）内鬼瓦*



土鍋は土釜を含み、焙烙は専業もあったが、土鍋業との兼業が多く、需要動向に応じて製造した。土竈は土釜ではなく、置きくどの底*1
に舌のように付けて土釜の寸法に合わせて黒く焼成した。
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「明治７年高浜村陶器製造調」（ ）では陶器を瓦、鬼瓦、土鍋、土竈、焙烙の５種に分類して統計をとっている 。１８７４年
*1

業種 稼人 年産額 単価 運輸 産出（販売先）

瓦屋 １４ １，５８４円５０銭 １００枚 ６６銭 舟積 東京

鬼瓦屋 ２ ２０円 １組 １２銭５厘 舟積 東京

土竈屋 ３９ ９５３円 １組 ２１銭５厘 舟積 伊勢・尾張

土鍋屋 １８ ３４３円 １箇 ０．６５銭 舟積 伊勢・尾張

焙烙屋 １５ ３０２円 １箇 ０．５５銭 舟積 伊勢・尾張

瓦・鬼瓦計 １６ １．６０４円５０銭 舟積 東京

土器計 ７２ １．５９８円 伊勢・尾張

総計 ８８ ３．２０２円５銭 舟積 東京 伊勢尾張

この８８人の稼人氏名を明治７年戸籍簿と照合すると、「農」、「農工」とあり、「工」は極少なく、農業を本業として専業化

は進展していないと推定される。各業者の年産額分布は以下の通りであり、専業としては成立困難なことが分かる。

年産額 １０ １２ １５ １６ １７ １８ ２０ ２５ ２８ ３０ ３５ ３８ ４０ ４５ ５０ ６０円 計 年産額計

土竈屋数 ５ ０ ８ １ １ ３ ３ ４ １ ５ ３ １ ０ １ １ ２ ３９ ９５３円

土鍋屋数 ２ ４ ４ ０ ０ ０ ５ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ １８ ３４３円

焙烙屋数 １ １ ２ ０ ０ ０ ７ ０ ０ １ ０ ０ ２ ０ ０ (１) １４( ) ３０２円1

計 ８ ５ １４ １ １ ３ １５ ５ １ ７ ３ １ ２ １ １ ３( ) ７１( ) ５９８円1 1 1.

年産額 ５ １５ ３０ ４０ ５０ ６０ １００ １２０ １３０ １６０ ２１０円 計 年産額計

瓦屋 １ ２ １ ２ １ １ １ ２ ３ １４ １．５８４円５０銭

鬼瓦屋 １ １ ２ ２０円

計 １ １ １ ２ １ ２ １ １ １ ２ ３ １６ １．６０４円５０銭

碧海郡における陶器生産の推移は以下のようになる。

生産高 （出所）

１９０１年（明治３４年） 陶磁器生産個数 ４１０万２６５０個 （碧海郡統計一覧）

１９０７年（明治４０年） 陶磁器生産額 １５万２２２０円 （碧海郡統計）

１９２０年（大正 ９年） 陶磁器生産額 ２２万１０００円 （碧海郡統計一覧）

１９２２年（大正１１年） 土器生産額７８万８４００円（高浜のみ） （高浜商工案内）

１９３６年（昭和１１年） 陶磁器生産額１１万３４５０円（高浜のみ） （高浜町政要覧）

１９５８年（昭和３３年） 陶磁器生産額８０００万円（高浜のみ） （高浜の観光と産業）

１９６９年（昭和４４年） 陶磁器生産額２００，２９０千円（高浜のみ） （愛知県統計年鑑）

おさえ瓦は瓦製の長方形をしたもので、その表裏に文様を刻み、糸車に用いられた。三州瓦の産地である碧南・高浜の

特産物であり、定紋入りは家紋を大切にする時代相を反映し注文製品であり、西三河地域から知多半島中部に分布し、

いま保存を加えないと消滅の運命にある。糸車は、軽量の木と竹でできており、これを操作するために一定の重量で固定

し糸車全体の浮動をなくし、重しとしておさえ瓦が使用された。他地域では一般的に漬け物石（河原石）を使ったが、この
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地域では瓦を使用した。三河地域の綿作りは、平安前期桓武期の延暦１８年（７９９年）に天竺人が西尾市に漂着して綿の

実を伝えたが成功せず、その後天文元年（１５３２年）に再伝来して栽培するようになった。高温多湿の土質の西三河の砂

質壌土の畑地に栽培され、矢作川流域の洪積世台地から知多半島に拡大した。広大な畑地の綿の摘み取りは渥美半島

からの女性労務者を船で迎えた。これらの女性は農家に住み込んで、摘み取った綿実を手引きろくろで実をとって繰綿と

し、綿弓ではじいて綿とした。この労賃は綿で支払われた。貞享３年（１６８６年）大浜村の明細帳には、次の記述がある。

女は耕作の間に木綿を少し宛仕候

男は農業の間に塩浜稼仕候

当村は海辺に付き漁少々仕候

嫁入り前の娘は競って織りの技術を身につけ、おさえ瓦は機織りができる証しとして、嫁入りの荷に加えられた。現存し

ているおさえ瓦に次の瓦師が記載されており、鬼瓦師という道具物をつくる職人がつくっていたことが分かる。

１，右側上部に三州樅山第３号の刻印（道場山・樅山健吉氏の工場製作であるが紀年銘がない）

２，上部側面に刻印されている３行割書き＝別改大極上無類請合常蔵（高浜・都築常蔵？）

３，表面上部左右隅に刻印３行割書き＝三州大浜大極上請合・忠右衛門（北大浜村瓦師？）

４，表面下部刻印＝本鬼庄（浅岡元治郎）

おさえ瓦の分布範囲は、碧南市～西三河～知多半島東部に広範囲に分布しているのは、娘の婚姻や瓦師の出稼ぎが

あったことが推定される（「婿を取るなら瓦師さんをおとり、おさえ瓦にゃ事欠かぬ」と歌われた）。

図７３）おさえ瓦の分布（出所：碧南市文化財「おさえ瓦・土人形」Ｐ１１）
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第２節 三州土器産地組合の史的展開過程

１）三州土器生産組合の展開

明治初期には課税と製品価格の統一性が業界に存在することから（前記「明治７年高浜村陶器製造調」参照）、一定の

同業組合的な規約に近似したものが存在したと推定される。１８９１年（明治２４年）には、都築彦治郎が土鍋資本金として

組合をつくり、随時金弐拾円、拾円と積金し、杉浦新十その他有志の土鍋・土釜業者が参加したが詳細は不明である。こ

の段階では有志による共済的な同業組合であったと推定される。１８９１年（明治２４年）には、北大浜村（現 碧南市新

川）と高浜村の土器業者が「角コンロ製造名産組合」を組織し、明治２７年には大浜、棚尾、志貴崎村（現 西尾市）など

広範な地域をカバーしている（組合員数７２名）。１８９３年（明治２６年）には、高浜村１５名、新川１名の１６名連記による「陶

器製造中」の年行事に宛てた「約定証」（高浜村車中取締 印）には、上代価格・寸法に違反して販売する者の禁止と罰

金を誓約している。１９０１年（明治３４年）には土鍋業者など５名によって「陶参組合」が設立され、営業人を置いて資本金

を管理しているが、明治末期には解散したと推測される。こうした組合は、集会して飲食をともにしながら賃銀協定などの

申し合わせをおこなう太子講を開催し、１９０３年（明治３６年）の太子像掛軸に１０名の発起人名が墨記してあり、一定の確

固とした活動が展開されていたことがうかがわれる。

１９１０年（明治４３年）に、三河陶器工商同業組合が、組合員数４５９名（１９１２年大正元年現在）で結成されている。、年

間産額１７万円であり、炬燵、焜炉、火鉢、土鍋、赤瓶、便器、黒焼陶器、土竈、焙烙、長州焼などの製品が記されてい

る。役員の所在地は、新川町４，高浜町８、大浜町１，棚尾町１，旭村１，知立町１，明治村１となっている（新川、大浜、棚

尾、旭は現碧南市、明治は現安城市、知立は現知立市、高浜は現高浜市）。この同業組合定款第８１条では、標準見本

による製品検査をおこない、等級印（優等・合格・不合格）を検印するとなっている。

１９１０年（明治４３年）発足の「黒物社（組合）」は、陶器製造販売をおこなう

１９１０年（明治４３年） １７名 株式会社として設立され、「明治４３年決議録」では１７条の規約を決定して

１９１１年（明治４４年） １６名（転業１） いる。その条文には、株式の社外売買譲渡禁止、製造部・販売部の２部制、

１９１２年（明治４５年） １７名 自由販売禁止、廃業時の株式返還などが規定されている。１９１２年（明治４

１９１３年（大正元年） １８名 ５年）から１９１５年（大正４年）の黒物社買物帳には、黒物（角くど）１６名、炬

１９１４年（大正 ２年） １９名 燵（大和炬燵）１２名の組合員数が記されている。年次別組合員数は左記の

１９１６年（大正 ５年） ２４名 通りである（組合員数には総会出席者数を含めている場合もある）。

１９１７年（大正 ６年） ３３名 １９２０年（大正９年）の総会で「同業組合解散の件」とあり「黒門社」解散を

１９１８年（大正 ７年） ３８名 決議し、同時に「三河陶器工商同業組合」復活を決定している。

１９１９年（大正 ８年） ４５名 １９２４年（大正１３年）の総会では「特別商人名改訂す」とあり、優先販売の

１９２０年（大正 ９年） ４６名 特約店に近い取引関係を商店と結んでいたことが推測される。その商店の

１９２１年（大正１０年） ５０名 所在地と商店数は以下の通りである。

１９２２年（大正１１年） ４５名 高浜町１２、新川町８、大浜町２、旭村３、知多郡小鈴谷１，亀崎町１，名古

１９２３年（大正１２年） ４５名 屋市中区１

１９２４年（大正１３年） ５３名

昭和前期に結成された「高浜土器聯合組合」の推移を見てみよう。

１９３５年（昭和１０年） 組合定款設ける 組合員数１０４名（休業６名）

定款第１０条（部） 焜炉部、赤釜部、黒物部、炬燵部、万年鉢部、天狗部、赤鉢部、焙烙部

上置部、黒煉瓦部の１０部制発足

１９３７年（昭和１２年） ケイソウ土焜炉本組合加入希望を保留

１９４０年（昭和１５年） 三河土器聯合組合、三河土器販売組合設置発議

１９４１年（昭和１６年） 雑種組合、ケイソウ土焜炉組合、角竈組合合併加入

定款第１０条改正 焜炉、角竈、黒煉瓦、土釜、万年青鉢、夏目火消、磨上置、肉コンロ、

雑種、ケイソウ土焜炉、上置焙烙、天狗赤鉢、練炭火鉢、黒物、炬燵の１５部

戦時体制による組合編成替、資材・燃料（薪炭、石炭）入手困難

１９４２年（昭和１７年） 石炭配給申請運動

１９４４年（昭和１９年） 高浜土器共同販売所とともに、愛知県亜炭販売陶製組合に亜炭割り当て配給交渉

１９４７年（昭和２２年） 小組合部別制を廃止し８班制へ再編

１９５０年（昭和２５年） 旧三河土器組合解散に伴う新組合設立について碧南業者より呼び掛け

１９５５年（昭和３０年） 高浜土器納税貯蓄組合設立、高浜秤場組合と改称

１９５６年（昭和３１年） 高浜土器聯合会を高浜土器組合に改称

共同発行１９６４年（昭和３９年） 三河陶土器協同組合､三河土器工業協同組合､三河練炭火鉢協同組合組合員名簿

１９６６年（昭和４１年） 三河陶土器、三河土器工業、三河練炭火鉢３組合統合し三河陶器協同組合発足（碧南市）
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１９４７年（昭和２２年）から１９６４年（昭和３９年）迄の土器製造業の推移を示す資料はない。１９６４年（昭和３９年）に作

成された３組合合同組合員名簿から戦後の動向を見る。

工 工火 陶工火 陶工 陶 陶火 火 計 高浜のみ 計

工：三河土器工業組合高浜 ２９ ３ ３ ５ １ ０ ０ ４１ ４ ４５ *
火：三河練炭火鉢協同組合碧南 ４５ ７ １６ ８ ２ ２ ２ ８２ ー ー

陶：三河陶土器協同組合安城（東端） １０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １０ ー ー

計 ８４ １０ １９ １３ ３ ２ ２ １３３ ー ー

土器種類別製造業者数を１９７１年（昭和４６年）名簿でみると、以下のようになり植木鉢製造業者数が急増していることが

分かる。日常雑器の多くが、金属製品や合成樹脂化して日常土器の需要が減退する中で、非燃焼用の植木鉢が増大して

いる。１９４７年（昭和２２年）段階で２６６軒存在した土器製造業者は１９７１年（昭和４６年）には３２軒に激減している。現在

の三河陶器組合には、碧南市１７事業所、高浜市７事業所の２４事業所が加盟している。

三州地域における土器工場と煉瓦工場の分布は以下のようであった。

図７４）三州土器工場の分布 図７５）三州煉瓦工場分布（出所：左掲書）（出所：碧南市「碧南市史料２０集」）
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資料）愛三土管煉瓦同業組合明治４３年度事業成績報告書（出所：『愛知県史 高浜編』Ｐ８５４）
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図７６）三州土器製造組合展開図（出所：聴取調査により筆者作成）

１８９１（明治２４）角コンロ製造名産組合 １８９１年（明治２４）都築彦治郎その他有志

北大浜村＝新川、高浜村連合 ８名 高浜村

１８９３（明治２６）高浜陶器製造組合

１６名

（明治２７年）大浜・棚尾・高浜・志貴崎

伏見屋・西野広域連合・組合員７２名（明治２７年）

１９０１（明治３４）陶参組合

土鍋業者５名

明治末解散( )?

１９０３（明治３６）高浜黒物土器組合

発起１０名

１９１０（明治４３）高浜黒物社 １９１０（明治４３）三河陶器工商同業組合

４５９名

１９１０年（明治４３年）

愛三土管煉瓦同業組合 １９１１年（明治４４）三河陶送組合

（専属） 衣浦奥建廻船組合

１９２０（大正９）解散 三河陶器工商同業組合再建

１９３５（昭和１０）高浜土器聯合組合

１９４０（昭和１５）三河土器販売組合設置

１９４１（昭和１６）雑種組合、ケイソウ土焜炉組合、角竈組合を吸収

１９５５（昭和３０）高浜秤量組合へ改称

１９５６（昭和３１）高浜土器組合改称

三河陶土器協同組合 三河土器工業協同組合 三河練炭火鉢協同組合

１９６４（昭和３９） ３組合共同名簿発刊

１９６６（昭和４１）三河陶器協同組合へ統合

現在に至る
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表１７１）２０００年代初頭の土器窯業工場一覧
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２）三州土器輸送・販売組合の展開

三州土器製品の輸送手段は、近郊は荷車・馬車であるが、遠隔地は船便であり（「入江有之舟積仕候」明治７年高浜陶

器製造調）、瓦製品は主として東京へ送り、土器製品は伊勢・尾張へ送られた。伊勢は、薪炭購入先であり返り荷として日

用雑器の土器が送られた。１９１１年（明治４４年？）に「三河陶送組合」が１４名で創立され、「今般瓦土管煉瓦ヲ除ク外、焼

物一切各地販売ト輸送便宜且ツ売買ノ競争ヲ免レン為左ノ箇条ヲ設ケ規約トス」としている。関東には、東京三陶組合（東

京）、横浜三陶組合（横浜）という三河土器の独占販売権を持つ組織が発足し、その輸送組織として「衣浦奥建廻船組合」

が半田、亀崎、高浜の船主・船長中心に結成された。以下はその契約書の抜粋である。

東京・横浜三陶組合ト三河陶送組合トノ契約書（明治四十四年）

第二条 三河陶送組合員ガ取扱フ可キ荷物ハ三河陶器工商同業組合員ノ製品ニシテ同組合ノ定メタル証紙ノ貼付

シアルモノニ限ルコト

第三条 三河陶送組合員ハ東京横浜市内及東京横浜市域ヲ離ル、三里以内ニ店舗ヲ設ケタル東京横浜三陶組合

員外ノ者ヘ一切積荷ヲナサザルコト

第四条 東京横浜三陶組合員ハ三河陶送組合員外ノ者ヨリ三河陶器ノ買入ナサザルコト

衣浦奥建廻船組合ト三河陶送組合ト荷運搬契約書

第二条 瓦・土管・煉瓦ヲ除ク外焼物一切運搬ヲ契約スル事

第三条 奥建廻船組合ハ第二条ノ焼物一切ヲ三河陶送組合ノ外積入レザル事

第四条 三河陶送組合ハ奥建廻船組合の外積入若クハ売却又ハ支配荷ヲ依頼セザル事

第五条 奥建廻送組合ニ於テ三河陶送組合外ノ荷物ヲ積入又ハ買積支配荷物等ヲ為サザルコト

以上の契約内容から陶器製造業者と輸送・搬送業者、東京小売商の以下のように図式される。

（独占販売・輸送権） （独占搬送権） （独占小売権）

三河陶器工商同業組合 三河陶送組合 衣浦奥建廻船組合 東京三陶組合

横浜三陶組合



英米ではブリック、中国では磚（せん）と呼ばれる。*1
建築用煉瓦の焼成、煉瓦造建築施工、洋風小屋組の架設が実施された日本建築技術史上の画期を為す洋式工場である。ここから*2

煉瓦は鉄と造船（長崎から横須賀）という基幹産業と、主力輸出品となる生糸工場（横須賀から富岡）に象徴される近代産業の建築素材と

なる。横須賀製鉄所製煉瓦は国産赤煉瓦第２号となる。
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第３節 三州煉瓦製造業の展開と課題

れんがは漢字で煉瓦と書く日本語の造語 である。「煉」は「火で焼いてつくる」という意味で、瓦と組み合わさった「火で
*1

焼き上げて強くした瓦」という意味である。煉瓦は幕末まで日本にはなく、日本最初の煉瓦は、建築用煉瓦（赤煉瓦）では

鎔なく反射炉に使用する耐火煉瓦（白煉瓦）であった。赤煉瓦が本格的に導入されたのは、１８５７年（安政４年）に長崎痒

（製）鉄所 （後 長崎製鉄所）を建設する時に地元瓦職人がつくったのが創始とされる。
*2

図７７）煉瓦製造工程（出所：岡田煉瓦（株）『岡田煉瓦百年史』）

愛知県で初めて煉瓦を焼成したのは鯉江万寿の常滑金島製煉瓦であるが、三州地域で初めて焼成したのは、建築用

窯業材料の製造が盛んであった高浜・碧南市中心に工場を配置した東洋組（斉藤実堯）であった。東洋組は士族授産の

ために三州地場産業を生かした新素材として煉瓦製造に着目した。煉瓦の刻印に社印と製造責任印が押されていること

で、１８８２年（明治１５年）頃に煉瓦は注文生産から大量見込生産への過渡期を迎えていたことが分かる。

東洋組の西三河における展開は、近世期以降 表１７２）棚尾村煉瓦製造業推移（出所：碧南市史料『棚尾村史』Ｐ５１）

の醸造と土器製造を伝統的に展開してきた地域

伝統産業と結びついて瓦と煉瓦工場の創業を活 年度 生産高 製造戸数 職工数

発化させた。現碧南市の大浜・棚尾村は、１１９３

年（建久４年）段階では、棚尾・大浜下の個数が２ 明治４１年 １４０万個（１７，３５０円） ２ －

１４戸、大浜の上中は３６戸しかなく、棚尾は昔か 大正元年 ６万個（ ８００円） １ ３

ら農耕地が少なく困窮した生活を送っていたが、 大正 ３年 ２０万個（ ２，０００円） １ ５

近世にいたり平坂の刺激によって鉄工業が起こ 大正 ６年 ８１万個 － － －

り、工商農が鼎立する比較的豊かな地域に成長 大正 ８年 ５万個（ ４，０００円） １ ５

した。しかし土器は衰弱してその面影はない。 大正 ９年 ５万個（ ４，０００円） １ ４

棚尾村における明治－大正期の瓦製造概況

は、家内零細個人経営であり、おそらく東洋組への納入と地場消費に限られていたと推定される。
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１９１０年（明治４３年）段階での愛知・三河煉瓦製造業の組合加入者は９戸であり、生産高は１７０５万３３２８個（７万５

３３円２８銭 平均１個１銭）となっている。煉瓦の販売先は直接外国人ではなく、神戸・大阪・東京の商店に納入している。

煉瓦生産は、官庁・会社建築向けの注文生産であり、長期相対取引関係はない。

資料）愛三土管煉瓦同業組合明治４３年度事業成績報告書（出所：『愛知県史 高浜編』Ｐ８５５）
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図７８）日本における煉瓦製造黎明期の系統図（出所：岡田煉瓦（株）『岡田煉瓦百年史』）
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当時の煉瓦輸送の主流は海運であり、岡田煉瓦は工場→朝鮮川→名古屋・知多方面へ運搬した。船主と専属運搬契

約を結んだ（開平丸、根岸丸）。

図７９）岡田煉瓦製造所から半田カブトビール工場への煉瓦運搬経路推定図(出所 ）:田煉瓦（株）『岡田煉瓦百年史』Ｐ４９



- 210 -

三州煉瓦製造業発達史年表（出所：筆者作成）

１８８２年（明治１５年） 東洋組創業

１９８６年（明治１９年） 東洋組西尾分局 にそ士族生産所として分離独立

１８９２年（明治２５年） にしお士族生産所廃業、平坂煉瓦創業（西尾市平坂湊）

１８９４年（明治２７年） 岡田兵六・岡田松太郎・杉浦宇右衛門共同出資 煉瓦製造開始

１８９７年（明治３０年） 岡田煉瓦（根崎煉化合資会社発足）、カブトビール半田工場建設開始

経済恐慌による煉瓦業界恐慌、 日本煉瓦協会設立

１８９８年（明治３１年） 大坂窯業で関西初の機械抜き煉瓦製造開始

１９０７年（明治４０年） 岡田松太郎 個人経営の岡田煉瓦製造所創業

１９１０年（明治４３年） 岡本吾一 岡田煉瓦から分離独立 碧海郡新川に岡本煉瓦製造所工場建設

愛三土管煉瓦同業組合設立

１９１７年（大正 ６年） 岡田煉瓦 耐火煉瓦製造開始

１９１９年（大正 ８年） 亀崎煉瓦（半田市亀崎北浦町）、煉瓦減産協定

１９２３年（大正１２年） 関東大震災による政府緊縮方針で煉瓦価格暴落

１９２４年（大正１３年） 鉄筋コンクリート建築移行で煉瓦需要激減

１９２５年（大正１５年） 日本標準規格８号による煉瓦規格公布

１９２９年（昭和 ４年） 赤煉瓦旧寸法（東京型）廃止

１９３１年（昭和 ６年） 煉瓦生産高最低（１億１３００万丁）

１９３３年（昭和 ８年） 岡田煉瓦 日本陶器（株）と納入契約 ハンドプレス成形の東京型特性赤煉瓦製造

１９３６年（昭和１１年） 日中戦争新段階で特殊工業需要活況

１９３７年（昭和１２年） 岡田煉瓦から分離独立し鈴木煉瓦創業

１９４２年（昭和１７年） 岡田煉瓦 東海軍需管理部指定工場（製品すべて軍部納入））

日本赤煉瓦統制組合発足

１９４３年（昭和１８年） 愛知県赤煉瓦工業組合設立創業、全国赤煉瓦協議会発足

１９４４年（昭和１９年） 東南海地震で煉瓦工場壊滅、 普通煉瓦最高販売価格指定

１９４５年（昭和２０年） 三河地震で煉瓦工場壊滅

１９４６年（昭和２１年） 赤煉瓦統制価格指定（一等品１円 二等品８５銭 等外品７０銭）

１９４７年（昭和２２年） 東海赤煉瓦工業統制組合解散、全国赤煉瓦工業統制組合解散

全国赤煉瓦工業協同組合連合会設立、日本赤煉瓦協会設立

１９４８年（昭和２３年） 価格差益処理規則指定業者 まる公価格指定

全愛知県赤煉瓦工業協同組合設立（愛知県碧南市）

１９４９年（昭和２４年） 赤煉瓦統制価格廃止、（株）石川時鉄工所 真空式土練機開発（碧南市）

１９５３年（昭和２８年） 岡本煉瓦 赤煉瓦業界初の真空土練煉瓦成形機導入

１９５４年（昭和２９年） 赤煉瓦需要戦後最高記録（２億６２００万丁）

１９５７年（昭和３２年） 中小企業振興資金助成法対象業種

１９５９年（昭和３４年） 中小企業庁 小規模赤煉瓦工場簡易簿記要綱作成

１９６０年（昭和３５年） 日本初の焼成用トンネルキルン工場（碧南市）

この頃石炭燃料から重油燃料に転換始まる、鉄鋼需要減退に伴う煉瓦市場低迷

１９６３年（昭和３８年） 日本赤煉瓦協会解散

１９７０年（昭和４５年） （株）岡本煉瓦 全自動赤煉瓦製造ラインシステム導入

１９７２年（昭和４７年） 赤煉瓦振興会設立、建築・土木関連赤煉瓦需要増加

１９７５年（昭和５０年） 園芸ブームに伴う赤煉瓦再認識

１９８０年（昭和５５年） 全国赤煉瓦協会設立、日本れんが協会設立

１９８１年（昭和５６年） 岡田煉瓦インターロッキング舗装煉瓦製造開始

日本工業規格ＪＩＳ Ｒ１１２５０改正、雇用安定法不況業種認定

１９８２年（昭和５７年） 事業転換法業種指定、雇用調整給付金業種指定

１９８６年（昭和６１年） 労災特別指導団体指定

１９８７年（昭和６２年） ＪＩＳ Ｒ１１２５０（普通れんが）改訂

１９９０年（平成 ２年） （株）岡本煉瓦 日本工業規格表示許可取得（普通煉瓦４種）

愛知県常滑窯業技術センター三河分場の支援を得てデザイン煉瓦研究開始

１９９１年（平成 ３年） 地場産業デザイン高度化特定事業開始、赤煉瓦ネットワーク設立
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図８０）煉瓦製造工程（出所：岡田煉瓦製造所『岡田煉瓦百年史』Ｐ４８）
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表１７３）耐火煉瓦･不定型耐火物生産統計（ ）出所：経済産業省産業政策局調査統計部『平成１６年度窯業・建材統計年報』Ｐ２９
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（出所：全国赤煉瓦協会資料を基に聴取調査による）全国赤煉瓦協会加盟数・営業状況

北海道 ３社 現在営業２ 休業１ 設立時点で２３事業所・１組合が加盟したが、２００６年７月時点で営

東北 １社 現在休業 業中が９社、休業中が３社・１組合、廃業が１１社であり、２０数年で半

関東 １社 現在廃業 減している。

東海 ９社 現在営業４ 廃業５

近畿 １社 現在廃業

中国 ３社 現在営業１ 休業１ 廃業１

四国 ３社 現在営業１ 廃業２

九州 ２社 現在営業１ 廃業１

沖縄 １組合 現在休業

表１７４）品目別煉瓦主要マニュアル（出所：（株）岡本煉瓦製品案内参照）
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第５章 三州醸造業の史的展開と産地概要

はじめに－醸造業の生産工程と流通チャネル

１）清酒製造業

酒の歴史は古く、果実や蜂蜜などの自然発酵を原形とし、中国・朝鮮から渡来した技術に「蒸す」という作業を加えて日

本固有の清酒が生まれた。江戸期に酒造技術が進化し（池田、伊丹、灘など）、明治３７年に国立醸造試験場が創設され

て合理的で衛生的な酒造技術が確立された。最近は海外製造の清酒が輸入され、海外産と国産をブレンドした清酒が製

品化されるなど清酒環境は大きく変容している。

（１）定義

表１７５）清酒の製造品質表示基準による分類

清酒とは「米、米麹及び水を原料として発酵させ

てこしたもの」「米、水及び清酒粕、米麹その他政令

で定める物品を原料として発酵させてこしたもの」

「清酒に清酒粕を加えてこしたもの」（酒税法第３条）

である。国税庁「清酒の製品品質表示基準」により、

原料・製造方法で８種類に分類されている。

（２）製造工程

麹は蒸米に麹菌を繁殖させて酵素を作らせる工

程、酒母を蒸米に麹と水を混ぜて酵母菌を培養す

る工程、もろみは酒母を土台として、蒸米、麹、水を

３回（初添、中添、留添）に分けて加え（三段仕込）、

発酵を営ませる工程である。

留添後約１５日間でもろみが熟成し、アルコール

を添加した後に、１－２日放置して撹拌し、圧縮して

原酒を取り出す。原酒は濾過され、腐敗を防ぐため

に火入れし、熟成される。清酒の醸造期間は（玄米

から原酒まで）は４０日前後であり、原酒以降の工程

を入れると約５０－６０日である。

（３）流通チャネル

清酒の流通チャネルは、酒造業者→（元卸）→

卸問屋→小売の形態が一般的であり、酒造業者は

卸問屋と特約店制をとり、同一地区内に複数の特約店をもち、問屋も複数の酒造業者と特約契約を結んでいる。最近で

は通信販売や電子販売など消費者との直接販売チャネルが普及し始めている。
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図８１）清酒製造工程
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２）味噌製造業

味噌の原形は古代期の中国や日本で調味料として使われた醤（ひしお）とされ、鎌倉期に味噌汁が考案され、室町・戦

国期に懐石料理、陣中食として庶民に普及し、江戸期に商品化されて、明治以降に近代工業として大量生産されるように

なった。もとはその産地での地産地消であったが、戦後の消費量増大で全国市場が形成されるようになり、主要産地から

東京・大阪などの大消費地への流通チャネルが形成された。

（１）味噌の種類

味噌はすべて大豆を主原料とするが、入れる原料によって「米味噌」「麦味噌」「豆味噌」の３種類に分類され、全体の８

０％が「米味噌」である。

表１７６）味噌の種類

（２）製造工程

①原料米の処理：原料精米を洗浄して水に漬ける。浸漬は製品の品質、歩留まりを決める重要工程であり、水切りをし、

蒸炊きしたうえで冷却する。

②製麹：冷却した蒸米に種麹で種付けし、出麹の状態になると塩を混ぜて塩切りをする。味噌の品質を決める重要工程

である。

③仕込、混合：塩切麹と蒸煮大豆を種水発酵菌を混合して仕込む。

④発酵、熟成：天然醸造は１－６月頃に仕込み、夏を越して自然熟成させる熟成期間が長い高級品である。速醸は、醸

造室の温度を３０℃前後に管理して品質を均一化し、熟成期間を１－２ヶ月に短縮する。

⑤包装：製品を仕込タンクからとりだし、殺菌処理して計量包装し出荷する。

（３）流通チャネル

中堅以上の量産品メーカーは問屋経由が６０％強を占め、小規模零細業者は地元の消費者や小売店へ嗜好に適した

製品を直接販売する。高級品メーカーは、味噌専門問屋、通信販売・予約販売・デパート贈答品など多様化したチャネル

を構築している。大手は、小袋・カップ入り味噌・即席味噌などを拡大し、問屋以外のスーパーやコンビニなどの量販店チ

ャネルを形成し、問屋を媒介しない製販直結が強まっている。
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図８２）味噌製造工程

図８３）味噌流通チャネル
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３）醤油製造業

（１）種類

嗜好品的性格が強い醤油は、地域の嗜好、産地の歴史、製造方法と成分の差異によって多様な製品群からなる。

①濃口醤油・・・関東地方で発達し、色・味・香りとも濃厚で圧倒的な生産量（８０％以上）を誇る最も一般的な醤油であ

る。大豆と小麦をほぼ同量使用し、塩分は約１６％である。主産地は野田、銚子、小豆島である。

②薄口醤油・・・高濃度食塩水を使用し、もろみの熟成を抑え、色・味・香りの濃厚化を防ぎ、素材の風味を生かす料理

に最適で塩分は約１８％である。主産地は竜野で関西地方中心に発達した。

③溜醤油・・・大豆を主原料として小麦をほとんど使わない。佃煮やせんべいの加工用に使用される。とろりとした感じ

で、黒っぽい色をしこくのある味が特徴で、主産地は愛知県中心に東海地方。

④再仕込醤油・・・食塩水のかわりに生揚げ醤油を使う仕込で、２度醸造するためにさし込みの名前が付く。甘露醤油

とも言われ色、味ともに濃厚であり刺身や寿司に多用される。主産地は九州、山陰地方である。,
⑤白醤油・・・溜とは逆に小麦を主原料とし、薄口醤油よりも色・味ともに薄く淡白であり、うどんのつゆ、吸い物、鍋料理

の汁に使われる。主産地は愛知県。

（２）製造方法

①本醸造方式・・・最も基本的な製法でアミノ酸液を使用せず、発酵作用だけでつくる。大豆、小麦に麹菌と酵母を加

え、６ヶ月ー１年かけて生産する。製造期間が長く、色・味・香りのバランスがよい。約８０％がこの製法による。

②新式醸造方式・・・本醸造方式が発酵作用を使うのに対し、もろみに化学的に精製したアミノ酸液を加え発行させる方

法である。製造期間が１－２ヶ月と短縮できるが、品質は劣る。

③アミノ酸液混合方式・・・発酵作用によらず、化学的に精製したアミノ酸液と塩分、香料だけで生産する。２－３日の短

期間で製品化が可能であるが、品質は最も劣る。敗戦後の原料不足から普及したが言辞亜派利用されていない。

（３）製造工程

①製麹工程：原料の大豆、小麦から醤油麹をつくる（３－４日）

②仕込工程：もろみを発酵、熟成させる 本醸造式は６ヶ月ー１年）

③圧搾工程：熟成もろみを圧搾し油分を除いて醤油にする ７－８日）

④詰め工程：容器に充填する

図８４）醤油製造工程
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（４）品質・規格

ＪＡＳ規格による種類は、濃口・薄口・溜・再仕込・白の５種であり、うまみ成分である窒素化合物（アミノ酸など）の含有量

を基準に「特級」「上級」「標準」の３等級に分かれ、ＪＡＳ受検量の７０％弱が特級である。総出荷量に対するＪＡＳ受検比率

は約８０％と高く品質基準は厳しい。

（５）流通チャネル

メーカーの規模や製品種類によって異なるが、伝統的に問屋への販売依存率が高く、平成１３年度では総出荷量の約

６３％が卸売業者（問屋）を経由して販売されている。問屋は製品を多くの小売店に効率よく配送する物流機能と、消費者

ニーズをメーカーに伝える情報機能を持ち、大手中堅メーカーは広く安定した販路を有する問屋取引を重視してきたが、

大手メーカーの中には量販店の価格破壊に対抗して、問屋を媒介としないスーパーなどへの直接納入取引を拡大する傾

向もある。中小業者は地元小売店に直接卸す傾向が強く、零細業者は消費者との直接取引の割合が高くなっている。

表１７７）醤油の販売先出荷状況

図８５）醤油流通チャネル

14,7%
加工・業務用

卸売業者

百貨店

62,9%
大手 スーパー3,8%

消費者

メ－カ- 中小 コンビニ0,1%

零細 その他小売4,0%
4,2%



この井戸の発祥は八柱神社境内の「弥生の井」といわれ、熱田神宮宮司である野田菅麿が大正１４年に命名したといわれている*1
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第１節 三州醸造業の成立条件

１）良質の地下水と原材料調達

三州における酒造業（清酒）の成立条件は、①酒造に適する良質の地下硬水の存在、②衣浦港湾船運によるロジステ

イックスの発達であり、味醂生産は①酒造業による酒粕の存在（地元及び知多の酒造業）、②矢作川船運による原料のも

ち米（矢作、挙母、安城）の調達、③小規模家内工業生産（清酒の品質管理が不要）による参入容易性、④製品変質はな

い特性、⑤企業家精神による品質改良にある。醸造業の発祥は、原料と製品輸送に最適な河岸航路の中心である大浜

湊、鷲塚湊、新川湊周辺に立地し、酒造業は良質の硬水を調達するために海岸部ではなく大浜、棚尾地区に立地した。

味醂原料となる酒粕が酒造業の盛んな知多地域から衣浦海運によって運ばれた。

良質の地下水は、大浜・称名寺付近と棚尾・八柱神社付 図８６）１９７２年（昭和４７年）における食料品工場分布図

（出所：碧南市史編纂会『碧南市史』昭和４９年 Ｐ４２８）近に湧出し、この近在に醸造業が集中立地した。棚尾・八

柱神社の西に１０カ所ほどの井戸があり、宮水と称せられて

味噌・酒造りに利用された 。この時代の井戸水はパイプに
*1

よる送水ではなく、仕込みの時期に「水ひきさん」という専門

業者がくみ上げた水を２斗樽に入れて大八車で各酒造場

へ運び入れた。

１９７２年（昭和４７年）段階での醸造業の工場分布をみる

と、酒造業は大浜、棚尾地区に集中し、味噌・醤油は新川、

大浜地区に相対的に多く分布し、西端や旭などの内陸部

にはほとんどみられない。

日本福祉大学知多半島総合図８７）伊勢湾周辺図（出所：

）研究所『海と川 船がつなぐ世界』中央公論社 １９９８年 Ｐ７
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２）農家副業・農間余業の商工業への展開

（出所：村瀬正章「前碧南醸造業の形成の背景には、濃尾平野と比較して 表１７８）明和－明治期の大浜村農民構成

浜新田の小作争議」（碧南市史編纂会『碧南市史料』第２６集水田農耕専業に適さない農地の地質的条件がある。近

Ｐ４を参照して筆者作成）世から明治期における碧南地域の農耕地は矢作川河口

部の砂堆積地帯で水田農耕に適する肥沃な農耕地は少

なく、主として畑作に依存し耕作権をもつ本百姓に対し、 年代 農民総数 本百姓 水呑 比率

水呑百姓の比率が圧倒的に多く、しかもその比率は経年

的に増大している。しかも年貢を納める本百姓の耕作面 １７６８年（明和 ５年） １，１４０ ６０１ ５３９ ４７％

積と収量は狭隘で、棚尾村の場合をみると８０％以上が １８４１年（天保１２年） １，５３６ ７２８ ８０８ ５３％

年産２石以下という零細農民であった。従って碧南地域 １８６９年（明治 ２年） １，７０９ ７２３ ９８６ ５８％

の農民は必然的に農家副業ないし農間余業が主たる生

活を維持する条件となった。 表１７９）弘化－明治期の棚尾村農民構成（出所：同上書Ｐ

４を参照して筆者作成）

こうした状況を打開するために新田開発が推進され、

製塩業に参入していくが、季節性のある特性から充分な 年代 農民総数 本百姓 水呑 比率

労働力を吸収することなく農地開発も進まなかった。

明治期の地租改正によって下層農民の負担は一層重 １８４６年（弘化 ３年） １，０１９ ４４６ ５７３ ５６％

くなった。当時の地価算出方法は、田畑１反歩の収穫を １８５２年（嘉永 ５年） １，０８０ ４５２ ６２８ ５８％

その地域の石代相場によって金額に換算し、そのなかか １８６９年（明治 ２年） １，０７７ ４８５ ６９２ ５９％

ら種子肥料（収穫の１５％）地租及び村入費（地租の１／

３）を控除した残額を純利益とし、その利益がその地方相 表１８０）棚尾村石高別階層構成（出所：同上書Ｐ４）

当の利率にまわるように地価を算出した。三河地方では

郡役所が各群を区別して調査し、田６分２厘、畑６分１厘

３毛、宅地６分とし、石代相場は大浜村を基準に明治３年

以降５年間の時価を平均し、三河８群の平均米価１石４

円８６銭から換算した。

最も狭隘であった前浜新田では、明治期に小作争議

が起こり１９４０年（昭和１５年）に調停が成立したが、この

内容は敗戦後の農地改革の原型となる土地改革の内容

を持ったものであった。

明治初期の棚尾村は１１７６人の村民のうち、年産石高

がゼロである農民が６９２人（５８，８％）存在し、彼らは農

業以外に活路を求めめざるをえなかった。さまざまの副

業や余業が試行されたが、主力産業として瓦・土器製造

と醸造業への参入から始まって、綿織物と平坂鋳物業の

発展に誘引された鋳物業が起業され、農工商の３分する

産業構造へと展開し、次第に伝統産業である醸造業と土

器製造を上回る勢いで鋳物鉄工業が優位となっていっ

た。そのなかで土器生産が衰退し、伝統産業としての醸

造業と近代産業への変貌の可能性をもつ鋳物鉄工業が

主要産業として発展していく。右表からみるように、大浜

村は近世から明治にかけて農民の総人口も増大してい

るが、棚尾村の場合は横這いないし減少傾向にあり、第

１次産業は衰退していることが分かる。

では棚尾村の産業構造の変容を１９０２年（明治３５年）
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表１８１）明治初期の三河国第９区各村地種（出所：徳川林政史研究所所蔵「明治１０年地層改正ニ付予算 定書」）銓

では棚尾村の産業構造の変容を１９０２年（明治３５年）と１９３０年（昭和５年）の物産高比較からみてみよう。下記の表

は「棚尾村物産調」と「工産物一覧」を生産額順に並べ直したものである。明治に存在した物産で昭和期に撤退したもの

は、織物、煙草、雑織物、足袋であり、繊維関連産業の廃業を表している。明治に上位にいた物産で下位に転落したもの

は、瓦、船舶、履物、提灯であり、特にトップにいた瓦生産の加工と海運近代化に伴う川舟の衰退がうかがわれる。逆に明

治になく新たに参入してきた物産は、◎印のものであり、醸造業と鉄工業への産業構造の転換を物語っている。さらに昭

和期に入ると生活水準の上昇に伴う日常需要の多様化に対応する物産の多様化が進んでいることが分かる。



『尾張洵行記』の亀崎村の記述には「廻船ハ三州高浜・大浜・吉田・饗場アタリノ持船ヲモ借リ用ユ、此借船ハ相互ニスル事アリ」とな*1
っている

大浜・棚尾・饗庭や対岸の成岩でつくられた塩は品質と規格にバラツキがあり、足助で品質を揃えて７貫目に統一して「足助塩」「足助*2
直」の銘柄で信州方面に移送された
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１９０２年（明治３５年） １９３０年（昭和５年）

種類 工場数 職工数 生産額 種類 生産額

①瓦 １５ １５ ２２，８００円 ①味醂 ２５０，０００円 ◎

②醤油 ４ ８１ １５，２５０円 ②醤油 ２１４，０００円

③清酒 ２ ２０ ８，８２９円 ③鉄工物 １１５，０００円 ◎

④織物 ４ ２４ ５，２５０円 × ④清酒 ８５，０００円

⑤煙草 １ ３ ８８７円 × ⑤味噌 ４２，０００円 ◎

⑥雑織物 ２ １４ ７８０円 × ⑥瓦 ３５，０００円

⑦履物 ３ ３ １５０円 ⑦焜炉 ３２，０００円 ◎

⑧和船 １ ３ １１０円 ⑧漬物 １３，０００円 ◎

⑨提灯 １ ２ ５４円 ⑧木製品 １３，０００円 ◎

⑩足袋 １ １ ５２円 × ⑩焼酎 １０，０００円 ◎

⑪船舶 ３，５００円

⑫味醂粕 ３，１００円 ◎

⑬菓子 １，５００円 ◎

⑭履物 １，３００円

⑮仏壇 １，０００円 ◎

⑮車輌 １，０００円 ◎

⑰雨傘 ７００円 ◎

⑱缶詰 ３００円 ◎

⑲提灯 ２００円

⑳竹細工 １５０円 ◎

３）三河船による海運業と矢作船運

醸造業における水の確保は、河川河口沖積地での良質地下硬水であり、それを井戸又は水道によって誘水する。醸造

業の原料である大豆・糯米と道具材料の調達は、酒粕は知多半島各地と三河から、桶・樽・樋の材料である木材は足助な

ど矢作川上中流地域からなされる。醸造製品の主要市場である江戸間での輸送手段は、酒などの変質性・蒸発性から輸

送速度の確保が問われる。和船主体の時代では、航行は天候条件に依存するから、輸送速度は主として積込・積降等の

荷役速度と積荷構成によって規定される。酒類の価格変動性は大きく出荷のタイミングによる出荷調整が求められる。こう

して原材料調達から製品の輸送に到るすべての条件は船舶所有を可能とする資財力であった。

三河地域は古代期から京都への公租・荘園年貢、伊勢神宮奉納の伊勢湾海路が開拓され、応永年間には大浜に問丸

が設置されて中心的湊として伊勢・尾張・三河の物流の結節点となった。次いで江戸期には藩権力と結ぶ湊が発達し、吉

田湊（吉田藩）が１７世紀半ばの寛文期に最盛期を迎え船隻数７０－８０艘となったが次第に衰退し幕末期には２０艘程度

となった。替わって三谷・府相・形原（以上蒲郡市）・一色・佐久島（以上一色町）湊が代替した。三河西部では、大浜・高

浜・鷲塚（碧南市）・平坂（西尾市）が主要湊となり、高浜は刈谷の、平坂は西尾の外港として藩米・商人米・三河木綿の集

積地であり、鷲塚は三河幕領米の積出港に指定され、大浜は酒・味醂、高浜は瓦産地として、衣浦対岸の半田・亀崎の醸

造地域の刺激を受けた 。*1

さらに大浜・平坂・鷲塚は矢作川河口に立地し、三河内陸部からの物資がこれらの湊を経由して江戸・伊勢方面へ、逆

に江戸・伊勢の廻船搭載物資を三河内陸部に移送する結節点となった。矢作上流へ運ばれる荷は、米・塩 ・綿・綿実・*2

鉄・雑穀・肥物（干鰯・〆粕）・鋳物・土管・醸造製品（醤油・酢）であり、これらは河岸の土場で降ろされ、土場周辺で売買さ

れるかさらに陸路で内陸部へ運搬された。

信州や三河北部から逆に煙草・神・薪・竹・炭が移入し、周辺諸藩の蔵米も矢作川経由で江戸に移送され、大きな材木

は古鼠・小渡（旭町）などで筏に組まれて下流に流され、河口部で集積して知多半島方面に曳航した。細川村（岡崎市）
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に分一番所が設置されて川舟の積荷から運上金を徴収し、酒桶なども運上金規定にある。

矢作川舟の中心は最下流の中畑（西尾市）・田貫（西尾市）であり、下流の平坂・棚尾（碧南市）・鷲塚・岡崎・高橋（豊田

市）や中流の越戸・古鼠・渋川（豊田市）・平藪（豊田市）の船も利用された。矢作川舟は幅が８尺５寸～１間半余、船長が１

０間～１３間で、幅広・底浅で艫（後端部）が切れて航行に適した構造となっていた。石数は３０石程度であり、平坂ー岡崎

間登りは順風で１日、普通３日を要し、下りはほぼ１日で荷揚げ完了した。運賃は１７５０年（寛延３年）時点での米は、古鼠

ー鷲塚間４０ｋｍ銀５分、鷲塚ー江戸間５２０ｋｍ銀２匁９分であり、足助ー古鼠間１８ｋｍの牛馬運賃が銀１匁２分５厘と較べ

ると圧倒的なコスト・メリットがあった。

中畑は１８２９年（文政１２年）には川舟７０艘、最盛期の慶応期には１００艘をこえる矢作川船運の拠点湊であった。河口

部への立地により伊勢湾内を櫓を積載して日帰りでき、川中央部に中州があって悪天候時の避難が可能で、船大工も集

住していた。

幕府への年貢米を運搬する廻船は「御用船」としての特権を受けたが、同時に他荷積載や商取引は禁止され、尾張藩

の御用船も藩の許可なしに幕府の「取船」（チャーター）として挑発されないという特権を受けたが、商品経済の進展による

商人荷物の運賃積や買積の利益により廻船経営はしだいに民間需要中心に移行した。明治１０年代に入ると、東京に大

手の海運会社が組織され（三菱会社、共同運輸会社など）、相次いで東京－四日市、半田、衣浦航路を開き海運業界は

近代化への転換期にはいる。この両社が合併して日本郵船会社になり、数艘の和船を所有する個人営業の伝統的海運

業は打撃を受ける。全国規模の近代海運に対抗して、地場酒造業者が幾つかの海運会社を設立するが、１８８３年（明治

１６年）の松方デフレの影響を受けて三州醸造業界は大打撃を受ける。

１８７２年（明治５年）東海道 図８８）知多・中埜家の酒粕購入範囲（出所：日本福祉大学知多半島知多半島研究

線（新橋－横浜）が整備され、１８ 所『道具と技術』１９９８年 Ｐ１３）

８９年（明治２２年）に神戸まで延

長され、１８８６年（明治１９年）武

豊線、次いで三河線の開通は本

格的な鉄道輸送時代への転換を

意味し、和船海運は明治１０年代

後半から２０年代に掛けて運送業

から撤退していく。矢作川は１８８

４年（明治１７年）完成の明治用水

の水源として堰堤があり、川舟通

行の水門が設けられた。大量の

製品を安価に輸送する船便のコ

スト・メリットと運賃が高いが速度

は速い鉄道便のメリットが共存す

る時期は、棲み分け輸送が選択

可能であったが、道路網整備に

伴う大八車からトラックへの陸上

輸送の転換、矢作川上流での水

力発電用ダム建設、山林伐採に

よる保水力低下による推量減退

は、次第に川舟輸送の条件を奪

い、１９２７年（昭和２年）頃には矢

作川舟は歴史的役割を終えて姿

を消していった。

４）旺盛な企業家精神

明治末期から大正期における新式味醂の開発による価格競争に対抗するために、従来の酒粕から得る焼酎に米を加

えた酒精発酵による焼酎を採り、国内産の優良な糯米を配合し高品質の味醂製造に成功した。石川八郎冶は、原料糯・

米の産地を厳選し、エンゲルバーグ精米機によって醸造用焼酎は清酒を蒸留したものを使わず独自の粕取焼酎を使っ粳

た。従来の味醂製造は春夏秋の３季で冬期は仕込桶を菰・筵で厚く巻き、外気侵入を防ぐ設備投資が必要であったが、

醸造庫の蒸気パイプで温度適正化を実現した。商標条例による九重桜のブランド構築によって日本有数のブランドに成

長した。



味醂の商標が極彩色を施した色紙重ねに桜などの花を配するのは、石川八郎右衛門創業時の九重桜の商標に起因している*1
「大浜町勢要覧」昭和７年*2
「商工会員名簿」昭和５年*3
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第２節 三州醸造業の史的展開過程

１）三州醸造業の形成と展開（戦前期まで）

①味醂・清酒製造業

＜碧南味醂＞

味醂の製造は酒粕ともみぬかを混ぜ、これを蒸留して焼酎を造り、これに米麹２：蒸糯米１０の割合で混合したものを桶

に仕込み数日おきに混和させ、７０非程度で熟成・糖化させる。熟成時間を速めるために温度を上昇させるが品質に影響

を及ぼす。この熟成物を絞るときに流出するのが味醂であり残ったものが味醂粕であり、味醂粕は地売りされ食料や漬物

用に使われる（名古屋方面では守口大根や瓜類の漬け物の材料となる）。味醂原料の糯米は半田、高浜、平坂、桑名か

ら海運を利用して搬入し、矢作上流からは船便で、近在では西ノ町、根崎からも仕入れた。焼酎原料の酒粕は高浜、亀

崎、岡崎、一色、刈谷、西尾、和泉などの酒造蔵元から仕入れ、焼酎をつくってできる下粕は肥料として地売りされた。糯

米１０８俵・うるち米４２俵で味醂８２太（１太＝４斗樽２本 ８斗～１石）粕１，０８０貫程度ができる。生産された味醂を石川

家は江戸・鴻池家に納品した。

碧南地域の味醂製造業は１７７２年（安永元年）大浜・石川八郎右衛門が個人商店として創業し、矢作川上流の上田の

糯米を原料とし高級調味料の先駆を開いた。次いで１７７４年（安永３年）に八郎右衛門は庄屋をやめて焼酎を創案し、そ

の後１８０３年（享和３年）に片山三郎右衛門の持株で酒造へも参入し、石川家は醸造業を広範囲に営業し、寛永から明

治期にかけて碧南地域の広大な土地を集積した。１８１９年（文政２年）には大浜村松江（のちの新川）三沢屋が開業し、次

いで１８６０年（万延元年）大浜・角谷定吉、１８６２年（文久２年）大浜・榊原清吉、１８６５年（慶応元年）榊原清兵衛、１８６７

年（慶応３年）磯貝半蔵などが開業したが何れも廃業するなど農間副業による零細家内工業形態の参入・退出を繰り返

し、１８８５年（明治１８年）高松梅吉開業を受けて榊原清吉が再開し、１９０４年（明治３７年）磯貝半蔵の再開で１９０７年（明

治４０年）頃の大浜醸造業者は３－４軒であった。

碧南味醂の最大手である石川家の１８９０年（明治２３年）段階での年産額は１００石程度であり、石川家の企業家精神

は千葉県流山産の高級味醂を凌駕する品質改良を進め、石川八郎治は１９０６年（明治３９年）蒸気機関導入に次いで醸

造法改良を実現し、醸造高１０００石を越えるに到った。石川家は全国消費の２５％を占める三州九重醸造株式会社 へ
*1

発展し、戦前期には朝鮮・満州・ジャワ・ロンドンへ輸出し、台湾では専売局指定を受けるブランドに成長した。

棚尾の味醂製造は明治初期で１工場から出発し、日露戦争を経て明治末期に４工場に拡大し、同時に大浜も１９１２年

（大正元年）７工場・２７００石の醸造高を記録し、第１次大戦後には大浜１１工場・４０００－５０００石となった。大浜では１９１

４年（大正３年）では石川八郎治・榊原清吉・高松梅吉・磯貝襄雄・磯貝啓冶郎・角谷文治郎の６工場、年産２５００石となっ

た。１９０７年（明治４０年）磯貝七五郎（下之切）が創業したが大正初期に廃業し、１９１５年（大正４年）榊原合名会社が設

立されたが１９２３年（大正１２年）に廃業し、１９１８年（大正７年）村松てる（文司）と磯貝清が創業し、１９２２年（大正１１年）

には杉浦重次郎・禰宜田仙松・角谷健が開業し、大浜・棚尾の業者が碧海醸造株式会社を設立したが数年後に廃業し

た。昭和期にはいると大浜１１工場・５０００石 、棚尾８工場・２３００石 、旭１工場と最盛期を記録し、１９３６年（昭和１１年）
*2 *3

には全国的増産のなかで製造高最高となり、大浜１０工場・５９００石、棚尾５工場の１万石を越えるに到り、愛知の味醂生

産は全国２位（１０％ １位は京都）を占め、狭い地域に多数の醸造業者が集住する味醂産地の本場となった。

製造業者数推移 大浜 棚尾 旭 （石川家の江戸送り台帳）

１７７２年（安永 元年） １ ０ ０ １７９５年（寛政 ７年） ３１太

１８１９年（文政 ２年） ２ ０ ０ １７９６年（寛政 ８年） ３６太

１８６７年（慶応 ３年） ７ １ ０ １７９７年（寛政 ９年） ７３太

１９０７年（明治４０年） ３～４ ４ ０ １７９８年（寛政１０年） ４２太

１９１２年（大正 元年） ７ ４ ０

１９２６年（大正１５年） １１ ４ ０

１９３０年（昭和 ５年） １１ ８ １

１９３６年（昭和１１年） １０ ５ １

１９４９年（昭和２４年） １１ － －
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表１８２）寛永－明治期における石川八郎右衛門土地集積表（出所：村瀬正章「前浜新田の小作争議」 碧南市史編

纂会『碧南市史料』第２６集 Ｐ５）
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１７９９年（寛政１１年）の石川家味醂入用覚書は以下のような取引状況を記している（出所：愛知県史編纂室『愛知県史

のしおり 資料編１８』平成１５年 Ｐ３２０）

棚尾の味醂製造は明治初期で１工場から出発し、日露戦争を経て明治末期に４工場に拡大し、同時に大浜も１９１２年

（大正元年）７工場・２７００石の醸造高を記録し、第１次大戦後には大浜１１工場・４０００－５０００石となった。大浜では１９１

４年（大正３年）では石川八郎治・榊原清吉・高松梅吉・磯貝襄雄・磯貝啓冶郎・角谷文治郎の６工場、年産２５００石となっ

た。１９０７年（明治４０年）磯貝七五郎（下之切）が創業したが大正初期に廃業し、１９１５年（大正４年）榊原合名会社が設

立されたが１９２３年（大正１２年）に廃業し、１９１８年（大正７年）村松てる（文司）と磯貝清が創業し、１９２２年（大正１１年）

には杉浦重次郎・禰宜田仙松・角谷健が開業し、大浜・棚尾の業者が碧海醸造株式会社を設立したが数年後に廃業し

た。昭和期にはいると大浜１１工場・５０００石 、棚尾８工場・２３００石 、旭１工場と最盛期を記録し、１９３６年（昭和１１年）
*1 *2

には全国的増産のなかで製造高最高となり、大浜１０工場・５９００石、棚尾５工場の１万石を越えるに到り、愛知の味醂生

産は全国２位（１０％ １位は京都）を占めた。狭い地域に多数の醸造業者が集住する味醂産地の本場となった。

製造業者数推移 大浜 棚尾 旭 （石川家の江戸送り台帳）

１７７２年（安永 元年） １ ０ ０ １７９５年（寛政 ７年） ３１太

１８１９年（文政 ２年） ２ ０ ０ １７９６年（寛政 ８年） ３６太

１８６７年（慶応 ３年） ７ １ ０ １７９７年（寛政 ９年） ７３太

１９０７年（明治４０年） ３～４ ４ ０ １７９８年（寛政１０年） ４２太

１９１２年（大正 元年） ７ ４ ０

１９２６年（大正１５年） １１ ４ ０

１９３０年（昭和 ５年） １１ ８ １

１９３６年（昭和１１年） １０ ５ １

１９４９年（昭和２４年） １１ － －

このように味醂製造業は比較的小規模で開業可能であり、製品品質の変質がないことから、清酒に較べて利益率は低

いが相対的に堅実な投資対象として家内工業的な群生が誘発され、参入・退出が繰り返される。大正期の全国産地は大

規模機械化と米以外の原料による大量生産によって価格優位を実現したが、伝統手法による品質保持を維持する碧南味

醂は品質優位を保持した。１９３６年（昭和１１年）には生産制限の要求はなく全国的に増産体制になったが、過剰生産の

危機から対前年度１０％生産削減の業界自主協定が結ばれたが現実には実施されなかった。大蔵省は１９３７年（昭和１２
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年）に１０％生産削減の省令を発し、１９３８年（昭和１３年）１３％削減、１９３９年（昭和１４年）３０％削減の生産統制がおこ

なわれた。その後の戦時統制経済下で醸造高は急減し、１９４１年（昭和１６年）に棚尾に味醂業者出資による三河合同焼

酎（のちの愛知酒精）が設立され、甘藷を原料とする焼酎生産を開始したが、食糧難とともに生産は激減した。本味醂に

替わる本直しが統制経済下でわずかに生産された。

１９１０年（明治４３年）の第１０回関西府県聯合会共進会における大浜・石川三碧（九重桜）の履歴は次のように記されて

いる（出所：愛知県史編纂室『愛知県史 資料編２９』平成１６年 Ｐ９３０）
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資料）１９２４年（大正１３年）段階における九重味醂（株）の海外輸出状況（出所：愛知県史編纂室『愛知県史 資料編２

９』平成１６年 Ｐ９３１）
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資料）１９３４年（昭和９年）段階の九重味醂（株）の販売状況（出所：愛知県史編纂室『愛知県史 資料編２９』平成１６

年 Ｐ９３２）
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表１８３）戦前期碧南味醂生産状況推移（出所： ）碧南市史編纂会「碧南の醸造業」（『碧南市史料』第４８集）参照して筆者作成

大浜町 旭村 棚尾村

生産数量 生産額 生産数量 生産額 製造戸数 生産数量 生産額

１８８０年（明治１３年） － － ６石

１８９４年（明治２７年） － － ① １６８石７６４合 ４，２１９円

１８９８年（明治３１年） ７８３石 － － －

１８９９年（明治３２年） ８４１ － － ２５０石 １０，０００

１９００年（明治３３年） ８４１ － － －

１９０１年（明治３４年） ８５０ － － ② ２９４石 １７，６００

１９０２年（明治３５年） ９５０ － － －

１９０３年（明治３６年） １，１００ － － －

１９０４年（明治３７年） １，１９０ － － ２５０ １５，０００

１９０５年（明治３８年） １，３００ ７２，２２２円 １５５石 ７，６３４円

１９０６年（明治３９年） １，３１５ ７４，３００ １９９ １０，４７３

１９０７年（明治４０年） － － ２３７ １１，８５０

１９０８年（明治４１年） １，７５１ １０３，０００ － －

１９０９年（明治４２年） － － ２４８ １３，０８０

１９１０年（明治４３年） ２，３０２ １３５，４９０ ２５６ １１，５８０

１９１１年（明治４４年） ２，５００ １４７，０００ ２５７ １９，２７５

１９１２年（大正 元年） ２，７００ １６８，５７０ ２４８ １３，４２８

１９１３年（大正 ２年） ２，５００ １６２，５００ ２４０ １４，１５９

１９１４年（大正 ３年） ２，５５０ １６９，９９９ ２５０ １５，０００

１９１５年（大正 ４年） － － ２５３ １２，０００

１９１６年（大正 ５年） － － ３１２ １５，１００

１９１７年（大正 ６年） ３，８００ ３１１，１６０ ４４０ ２６，６６６

１９１８年（大正 ７年） ４，０００ ４００，０００ ４７４ ３８，３３３

１９１９年（大正 ８年） ４，５００ ７６５，０００ ６３４ ７９，０００

１９２０年（大正 ９年） ４，５００ ７６５，０００ ６１１ ７０，４７５

１９２１年（大正１０年） ４，０００ ６００，０００ ７２０ ８６，４００

１９２２年（大正１１年） ４，５００ ５８５，０００ ７０８ ７４，８３３

１９２３年（大正１２年） ４，８１３ ７５０，０００ ６７１ ６７，１００

１９２４年（大正１３年） ５，１００ ７５０，０００ ６２０ ６４，１００

１９２５年（大正１４年） ４，５８９ ７５０，０００ ４７７ ５７，２４５

１９２６年（昭和 元年） ４，３１７ ７００，０００ ４０９ －

１９２７年（昭和 ２年） ４，８６０ － １９５ ２３，４６０

１９２８年（昭和 ３年） ４，８１６ － ２００ ２４，５００

１９２９年（昭和 ４年） ４，１９７ － － －

１９３０年（昭和 ５年） ３，４１５ － － －

１９３１年（昭和 ６年） ４，３８８ － － －

１９３２年（昭和 ７年） ５，３００ － ７８ ７，４１０

１９３３年（昭和 ８年） ５，２６５ － －

１９３４年（昭和 ９年） ４，７２３ － －

１９３５年（昭和１０年） ５，２５９ － －

１９３６年（昭和１１年） ５，９５９ － －

１９３７年（昭和１２年） ５，６０５ － －

１９３８年（昭和１３年） ５，０３５ － －

１９３９年（昭和１４年） ４，０２３ － －
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出所：碧南市史編纂会「碧南の醸造業」（『碧南市史料』第４８集）参照して表１８４）戦時統制期以降碧南味醂製造（蔵出高）推移（

）筆者作成

本味醂（石） 本直（石） 統制内容と業界動向

１９３９年（昭和１４年） ６，５０７ － 原料３５％割当減

１９４０年（昭和１５年） ７，３５３ － 原料３０％割当減

１９４１年（昭和１６年） ５，２３２ － 原料４０％割当減

１９４２年（昭和１７年） ６，２３２ － 残存米使用による生産増

１９４３年（昭和１８年） ２８０ ２，０９４ 本味醂は石川、古久根２社指定

１９４４年（昭和１９年） ６５ １，２９４ 添加用酒精２２０石（８８％）割当 以降純粋味醂消滅

１９４５年（昭和２０年） ６５ １，３８２

１９４６年（昭和２１年） ６０ １，７７８ 鈴木勘五郎工場 神杉酒造へ譲渡

１９５０年（昭和２２年） ６０ １，７７８

１９５１年（昭和２３年） １００ ２，０６４ 政府酒精４２，３石配給 その後民間酒精となる

１９５２年（昭和２４年） ２４９ ２，０１６ 本味醂製造陳情により承認

１９５３年（昭和２５年） ６８２ ２，３１６

１９５４年（昭和２６年） ２，０１７ ２，４２６

１９５５年（昭和２７年） ２，３８８ ３，３１５

１９５６年（昭和２８年） ３，１５０ ３，３７０

１９５７年（昭和２９年） ３，４９１ ２，８３７

１９５８年（昭和３０年） ３，９７５ ２，８１２ １工場清酒転換し１７工場となる

１９５９年（昭和３１年） ３，７４７ ２，８７３

１９６０年（昭和３２年） ３，９６６ ２，８０５

１９６１年（昭和３３年） ４，１０１ ２，１５５

企業合同工場減 廃業３ 清酒転換３ 譲渡１ ９工場とな１９６２年（昭和３４年） ４，８５５ ２，０１４

１９６３年（昭和３５年） ５，００５ １，６９９ 原料用酒精が一部政府酒精となる

１９６４年（昭和３６年） ５，９４５ １，５３２

１９６５年（昭和３７年） ７，３２３ １，５８５ 全部政府用酒精となる

１９６６年（昭和３８年） － －

１９６７年（昭和３９年） － －

１９６８年（昭和４０年） － －

１９６９年（昭和４１年） １２０，０００㌔㍑ － 本味醂生産伸張 本直し需要減退

１９７０年（昭和４２年） ３，０００㌔㍑ －

１９７１年（昭和４３年） － －

１９７２年（昭和４４年） － －

１９７３年（昭和４５年） － －

１９７４年（昭和４６年） － －

１９７５年（昭和４７年） ７４０㌔㍑ －
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＜碧南の酒造業＞

酒造は慶長年間に摂津国鴻池村の醸造家・山中勝庵が創始したといわれるが、地域の大地主が酒造業を開始したケ

ースが多い。しかし１６４２年（寛永１９年）に江戸幕府は酒づくり勝手禁止令を出し、１６５７年（明暦３年）酒造株による酒造

制限を規定した。

碧南の清酒製造は１６７３年（延宝元年）平七の中根又左衛門が松平村中垣内より移住して農業と酒造を始めたとされ

る。１７４９年（寛延２年）に西尾の林三右衛門が赤坂代官天野助次郎に出願して後の野銭新田柳原の下流を開き、移住

して酒造業を開業したという記録もある。１６８４年（貞享元年）の大浜村萬書上ゲ帳では大浜村に３軒の酒屋があり、平七

村の又左衛門が２５０石、又吉が５０石の酒株を有し、又左衛門は廻船二隻、川舟１隻を所有して酒を運送したとある。当

時の平七村の戸数２９戸のうち２軒が酒造家であったことになる。創発期酒造業は、地主と庄屋による自己蔵米を加工して

高付加価値化するインセンテイヴのもとで開始されたが、経営的には家内工業的な小規模零細経営であり、株仲間特権

によって営業を維持した。安政年間の酒造株取引をみてみよう。

１８５４年（安政元年）史料（出所：愛知県史編纂室『愛知県史のしおり 資料編１８』平成１５年 Ｐ３１９）
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１７６７年（明和４年）大浜村差出明細帳における大浜村の酒造業の概要は以下のように期されている。

近世江戸期の碧南地域酒造家の存在を整理してみよう。

松江村 １７７８年（安永 ７年） 戸数３９軒 酒造２軒（松田長三郎、市古弥平衛） 秋葉社棟札*
１８１５年（文化１２年） 酒造家片山五兵衛、片山三郎右衛門銘酒「白菊」醸造

分家片山桂助銘酒「玉菊」醸造 明治まで続く ＊秋葉社棟札

西端村 原田善次郎 高１３８石（酒造業） １７８８年（天明８年）から酒造株所有

１８３３年（天保３年）岡本屋権四郎へ株高９３０石譲渡

棚尾村 斉藤和兵衛 天明７年～寛政５年まで大浜領名主を務め１７９９年（寛政１１年）源氏に移住し酒造経営

与四郎右衛門 １８００年（寛政１２年）に大浜村五兵衛に酒造株譲渡

１８３６年（天保７年）段階の江戸期清酒生産を碧海郡・三州下り酒造株高でみてみよう。 大浜・石川家文書では江戸廻

船の送り荷は酒類が最多となり、三州における酒造業が知多における１１４軒を超える酒造家群の存在によって誘発され

たと推定される。下記の株高と戸数の相関をみると、平七村の酒造家の生産規模が相対的に大きいことが分かる。

（１８４２年天保１３年の酒造家分布)

（１８３６年天保期の酒造株高）

大浜 ８戸

和泉村 ８４６６石 松江 ２戸

大浜村 ６３３８石 現碧南市域 棚尾 ２戸

平七村 １５００石 １万１１０石 平七 １戸

棚尾村 １４６２石 東浦 １戸

鷲塚村 ４５０石 鷲塚 ２戸

西端村 ３６０石 西端村 ２戸
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江戸期の清酒の販売チャネルは４ルートに編成されている。

Ａ）「江戸売」（送荷）：江戸中心に遠隔地に船で搬送し、その地域商人と直接取引をおこなう。江戸売は大量販売のメリ

ットはあるが、難船のリスクや天候による変質の危険など損失も大きい。江戸市場での流通機構は複雑であり、この流

通チャネルに対応する容器の統一的規格が求められ、４斗樽（正味は運送の目減りで３斗６升）に統一された。明樽

も明樽屋や樽拾いが江戸市中をめぐって集めたものを問屋が集約するシステムととなっている。

消費者

酒造家 下り酒問屋 下り酒仲買 酒小売

明樽屋 明樽問屋 醸造家

（酒、酢、味醂、醤油）

Ｂ）「舟手」：荷主である酒造業者ではなく、船頭の判断によって現地商人と取引し、帳簿上は酒造業者が船頭に販売し

船頭から販売代金を受け取るという処理となる。

Ｃ）「地売り」：三河地域周辺に小口商品を地道に販売する。廻船ではな川船や大八車で販売する。利益率は小さいが

安定した売上が期待できる。１人の商人が酒・酢・醤油などを総合的に扱い明樽も自分で処理する。樽も２斗から４斗

５升まで多様な樽が使用された。

Ｄ）「小売」：地域消費者への対面販売であり、消費者の声を直接受けるので重要なルートであった。

文化６－７年（１８０９－１８１０年）頃は豊作で米価が下落し、幕府は「勝手造り令」による酒造奨励策をとったが、江戸市

場での酒荷供給は過剰となり品質ですぐれる上方に対して、中国酒（尾張・三河）の需要は減退し多数の酒造業者の廃

業が誘発された。文政期にはいると、江戸で握り寿司が流行し、醤油・酢の需要が増加したが清酒に較べて利益率の低

い醤油・酢の経営は好転したわけではない。こうして文化・文政期の酒造業は低迷したが、弘化・嘉永期以降に再び上昇

に向かった。天保期に幕府は酒造政策として減醸令による酒造高制限をおこない、江戸市場の酒荷不足が誘発された。

江戸期における酒造家と下り酒問屋との取引の流れは以下のようになっていた。送り状が添えられた酒荷を受け取った

（碧南） （江戸） 問屋は、数量と銘柄などを点検し酒造家に到

①酒荷・送り状 着した事を知らせる「入船覚」をだし、酒荷を酒

酒造家 江戸下り酒問屋 仲買に販売した売付価格を酒造家に知らせる

「売付覚」を送付する（酒荷単位でなく年２回程

②入船覚（入津報告書） 度まとめる９。最後に「仕切」（決済）が終了する

③売付覚（売付値段報告書） と、仕切代金正味（酒代金－手数料）と仕切状

④仕切状＋仕切代金 を送付する。

支払いは精算した後に１度に酒代金を支払う方法と内金方式の分割支払いがある。酒荷代金の送金方法は「為登（の

ぼせ）」と「為替」の２方法があり、「為登」は飛脚屋による現金送付であり、「為替」は問屋に手形で代用する遠隔地決済で

用いられる安全な方法であった。為替取引システムは、碧南から江戸へ送る酒と、江戸から碧南へ送る商品を相殺して決

済する。

（碧南） 碧南から江戸へ酒販売 （江戸） ①江戸問屋は碧南へ商品を販売した江戸商

人Ａへ酒代を渡す。

酒造家 ④ 江戸下り問屋 ②江戸問屋は江戸の商品を購入した碧南の商

人Ｂｈｅ為替手形を送る（手形には支払金額と、

Ｂが手形と引き替えに酒造家へ代金を渡すこと

③ ② ① が記されている。

③Ｂは酒造家へ代金を払い、酒造家は為替手

形の裏面に代金受け取り鑑を捺印する

Ｂ Ａ ④酒造家は代金を受け取ったことを示す証文

江戸から碧南へ商品販売 を江戸問屋に送り取引は完了する。
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出所：日本福祉大学知多半島研究所『酢・酒と日本の食文化』１９９８年Ｐ６１）表１８５）寛政改革期下酒主要産地別入津量推移（
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近代日本酒造業の経営形態は、地主兼営副業型酒造業と企業専業型酒造業の２形態に類型化される。地主兼営型酒

造業は、地主的土地所有を基礎に明治１０－２０年代の酒造改良運動で灘流醸造技術改良と保護政策で経営軌道に載

せ、江戸創業の系譜と１８７１年（明治４年）営業の自由以降創業の１００石未満の零細酒造業が含まれる。酒造米は自ら

の小作米の商品化であり、労働関係は地主（杜氏）・小作関係を反映した近郊農民であり、販売は地元市場に限定されて

次第に全国展開した。企業専業型酒造業は、地主的土地所有を基礎にしない江戸末期に１０００石醸造を実現した灘に

代表される酒造業である。株式会社による産業資本的経営で酒造米は産米農家と契約し、杜氏以下の酒造労働者と賃

契約をかわし、醸造技術の優位と圧倒的生産力を駆使して、運搬組織・金融機関を所有して全国販売をめざした。碧南

酒造業は第１の地主兼営副業から出発し、専業型経営に転化したが灘・伏見産地の技術革新に敗北し低迷して現代に

到っている。それは以下のように図式される。

[企業専業型酒造業]

大規模経営→熟練醸造技術→高品質商品→高い酒価→全国市場→高利益率→生産規模拡大 （灘・伏見）

[地主兼営副業型酒造業型]

小規模経営→未熟練技術→低品位商品→低価供給→地方市場→低利益率→経営規模低迷 （地方）

[碧南醸造業]

小規模経営→近世江戸市場参入で生産拡大→専業型へ転換→技術革新敗北→経営規模低迷

桶売り

明治期創業の碧南酒造場の例は（永井治郎平酒造場 明治４年創業 １００石程度）、その小規模家内工業製を示し

ている。

図８９）１８８６年（明治１９年）頃の酒造場配置図
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近代酒造業の発展過程は以下のように段階区分される。

[台頭期]営業の自由と殖産興業政策期（明治４－１９年） 原始的蓄積期

１８７１年（明治４年）に幕藩期の株鑑札制度と造石高制限が撤廃されて営業の自由が保障され、群小地主・農民が参

入し、１８８０年（明治１３年）酒造税制制定（１石２円）と造石高制限（１００石以上）、納税保証物制度（明治１６年）により土

地所有が必然化され、零細業者の転廃業と先進業者の全国市場進出が誘発された。地酒・下り酒の区別がなくなり、１８７

２年（明治４年）に酒税が設けられて免許・検査制となり保護特権を受けたが、同時に１８７８年（明治１１年）造石税（１石１

円）、１８８０年（明治１３年）２円、１８８３年（明治１６年）には４円となって、直接税務署の仕込高検査を受けて納税すること

となって税負担が荷重となった。政府は脱税防止のために仕入帳、酒造原品受払帳、酒倉出帳などを毎年記帳させ取り

締まりを強めた。こうして造石税は小営業酒造業を圧迫し、農村部窮乏と連動して恐慌状態に陥り、酒造業の味醂製造へ

の転業や廃業が続出した。１８８５年（明治１８年）には、北大浜村（含む北棚尾）の醸造業１０戸（焼酎・味醂２戸含む）のう

ち６戸が転廃業し、清酒３戸、焼酎・味醂１戸と激減している。政府の酒類に対する厳格な徴税政策は、重要な国庫収入

の財源であったからである。酒類の価格構成は[生産費１６％ 卸売利益４％ 小売利益７％ 酒税７３％]となっている。

資料）１８７１年（明治４年）酒造業営業自由に関する通達

[成立期]酒造経営２形態の成立（明治２０－日清戦争期）

地方酒造家は地主兼営型に転化し、専業型は機械化と経営規模拡大を追求し、２つの酒造経営類型が成立した。地

主兼営型は劣位性を突破する酒造改良運動と酒造税減税をめざす酒造組合運動を展開する。灘酒造法の導入と軟水醸

造法（広島・福岡）の技術革新によって地主兼営型は専業型と拮抗するに到る。



乳酸又は乳酸菌を応用して原料を適温処理し、山卸操作をおこなうことなく、４日から１週間の短期で酒母を速醸すうｒ方法の総称*1
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[確立・展開期]政府保護体制の確立（明治３０年頃－日露戦争期）

政府酒造政策により地主兼営型経営への保護体制が確立した。第１は自家用料酒の製造禁止（明治３２年）、酒含有

飲料税法（明治３４年）、麦酒税法（明治３４年）による製造特権の獲得と、酒造組合規則（明治３２年）による同業者間競争

規制と酒税納入共同責任制の確立である。対抗する企業専業型は株式経営への移行による経営規模拡大と朝鮮を中心

とする海外進出等を志向する。

[再編期]地主兼営型の解体と企業専業型への再編成（

大正初期不況の中で酒造業の産業資本蓄積が進行し、産米機国産化（明治４１年から）と電力普及による機械制工場

生産の進展で、副業的経営基盤が喪失し、地主兼営型は酒造部門の独立か寄生地主専業となるかの分岐を迫られる。さ

らに大蔵省醸造試験場の速醸 法 ・山卸廃止 法は従来の醸造技術と銘柄米による小作米の駆逐を迫った。酛 酛*1

碧南酒造業の明治初期から第２次大戦前に到る過程を、製造戸数（工場数）と産高の推移から図式化してみよう。

（明治初期戸籍簿による清酒製造工場数） （１８７９年・明治１２年棚尾村雑種税記録による酒造業工場数）

新川 ８工場 清酒 ２工場

棚尾 ２（他に濁り酒５） 清酒兼濁り酒 １

神有 １工場 濁り酒 ２

東浦 １工場 焼酎 １

大浜 不明

（大正期碧南地域酒造業の生産数量と金額）

１９２２年（大正１１年） １９２５年（大正１４年）

新川町 ２８５石 ３５，５２０円 ４０２石 ２９，７４８円

大浜村 ３，７０２石 ４９７，５７０円 ５，７２５石 ６２７，０２８円

棚尾村 ２，２９１石 ３０６，７５０円 ３，９９８石 ４０７，４０４円

旭村 １，１４６石 － １，０７０石 １０４，１３４円

（昭和初期の清酒製造戸数・醸造高） （第１次大戦後味醂・酒造業工場数）

棚尾 ３戸 ８５０石 １９３０年（昭和 ５年） 棚尾 ３工場*
大浜 １戸 １５０石 １９３２年（昭和 ７年） 大浜 １工場*
新川 １戸 ３７４石 １９３５年（昭和１０年） 新川 １工場*

平七 １工場

（出所：『町政要覧』） 合計 ６工場

このなかで棚尾村の清酒製造は３工場で推移し減少していない。棚尾村酒類奥印願綴では、１８８２年（明治１５年）の

酒・味醂兼業の製造者は、古久根栄吉、斉藤亀助、永井治郎平、鈴木甚吉、長田半十、鳥居新六、古久根勇蔵、斉藤茂

七、大楠重吉、長田兵衛門、榊原治郎吉、杉浦安右衛門、永井長四郎など１３名の名前が挙がっている。１８７２年（明治５

年）菊間藩村組織では、酒屋石川市郎・岡本八郎右衛門とあり、酒造取締として酒屋片山三十郎と長田半十が任命され、

片山は酒造技術交流を、長田は仲介と製品開発を担当している。

しかし碧南酒造業は、１８８３年（明治１６年）の松方デフレの直撃を受け大打撃を受けた。良質米の灘独占による品質

競争の敗北、会津・九州地域の新興産地との価格競争における敗北、そして和船に依存して海運業近代化に乗り遅れた

こと、鉄道時代への移行、電信普及による東京市場情報の速度の利益の衰弱によって碧南酒造業の比較優位は喪失し

ていった。１９０９年（明治４２年）に碧海郡酒造組合と幡豆郡酒造組合が提携し、醸造技術改造のために西三醸造試験所

を丸八合資会社（新川町）に設置し、名古屋税務監督局の専門技術者による業者子弟への醸造教育が施されている。

このような努力にもかかわらず第１次大戦前に１６工場あった味醂・酒造工場は、第１次大戦を経て６工場に激減し、造
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石数は減少して生産高も２千石程度に低下し、店頭での小売や近在への卸売りという低迷期に入った。さらに日中戦争

勃発期より、戦時食糧確保政策によって原料米の政府統制、割当制への移行という深刻な事態となった。一時企業整備

令の対象となったが実施を待たず敗戦を迎えた。敗戦による食糧危機の進展の中で、米の精白制限と販売規格が制定さ

れ、１９４３年（昭和１８年）にはアルコール添加が一部で導入され、醸造高は最盛期の１０％に転落し密造酒が横行した。

表１８６）１９３６年（昭和１１年）愛知県の酒造業分布 表１８７）大正期醸造法別生産分布（出所：藤原隆男『近代日
*1

本酒造業史』ミネルヴァ書房 １９９９年 Ｐ３５７）

名古屋酒造組合（名古屋税務所管内） ４０事業場

愛泉酒造組合（小牧税務所管内） ３７

尾北酒造組合（一宮税務所管内） ２３

海部郡酒造組合（津島税務署管内） ２２

知多郡酒造組合（半田税務署管内） ３８

西三酒造組合（大濱税務署管内） ２２

中三酒造組合（岡崎税務署管内） １５

東三酒造組合（豊橋税務署管内） ２０

北設楽郡酒造組合（田口税務署管内） ４

合計 ２２１

次いで戦前期における労働力編成状況をみてみよう。酒

造りにおける冬季の仕込み工程は大量の季節労働者の調

達によって遂行される。昭和初期における出稼ぎ労働力は

２００人／年に達し、その供給先は降雪地帯（新潟県、富山

県など）である。１９２７年（昭和２年）の棚尾町における出稼

ぎ状況は以下の通りである。

杜氏を頂点とする季節労働者は右図のような組織を編成

し碧南市の場合は一般

杜氏（酒造蔵責任者） 的に７人編成でおこなわ

れた。人数が少ない場合

は各自が複数の役を担

頭（人夫支配） 当し、多い場合は「働」を

増やすか助手的存在を

つけることになる。味醂工

師（もとをつくる責任） 場の季節労働者は少な酛

く、清酒工場からの出張

か小規模工場の持ち回り

麹屋（麹をつくる責任） が多い。

（業種別人員） （出稼ぎ時期）

釜屋（むしをつくる責任)

杜氏 １人 １１月末～３月末

頭 ２

槽長（桶） 麹師 ２ （出稼ぎ者１日１人平均収入）

翫廻リ ４

近代日本酒造業の労働力は農産漁村の農閑期 道具廻シ ２ 杜氏 ２円５０銭

男子の家計補助的出稼ぎ労働であったが、他の出 蔵男 １円８０銭

稼ぎのような不熟練労働ではなく、戸主・長男を主

体とする熟練基幹労働力であった。獨酒から諸白への転換と寒づくり酒造の確立する元禄期に丹波杜氏が発生し、酒屋

万流と言われる地方独特の酒造法が株鑑札制度に支えられ「秘伝」として閉鎖的師弟関係を形成したが、明治期の営業

の自由で酒造技術の公開が進み、各地の酒造組合による技術講習会によって、第１次大戦以降に近代的酒造労働へと

転回した。蔵元との雇用関係も小作人雇から近代賃契約並行し、大工賃金を凌駕する最高水準の農外所得となる。口入

屋に替わって杜氏組合が契約の主導権を握り、自作農基幹労働力である戸主・長男が杜氏の主力となった。
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表１８８）戦前期碧南清酒生産状況推移（出所： ）碧南市史編纂会「碧南の醸造業」（『碧南市史料』第４８集）参照して筆者作成

棚尾村 大浜町 新川町 旭村

製造戸数生産数量生産高 製造戸数生産数量生産 生産数量 製造戸数生産数量生産高

１８８０年（明治１３年） ９５７石４斗

８１３石５３９合１０，５８３円１８９４年（明治２７年） ４

１８９８年（明治３１年）

１８９９年（明治３２年） ２ ２９２ ７，３００

１９００年（明治３３年） ２ ２６０ ７，８９０

１９０１年（明治３４年） ２ ３２７ １５，２５０

１９０２年（明治３５年）

１９０３年（明治３６年）

１９０４年（明治３７年） ２ ３００ １２，０００

１９０５年（明治３８年） ３９８石 １１，６１１円

１９０６年（明治３９年） ３９３ １４，０３５

１９０７年（明治４０年） ３４４ １１，４６６

１９０８年（明治４１年）

１９０９年（明治４２年） ３６４ １２，８５９

１９１０年（明治４３年） ３５０ １１，０６０

１９１１年（明治４４年） ７ ２，８６１石８９合 ３８０ １５，２００

１９１２年（大正 元年） ７ ２，５１１石３２３ ３７８ １４，０００

１９１３年（大正 ２年） ６ ２，６９５石２９０ ３８４ １６，１４４

１９１４年（大正 ３年） ４００ １６，０００

１９１５年（大正 ４年） ４３８ １３，０００

１９１６年（大正 ５年） ４２７ １５，６５０

１９１７年（大正 ６年） ７ ，７７２石７０５ ４４６ １９，３３０3
１９１８年（大正 ７年） ８ ４，５２３石７７８ ４５２ ３３，２００

１９１９年（大正 ８年） １０ ５，０６３石９９８ ５２７ ４８，０００

１９２０年（大正 ９年） ９ ３，３７９石６６７ ５３２ ３３，５４８

１９２１年（大正１０年） ２，２９１石 円 石 円 石 円 ４２１ ３７，８９０306,750 3,702 497,570 285 35,520
１９２２年（大正１１年） １２ ４，８７２石６２０ ４２３ ２８，５７７

１９２３年（大正１２年） １１ ５，２０８石８８０ ４１２ ２８，８４０

１９２４年（大正１３年） １１ ４，６２８石０００ ４２０ ２８，９００

１９２５年（大正１４年） ３，９９８石 円 石 円 石 円 ３１７ ２３，７９８407,404 5,725 627,028 402 29,748
１９２６年（昭和 元年） ３１７ －

１９２７年（昭和 ２年） ３４７ ２７，７３２

１９２８年（昭和 ３年） ３４５ ２７，７００

１９２９年（昭和 ４年）

１９３０年（昭和 ５年） １５０石

１９３１年（昭和 ６年）

１９３２年（昭和 ７年） ３１７ ２３，７７５

１９３５年（昭和１０年） ２１４石

１９３６年（昭和１１年）

１９３７年（昭和１２年）

１９３８年（昭和１３年）

１９４１年（昭和１６年） ７３，２４３

１９４２年（昭和１７年） ６６，９２１
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②味噌・醤油製造業

＜碧南味噌＞

碧南地域の味噌・醤油は大豆を主原料とする、豆味噌、たまり醤油である。最古の記録は１６２４年（寛永元年）に角谷

大十商店の先祖が味噌・溜の醸造を始め、大浜村では１７８９年（寛政元年）角谷兵右衛門が創業し、棚尾村では１８６７

年（慶応３年９に半十、新六が味噌冥加金を上納している。発祥期から明治３０年代までは近郷近在の域内需要に依存

し、農家の自家用醸造も広範に存在する小規模経営であり、広域市場圏を対象とする商品生産ではなかった。

味噌を原料別に分類すると米味噌（全国の７０％）、麦味噌（田舎味噌 ２０５）、豆味噌（たまり味噌）の３種であり、碧南

市域で最も多いのは豆味噌である。初期の豆味噌の製造工程は、大豆を精選機にかけゴミとキズのあるものを除いた大

豆を浸漬タンクに約３時間浸し、蒸気釜で４時間程度蒸しあげ、玉握機で味噌玉をつくる。その味噌玉に種麹をまぶし、３

５度程度の室温で自動調整された麹室で、３－４日ねかせて大豆麹を育て、最後に味噌玉を砕いて塩水を混和し、大桶

またはタンクに詰めて重石をし１－３年ねかせて熟成させる。味噌・醤油製造業は伝統的食品工業として、原料配合・処理

方法・熟成期間・気象条件等による味・香り・色沢の地域独自性が強く、地方素封家による世襲的家業経営が強い。味噌

は他の醸造業と異なり、「搾る」という工程がなく仕込んだ原料がそのまま製品化されるために協業化や企業合併による規

模の利益はなく、家内工業的色彩が現代まで残る。

（碧南味噌・醤油製造業者数推移）

総計 新川 棚尾 日本木・荒子 東浦 大浜

１８６８年（明治元年） １６ ９ ５ １ １ 不明 ( 戸籍簿による）*
１８８４年（明治１７年） ７ 北大浜村（北棚尾を含む） ( 北大浜村記録による）* *
１９０９年（明治４２年） ８ ( 「新川町一覧」による）*
昭和初期 ３５ １６ ７ － － １２ ( 新川昭和１０年、大浜昭和７年、棚尾*
１９３４年（昭和 ９年） １６ 昭和５年）

１９３７年（昭和１２年） １３

１９４０年（昭和１５年） １２

（大正期の碧南地域味噌製造業の生産数量・生産金額）

１９２２年（大正１１年） １９２５年（大正１４年） （昭和初期の味噌・醤油工場）

新川町 ２０５，２４２貫 １２２，６７０円 １５９，１１２貫 ４９，０００円 新川町 １６工場（昭和１１年）

大浜町 ５０，０００貫 ３５，６４０円 １５０，０００貫 ６０，０００円 大浜町 １２工場（昭和 ７年）

棚尾町 ２８０，０００貫 １５０，０００円 ２００，０００貫 ７０，０００円 棚尾町 ７工場（昭和 ５年）

旭村 １，０００貫 ６５０円 ３，６００貫 １，６２０円

大正期までは農家の自家消費用味噌造りが多く、家庭で大豆を蒸しそれを掌大に握って固めて味噌玉にし、縄で数珠

繋ぎにして軒に吊して乾燥させ、臼で砕いて塩水を混和し、大桶に入れて上から重石をするという簡易な工程である。第１

次大戦後の好況期に大豆は主として中国東北・満州地方から輸入されて小規模醸造業者が参入したが、同時に造石数

も激増し移出が急増した。当時のロジステクスと主要移出先は下図のとおりである。

碧南地域 衣浦海運 名古屋市域 （その後）

矢作川船運 三重県 岐阜、長野、静岡へ

三河鉄道 東京

陸上輸送 京阪神

１９１３年（大正２年）には碧海郡醤油醸造組合（事務所 新川町）が設立され、１９１４年（大正３年）には杉冶商会が創

業し日本最初の工場制生産を開始した（創業時棚尾 大正６年に大浜・塩取場へ移転）。同商会工場の仕込み桶は日本

最大容積４５０石（味噌では８６，２５㌧可能）の２１本を揃えた。１９３９年（昭和１４年）に味噌類は物品販売価格取締規則

による統制品目となり、主原料の大豆輸入が途絶し、代用原料として豆がすや甘藷を使用したが、生産消費配給制の統

制経済体制の下で生産量は戦前期の１／１０に激減した。また企業整備も推進され、１９３９年の工業組合法改正は小規

模事業者を小集団に合同させ共同施設の設置や原材料の共同購入が試行された。



溜まり醤油の商品化は１６９９年（元禄１２年）以降の知多郡大野村で始まったという説が有力である*1
白醤油は１８１１年（文化８年）以降に愛知郡山崎村で始まったという説が有力である*2
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＜碧南醤油＞

醤油は享保改革期から幕府の物価統制の対象品目とされた生活必需品であり、重要物産であった。愛知県は独自の

溜醤油圏 の中心であり、白醤油 も商品化された。明治７年の「県別物産表」では、愛知県醤油造石数は４万２３７９石*1 *2

（全国比４，５％）で千葉・新治・飾磨県に次ぐ全国４位、生産価額は３１万４０８２円（同５，０％）で千葉・新冶県に次ぐ第３

位であった。１８７８年（明治１１年）の「郡区物産調」では愛知県内の溜・醤油価額は２７万円弱（県内比１，９％）で重要物

産とはいえない。主な醤油産地は大豆産出高の高い知多・碧海・愛知・厚美とその隣接地であり、塩の生産地である幡豆

郡（２万４３１６石）、碧海郡（５６２６石）、宝飯郡（４９０１石）に近接立地しており、地元原料との相関が深い。

表１８９）１８７８年（明治１８年）愛知県郡区物産表
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図９０）１８７８年（明治１１年）愛知県醤油・大豆生産分布 図９１）醤油製造業者分布（出所：左掲書 Ｐ２１７）

（ ）出所：林玲子・天野雅敏『東と西の醤油史』吉川弘文館平成１１年Ｐ２１６

愛知県の醤油製造石数は１８９５年（明治２８年）＝１００とし、１９２１年（大正１０年）２８９と全国平均を超える急成長を遂

げ、千葉県に次ぐ第２位となった。その地域別成長率をみると、明治２８年は渥美郡（１３，５％）、知多（３７，０％）、名古屋

（１６，４％）と成長し、第１次大戦後の大正１４年には碧海（８，７％）、西春日井（５，９５）と主産地以外で成長し知多は低迷

している。主産地の生産力が拡大するよりも農村部産地への浸透が進んでいる。

醤油製造の労働力状況をみると、明治２８年調査では知多郡醤油造稼人の賃銭は１２－２３銭で、酒造稼人１１－２５銭

とほぼ同じだが、名古屋の桶職２５－３０銭、日雇い人夫２２－２７銭に較べると相対的に低く、中島郡機織女１４－２０銭と

ほぼ同じであり、額田郡農作日雇男１０－１８銭を少し上回る程度であった。これは醤油醸造の専門職が成立せず、景気

動向を見て開業する小規模兼業が主流であったことによる。

大正末期までに醤油・溜の主産地は、植民地からの安価な原料が入手できる港湾がある知多（武豊－半田）と碧海８棚

尾－新川）間に形成されて、満州大豆と豆粕が輸入された。開港場指定は、武豊（明治３２年）、大正１１年には半田・亀崎

・新川・大浜・平坂・５港が指定港となっている。

表１９０）階層別営業戸数（出所：前掲書 Ｐ２２２）

溜は味噌との兼業であり、市場範囲が限ら

れて店売りや直卸の比重が高く、小規模企

業はブランド銘柄性よりも、質素な地域消費

者を対象に中下級品を含む多様な製品を提

供し、溜醤油の消費を浸透させた。清酒から

普通醤油・白醤油・味噌・溜などを兼営し、

多様な商品アイテムと品質による地場消費

型消費者直結産地として成長し、資本集中

よりも分家・別家の独立など中小零細業者の

参入と退出が繰り返されたのが愛知県の特

徴であり、碧南地域でも同様であった。
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碧南地域の醤油は明治以降「溜醤油」であり、味噌製造工程の過程で熟成後に呑口から絞りだされる汁液（溜）は独特

の方向と甘味を濃厚にもち、高級品は刺身醤油として使われる。味噌と醤油は同一生産工程からでる別個の製品である

から、味噌製造業者と醤油製造業者は同一である。近世期から庄屋や地主などの資産家が製造に参入している。

（初期醤油製造業者） （１９２２年・大正１１年の碧南地域醤油製造業生産数量・生産額）

大浜：角兵、杉治、三桝屋 新川町 ３，２５０石 １２４，６００円

棚尾：古源、石川梅吉、井上醸造 大浜村 ６，０１４石 ２３２，７００円

新川：鳥新、古居七兵衛、角谷安兵衛 棚尾村 ５，８３６石 ２３０，６００円

旭村 ２９２石 １２，５００円

明治以降醤油工業の技術開発が進み、１８７６年（明治９年）では北棚尾村に醤油造渡世１戸、鷲塚村に醤油造渡世１

戸の記録がある。大正初期までは醤油業への課税は間接税であったが、大衆消費財を理由に１９２６年（大正１５年）に醤

油税は撤廃されちぇ自由営業制に移行し、自家醤油醸造の開始と直接小売を目的とする業者が参入し、１９２９年（昭和５

年）恐慌時には過剰生産となった。戦時統制経済への移行とともに、酒・味醂とおなじく原料大豆の統制と事業協同化、

企業整備によって中小醸造業者は撤退した。このなかで米を原料とする白味噌・白醤油の開発が試行され、白醤油が碧

南の特産となった。白醤油は内藤弥作（三河新川）が開発し、ヤマシン商店が大量生産に入り（市場占拠率６％）、日東醸

造や七福醸造も参入した時期がある。

ここで愛知県醤油製造業界の組織化過程を整理してみよう。

１９００年（明治３３年） 名古屋味噌組合結成（名古屋同業者主体）

１９０１年（明治３４年） 従来の醤醸組合解散し知多郡味噌醤油同業組合結成

１９１１年（明治４４年） 名古屋味噌溜製造同業組合に改組

東三醤油同業組合設立（豊橋市、渥美郡、宝飯郡、南北設楽郡、八名郡）

１９３９年（昭和２４年） 物価統制令 愛知県味噌醤油連合会結成

愛知県味噌醤油統制株式会社設立

１９４０年（昭和２５年） 同会社廃止

１９５３年（昭和５３年） 愛知県味噌醤油工業協同組合（１９４名）
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表１９１）戦前期碧南味噌生産状況推移( ）出所碧南市史編纂会「碧南の醸造業」（『碧南市史料』第４８集）参照して筆者作成:

棚尾村 大浜町 新川町 旭村

戸数 生産量 生産高 戸数 生産量 生産高 生産量 生産高 戸数 生産量 生産高

１８８０年（明治１３年） 戸 貫 円

１８９４年（明治２７年） ①２１９，４４４ ４，２１９

１８９８年（明治３１年） －

１８９９年（明治３２年） －

１９００年（明治３３年） －

１９０１年（明治３４年） －

１９０２年（明治３５年） ① ８０，０００ ８，８８８

１９０３年（明治３６年） ③ ９０，０００ １０，０００

１９０４年（明治３７年） ④ ８０，０００ １０，８００

１９０５年（明治３８年） ② ３５，０００ ５，１００

１９０６年（明治３９年） ② ３６，０００ ５，４００

１９０７年（明治４０年） －

１９０８年（明治４１年） －

１９０９年（明治４２年） －

１９１０年（明治４３年） － 貫 円

１９１１年（明治４４年） － ２，５００ ４００

１９１２年（大正 元年） － ７０３ １０５

１９１３年（大正 ２年） － ３５０ ５８

１９１４年（大正 ３年） － ８６０ １２９

１９１５年（大正 ４年） － ２，８００ ３５０

１９１６年（大正 ５年） － ２，５１５ ３５６

１９１７年（大正 ６年） － ４，０００ ７００

１９１８年（大正 ７年） － ４，０００ ７００

１９１９年（大正 ８年） － ３，０００ ４，０００

１９２０年（大正 ９年） － ５，０００ ５，０００

１９２１年（大正１０年） － 貫 円 貫 円 ５，０００ ４，０００

１９２２年（大正１１年） ２８０，０００ １５０，０００ ５０，０００ ３５，６４０ ６，４００ １，２８０205,242 122,670
１９２３年（大正１２年） － － － － ５，８００ ２，６１０

１９２４年（大正１３年） － － － － ３，６００ １，６２０

１９２５年（大正１４年） ２００，０００ ７０，０００ １５０，０００ ６０，０００ ４，０００ ２，０００159,112 49,000
１９２６年（昭和 元年） － － － － －

１９２７年（昭和 ２年） － － ７，１００ １，５６２175,165 42,039
１９２８年（昭和 ３年） － － ⑧ － － ７，０００ １，５００

１９２９年（昭和 ４年） － ４２，０００ － － － －

１９３０年（昭和 ５年） － ４２，３００ － － － ５０ ５

１９３１年（昭和 ６年） － ４１７，３５０ ５３，９９０ － － ５００ ５０

１９３２年（昭和 ７年） － － ５０ ５200,000 32,000
１９３４年（昭和 ９年） － － ⑯ － － －

１９３５年（昭和１０年） － － ７３，３８４ －55,000 250,000
１９３６年（昭和１１年） １４８，３００ ４６，５００ － １０，４１２ －55,000 297,000
１９３７年（昭和１２年） － － ２３，６８８ － －59,400
１９３８年（昭和１３年） － － ⑬ － － －

１９４１年（昭和１６年） － － ⑫ － ６１０146,100
１９４２年（昭和１７年） － － － － ４，１６０

１９４３年（昭和１８年） － － － －4,167

注）丸数字は製造戸数
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表１９２）戦前期碧南醤油生産状況推移( ）出所碧南市史編纂会「碧南の醸造業」（『碧南市史料』第４８集）参照して筆者作成:

棚尾村 大浜町 新川町 旭村

戸数 生産量 生産高 戸数 生産量 生産高 戸数 生産量 生産高 戸数生産量生産高

１８８０年（明治１３年） 石 円

１８９４年（明治２７年） ② ２，８２５ １，８７２

１８９８年（明治３１年）

１８９９年（明治３２年） ③ １，４００ ２１，０００

１９００年（明治３３年） ③ １，１００ １３，３００

１９０１年（明治３４年） ③ １，２１０ １５，２５０

１９０２年（明治３５年）

１９０３年（明治３６年）

１９０４年（明治３７年） ４，０００ ６，０００

１９０５年（明治３８年） ６石 １５０円

１９０６年（明治３９年） －

１９０７年（明治４０年） ４ ８０

１９０８年（明治４１年） －

１９０９年（明治４２年） －

１９１０年（明治４３年） －

１９１１年（明治４４年） ５０ ８３３

１９１２年（大正 元年） ６０ １，２２５

１９１３年（大正 ２年） ８２ １，６４７

１９１４年（大正 ３年） 醤油石 溜石 ７５ １，５００

１９１５年（大正 ４年） ⑥ １８３ １，４１８ １０５ ２，２５０

１９１６年（大正 ５年） － １２５ ２，４０３

１９１７年（大正 ６年） ⑦ ２２４ １，７８７ １４０ ３，５１３

１９１８年（大正 ７年） － １４０ ３，５１３

１９１９年（大正 ８年） ⑨ １９０ ３，５６５ １４０ ３，５５０

１９２０年（大正 ９年） － １００ ３，０００

１９２１年（大正１０年） ⑩ ３４８ ４，７３２ １００ ５，０００

１９２２年（大正１１年） ５，８３６ ２３０，６００ (６，０１４ ２３２，７００) ３，２５０ １２４，６００ １００ ５，０００

１９２３年（大正１２年） － － １００ ５，０００

１９２４年（大正１３年） ⑯ ３７９ ８，７９２ － １５０ ７，８００

１９２５年（大正１４年） ⑲ １９１ ８，２６８ － １２０ ６，０００

１９２６年（昭和 元年） － 醤油 溜 －

１９２７年（昭和 ２年） － ⑯１５０石 ７，８０５石 １５１ ５，４５６

１９２８年（昭和 ３年） － － １５０ ５，７００

１９２９年（昭和 ４年） － － －

１９３０年（昭和 ５年） － － １５０ ３，７５０

１９３１年（昭和 ６年） １３０，０００円 － １３５ ４，０７５

１９３２年（昭和 ７年） １３０，５２６ ⑯５００石 ３，０００石 １３５ ４，０７５

１９３３年（昭和 ８年） － ( 以下 石 円) －*
１９３４年（昭和 ９年） － ⑯４､４００ １５８，４００ －

１９３５年（昭和１０年） ９６，９７２ ⑬４､４００ １５８，４００ －

１９３６年（昭和１１年） ２２７，９６０ ⑬６､１５０ １６１，３５０ －

１９３７年（昭和１２年） ７６，０８９ ⑬６､１５０ １６１，３５０ －

１９３８年（昭和１３年） － ⑬ １６１，３５０ －

１９４０年（昭和１５年） － ⑫ － －

１９４１年（昭和１６年） － ⑫ ３７３，３００ ９，０００

１９４２年（昭和１７年） － － １１，１５０

１９４３年（昭和１８年） － １１，１５０ －

注）丸数字は製造戸数

大正１１年は石数・円
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ここで棚尾村の醸造業に焦点を当てて考察してみよう（参照：碧南市史編纂会「棚尾村史」 『碧南市史料』第５１集

Ｐ４４－５１）。

１１９３年（建久４年）では棚尾・大浜下戸数２１４戸、大浜上中戸数３６戸であり、棚尾村は農耕地が狭隘であったが近世

期に平坂鋳物業の刺激を受け農工商が３分する発展を遂げ、醸造業・土器・鋳物業が中心となる商工業地域となった。

表１９３）棚尾村醸造業生産高推移（出所：『棚尾村物産調』を参照して筆者改編）

清酒 製造戸数 生産数量 生産高 職工数 販売先

１８８０年（明治１３年） － ９５７石４斗 － － －

１８９４年（明治２７年） ４ ８１３石５３９合 １０､５８３円７５１厘 － －

１８９５年（明治２８年） ４ ８１３石５斗３升９合 １０，５８３円 － －

１８９９年（明治３２年） ２ ２９２石 ７，３３０円 － －

１９００年（明治３３年） ２ ２６０石 ７，８９０円 － －

１９０１年（明治３４年） ３ ２６０石 ７，９８０円 － －

１９０２年（明治３５年） ２ ３２７石 ８，８２９円 ２０（男２０） －

１９０４年（明治３７年） ２ ３００石 １２，０００円 － －

１９１８年（大正 ７年） － １５００石 － － 名古屋、額田、幡豆

１９２３年（大正１２年） ３ ９４２石 ８３，８００円 ２５人 －

１９２４年（大正１３年） ３ １０２５石 ８８，０００円 ２３人 －

１９２５年（大正１４年） ３ １０４９石 ８３，９２０円 ２２人 －

１９２８年（昭和 ３年） － ８３５石 ７１，６００円 － －

１９３０年（昭和 ５年） － ８５０石 ８５，０００円 － －

１９３１年（昭和 ６年） － － ８５，０００円 － －

明治３４年、３５年で生産数量と生産高が急減しているのは、酒税負担の過重と金融恐慌の地方波及の影響を受けたも

のと推測されるが、製造戸数・生産高・職工数ともにほぼ横這いであり、棚尾地区の清酒醸造業は比較的安定して推移し

ている。３軒の蔵元が１０人弱の職人を雇用する家内手工業的生産形態が維持されている。この期の主な酒造工場は、永

井酒造場（明治４年創業）、斉藤酒造場（明治１７年創業９、長田酒造場（明治４２年創業）の３社がみられる。

清酒に比して味醂の生産量は大正初期から飛躍的に増大しているが、大正不況によって生産高は伸びず明らかに過

剰生産に陥ったことを示している。こうして棚尾の味醂製造業者の一時的な転廃業が誘発されているが、昭和初期の価格

上昇によって活況を呈し新規参入が誘発されている。初期の製造戸数１戸は、創業者・石川八郎右衛門（現 九重味醂）

によるものである。この期の主な味醂製造工場は、相生味醂（明治１５年創業）、御代乃露味醂（明治３９年）、栄松味醂（明

治４２年創業）、園生味醂（明治４４年創業）の４社がみられる。

味醂 製造戸数 生産数量 生産高 職工数 販売先

１８８０年（明治１３年） － ６石 － － －

１８９４年（明治２７年） １ １６８石７６４合 ４，２１９円 － －

１８９５年（明治２８年） １ １６８石７斗６升４合 ４，２１９円 － －

１８９９年（明治３２年） － ２５０石 １０，０００円 － －

１９０１年（明治３４年） ２ ２９４石 １５，０００円 － －

１９１８年（大正 ７年） － ２０００石 － － 大阪、名古屋、東京

１９２３年（大正１２年） ９ ２５５０石 ２５，５００円 ５０人 －

１９２４年（大正１３年） ９ ２５８４石 ２８，４２４円 ５０人 －

１９２５年（大正１４年） ３ ２１００石 ２３，１００円 ４７人 －

１９２８年（昭和 ３年） － ２２００石 ２６４，０００円 － －

１９３０年（昭和 ５年） ８ ２３００石 ２５０，０００円 － －

１９３１年（昭和 ６年） － － ２５０，０００円 － －
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醤油 製造戸数 生産数量 生産高 職工数 販売先

１８８０年（明治１３年） － １２４石４斗８升 － － －

１８９４年（明治２７年９ ２ ２８２５石 １，８７２円 － －

１８９５年（明治２８年） ２ ２８２５石４斗 １，８７２円 － －

１８９９年（明治３２年） ３ １４００石 ２１，０００円 － －

１９００年（明治３３年） ３ １１００石 １３，３００円 － －

１９０１年（明治３４年） ３ １１００石 １５，２５０円 － －

１９０２年（明治３５年） ４ １２１０石 １５，２５０円 (男 －81 51 30女

１９０４年８明治３７年） － ４０００石 ６，０００円 － －

名古屋､知多､額田､幡豆､加茂１９１８年（大正 ７年） － ７０００石 － －

１９２３年（大正１２年） ７ ６８７３石 ２９５，５３９円 ４４人 －

１９２４年（大正１３年） ７ ６９３８石 ３４６，９００円 ４５人 －

１９２５年（大正１４年） ７ ６７３７石 ２６９，４８０円 ４５人 －

１９２８年（昭和 ３年） － ６３００石 ２５２，０００円 － －

１９３０年（昭和 ５年） － － ２１４，０００円 － －

１９３１年（昭和 ６年） － － ２１４，０００円 － －

味噌 製造戸数 生産数量 生産高 職工数 販売先

１８９４年（明治２７年） １ ２１９，４４４貫 ４，２１９円 － －

１８９５年（明治２８年） １ ２１９，４４０貫 ４，１４６円 － －

１９０１年（明治３４年） １ ７５，０００貫 ８，３３３円 － －

１９０２年（明治３５年） １ ８０，９００貫 ８，８８８円 － －

１９０３年（明治３６年） ３ ９０，０００貫 １０，０００円 － －

１９０４年（明治３７年） ４ ８０，０００貫 １０，８００円 － －

１９０５年（明治３８年） ２ ３５，０００貫 ５，１００円 － －

１９０６年（明治３９年） ２ ３６，０００貫 ５，４００円 － －

１９０８年（明治４１年） ２ ３６，１２０貫 ５，２８２円 １０人 －

１９０９年（明治４２年） ４ ３６，１２０貫 ５，４８２円 ８人 －

１９１０年（明治４３年） ３ １３５，０００貫 ２１，０００円 ２６人 －

名古屋､知多､幡豆､東西加茂１９１８年（大正 ７年） － ２５７，０００貫 － －

１９２２年（大正１１年） － ２００，０００貫 ６０，０００円 － －

１９２３年（大正１２年） － ２００，０００貫 ５０，０００円 ２５人 －

１９２４年（大正１３年） － ２００，０００貫 ５０，０００円 － －

１９２５年（大正１４年） － １８０，０００貫 ４５，０００円 － －

１９２８年（昭和 ３年） － ９４，３００貫 ２３，５７５円 － －

１９２９年（昭和 ４年） － － ４２，０００円 － －

１９３０年（昭和 ５年） － － ４２，３００円 － －

１９３１年（昭和 ６年） － － ４２，０００円 － －

１９３６年（昭和１１年） － １４８，３００貫 ４６，５００円 － －

味噌醤油業は１９０４年（明治３７年）の日露戦争期に急激に生産が縮小し、第１次大戦後の好況と営業自由化によって

新規参入が増加し、生産数量・生産高ともに伸張している。明治末期から大正期にかけての技術革新で職工数が醤油業

で半減し近代化が進んでいる。この期の主な味噌・醤油製造工場は、古源商会（明治元年創業）、名倉商店（明治２６年

創業）、石川醤油（明治３１年創業）、川口商店（維持３２年創業）、井上醤油（明治４４年創業）、杉治商会（大正３年創

業）、丸三合資会社（大正５年創業）の７社がみられる。



清酒糟を原料として単式蒸留機によって製造された焼酎乙（かす取り焼酎）を用い、味がいいが量産ができないので１０％程度高額と*1
なる

連続式蒸留機を試用して製造した焼酎甲をもちいる*2
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２）戦後期における三州醸造業の展開（その１ １９７０年代まで）

第２次大戦前後は原料米の配給統制によって製造は急減し、敗戦直後の碧南市の食料品工業は戦後経済の復興過

程で工場数と生産力は拡大し、１９６０年（昭和３５年）には碧南市全工場の２１％を占めたが、産業構造高度化の中で次

第に減少し、１９７２年（昭和４７年）には１３％に減少した。全工業出荷額に占める製品出荷額割合も１９５０年（昭和２５年）

３３％→１９５５年（昭和３０年）３５％と主力産業の位置を占めていたが、１９７２年（昭和４７年）には８％に転落した。１９７１

年の碧南市食料品工業全出荷額の内訳は、醸造業５７，３％・水産加工業３，９％と醸造業が中心となっている。

（１）味醂・清酒製造業

①工場数（碧南市）

工場数で清酒と醸造が逆転しているのは、味醂から清酒

（１９４９年） 清酒醸造 味醂醸造 兼業 への転業によるもので工場数自体の大きな変動はない。

株式会社 ４ ２ － （＊１９４９年は碧南市商工会議所名簿、１９７１年は工業統

合資会社 １ ０ － 計調査、１９７５年は碧南市教育委員会資料による）

個人会社 ４ ２ －

工場数 ５ １１ ２

（１９７１年） ９ ５ －

（１９７５年） ５ ４ その他１

②生産と流通

酒造量は戦後期には統制下にあり、生産増加は年１０－１５ 図９２）碧南市酒類生産量推移（戦後初期）

％の範囲で承認を受けなければならない。１９４９年（昭和２４ （出所：碧南市史編纂会『碧南市史』Ｐ４３２）

年）頃にはアルコール・糖類・酸類を添加する三倍増醸法が

一般化し、１９４７年（昭和２２年）から清酒原料アルコールの生

産が愛知酒精（棚尾）で始められた。さらに従来の良質杉材

の醸造桶に替わる鉄製ほうろうタンクが採用された。

酒の品質を決定する好適米は、１９７０年段階では西三酒

造組合による共同仕入れであり、仕入先は新潟県、長野県、

富山県、石川県の「五百石米」や「タカネニシキ」が、１９７２年

仕入れ総量３３，０００俵の３０％を占め、残りは県内、三重、岐

阜県などの普通米を仕入れていた。広島、岡山、兵庫の高品

質好適米は灘の大手メーカーが独占し入手難となっている。

敗戦後の食糧危機の中で、味醂製造は九重・相生の２社のみが製造を認められ、他の業者は窮迫した。味醂需要は激

減し味醂に焼酎を付加して飲料化する本直し生産が９０％を占めた。１９４８年（昭和２８年）では依然として本直し９５％・本

味醂５％であり、その本味醂も輸出缶詰の鰻や福神漬の調味料に使用され、一般市民は元旦のお屠蘇で触れるだけであ

った。しかし経済復興とともに本味醂生産は復活し、清酒に較べて急増したが、逆に本直しは急減し２％程度に激減した。

１９６７年（昭和４２年）頃から瓶詰めから出荷までの全工程が自動化されて味醂価格が

（１９６７年段階の味醂価格） 一般家庭の需要に見合う水準となった。かっての高級調味料として料亭需要が大半であ

った味醂は、食生活の変容と料理技術の普及によって一般家庭の消費が拡大した。

３００ｍ １２０円 味醂原料のもち米は主として新潟、福井産であるが、１９６９年（昭和４４年）の自主流通

４５０ｍ １７５円 米制度の施行によって産地指定や契約栽培を試みる業者が出現した。碧南では旧式味

６００ｍ ２１５－２３５円 醂 の生産が主体であったが、旧式は季節的製造であるために、次第に原料用焼酎甲
*1

１，８㍑ ５８５－６４０円 を購入してつくる新式味醂 の生産が増大し、旧式味醂と新式味醂の混流生産に移行し
*2

ていった。



自社の製品としてではなく、無名のままで他の酒造会社に販売し、酒はその会社の銘柄で販売される。１９６０年に酒類の公定価格を*1
廃止して基準価格とする価格自由化制度によって価格競争が誘発され、関西（灘）を中心とする大手メーカーの競争優位によって他地域

のメーカーは販売力を低下させたことが背景にある。
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１９７０年段階での製品出荷の７０％は桶物取引 となった。碧南市の清酒業者は、関西方面の清酒メーカーとの桶物*1

取引が急増し、残りは問屋卸・小売直売となり県内、関東、静岡方面に出荷した。

碧南市の味醂業では桶物取引はなく、産地の製品競争力の強固さを示している。問屋卸７５％、小売直売１５％、水産

加工業者納入１０％で、出荷先は県内３０％、関東２５％、関西１５％でその他は東海地方である。碧南市の味醂は、１９７

０年段階では業務用が大部分で家庭用は少ない。製品輸送は船運→鉄道（三河線）→トラック輸送へと変化している。

③工場規模と従業員数・労働力編成（碧南市）

１９６４年から１９７１年にかけての従業員数の激減は、工場数の横

（１９７１年） 清酒醸造 味醂醸造 這いを考えると工場規模の減退が進んだことを示している。この間

工場規模 における深刻な労働力不足と従業員の高齢化、女子従業員比の上

１－ ３人 ０ １ 昇とを示している。

４－ ９人 ５ ２

１０－１９人 ３ ０ 表１９４）１９７１年碧南市酒造業季節労働者出身地別表（出所：碧

３０－４９人 １ １ 南南中学郷土クラブ調査）

５０－９９人 ０ １

従業員数

１９６４年 １７３ １５０人

(うち女子) ２５．４％ ２６％

１９７１年 １１８ １１７人

(うち女子) ３２，２％ ３１，６％

杜氏と呼ばれる季節労働者が主体となり工場の大規

模化は誘発されない。従業員の出身地は大部分が市内

であるが、この時期には縁故関係への依存が増大してい

る。戦後醸造業の発展とともに季節労働者調達がすす

み、蔵元と深い人間関係で従事したが高度成長の中で

季節労働者の調達も困難をきたした。出身地は雪国の

単作地帯である新潟県が圧倒的で、農間副業の出稼ぎ

労働が主体である。かっては農家の父親を筆頭に長男

から次三男を含む家族労働力を上げた形態であったが、

じょじょに父親・長男単独へと移行し、高齢者の割合が増

大している。

総括的に述べると、江戸期に尾張藩、三河諸藩の酒造業奨励政策によって活性化した酒造業は、江戸と上方の中間

に位置する「中国（銘）酒」と呼称され、江戸最盛期には全国２位の市場シェエアを実現し、明治以降も西三河、知多、海

部の各地で生産されたが、明治３０年頃に灘、伏見産地の醸造方法の技術革新によって次第に全国的地位は衰弱し、第

２次大戦期の企業整備によって生産者数・数量ともに１／２以下に転落し、敗戦後に再興されたが、その後の市場動向の

変容を受けて低迷期に入った。生活水準上昇による飲酒形態の多様化、冷蔵庫の普及に伴うビール、洋酒の伸長から過

剰生産と販売不振となり、碧南地域酒造業は潜在的生産能力は維持しつつも灘・伏見への桶売り依存の傾向を強めた。

清酒製造は政府免許制であり、酒税（酒造税）への納税担保が必要とされ、広大な敷地に酒蔵と木桶が並ぶ地方資産家

の経営に依存してきたが、しだいに醸造工程のコンピュータ管理など近代化が進んでいる。しかし全体としては家内工業

的な小規模業者が多く年間精製量５００ｋｌ以下が８５％を占める（愛知県）。

味醂生産は春・秋の気候、温度条件など仕込み最適期間が限られていたが、温度管理技術の精度が高まり通年生産

へ移行した。味醂業者は家内工業的小規模業者が多く、設備投資力による企業の階層化が誘発されている。アルコール

度数を１％未満に抑え、食塩を混和して不可飲処理をした味醂風味調料や発酵調味料の開発で酒税を逃れる戦略に対

し、碧南市の老舗業者は本味醂の伝統製法を維持しようとしている。
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（２）味噌・醤油業

①工場数（１９７０年段階の碧南市味噌・醤油工場）

工場数計 味噌製造工場 醤油製造工場

昭和初期 ３０

１９４９年（昭和２４年） １４ ＊碧南市商工会議所名簿による

１９５４年（昭和２９年） ２０

１９７１年（昭和４６年） １５ ５ １０ （＊殆どは味噌醤油兼業）

株式会社 １ 白醤油工場３社は専業

有限会社 １ 工業統計調査による

合資会社 ２

個人会社 １

１９７５年（昭和５０年） １５ ＊碧南市教育委員会資料による

昭和初期の隆盛は戦争と原料大豆輸入途絶によって業者数は激減したが、戦後経済の復興と食糧事情の回復によっ

て工場数は増え、１９５４年には戦後最高に達した。碧南市の醤油醸造業の特質は、白醤油製造にあり１９７０年段階で３

社が白醤油主体である。白醤油は碧南で初めて大正期に醸造され１９５０年頃から大量生産体制を構築した。

②生産と流通

１９７１年（昭和４６年）の味噌主体工場の出荷額は５．３億円、醤油 図９３）碧南市味噌・醤油出荷額推移

主体工場は６，２億で食料品工業出荷額の２４，１％を占め、愛知県

全体は味噌全国第２位（１位長野県）、醤油第３位（１位千葉、２位兵

庫）であるが、碧南市は味噌１０％、醤油１２％を占めている。この時

期には出荷額は生活必需品性と食生活変化のなかで漸増傾向に留

まっている。

味噌・醤油の主原料である大豆の調達は戦時期に途絶し、甘藷・

馬鈴薯或いは大豆粉・玉蜀粉の代用原料を使用したが、１９４９年（昭

和２４年）頃から脱脂大豆の使用が可能となり、１９５０年（昭和２５年）

には大豆・塩統制が廃止され、地元産と北海道産大豆に加えて大豆

輸入（主力は米国産）が開始されて次第に業界は復興に向かった。

醸造技術の技術革新によって、温度管理による短期の速醸法が開

発され生産効率は戦前期の３－４倍に加速された。

最近の醤油生産技術は、自動温度制御製麹装置や自動瓶詰装

置の革新による大量生産システムが構築されている。

大豆のみでつくる豆味噌が愛知県・碧南市の特産であり、また大豆のみを主原料とする溜醤油も愛知県の特産であり、

さらに大豆を煎って皮を取り小麦を蒸して製麹して仕込む碧南市特産の白醤油は、発酵を抑えて糖分を残し麹の酵素作

用のみで短時間に製品となる。

製品出荷先は大消費地名古屋を中心とする県内であり、三重、岐阜の豆味噌消費地に一部出荷されている。白醤油

のみは東京、大阪方面に出荷される。出荷方法は、問屋卸がほぼ半分で残りが小売店直売と桶物売り（５工場）であるが、

３工場は消費者直売もおこなっている。

③工場規模と従業員数・労働力編成

酒造業に較べて従業員の減少は少ないが、労働力不足

（碧南市） 味噌・醤油製造従業員数 は深刻で高齢化が進展し、出身地はほとんど市内である。

１９６４年（昭和３９年） ３２６人（女子３３，１％） 従業員３人以下工場はないが、５０人以上工場が１社ある。

１９７１年（昭和４６年） ２９８人（女子３５，６％）

初期の豆味噌製造は１年から３年の熟成期間を要したが、現在は温度を上げて発酵を促進させわずか３ヶ月という短期

で商品化するが、伝統的技法を維持しているメーカーも存在する。
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３）戦後期における三州醸造業の展開（その２ １９８０年代）

１９７９年（昭和５４年）段階の碧南市工業の概況からみる上位業種は次のような特徴を示している。

[事業所数] ①窯業土石品２３，０％②機械１３，８％③食料品１２，３％④金属製品１０，９％⑤輸送機器９，３％

[従業員数] ①窯業土石品２２，０％②輸送機器１８，３％③食料品１１，３％④機械１１，２％⑤金属製品１０，６％

[製造品出荷額]①食料品２４，６％②輸送機器２３，６％③鉄鋼１７，６％④窯業土石品１０，３％⑤金属製品８，２％

碧南産業構造は１９５５年（昭和３０年）頃までは醸造業・瓦・鋳物・繊維などの伝統地場産業が中心であったが、１９５５

年（昭和３０年）以降は自動車など輸送機器を中心とする機械工業とそれに関連する鉄鋼業が発展し、１９６１年（昭和３６

年）運輸省港湾審議会「衣浦湾開発計画」による碧南市西端部工業用地造成と港湾整備によって自動車、鉄鋼、エネル

ギー、食品製造業が進出し、１９７９年（昭和５４年）段階の臨海部進出企業の製品出荷額は９０１億２，７６３万円と碧南市

全製造業の３６，８％を占めるに到った。

表１９５）１９７０年－１９９０年代初頭の碧南市工業推移（出所：碧南市史編纂会『碧南市史』）
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１９７９年（昭和５４年）段階の碧南市地場産業の概況からみる上位業種は次のような特徴を示している。

[事業所数] ①粘土瓦６，３％ ②銑鉄鋳物４，７％ ③味噌・醤油１，４％ ④清酒０，９％

[]従業員数] ①粘土瓦１４，３％ ②銑鉄鋳物６，７％ ③味噌・醤油１，８％ ④清酒１，４％

[製造品出荷額] ①粘土瓦７，１％ ②銑鉄鋳物３，６％ ③清酒１，５％ ④味噌・醤油０，８％

地場産業４業種の碧南市全製造業に占める割合は、事業所数１３，１％・従業員数２４，２％・出荷額１３，０％である。４

業種の中で粘土瓦と銑鉄鋳物が他の２業種に較べてその割合は相対的に高い。

（１）１９８０年段階の碧南味噌・醤油製造業（出所：「１９７８年（昭和５３年）工業統計表」参照して筆者作成）

（愛知県味噌・醤油業） （碧南市味噌・醤油業）

愛知県味噌製造品出荷額 碧南市味噌製造品出荷額

１０５億７，３００万円（全国２位 ８，８％） 愛知県比 ０，３％

愛知県醤油製造品出荷額 碧南市醤油製造品出荷額

１０３億３，５００万円（全国３位 ４，５％） 愛知県比 ０，６％

（原材料調達） （販売チャネル） （販売先）

原料調達（小麦、大豆、塩） 卸売問屋が大半 味噌製品 大半碧南市内小売業者

碧南を除く県内調達 １００％ 一部に桶売り 醤油製品 愛知県内 ５２％

その大半は米国・中国産 愛知県外 ４６％

原材料調達 碧南市内 ２％

容器包装材料 碧南市内１０％

他はほとんど市外調達

（業界） （経営現況）

西三味噌・溜醤油工業組合 ２９社中稼働２６社 （全国味噌産地別概要）

組合員数 ２９社 廃業予定２社

うち碧南市内業者 １５社 喫茶店経営等転業 県名 数量㌧ 出荷金額 占有率

白醤油専業 ３社

味噌・醤油兼業 １２社 白醤油除き景況は ①長野 （２６，３％）177,125 32,047
（白醤油副業３社を含む） よくない ②愛知 （ ９，１％）79,523 11,145

③新潟 ( ７，０％）47,372 8,502
④青森 （ ４，３％）29,098 5,217
⑤北海道 （ ３，０％）29,584 3,599
全国 （１００％）689,417 122,064

１９８０年代の碧南味噌・醤油製造業の製品出荷額は横這いないし伸びは低く推移している。この要因は、味噌におい

ては食生活の洋風化、成人病対策の減塩キャンペーン、醤油業では調味料多様化による競合、さらに特産溜醤油の濃

厚な風味が若年層の離反を招いていることにあるり、全体的低迷の中で生産過剰と価格競争が誘発されている。第２は量

販流通によってスーパー・大型量販店が価格決定権を掌握し、メーカーが原材料のコスト上昇を販売価格に転嫁しにくい

ことがある。

こうした現状を踏まえて業界の経営戦略をどのように構想すべきであろうか。

味噌・醤油製品は食生活の基礎を担う製品であり、需要変動に耐える一定の安定性をもっているが、飛躍的な市場拡

大も望みえないなかでいかに新規需要と市場開拓をおこなうかが問われる。消費市場の多様化と個性化が進み、一方で



消費者調査では醤油と溜醤油の区別がつかない消費者が３０％存在しており、この層への積極的な宣伝が求められている*1
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は家庭用消費から外食産業の業務用・加工用消費が拡大し、こうした市場多様化に対応する生産システムの構築が迫ら

れている。各種料理用素材、調味料の本来的用途の開発とともに碧南特産である豆味噌・溜醤油・白醤油という独自性を

アピールすることが必要となる 。例えば味噌汁用途以外の用途拡大、醤油の新たな使用方法の検討などである。碧南の
*1

独自製品である豆味噌、溜醤油の健康食品としてのイメージ戦略は特に重要であろう。

需要と生産の大きな変動がない業界での雇用吸収力は限界があり、高齢化と女子労働力依存を打開する若年労働力

誘因が求められる。人材育成と後継者確保に向けた生産技術研修会、技術士認定制度、待遇改善など職場環境の現代

化を追求する必要がある。とくに家業的・生業的経営意識を克服する近代的な企業家精神と経営戦略が問われている。

図９４）味噌・醤油製造業の取引構造（出所：愛知県「地場産業実態調査報告書Ⅳ」昭和５６年 Ｐ７４）
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表１９６）溜醤油の購入先( )出所 愛知県『地場産業県別実態調査報告書Ⅲ』昭和５６年:
溜醤油の購入先をみると、西三

河は小売店からの購入が他地域

に較べて圧倒的に多く、スーパー

からの購入が相対的に低い。これ

は溜醤油の購入行動が地域密着

型であることを示している。

その理由は県内産溜醤油の購

入割合をみると、１００％県内産購

入と答えている人が圧倒的に多い

ことにある。西三河（碧南市）醤油

業界の地産地消的伝統が定着し

ていることを示している。

県内産の購入動機をみると、特

に西三河地域は「味、品質がよい」

「おいしかった」という率が高く、西

三河地域の嗜好性と地場産品が

マッチしていることが分かる。

表１９７）溜醤油の県内産購入割合（出所：同上書 Ｐ１５）

従って碧南地域醸造業の、特に

中堅・零細メーカーの戦略が地域

密着型の嗜好性にマッチした製品

開発と特定地域指向型溜醤油製

品への特化戦略が有効であること

を示している。さらに小売店との長

期相対的な直接取引を維持し拡

大することに活路があることを示し

ている。

表１９８）県内産溜醤油の選択理由（出所：同上書Ｐ１６）
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（２）１９８０年代の碧南味醂製造業（出所：「１９７８年（昭和５３年）工業統計表」を参照して筆者作成）

（愛知県味醂製造業） （碧南市味醂製造業）

愛知県味醂製造品出荷額 碧南市味醂製造品出荷額

２９億７，９００万円（全国２位 １３，４％） 愛知県比 ８３，２％

（原材料調達） （販売チャネル） （販売先）

原料調達（米、酒精、糖類） 卸問屋 愛知県外 ６２％

原料米 県外９８％ 水産加工製品工場 愛知県内 ３７％

（全農チャネル） （業務用） 碧南市内 １％

原料酒精、糖類 桶物取引はない

碧南市内・県外 （副産物味醂粕）

酒精は全量輸入

愛知県外 ２９％

愛知県内 ７０％

碧南市内 １％

（業界） （経営現況）

西三河味醂協同組合 原料コスト上昇

組合員数 ６社（清酒兼業１社含む） 糯米 昭和５５年冷夏不作による価格上昇

うち碧南市内業者 ５社 酒精 輸入価格上昇

西三酒造組合（重複加盟） 製品価格転嫁困難による経営圧迫

原料共同仕入れ実施

碧南市の味醂・清酒工場数は、昭和４５年１４社 表１９９）碧南市味醂・清酒製造業推移（出所：碧南市史編纂会

→昭和６０年９社→平成７年８社に減少し、味醂生産 『碧南市史』第４巻 ｐ３５６）

量は昭和５０年２６８５㌔㍑→昭和６０年７６５０㌔㍑そ

の後増減を繰り返して安定的に推移している。

従業者数は昭和６０年１８０人で平成３年まで推移

し、バブル崩壊で平成４年に５０人に激減し（前年比

２７．５％）、生産額も前年比４０億円減少している。
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図９５）味醂製造業の取引構造（出所：愛知県『地場産業実態調査報告書Ⅳ』昭和５６年 Ｐ７６）
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（３）１９８０年代の碧南清酒製造業

（碧南市清酒製造業 味醂含む） （原材料調達）

清酒製造品出荷額 ３６億９，５４１万円 米、酒精 県内調達 ５０５

（愛知県酒造組合連合会チャネル）

（販売形態） （業界）

県外製造業者 ６９％ 西三酒造組合

（灘、伏見への桶売り＝未納税移出） 組合員数 １４社（兼業含む

うち碧南市内業者 １１社

清酒製造業者 ５社

味醂業者 ５社

（経営概況） 清酒･味醂兼業１社

原材料共同仕入れ

好適米購入困難（３割高） （自己調達資金力弱い）

桶売り 納入先企業景況に依存

利益率低い

自社瓶詰め生産比率低落

（多い企業で３０－４０％

少ない企業は５％を切る）

１９８０年代期における愛知県酒造業・蔵元の分布状況は以下のようになっている。

名古屋地区（西春日井郡を含む） １３（名古屋市１１ 西春日井郡２）

尾張地区 ２１（犬山２、江南３、瀬戸１，一宮１，稲沢１、中島郡１、葉栗郡２、

津島３、海部郡７）

三河地区 ２１（碧南５、安城１、幡豆郡１，岡崎２，額田郡１，豊田２、東加茂郡１

西加茂郡１，豊橋２，豊川１，馬郡１，新城１，北設楽郡２）

知多郡 １０（半田４，阿久比１，東浦１，南知多１，常滑２）

合計 ６５

事例研究：相生盛（碧南市）

１８７２年（明治 ５年） 創業 当初は味醂製造

１９４１年（昭和１６年） 愛知酒精工業設立（醸造用酒精製造）

１９５４年（昭和２９年) 清酒製造開始

１９５９年（昭和３４年） 相生酒造（株）と相生味醂（株）に分割し専業

１９６７年（昭和４２年） 全酒類卸売販売免許取得

高度成長期に東海地区初の３０㌧仕込み超大型タンク導入し大量生産をめざしたが、現在は品質重視戦略へ転換し、

販路は味醂チャネルを活用して関東地方中心に全国販売を展開している。総合結婚式場・高砂殿のプライネイト商品を

手がけたり、業務店への直販チャネルを開拓するなど独自の展開を試行している。仕込み水は矢作川の良質の伏流水

（自家井水で水質は軟水）、原料米は兵庫県産山田錦、新潟県産五百石米、地元産若水の好適米を使用し、量産体制を

放棄した手づくりに転換している。１９９９年のＥＵ通貨統合を契機にイタリア酒造メーカーと提携したイタリアでの日本酒製

造を試行している。

次に西三河地域の清酒購買行動の特徴をみてみよう。西三河地域では贈答用の購入割合が高いが百貨店での購入

割合は低く、醤油と同じように最寄りの小売店で購入する傾向がある。地域の老舗として根づいた酒屋で固定客となって

買い掛けが容易であり、贈答用でも近距離ならすぐに電話で配達する双方の信頼関係が構築されている。銘柄選択にお

いて小売店の意見を聞くことが多く、また選択決定者が「妻」である傾向が特に西三河では強い。但し醤油と違って県内産
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よりも県外産を選択する傾向が強い。従って碧南地域の清酒製造業の課題は、地産地消をめざした地域独自ブランドの

開発と地域小売店との長期相対的な直接取引の安定的な構築にある。

表２００）清酒の購入場所（出所：愛知県『県別地場産業実態調査報告書Ⅲ』昭和５６年 Ｐ３６）

表２０１）清酒の用途別・産地別銘柄選択者
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４）戦後期における三州醸造業の展開（その３ １９９０年代以降）

愛知県の食品産業は、漬物、味噌・ 表２０２）１９９４年・愛知県食品産業の動向（１９９４年／１９８９年）

書油、菓子、清酒などにおいて全国有

数の産地を維持しているが、１９９４年の

工業統計調査（従業者４人以上事業

所）では、清酒製造業を含めると、２，１

７３事業所、従業者数６４，１８９人、製造

品出荷額等１兆５，６２０億円で、出荷額

の県内シェア４，＆％、事業所数６，９

％、全国シェアでは６，６％を占めてい

る。１９８９年から１９９４年の５年間で事

業所は６，４％減少しているが、全製造

業事業所の減少率よりは低い。従業員

規模別では、小規模事業所の減少率が

高く、中・大規模事業所数はぞうかして

いる。

[味噌・醤油]

味噌・醤油は基礎調味料として生活必需品であるために需要の大きな変動はない。設備投資の大きさに比して利益率

は低く、大手資本の参入は少ない。約半数は個人企業であり後継者問題が浮上しており、残り半数は中堅企業としてバイ

オ技術などを導入した技術開発によって生産を拡大し、企業の階層間格差が増大している。１９９０年代初頭で年に１－２

社が撤退し、需要低迷により経営環境は厳しい。廃業ではなく土地所有による不動産関連への転業が多い。或いはマン

ション経営など兼業化している企業が多い。高級化と簡便化のニーズ多様化に対応する多品種製品の開発が施行された

が、需要の回復には到っていない。味噌はスーパーなど量販店で、５０％値引きなどの目玉商品として販売されることが多

く、価格競争と価格決定権を大手小売店に把握される傾向がある。公正取引委員会による不公正取引の是正と価格適正

化が求められる。

醤油をベースにした新商品開発（例：つゆなど）の分野では異業種の参入がみられる。豆味噌、溜醤油などの地域独自

の製品は堅調であり、１９９０年より「味噌健康委員会」を設立し、研究機関と連携した研究開発を進め、衛生と鮮度をアピ

ールしたＰＲ活動を実施している。学校給食への導入による味噌・醤油文化の底辺を拡大する教育機関への働きかけを

強めている。

[清酒・味醂]

生産－卸－販売の企業が産地に集積し、製造販売よりも販売のみの企業が多い。

清酒等級制の廃止後、メーカーによる新製品開発競争が激化し、大手産地への桶売りが一段と進んでいる。外米の輸

入、米国・中国・韓国などの安価な洋酒攻勢に押されている。リサイクル法への対応は、瓶の自主回収などは大手企業は

可能だが、瓶の形態が多様化して回収作業が複雑化し、中小メーカーでは対応が困難となっている。酒文化の変容と消

費者ニーズにマッチした商品開発に向けた、原材料の選定から製造方法の革新、販路開拓に到る改革が求められてい

る。デイスカウントストアによる価格破壊が進み脅威を与えている。

図９５）１９８５年－１９９４年愛知醸造業の生産動向（出所：各年度工業統計より筆者作成）
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碧南市の味噌・醤油生産は昭和６０年１３工場 表２０３）碧南市味噌・醤油業の推移（出所：碧南市史編纂会『碧南

が平成７年には１１工場となり、従業者数は同じく 市史』第４巻 Ｐ３５７）

１９２人が６３年には２００人を超したが、平成７年

には１３０人に減退した。出荷額も昭和６３年２６億

円→平成７年１３億円と落ち込み、従業員規模別

工場数は平成７年には３人以下が３社、４－９人

が３社、それ以上が９社である。

生産と販売が別方式となり、ブランド志向に合

わせた大手メーカーへの系列化に入る企業と、特

化された地域ブランドを守ることに活路を見いだ

す分化がみられる。

協業化や合併吸収による規模拡大はほとんど

みられず、小規模零細形態が維持されている。生

産方式は、熟成期間を短縮する速醸と、従来の

麹を何年か熟成させる２方式に分化している。



- 263 -

５）戦後期における三州醸造業の展開（その４ ２０００年代）

（１）味噌製造業

（味噌製造業の特色） （業界動向） （需給動向）

（１）地域伝統性 （１）規模別工場数推移 （１）生産量・出荷量漸減

原料・配合・熟成期間の差異 小零細工場の減少と大手生産集中 （２）地域別出荷動向

地方独自の味・香りをもつ 準大手業者の大手への営業権譲渡 長野県・愛知県の伸長

地域指向性の高い食品 （２）消費者ニーズの変動 （３）市場価格

農村部での自家醸造残存 家庭用味噌の需要減退 製品価格差増大

（２）需要の季節性 価格競争激化 特売による収益構造悪化

寒期の需要増、春～秋授業減 高品質価格帯商品の伸長 （４）輸出動向

生産の季節変動 個食化・中食普及による即席製品 米国、韓国、カナダ、香港、台

（３）醤油との兼業性 湾中心に伸長

原料・製造工程の類似性 （５）容器別集荷

大手専業メーカー除いて兼業 ５００ｇ－１ｋｇカップ主流

（課題） （経営分析）

（１）商品戦略 ○取引構造

①だし入り調理簡便 （１）仕入れ

②高価格で高品質 味噌原料である大豆、米、麦、食塩の製造原価に占める割合は５割強

大手は特色ある商品開発力 であり、原材料の安価・安定調達が収益に影響する。

小規模メーカーは地域嗜好性 ①丸大豆

（２）生産・品質管理 平成１４年使用量１４万８０００㌧のうち国産１万２０００㌧は生産量が少な

ＩＳＯ９００２（品質管理システム） く高価で高級品原料となる。輸入大豆は１３万６０００㌧で９０％占め、穀物

ＨＡＣＣＯ（危害分析管理システム 相場と為替相場の影響を受ける。輸入大豆の６０－８０％が中国産で高タ

（３）海外進出 ンパク味噌に適すが、供給不安定で価格変動が激しい。平成１４年では

投資コストと収益率から慎重 中国産４万９７３１／㌧円、米国産３万２３円／㌧で安価で供給安定してい

る米国産へのシフトがみられる。丸大豆仕入れは各都道府県味噌工業協

同組合か商社経由で着後現金か３０－６０日手形で決済される。

②精米・麦

原料米の平成１４年度使用量は９万２３００㌧で、政府米・加工米・特定米穀（くず米）・有機米など多様化している。

国産うるち米１８万円／トン、外国産うるち米１６万円（米国、中国産）、豪州産１５万円／㌧、タイ産１３万円／㌧で取

引されている。麦味噌原料の大麦、裸麦の使用量は１万９０００㌧である。穀物問屋から現金又は手形で仕入れるか、

ＪＡ経由で味噌組合から仕入れる。

③食塩

従来は専売品として日本たばこ産業（株）が管轄したが、平成９年の塩事業法によって専売制が廃止され購入は原

則自由化された。平成１４年度使用量は５万９５００㌧で、価格は３万５０００円／トンと低位安定している。地元取扱業

者から着後２０日前後の現金決済で仕入れる。

（２）販売

販売先の主体は問屋であり、卸価格は小売価格の７０％強であり、決済は月締め翌月末現金決済か、６０－９０日

手形決済であり、それはメーカーと問屋の力関係で決まる。大手スーパー、生協、ＪＡとは締切後３０－９０日の現金決

済である。

○資金需要

（１）運転資金

熟成期間は年間醸造可能な速醸で１－２ヶ月、天然醸造で３－６ヶ月を要し、仕込み－熟成－販売の間の資金は

固定する。需要の季節性や天然醸造の春仕込みという生産の季節性があるため、仕入れ－販売の通常の所用運転

資金と季節的な仕込み資金が中心である。

（２）設備資金

古くからの創業による施設・設備更新需要があり、過剰投資を避けた設備投資、衛生面の投資が考えられる。
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（財務諸表分析） （経営改善に向けて）

（１）収益性 （１）経営者の意識改革

平成１４年度経営資本対営業利益率３，５％で食料品 暖簾意識の強い資産家的経営を脱却して激変する

製造業平均４，５％を下回っている。従業員規模別では 環境変化に柔軟に体操する企業家精神が求められる

生業的零細企業を別にすると大規模企業ほど収益性 （２）製品差別化

は低い。全国展開する大手は、営業人員、拡販費、広 製法と原材料に大きな差異がない成熟市場を突破す

告宣伝費を投入し、量販店への廉価販売で収益性を る差別化戦略が求められる。長期熟成タイプ、高風味、

低下させている。減益傾向が強く販売費を削減している 減塩、無農薬有機栽培、木樽の伝統熟成や調理味噌、

企業の動向が注目される。 鍋物タレなど新製品開発が問われる。

（２）安定性 （３）流通チャネル

地元資産家が多く自己資本比率は４９，５％と高く、表 大手量販店の流通効率化による納入問屋の絞り込

面的には安定している。規模別では２０人以下の小規 みや一括納入方式により販路喪失問屋が出現し流通

模が突出して高く、規模とともに安定性は低下する。中 再編が進んでいる。

小零細企業の安定性は設備投資との相関で注意を要 弱小企業は予約販売・通信販売・百貨店納入、普及

する。 品は地場スーパーやコンビニ・大口需要者との直接取

（３）決算統制 引、規模が大きい企業は量販店へのＰＢ製品提供な

在庫量と支払手形増加量や売上原価推移を、速醸 ど、価格帯と生産量による販売チャネルの多様化或い

法の在庫回転期間（１－２ヶ月）、天然醸造（３－６ヶ月） は商品集約化による販路絞り込みなど独自の販売チャ

で適正に把握しなければならない。売上値引と返品の ネル構築が求められる。

経理処理の適正化がのぞまれる。 （４）産業公害施設・ＩＳＯ１４００１認証取得低利融資、

ＨＡＣＣＰ導入の低利融資など公的資金利用

表２０４）味噌製造業規模別工場数推移

注）昭和５８年の１，７１２工場から平成１３年の１，１９５工場と１８年間で５１７工場が撤退している。撤退の中心は、生産量３７５㌧以下

の小規模工場の転廃業で（４４６工場減）、逆に１万１，２５１㌧の大規模工場は７工場増加している。

消費量の７０％を占める家庭用味噌の消費量は、 表２０５）１世帯味噌支出金額・購入数量

平成１４年度２，８８７円、年間購入数量７，４ｋｇでとも

に減少傾向にある。１世帯あたり平均単価は１００ｇ当

たり３８，９４円と下降していない。長期熟成、有機原

料など高単価・高品質への需要が進み、即席味噌類

が量販店の定番商品として定着していることがある。
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表２０６）味噌製造業上位２０社の推定販売量推移

表２０７）味噌生産・出荷数量推移 表２０８）味噌出荷量県別推移

表２０９）味噌容器別出荷内訳
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表２１０）だし入り味噌・無添加味噌販売数量推移

表２１１）味噌製造業の規模別主要経営指標
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（２）醤油製造業

（業界動向） （業況）

（１）国内需要低迷、海外需要増加 （１）小規模零細企業の転廃業増加

中小企業近代化促進法による指定業種・特定業種指定

長期不況 による企業合同、転廃業

食生活多様化・洋風化 個人経営企業と１８０ｋｌ以下の零細工場転廃業

化学調味料との競合 （２）主要産地

健康志向など消費構造変化 千葉、兵庫、愛知、香川、大分、三重で出荷量の６７％

特に千葉３４，２％

（３）ナショナルブランドへの生産集中

東アジアの経済発展 大手５社 国内総出荷量の４８，８％

中国の需要増大 ↓

家庭用高付加価値製品拡販、業務加工用品拡販

（２）ナショナル・ローカルブランドの二極化 海外生産拠点設立

ｷｯｺｰﾏﾝ：米国、シンガポール、台湾、中国*
ＮＢの全国展開（大手５社５０％シェアー） 特化中堅企業の成長

長距離輸送力 正田醤油（群馬）業務・加工用で第５位へ*
メデイア広告力

コスト競争力

（需給動向）

ＬＢの地域展開（５０％シェア） （１）国内需要の長期減少（家庭用、業務・加工用とも）

地域色文化との結合 ①長期不況

②食品企業の変化（加工食品輸入､加工食品企業の海外進出）

（３）価格競争の激化と両極分解 ③人口構成の変化（人口数減少、高齢化）

④消費構造の変化（多様化､嗜好性､健康志向､他調味料シフト)

普及品の価格破壊減少 ⑤ＢＳＥ問題の影響

（２）価格動向

家庭用醤油１ｌ単価２７０－２８０円で安定的推移

高付加価値醤油 普及品の価格破壊 ３年特級１㍑*
２次加工商品開発（麺つゆなど） チラシ１６７円（平７）→１４２円（平１２）→１３６円（平１３）

（３）輸出動向の安定的推移 １万㌔㍑台を維持

（課題） （経営分析１）

（１）２次加工製品開発 ○取引構造

めんつゆ、たれ （１）仕入れ

（２）高付加価値製品投入 ①大豆

消費者ニーズ対応 製油メーカー搾油後の脱脂加工大豆を使用しているが、丸大豆醤

健康志向 油の登場で中間加工されない一般大豆の使用が増加。大豆の国際価

本物志向・安全志向 格と為替相場による影響が大きい。支払条件は特に定まっていない。

減塩醤油 ②小麦

有機醤油 食管法の規制を受け、仕入れは農水省各都道府県食糧事務所経

丸大豆醤油 由で、支払いは全額前払い、納入はほぼ１ヶ月以内、価格は安定して

（３）価格競争傾斜の克服 いるが前払資金力を必要とする。

（４）環境変化への対応 （２）販売

大手企業→多角化、高付加価値化 大手メーカーのシェアが高く問屋依存が強いが比較的安定。２次加

２次加工品、加工調味料 工品の加工業者への直接販売が増加。回収条件は個別に決定。

医薬品開発

中堅企業→業務提携、合同戦略

中小零細→地域嗜好性対応



- 268 -

（経営分析２） （財務諸表分析）

○資金需要 （１）収益性

（１）運転資金 醤油・食用アミノ製造業の集計４０社のうち２０社が欠損

製品化に６ヶ月－１年を要し、もろみを仕込む原 企業で、食品産業全体の欠損率４３％よりも高い。平成１３

材料資金が経常運転資金として大きい。サイクルが 年度健全企業の売上高対総利益率は３４，１％と食品製造

長いので仕入れ計画と販売計画の連動が必要。 業平均２９，７５を大きく越えているが、売上高対営業利益

（２）設備資金 率は４，４％と平均４，０５に近い。これは販促費、営業人件

市場成熟化による設備過剰と老朽化が進む。 費、運送費などの販売管理費が営業利益を圧迫しているこ

維持改善・合理化投資が重点となるが、環境・安 とを示す。

全対応型設備投資も問われる 伝統的製法の製造工程や取引関係、商品特性から合理

生産・販売能力のバランスを実現する投資効果の 化が進んでいない。販管費のうち人件費、運送費、販促

把握が求められる。 費、広告宣伝費についての他社比較・時系列比較分析が

必要である。小規模零細企業は家族従業員の人件費など

家事関連費の点検が求められる。

（経営改善に向けて）

（２）安定性

（１）収益率上昇 総資本対自己資本比率、流動比率、当座比率ともに食品

大手・中堅企業→高付加価値製品開発 製造業平均より高く財務安定性は比較的高い。設備老朽

２次加工品開発 化対策改善資金は多額であり、中小零細規模は財務を考

中小零細企業→地域独自の嗜好性対応 慮した慎重な計画が求められる。

販売先の個別ニーズ対応

（３）成長性

（２）事業再構築 国内市場は成熟し需要増はない。企業成長のポイントは、

企業規模にマッチした適正マーケット設定 家庭用の高付加価値製品、２次加工品などの製品開発力

得意分野・地域への資源集中 の強化、業務用では新規取引先先開拓が求められる。地

販売効率強化 方零細企業は、開発力があっても後継者問題や公害問題

で転廃業する事例がある。

地方資産家・土地所有の有効活用

有休土地の解消 （４）決算統制

棚卸資産回転期間と製造工程からみた製造期間の乖離

（３）中小企業近代化促進貸付、特定農産加工資 を防ぐ。企業によっては、棚卸資産評価を仕掛品の原材料

金など公的資金利用 費のみ計上し、労務費その他の固定費を計上せず棚卸資

産回転期間を短くしているケースがある。老朽化設備更新

の減価償却をしているかどうか点検する必要がある。

表２１２）醤油製造業の出荷状況
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表２１３）醤油製造業経営形態別工場数

表２１４）醤油製造業生産能力別工場数推移

表２１５）醤油産地別県内外出荷状況 表２１６）醤油製造業出荷集中度

表２１７）醤油１世帯当たり消費動向 表２１８）醤油年次別需要推移
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表２１９）醤油用途別出荷推移

表２２０）麺つゆ 受検数量推移JAS

表２２１）醤油販売先別出荷状況
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表２２２）醤油・食用アミノ酸油用経営指標の規模別比較

表２２３）醤油製造業・食品製造業主要経営指標推移
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第３節 三州醸造業における産地組合の展開と課題

フードシステムにおける食料政策のうち、食

品製造業と小売業を対象とする政策を食品 フードシステム

産業政策とすると、その政策内容は①育成

政策（補助金、助成制度、優遇税制）、②国

境措置（海外輸入品規制）、③生産・消費統 川上 川中 川下 みずうみ

制（生産量、安全基準、配給制）からなって

いる。 （農業） （食品製造業） （食品小売業） （最終消費）

醤油製造業を対象とする食品産業政策と

製造業者の組織運動の明治以降の展開を [農業政策] [食品産業政策] [消費者政策]

整理すると以下のようになる。

[食料政策]

表２２４）醤油食品政策と業者運動（出所：筆者作成）

１８９１年（明治２４年） 二府県醤油醸造家大会（京都市・尼崎市）

１８９２年（明治２５年） 全国醤油醸造家大会（関西中心 ３府１６県参加）

１９２６年（大正１５年） 醤油税廃止 全国醤油醸造家大会解散し全国醤油醸造家組合連合会結成

１９３９年（昭和１４年） 商工省指導により工業組合への改組

１９４０年（昭和１５年） 全国醤油工業協同組合連合会結成

１９４１年（昭和１５年） 政府による全国醤油統制株式会社発足

１９４３年（昭和１７年） 同会社統制会社令による統制会社移行 全国醤油工業協同組合連合会解散

１９４６年（昭和２１年） ＧＨＱ指令による統制会社解散

１９４８年（昭和２３年） 食料品配給公団醤油局設置

１９４９年（昭和２４年） 同公団 日本醤油協会に解消

１９６２年（昭和３７年） 中小企業等協同組合法による全国醤油工業協同組合連合会設立

（大手５社キッコーマン・ヤマサ・ヒガシマル・ヒゲタ・マルキン除く）

１９６４年（昭和３９年） 中小企業近代化促進法の指定業種指定

１９６５年（昭和４０年） 醤油製造業近代化基本計画策定（設備・生産共同化）～１９６９年まで

→発酵・圧搾設備投資資金援助 企業間格差の是正の進捗はなし

１９７０年（昭和４４年） 中小企業構造改善制度の特定業種指定 第１次構造改善計画実施～１９７７年

→企業集約化（協業・協同化）、設備更新、原料共同購入、製品共同販売

適正生産規模５００ｋｌ以上

１９７７年（昭和５１年） 第２次構造改善事業計画～１９８０年

→知識集約化事業（技術センター、貯蔵・輸送研究）

１９８０年（昭和５５年） 第３次構造改善事業計画～１９８６年

１９８６年（昭和６１年） 第４次構造改善事業計画～１９９１年

ここでは戦後食品産業政策を中小企業近代化促進政策においてみてみる。中小企業近代化促進法（１９６３年施行

１９６９年改正）は、大手と零細企業が併存する食品業の構造改善事業を実施し、「指定業種」（１９６４年）は個別企業の近

代化を支援し清酒製造業・醤油製造業（１９９０年段階）を指定した。「特定業種」（１９６９年）は業界ぐるみの近代化を支援

し、中小企業構造改善制度（商工組合による構造改善計画）を実施、清酒製造業、醤油製造業（１９９０年）を指定した。そ

の展開を図式化し、愛知県醤油製造業界の変化を整理すると以下のようになる。

中核産地である千葉・兵庫は集約化事業よりも新製品開発・新技術開発に重点を置き、愛知は集約化事業に重点を置

いたが、協業化よりも個別独立企業の支援に集約化事業のほとんどを投入している。独立企業支援費の実に２８，２％を

愛知が占めている。対照的なのが大分であり、集約化事業に全力を投入しその大半を協業組合支援費に投入している。
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<醤油製造業構造改善事業概要>

（１）新製品・新技術開発

（２）取引改善

（３）集約化（生産規模適正化 ５００ｋｌ以上生産目標値設定）

①出資合同（地域大規模メーカーへの企業合同）

②協同組合（生揚げ醤油生産協同生産による規模の利益 ブランドは個別会社）

組織形態類型 ③協業組合（全工程を単一工場へ協業化）

④業務提携（中核企業の受託生産による集約化）

⑤独立企業（個別企業の近代化）

<第１次－第４次構造改善事業結果>

累計事業費実績額（１９７０－９０年） 集約化実績費総計 第１次 第３次 第４次

集約化事業費 ９５％（３８０億円） 協業組合 ３５，２％ ３０，９ ６３，３ ２２，０

取引改善事業費 ３％ 協同組合 ２２，１％ ２４，１ ８，６ ２８，４

開発事業費 ２％ 独立企業 １９，０％ ６，７ １５，５ ４４，４

出資合同 １８，０％ ２８，７ ８，８ ５，１

業務提携 ５，７％ ９，６ ３，８ ０，０

＜愛知醤油製造業の構造改善事業結果＞

集約化事業実績額の都道府県別構成

出資合同 協同組合 協業組合 業務提携 独立企業 集約化事業全体 ２００３年生産量

①兵庫 ①長崎 ①大分 ①茨城 ①愛知 ①大分 ①千葉 ３４，１％

②熊本 ②福岡 ②静岡 ②岩手 ②山梨 ②長崎 ②兵庫 １６，１２

③群馬 ③広島 ③佐賀 ③宮崎 ③千葉 ③愛知 ③愛知 ５，５１

④北海道 ④福島 ④石川 ④宮城 ④福岡 ④福岡 ④香川 ４，６４

⑤三重 ⑤香川 ⑤岐阜 ⑤新潟 ⑤兵庫 ⑤兵庫 ⑤大分 ４，０８

⑥静岡 ⑥富山 ⑥埼玉 ⑥山梨 ⑥群馬 ４，０７

⑦三重 ⑦千葉 ⑦静岡 ⑦三重 ３，８２

⑧岡山 ⑧千葉 ⑧福岡 ２，２４

⑨北海道 ⑨広島 ⑨北海道 ２，６１

⑨佐賀 ⑩青森 ２，０１

上位１０県７９，６

愛知県醤油市場における県内産・中小企業産の推移（１９６２年－１９９２年）をみると以下のような特徴がある。

醤油消費における県内産供給率と中小企業産供給率は、その地域の伝統的地域食品としての定着度を示すが、愛知

県醤油市場の県内産供給率は１９６２年：６０－７０％→１９９２年：５０％台に下降し、中小企業供給率は１９６５年：８０％以

上→１９９２年：７０％台へとともに下降している。愛知の醤油消費市場は、圧倒的な中小企業群による県内産という地場食

品性が次第に衰弱して大手メーカーが進出している傾向がある。この背景には、第１に愛知県全体の都市化に伴う食生

活洋風化・多様化・外食化のなかで、自家調理率が減退し、外食と加工食品依存の傾向が強まっていること、第２に人口

転入率の上昇に伴い、必ずしも愛知県産醤油の風味にこだわらない人が増えていること、第３に大型店舗とコンビニでの

購入率上昇によって大手醤油メーカー製品がしだいに浸透していることが考えられる。
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図９６）醤油製造業における集約化事業実績額の都道府県別構成（出所：大矢祐治『食品産業における中小企業』

近代化促進政策』筑波書房 Ｐ６７）
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表２２５）醤油の県内消費占める県内産供給率推移（出所：前掲書 Ｐ１３５）

表２２６）醤油県内消費に占める中小企業産供給率推移（出所：同上書 Ｐ１３７）



- 276 -

県内産供給率が大きく変化しなかった 表２２７）醤油県内消費に占める県内産供給率変化と集約化事業実績額相関

県（太線内）をみると、実績額と供給率が （出所：同上書 Ｐ１５１）

正比例の関係にあり、県内供給率が高か

った県では実績額に比例して供給率が

維持されている。

一般的に構造改善事業（集約化）実績

額の高い県は県内産供給率が上昇する

傾向があるが、愛知県の市場はその傾

向を示していない。さらに醤油の地域食

品性は、①工場数の減少をくいとめてい

る、②小規模工場の減少をくいとめてい

る、③生産規模大きい上層規模工場が

存在することなどによって維持されている

が、愛知における①、②の条件は維持さ

れていない。この要因は構造改善事業の

集約化事業費を独立企業支援に集中投

下した事業内容の特質にあったと考えら

れる。その結果愛知県では規模の大きい

上層メーカーの近代化が進んで、零細規

模メーカーの転廃業が進展し、弱小メー

カーを包摂する集約化がなされなかった

と考えられる。

（３）清酒製造業

（業界特性） （業界動向）

（１）酒税法適用 ○業況

酒税法（酒類定義、課税方式、税率、納税方法、 （１）業者数

免許制度、表示基準規定）による課税は、流通過程 中小企業近代化政策で企業合同、合併、転廃業が強力

にはいる庫出しを課税時点とする移出課税制であ に推進され、需要低迷による大手の生産集中で昭和４０年

り、製造者は翌月末までに申告・納税する ３，６９０社が平成１２年１，９７７社へと減少している。

（２）企業階層間格差 （２）市場規模

年間製成数量２，０００ｋｌ超の業者数は４，１％に 課税売上高は一時の地酒ブームで平成５年に９，０００億

過ぎないが、製成数量の６５，２％、課税移出数量６ 円を突破したが、その後減少し平成１２年には７，０００億円

７，９％を占めている。大手は割高の桶買いを抑制 を下回る減少傾向を示している。

し、海外酒造と輸出入、ブランド販促で収益を維持 （３）地域分布

しているが、中小業者は需要低迷と桶取引減少で 平成１２年度製成数量全国シェアは兵庫２９，２％、京都

自社ブランドをもたない企業は収益性が悪化してい １４，８％で合計４４，０％、課税移出数量で兵庫３０，４％、

る。 京都１６，９％で合計４７，３％と両県で約５割を占めている。

（３）市場環境 （４）小規模零細業者

消費者志向の変化、酒類多様化、低価志向など ローカル市場を対象とする小規模業者は、平成１２年度

で、発泡酒・ワイン・焼酎の増加で清酒需要は減退 総企業数１，９７７社のうち９９，５％を占めている。

している。 （５）変質する桶取引

桶取引は原料米割当制度以降、販売力が生産力を越え

る大手とその逆の中小のギャップを埋める方法として利用さ

れてきたが、①昭和４９年清酒生産の自由化、②需要低迷

と過剰生産を背景に５０年度頃から減少している。現在では

醸造コストの採算割れ中小業者が割安原酒を購入し、自社

醸造をしない中小業者の 供給で取引されている。OEM
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（課題）

○需給動向 （１）現状の問題

（１）出荷・消費量 ①蔵人減少とコンピュータ醸造

業界の総製成数量、課税移出数量は平成元年：１ 農業衰退に伴う農閑期季節労働者が減少し高齢化して

００→平成１２年：製成数量６５，３％、移出数量７１， いる。大手はコンピュータ自動制御による機械化醸造を導

５％と需要は減退している。背景には①生活の洋風 入しているが、中小の蔵人不足が深刻となっている。

化②若者の清酒離れ③マーケッテイングの弱さ等 ②需要開拓

がある。 製品多様化、高品質化、女性・若者市場、需要の通年化

（２）季節変動性 などの需要開拓が緊急の課題となっている。

清酒醸造は１０月－翌３月であるのは、①５度前後

の気温②秋口の新米③農閑期季節労働力等の条 （２）対応

件がある。出荷は１０－１２月に集中し、冷酒の夏場 ①経営近代化

の増加もあるが最盛期は冬場である。 個別企業でのコスト吸収力、業界でのバイオ技術導入に

（３）他酒競合性 よる製造工程短縮などあらたな試行が求められる。

ワイン、発泡酒、焼酎のシェアが増加し、清酒は競 ②技術継承

争で敗北しているが、「純米吟醸酒」のみが１０７，５ 杜氏・蔵人の技術継承に向けた人材育成システム、コン

％とセアを伸ばし高級清酒の需要が増加している。 ピュータ利用による技術補完など。

③地酒特化戦略

ローカル市場対象の中小メーカーは、個性的地酒への

（経営分析１） 特化を各種イベント、通信販売、電子販売など消費者との

直接的なつながりで実現する。

○取引構造

（１）原料米 （３）環境対応

購入は仕込期の１０－３月初旬に集中する、自主 容器包装リサイクル法（平成７年）によるリサイクルシステム

流通米は各都道府県酒造組合を通じて指定集荷 の確立と、環境 １４００１取得への対応が求められていISO
業者から仕入れ、政府米は酒造組合（連合会）を通 る。

じて全国の食料事務所から購入する。

（２）桶買酒

春酒は２－６月初旬、秋酒は９－１１月に取引さ （経営分析２）

れ、支払は２－３ヶ月サイトの手形決済であるが、提

携系列業者には酒造資金を支援する前渡金として ○資金需要

一部前払いがおこなわれる。大手の桶買取引は減 （１）酒造資金

少している。 酒造資金需要は冬期に集中し、出荷に応じて返済され

るが、１０－３月の分割貸出→４－１２月の分割返済が一般

○販売構造 的である。資金使途は米代、酒精代、醸造経費（副原料、

（１）価格 労務費、燃料費）で支払時期が集中し業者は金融機関に

原料米の品質、精米歩合や製造条件、世間相場 依存する。酒造資金への赤字資金や設備資金の混入を防

から決まるが、地方メーカーが独自の純米大吟醸酒 ぎ、融資残高が原酒在庫と見合っているかの在庫確認が

など超高価格帯商品を売りｆだし価格帯の幅が広が 必要である。

っている。 （２）買酒資金

（２）販売条件 割安原酒の購入やＯＥＭ供給で発生し、原酒が製品化さ

問屋とは月１回締めの６０日手形であるが、両者 れた後に出荷に応じて返済される。

の力関係によって若干変動する。 （３）酒税納付資金

移出した日の翌々月末日が納付期限であり、販売代金を

当てるが①代金回収に遅延②未払い酒税勘定の流用など

では外部資金調達がおこなわれる。

（４）設備資金

平成１２年製成数量７４万㌔㍑に対し、製造能力１４３万㌔

㍑、稼働率５１，６％（国税庁調べ）であり業界全体は拡充

する必要はない。設備老朽化・合理化投資需要や、自社ブ

ランド発信の飲食店併設酒倉観光化などの資金需要はあ

る。①投資利益率②年間償還額③返済期間を慎重に検討

し、過剰投資と採算割れ投資を防ぐ必要がある。



- 278 -

（経営分析３） （経営改善に向けて）

（１）収益状況 （１）収益率上昇

①実態把握 製造原価削減では原材料費と製造コスト削減は限界にき

大半の業者が他酒販売、駐車場経営など多角経 ている。

営を行い、総売上高に占めるその他事業売上高 ①高付加価値製品開発

は、平成１０年７１，９％、平成１２年７３，３％と高水 小規模業者ほど現有設備の稼働率が低く、現有設備を利

準で部門別収益状況の正確な把握が求められる。 用する高付加価値製品の開発は収益上昇効果が高い。

②収益性 ②物流コスト削減

売上高は減少しているが、売上高総利益率と営 （２）全社的経営戦略の見直し

業利益率は若干上昇し、製造原価・販売管理費の 名望家型経営感覚を脱却し、マーケテイングを基軸とする

削減努力が反映している。需要減と競争激化で収 新製品開発、拡販体制、体質改善、人材育成が求められ

益率は厳しくなる。 る。

③階層間収益格差 （３）日本酒造組合中央会による借入債務保証制度などの

大手の量産メリットによる経費コストと小規模業者の 利用

収益力格差が拡大している。

（２）財務状況

大手への生産集中で大手の内部留保が充実し、

大手の借入金比率の低下、自己資本比率の上昇、

固定比率の低下が進み、中小業者の慢性的収益

低迷による財務体質の悪化が進んでいる。

（３）経営

①業歴が古く経営基盤は比較的」安定し②個人資

産が豊富で③免許制の新規参入障壁で事業展開

の優位性があり、独自ブランド性・消費志向対応商

品開発などの事業戦略を明確化することが求められ

る。

表２２８）販売数量規模別業者数・製成数量・課税移出数量
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表２２９）酒類販売数量推移

表２３０）都道府県別生産・出荷数量・企業数 表２３１）出荷量推移



- 280 -

表２３２）清酒製造業者数形態別推移

表２３３）清酒製造業業績推移
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表２３４）酒類課税数量推移

表２３５）酒造業製造方法別製造数量推移（酒精分２０度換算）
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表２３６）清酒製成数量規模別経営指標

表２３７）清酒製造業部門の経営分析比率

表２３８）清酒製造業の収益指標
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２０００年代における碧南市醸造業の概要を、碧南市商工会議所『２００３年商工年鑑』（平成１５年）でみてみよう。

醸造部会員数 １７事業所 創業期別事業所数 業種別事業所数 経営形態別事業所数

資本金別事業所数 江戸期 ４ 日本酒 ５ 製造 １

１５０万円 １ 明治期 ４ 醤油 ４ 製造・卸 ２

３５０万円 １ 大正期 ３ 白醤油 ３ 製造・販売 ４

１，０００万円 ５ 昭和戦前期 ３ 本味醂 ３ 製造・小売 ２

１，２００万円 １ 昭和戦後期 ３ 味噌 ４ 販売 １

２，０００万円 １ 昭和２８年以降０

４，０００万円 １ （ 味噌・醤油兼営２）*
４，５００万円 １

７，２００万円 １

１０，０００万円 １

２０００年代初頭における碧南市醸造業はわずかに１７事業所に減退し、清酒、本味醂、味噌・醤油、白醤油に特化した

１ないし数社に絞り込まれている。江戸・明治期に創業した老舗企業が醸造業を把握し、昭和２８年以降の新規参入はな

い。資本金別構成をみると大手と中小零細の階層分化が進み、大手は製造に特化している。業種別では三州特産の白

醤油に特化した企業が３社あり、自社ブランドをもつのは清酒２社と白醤油１社であり、大

半はＯＥＭ生産又は桶売生産をしていると推定される。２０００年代初頭における愛知県 名古屋市 １３

内の清酒製造蔵元の分布状況と、碧南市内の地酒蔵元を示す。 尾張地区 ２１

三河地区 ２１

知多地区 １０

三河地区清酒製造蔵元地域別所在地（出所：横田俊尚『愛知の地酒』Ｐ９）
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第６章 三州繊維産業の戦後展開過程

碧南市の繊維工業は戦時期の企業整備令に生産激減を経

て、配線後の衣料欠乏と１９４７年（昭和２２年）の統制機構廃止 表２３８）碧南市戦後繊維工業推移（出所：碧南市史編

を受けて復興し、昭和２０年代には食料品、窯業、機械工業に 纂会『碧南市史』昭和３３年 Ｐ４４１）

次ぐ重要産業に成長したが、経済構造の重化学工業化が進む

昭和３０年代以降に、従業者数・従業員規模ともに縮小した。

碧南市の繊維産業の中心は綿スフ織物業であったが、敗戦

直後に隆盛したガラ紡は設備投資コストがかからず、服地・毛布

・足袋などの日常生活品を供給したが、綿紡績・毛紡績の統制

撤廃による生産回復につれて急速に減退し、昭和４０年以降撤

退に到った。

織物工場の市内分布をみると、西端は皆無で南部の大浜地

区中心に広く分布している。１９５１年（昭和２６年）時点の紡織工

場は、新川１９，大浜１８，棚尾８、旭２１、合計６６工場となってい

る。旭地区の全工場出荷額の４０％が紡織業であり、船紡績から

転換した戦前期のガラ紡５工場が戦後に急増したと考えられる。

新川地区も１９工場のうち半数以上がガラ紡工場であった。逆に

大浜地区は綿織物中心でガラ紡の衰退と比例して碧南織物業

の中心となった。

図９７）碧南繊維工場の市内分布（出所：右掲書 Ｐ４４４）

表２３９）昭和２６年・３０年・３９年・４６年の碧南市繊維

工業(出所：同上書Ｐ４４２）



ガチャンと織れば１万円儲かるという意味*1
当時の三州機業は１ヤード糸代１５０円、その他加工賃を含む生産原価１５円の計１６５円であり、業者は闇取引により生産費に匹敵*2

する利潤を獲得した
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１）戦後混乱・復興期（１９４８年（昭和２３年）好況～ ）

綿花輸入の再開、企業整備令による転廃業者の優先的な織機復元措置によって生産設備は復元し、戦後衣料欠乏と

輸入食料品の見返り輸出の需要によって、１９４８年は「ガチャ万」 契機といわれる好況を迎え織機数が急増したが （昭*1 *2

和１０年：８１２台→昭和２３年：８３６台）、単年度で終焉し一転して不況になった（休業１３５，廃業２０ 昭和２８年転廃業１

９７）。

織物業界の混乱と異常な好況は、

農・漁業者が全資産を投入しての参入 図９８）戦後三州織物工場数推移・増減比率（出所：三河繊維振興会『井川

を誘発するなど零細工場の乱立を生 繊維産地の歴史』昭和５０年 Ｐ７４）

み、昭和２７年には５８４工場という爆発

的な増大を示した。

しかし工場規模は昭和２７年で従業

員１０人以下が７３％を占め、織機台数

別では５台以下の零細業者が４７８名

（４０％）、２０台以下では８６％という極

めて家内工業的な零細性の高いもの

であった。

製品は先染が主流で、小規模業者

は大量生産に向かない夜具地縞織、

浴衣地などの小幅雑綿布で、中規模

以上は婦人服地、高級ドビー織、輸出

用サロン、ギンガム、生地綿布の幅広

ものを生産した。

表２４０）規模別設備状況・織機性能別分類（出所：同上書 Ｐ７６）

三州織物の敗戦直後の全国に先駆けた復興の要因は、①明治中期から大正期における賃機制度の普及、織物工場

での労働経験の蓄積、零細工場を支える関連産業と問屋の存在、②戦時期国家統制が比較的ゆるやかな地域で下請制

が発達していなかったこと、③小資本の経営可能性によって、零細農家の農閑期工場兼営が容易であったこと、④次三

男の分家・姻戚関係による資本調達が可能であったことなどによる。
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２）揺籃・過渡期（昭和２０年代後半－３０年代）

ところが綿糸需要に対応する綿紡績制限廃止と綿糸生産自由化と、朝鮮特需による「糸へん景気」を迎えて生産力は

反転上昇したが、戦争終結による米軍戦略物資買い付け停止と世界不況、統制解除による過剰生産は１９５２年（昭和２７

年）の繊維大不況を誘発し市中現物価格の崩壊率は３０％程に劇落した。

１９５２年（昭和２７年）の通産省による綿紡績・第１次操短勧告と新規増設抑制は、原糸価格高騰と織物価格下落の「糸

高布安」を生み自主操短に追い込められ、「特定中小企業安定臨時措置法」（１９５２年）によって三州織物工業協同組合

は三州綿スフ織物調整組合を組織し、生産・出荷数量と設備制限の生産調整に踏み切り（織機登録、未登録織機制限、

織機増加制限、休機など）、１９６７年（昭和４２年）まで継続された。

１９５５年（昭和３０年）不況はさらに深化し、綿棒 図９９）三州織物織機台数・稼働率推移（出所：碧南市史編纂室

第２次操短を経て調整組合による封緘による生産統 『碧南市史』昭和３３年 Ｐ４４６）

制や過剰織機の買上措置がとられた。「繊維工業設

備臨時措置法」（昭和３１年）は設備登録制と過剰織

機処理を実施し、三州織物組合では昭和３１年７２

台→３２年１３２台→３３年１，０９９台→３４年２４８台と

合計１，５５１台が過剰処理された。

ガチャマン期に参入した機業は昭和３０年頃には

ほとんど転廃業し、小幅から広幅へ転換した機業の

みが生き残った。三河木綿の布団地は農村中心に

特産品として有名であったが、捺染加工の布団地の

出現によって限界に達した。先染、スフ、白生地木

綿等への業種転換を果たした機業も生き残った。

図１００）西三河綿・スフ織物生産量推移（出所：

右掲書 Ｐ４４８）
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規模別機業は次のように３類型化 表２４１）職種別織機台数の規模別分布（出所：井川繊維振興会『三河繊維

される。 産地の歴史』昭和５０年 Ｐ８３）

①家内工業機業（織機２０台まで）

ガチャマン期に農漁業から参入し

た小規模小幅織物機業で経営基盤

は弱い。全体の８０％。

②中堅機業（織機２１－５０台）

家内工業とは区別される工場形態

をとる。比較的安定しているが転換

期に転廃業が出現する。

③完全工場形態機業（織機５１台

以上）

製品開発と設備近代化の投資力

を持つ。

では現実に①から③の企業群は

不況下でどのような道を歩んだであ

ろうか。１９５３年（昭和２８年）におけ

る廃業工場の実態をみてみよう。

表２４２）昭和２８年廃業工場統計（出所：同上書 Ｐ８４）

廃止工場の９５％は織機２０台

以下の小幅織物業であり、ガチャ

マン期に参入した機業が相対的

過剰生産の影響を集中して受

け、業界から淘汰され撤退したこ

とを示している。

それは下記の自家生産・賃織率

の取引関係からも分かる。自家生

産は資本力の脆弱な小規模業者

には危険であるが、小規模業者

の生産・品質水準は賃織りすら対

応できるレベルに達していなかっ

たのである。

広幅業者の賃織比率は高く、規模 表２４３）業種別・規模別・自家・賃織統計（出所：同上書 Ｐ８５）

の大きい機業ほど賃織率は高い。販売

を担当し得ない小資本機業がリスクを回

避する方法は賃織形態の採用以外に

道はなかったのである。こうして自家生

産から賃織形態への移行が進み、１９６

２年（昭和３７年）には全生産量の６８，２

％を賃織が占めるようになった。

この時期に品種の生産循環が混乱し

て業界不況となった要因は、①生活洋

式化による毛織物、②合成繊維、③他

産地の広幅織物、④２次製品の進出に

対応する製品開発力、設備近代化、流

通改善などの後発性を露呈したのであ

る。織れば儲かるというガチャマン期の

弊習を克服できなかったのである。



１９５８年（昭和３３年）織機３０５封緘、」月７日休日制による５０％操短など*1
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三河産地が１９５５年（昭和３０年）不況を乗り切ったのは、操短・過剰織機買上などの過剰の解決とともに 、三河織物*1

工業組合と三河繊維試験場を中心とする高級化・多様化戦略として、ガラ紡絞織物と４幅化繊織物などの開発普及であっ

た。

表２４４）工場数・織機台数・従業員数・生産高推移

（ ）出所：三河繊維振興会『三河繊維産地の歩み』昭和５０年 Ｐ８９

次に西三河における羊毛工業の展開をみてみよう。

戦後ＧＨＱの毛紡績設備復元計画にもとづいて国民衣料自給化が推進され、西三河では共和、澤田、鋤柄、金城など

が昭和２０年代初頭に創業し紡毛紡績の黎明期を迎えた。昭和３０年代にはいると、岡崎を中心とする三河のガラ紡、特

紡から紡毛紡績に転換する業者が現れ、尾西をしのぐ日本屈指の紡毛生産基地に発展した。昭和２０年代後半には、椙

山、太陽、神谷、東光、平山、常磐、稲垣などが続々と参入した。家内工業的なガラ紡経営は、近代化と合理化に敗北

し、化繊・合繊の混入防止に失敗し、特紡・紡毛紡績の進出によって撤退に到った。

昭和２８年の戦後終焉から高度成長期にいたって、西三河ガラ紡・特紡業者の紡毛紡績への転換を実現した機業は、

大企業の権利譲渡と受注工賃による賃織創業の確保にあった。

３）揺籃・過渡期（構造改善から知識集約化へ）

（１）三州繊維産業における構造改善事業の展開

不況要因が質的に変化し、昭和３０年の無籍織機増加による過剰生産要因から、貿易自由化に伴う原綿輸入の自由化

に対応できない産業構造要因（設備の前近代性、市場動向把握力の弱さ、産元・賃織関係）に移行していった。特に賃織

率の高い三河では不況の構造的要因が問われるようになった。構造的要因は個別企業で解決不可能であり、産地ぐる

み、組合ぐるみの構造改善対策が推進されていく。

愛知県織布業構造改善事業援助委員会（三河・知多・三州）により、１９６７年（昭和４２年）から繊維構造改善事業が実

施され、三州織物工業組合は①設備近代化②過剰織機処理③企業集約化④取引構造改善⑤製品転換⑥市場開拓⑦

労務対策などに取り組み、特に自動織機導入が強力に推進された（自動化率昭和４１年１５，８％→昭和４７年２３，７％）。

過剰織機の処理は業者の自発性が条件であり、初年度・昭和４３年では碧南市で１企業のみが申告したが、１９７２年

（昭和４７年）の対米繊維輸出自主規制を契機に、碧南市内の４０５台（三州全体１，８５５台）が処理に応じた（買上価格２０

万円／１台）。

糸買布売の不安定性は取引関係の工賃織への移行を誘発し、三州の賃織率は１９５８年（昭和３３年）全生産高の６０％

→１９７３年（昭和４８年）８７，８％に上昇し、賃織先は昭和３２年では紡績会社が３８，４％であったが昭和４８年には９５，７

％が商社となった。
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さらに綿織物の価格変動性に比して価格安定性のあるスフ織物への品種転換が進行し、純綿衣料品から自動車用シ

ートなどの生産資材用生地織物の市場開拓を進めた。１９５８年（昭和３３年）に綿・スフ織物の生産比率が逆転し、スフ織

物は１９６０年（昭和３５年）以降スフ織物が急増していった。

国際繊維市場の変容は、開発途上国の繊維産業の発達によって従来の輸出向け８０％という構造を激変させ、日本の

輸出市場は米国史上のみとなって輸出は減退し、三州地域では１９６０年（昭和３５年）に内需向けが輸出を凌駕した（昭

和４６年の輸出向けは３，８％に激減）。

さらに高度成長に伴う労働力市場の激変は、農村部の若年女子労働力を主体とした労働集約的繊維産業への労働力

調達構造に打撃を与え、工場数に比して従業者数が激減した。碧南市繊維工場の１工場平均従業者数は、昭和３９年１

１，６人→昭和４６年８，３人と零細化し、若年女子労働力比率は三州地域で昭和３２年８２％→昭和４８年７４％と低下し

た。

図１０１）西三河綿スフ織物生産量推移 図１０２）三州・碧南綿スフ工場数推移

（出所：碧南市史編纂室『碧南市史』Ｐ４４８） （出所：左掲署 Ｐ４４９）

図１０３）綿スフ織物規模別工場数 表２４５）敗戦後１０年間の織物工場数・生産高推移

（出所：三河繊維振興会『三河繊維産地の歴史』昭和５０年 Ｐ７４）（出所：同上書 Ｐ４４９）



- 290 -

図１０４）繊維産業政策の推移（出所：筆者作成）

三河繊維産業産地における商品開発の展開過程をみてみよう。

産地取引機構の主導性は戦前期までは産 表２４６）三河繊維産地の新製品開発史（出所：三河綿スフ織物構造改

地機業が把握していたが、戦後は逆に流通・ 善組合資料参照して筆者作成）

商業資本が把握している。従って新製品開発

も初期は産地機業が独自に推進し、次第に

研究機関（愛知県三河繊維技術センター）と

の共同開発に移行している。

戦後の製品開発ではスフメルトンが三河産

地の独自商品となり、ビニタップスは全国生産

量の９０％を越え、共同開発したアクリルナイ

アガラは国内生産の５５％を越えている。構造

改善事業終了時点から新製品開発に重点を

移し、昭和４６年から綿織物風ノントルク製品

開発に取り組んだ。

昭和５０年に三河綿スフ織物構造改善工業

組合・東三河染色協同組合・蒲郡縫製業協

同組合の産地ぐるみ三河構改グループが結

成され、三河織物共同開発センターを設立し

て、綿織物風ノントルクから解撚糸織物の開

発に進み、昭和５３年に特許出願に到った。

羊毛工業をみると、昭和３６年の中央毛織の

紡毛撤退、昭和４９年の東海レーヨン・大信紡

の繊維撤退などの大企業の紡毛紡績撤退を

受けて西三河（岡崎市）の紡毛紡績は飛躍的

に発展し、大阪地区と並んだ紡毛糸産地を形

成した。昭和５０年代の安定成長期には、西

三河紡毛業者は４６社が稼働し、紡毛工賃よ

り格安の特紡工賃も比較的安定創業し、女子

従業員の人件費コスト安と従業員養成期間の

短縮によって利益率を上昇させた。昭和５０年

の紡糸糸生産高は、愛知県が３４％を占め、

西三河は県の６６％を占める主要産地に成長

した。
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４）展開期（高度成長期からバブル期）

１９８０年（昭和５５年）段階の 図１０５）三州綿スフ織物業の市町村別分布（出所：愛知県『地場産業県別実態調

三州綿スフ織物業は事業所数 査報告書』Ｐ７７）

で愛知県の２０，１％、従業者数

で１９，５％、製造品出荷額で１

７，４％を占め、三州地域事業所

数の４０％を占める西尾市を中

心に、岡崎市を除いた三州綿ス

フ織物産地を形成している。

三州産地は白生地、スフ織物

（モスリン系産業用資材）のウエ

イトが高く、４５，４％（モスリンだ

けで３０，２％）とスフ織物が綿織

物を凌駕している。三州産地の

スフ織物への特化度は高く、モ

スリン系のウエイトは６６，５％（昭

和５６年）と産業用資材への特化

を示している。

三州産地のもう一つの特徴

は、和服帯の芯地として使用さ

れる帯芯地であり、生産数量は

少ないが安定した需要を確保し

ている。帯芯地の生産統計はな

いが、三州織物工業協同組合と

岡崎綿スフ織物工業組合で全

帯芯地の全量が生産されている

と推定される。

三州産地の昭和５６年の輸出量は２，２１０万 ９，９％）であるが、スフ織物の輸出量は減退し徐々に産業資材用内㎡（

需へと転換している。逆に輸入は中国、韓国、台湾製品が増大し、綿織物・合繊織物が急増しているが、スフ織物の輸入

量は伸びていない。スフ織物と産業用資材の比率が高い三州産地では、こうした輸入急増の破壊的影響はない。産業用

資材は品質と納期が重視され国内調達が優先され、スフ糸が安価なパルプを原料としコスト的に輸入品と対抗可能だから

である。しかし今後の木材資源の枯渇によるウフ糸価格が上昇すると、安価な輸入綿布に代替される恐れがある。

表２４７）綿スフの輸出比率（出所：愛知県『県別地場産業実態調査報告書』 Ｐ８４）
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表２４８）綿スフ織物の輸入推移（出所：愛知県『県別地場産業実態調査報告書』 Ｐ８５）

三州産地の産業用スフ・モスリン系織物の流通チャネルは以下の図のようになり、衣料用・家庭用織物は産地問屋と商

社が白生地を委託で染色・縫製後の後加工処理を行い、卸・小売に販売するチャネルが加わる。どのチャネルであれ、商

社・産地問屋が介在するから織物業者が後加工メーカーと直接接触することはなく、商社・産地問屋から支給された原糸

を生地にして納入する賃織り比率が高くなる。このような流通チャネルが構築された要因は、衣料向けを扱う産地問屋は

同じ地域にあるが、産業用資材向けを扱う繊維専門商社は名古屋市内に集積し、後加工メーカーが産地内に立地してい

ないこと、後加工の多様な用途に対応する白生地を主力製品とし、さらに零細織物機業のリスク回避志向がある。しかしこ

うした流通チャネルの従属性は、織物機業の経営不安定性と、製造生地の最終製品化過程を把握できないという問題を

もたらしている。

図１０６）スフ・モスリンの流通チャネル（出所：筆者作成）

産地問屋 ・レザー基布

賃織 ・粘着テープ基布

・合成皮革

機屋 繊維専門商社 ユーザー ・ゴム引皮

（名古屋） ・電線被覆

賃織 ・貼付薬基材

大手総合商社

表２４９）賃織り生産高（出所：同上書 Ｐ８８）
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三州産地の生産力実態を織機台数と織機の自動化率からみてみよう。織機台数別企業数からみると、１－２０台機業比

率が最も多く、その比率が年度ごとに増加しているのは、過剰設備の廃棄の進展と労働力不足がある。全国平均と比較し

て三州産地の生産規模が相対的に大きいのは、多量生産に適した白生地規格品が主力製品になっていることによる。

但し織機の性能をみると、三州産地機業の零細性がうかがわれる。織機の無 化率は全国平均を上回っているが、広杼

幅化は全国平均を下回っており、織機の使用経過年数も長いことは（１５年以上の物が６３％）、三州産地の主力製品が無

化・自動化を志向しやすい白生地規格品であることを考えれば、三州産地機業の零細的脆弱性を示している。杼

表２５０）織機台数規模別企業数比率の推移（出所：愛知県『県別地場産業実態調査報告書』Ｐ８９）

表２５１）幅広織機台数・無 織機台数推移（出所：同上書 Ｐ９０）杼

三州地域の綿スフ織物業の１事業所当たり出荷額・生産額・付加価値額はすべて県内平均より小さく、従業者１人あた

り出荷額・生産額も同様に小さく、三州機業の経営脆弱性を示している。流動比率と総資本対自己資本比率は昭和５３年

以降順調に回復しているが、売上高対営業利益率は昭和５５年にマイナスに転化しており収益力の弱さが表れている。従

業者１人あたり年間加工高の低下と加工高対人件費比率の上昇などの生産性低下がある。

表２５２）１事業所当たり生産指数（出所：同上書 Ｐ９０）
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表２５３）従業者１人あたり生産指数（出所：愛知県『県別地場産業実態調査報告書』Ｐ９１）

表２５４）綿スフ織物業経営指標（出所：同上書 Ｐ９１）

三州綿スフ織物業の課題は、以下のように整理される。

①東アジア諸国商品との競合

白生地綿織物はすでに中国、韓国、台湾との低・中級品分野の競合局面に入り、産業用資材フフ織物の競合が

誘発されると推測され、価格・品質・納期の競争優位を構築する必要がある。

②市場情報

三州機業の賃織化は染色・縫製の後工程との連携を阻害し、製品開発力を衰弱させている。

③織機の設備革新

昭和５６年段階の無 化率８，１％、広幅化率１０，４％という近代化の遅れがある。杼

④需給バランスの不均衡

多量生産向きの白生地スフ・モスリン織物を主力製品とする製品構造は需給不均衡を誘発しやすい。設備近代

化と連動した産地の生産調整機能の強化が求められる。

⑤若年労働力調達の限界

⑥零細過多性と経営脆弱性、価格決定における主体性（需給決定から原価主義決定へ）
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表２５５）三州産地品種別織物生産推移（出所：愛知県『県別地場産業実態調査報告書』Ｐ８０－８１）
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表２５６）三州産地品種別織物生産推移（出所：愛知県『県別地場産業実態調査報告書』Ｐ８２－８３）
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２００３年（平成１５年）段階における碧南市の繊維関連業界の概況を、碧南商工会議所『２００３年商工名鑑』（平成１５

年）でみてみよう。

[繊維工業]

加盟事業所数 ２１ 経営形態別事業所収（業種別事業所数）

資本金規模別 製造 １３(幼児服縫製１､ベビーシーツ１､布団１､白衣１､コタツ掛１､布袋１､自動車内装品１)

３００万円 製造卸 ２（毛布１、作業用手袋１）1
５００万円 １ 製造販売 ４（タオル３，作業用手袋１）/

１，０００万円 ５ 加工 ７（シート・テント２、経糸糊付１，寝具縫製２，縫製１，名入れ印刷１）

個人企業 １４

創業時期別事業所数

明治 ０

大正 １ （シート、テント加工業）

昭和戦前期 １ （コタツ掛け、毛布）

昭和戦後期 １６

平成期 ２ （縫製）

碧南市の２０００年代初頭の繊維製造業はわずか２１社に減少し、そのほとんどは個人企業で資本金１千万を超える企

業形態は５事業所にすぎない。創業時期をみると、老舗企業は皆無で、ほとんどが戦後期の繊維景気を景気に参入した

機業で占められている。日常生活品の製造・縫製がほとんどであるが、特徴的なことは三州の伝統的地場産品である布団

製造が存続し、自動車のシートカバーと内装品関連の製造・加工がみられることある。

[繊維商業]

加盟事業所数 ５８ 創業年次別事業所数 事業形態

資本金規模別 明治 ５ 小売 ４３

１００万円 １ 大正 ８ 販売 １１

３００万円 ２ 昭和戦前 ９ 販売小売 １

５００万円 ２ 昭和戦後 ２９ 卸 １

６００万円 １ 平成 ２ 卸小売 ２

１，０００万円 ６

２，０００万円 １

１００億円超 ２ ( スーパー、大型専門店）*
個人企業 ４３

碧南市の繊維商業事業者は５８事業所であるが、圧倒的に個人企業が多く、スーパー・大型専門店を除いて企業形態

は少ない。しかし明治・大正期創業が１３事業所で地域に密着した地場商業が形成されていることが分かる。しかし多くは

戦後期の繊維景気を契機に参入したと思われる。小売・販売が圧倒的であり、卸関連はわずかに３事業所に過ぎず、地

元問屋はほぼ絞り込まれている。
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最後に１９８０年（昭和５５年）代以降の西三河地域の地場産業を総括的にみてみよう。まず市町村別の地場産業の比

率をみてみると、以下のような３群に編成され、それを図示すると下記のようになる。

Ａ群は地場産業業種の比率が高い市町村であり、そのうち特定地場産業業種の比率が高い市町村（７０％以上）は、高

浜、一色、幡豆、額田、下山であり、特定地場産業業種の比率が低い市町村（７０％以下）は岡崎、西尾、吉良、幸田であ

る。Ｂ群は地場産業業種比率が平均以下で特定地場産業業種比率が高い市町村であり、三好、藤岡、小原、足助、旭、

稲武である。Ｃ群は地場産業業種比率が平均以下で特定地場産業業種の集積がみられない市町村であり、碧南、刈谷、

トヨタ、安城、知立などの輸送機器中心に近代産業工業群が集積している。

図１０７）西三河における地場産業比率（出所：愛知県『県別地場産業実態調査報告書Ⅱ』昭和５８年）

（ 地場産業事業所数／全製造業事業所数）100

90

80

○幡豆70

Ａ群

60

○岡崎
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○西尾 ○下山40
○高浜

○足助 ↑
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安城

○○ ○ ○藤岡 ○旭

豊田 碧南20
○ ○小原 Ｂ群

Ｃ群 ○ 知立 ○三好

刈谷10

0
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（事業所数の多い地場産業上位３位事業少数合計／地場産業事業所数）
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１９８０年（昭和５５年）段階の西三河地域における地場産業の規模を対愛知県内特化係数でみると、特化係数１，０を

越えているのは味噌製造業、粘土瓦製造業、銑鉄鋳物業と碧南市域の特化率が高い。

事業所数 従業員数（人） 出荷額（千万円） 集積度の高い市町村上位 西三河立地事業者数に占

下段は特化係数 （括弧内は事業所数） める碧南事業者構成比

*味噌 １１ ４４３ ７５８ 碧南（５）岡崎（３）西尾（２） ４５、５％ （９０，９％）

３，４ ２，６ １，９

醤油 １６ ２０６ １７６ 碧南（１０）岡崎（２） ６２，５％ （１００％）

１，５ ０，７ ０，３ （１）刈谷・安城・西尾・高浜

清酒 １７ ３１１ ４３５ 碧南（６）豊田（３）岡崎（２） ３５，３％ （６４，７％）

１，２ ０，８ ０，７

粘土瓦 ２４２ ５，１９１ ６，００７ 高浜（１１６）碧南（６５）刈谷（１８） ２６，９％ （８２，２％）

５，０ ３，２ ２，４

銑鉄鋳物 １３７ ４，４５２ ９，３６９ 西尾（６３）碧南（４７）岡崎（１０） ３４，３％ （８７，６％）

２，７ １，９ １，６

( )内は上位市町村の西三河地域内構成比。塗り潰しは特化係数１，０を超えているもの*

１９８０年（昭和５５年）段階の西三河地域の地場産業の移出入状況は、地域内産業消費に依存する銑鉄鋳物と、地場

消費に依存する醤油の県内販売比率が高く、全国シェアと特化係数が高い粘土瓦や味噌は県外販売比率が高い。原材

料の県内調達率が高いのは、地域資源を基盤に成長した伝統産業であるか、県内商社を通じての購入が多いことを示し

ている。銑鉄鋳物は中国、韓国、ブラジルからの輸入銑がみられる。大豆のほとんどは米国、中国の輸入に依存している。

１９８０年（昭和５５年）段階の西三

原材料購入先割合 製品販売先 河地域の地場産業経営規模をみ

愛知 その他 愛知 その他 ると、 従業員規模では味噌４０．岐阜・静岡・三重 岐阜・静岡・三重

３、銑鉄鋳物３２．５人が高く、出

味噌 ７５％ ０，８％ ２４，３％ ４７，０％ ２１，５％ ３１，４％ 荷額規模は銑鉄鋳物と味噌が高

醤油 ８６，０％ ６，３％ ７，７％ ８３，８％ １２，４％ ３，８％ く、生産性では銑鉄鋳物が拮抗し

清酒 ７８，４％ ３，４％ １８，１％ ６２，４％ ３，６％ ３４，０％ ているのを除いて、すべて愛知県

粘土瓦 ９７，７％ － ２，３％ ４９，２％ ２０，０％ ３０，８％ 平均を下回っている。特に醤油業

銑鉄鋳物 ９７，５％ － ２，５％ ７０，１％ ７，０％ ２２，９％ の零細性が際だっている。

従業員規模 出荷額規模 生産性 企業形態

合計 株式会社 会社 個人企業 組合有限 合名･合資

味噌 ４０．３ ６８．９０９ １．７１１ ( ) － ( ) － －5 2 40,0 3 60,0

醤油 １２．９ １１．０００ ８５４ ( ) ( ) ( ) ( ) －11 8 72,7 1 9,1 1 9,1 1 9,1

清酒 １８．３ ２５．５８８ １．３９９ ( ) － ( ) ( ) －16 8 50,0 4 25,0 4 25,0

粘土瓦 ２１．５ ２４．８２２ １．１１５ ( ) ( ) ( ) ( ) －176 66 36,5 2 1,1 7 4,0 99 56,3

銑鉄鋳物 ３２．５ ６８．３８７ ２．１０４ ( ) ( ) ( ) ( ) ( )63 43 68,3 1 1,6 5 7,9 12 19,0 1 1,6

９（７）西三河全体 １０．９ １５．０２９ １．３８１ ( ) ( ) ( ) ( )1,374 335 24,4 52 3,8 73 5,3 891 64,8

１４．９ ３４．２００ ２．２９２愛知全製造業

凡例 従業員規模(１事業所当たり従業者数)：人 事業所数* /
出荷額規模(１事業所当たり出荷額)：万円 事業所/
生産性（１従業員当たり出荷額：万円人/
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１９７０年（昭和４５年）／１９８０年（昭和５５年）西三河地場産業の

事業所数 従業者数 製品出荷額 推移をみると、製造品出荷額特化係数が１，０を越えている業種の

成長率は高く、同時に成長率が高い業種の従業員数は減少して

味噌 ０．８ １．１ ４．０ いない。事業所数は全業種で減少し産地内の企業間競争が激化

醤油 ０．８ ０．６ ２．１ していることを反映している。

清酒 ０．７ ０．６ １．７

粘土瓦 ０．８ １．０ ３．６ １９８０年（昭和５５年）段階の碧南市における地場産業の存在状

銑鉄鋳物 ０．９ ０．７ ３．２ 況は以下のような指標となり、碧南市の全製造業数は三河地域の

の１１，８％を占め、地場産業事業所の８，０％を占めており、碧南

０．９ ０．８ ３．１ 市内製造業の２３，０％が地場産業事業所である。上位３業種であ全地場産業

る粘土瓦・銑鉄鋳物・綿スフ織物が１５１事業所（５６％）である。

碧南商工会

○全製造業事業所数（地域内構成比） １，１６９所（１１，８％） 議所『２００３

○地場産業業種事業所数（地域内構成比） ２６９所（８，０％） 年商工名鑑』

○全事業所数に占める地場産業事業所数比率 ２３，０％（２６９／１，１６９×１００） （平成１５年）

○立地地場産業業種数 ２５種 における地

同 上位３位 粘土瓦（６５） 銑鉄鋳物（４７） 綿スフ織物（３９） 場産業関連

の加入企業

表２５７）三州地場産業の経営課題（出所：筆者作成） 数は、窯業９９、醸造１７、繊

維工業２１事業所となってい

環境要因 具体的問題 顕著な業種 課題 る。

碧南地域の地場産業をめ

ぐる課題は以下のように整理景気低迷 需要減退 全業種 需要開拓

される。味噌・醤油製造業は需要不均衡 新製品開発、新分野進出

「市場動向」「国際化」「立地

市場動向 ニーズ多様化 味噌・醤油 市場動向把握 特に課題となってお問題」が

消費者動向 嗜好変化 粘土瓦 ニース対応製品開発 り、銑鉄鋳物は「国際化」「原

材料調達」が問題であり、粘

国際化 海外展開 高付加価値製品 土瓦製造業は「産地間競争」

国際競争 輸入品競合 銑鉄鋳物 棲み分け分業 「原材料調達」「立地問題」が

原材料輸入 味噌・醤油 原料安定確保 大きな問題となっている。

産地間競争 市場飽和 粘土瓦 新市場開拓

産地内競争 国内シェア低迷 味噌・醤油 地域ブランド

価格競争 清酒 品質競争

技術革新 ＦＡ・ＯＡ化 地場産業全体 新技術導入

ＩＴ化 技術基盤強化

素材革命

原材料調達 原材料価格 粘土瓦 原材料安定確保

原材料枯渇 銑鉄鋳物 共同購入

エネルギーコスト 省エネ技術開発

立地環境 騒音、振動、異臭 銑鉄鋳物 工場移転

安全基準 粘土瓦 防止技術開発

味噌・醤油 製品安全技術

労働力調達 従業員高齢化 地場産業全体 人材確保

人材･後継者 若年労働力不足 養成制度

後継者難 技術継承

人材不足 職場環境改善
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三州地域の銑鉄鋳物業と粘土瓦産業の歴史的展開の分析から浮かび上がったことは、肥沃な農耕地帯を基盤とする

尾張地域に対し、三河平野の畑作対応型地質は稲作農耕の発展を制限し、それを補完するための農家副業や農閑余業

の展開をもたらしたところにある。農家副業的補完産業として形成されたのが、大消費地である名護屋・岡崎或いは江戸

への鋳物製品を供給する鋳物業、土石製造業、窯業と真宗門徒集積を基盤とする寺院への瓦供給であった。なぜなら鋳

物生産工程における中子と、瓦原料となる粘土層の高質な蓄積があり、稲作農耕の発展を制限した地質が逆に製造業発

展の条件となったからである。さらに相対的に重量がかさむ鋳物や瓦製品の遠隔地へのロジステクスは、陸路よりも海路

輸送を要求し、三河湾の海上輸送の拠点として港町が形成されていた三州沿岸地域は、絶好の集荷・出荷拠点となる条

件を備えていた。このようにして三州地域の湾岸は鋳物業、粘土瓦産業、醸造業など多様な地場産業が集積された。

こうした条件による産地形成は日本各地でみられたのであり、特に三州地域がすぐれた産地優位性を形成したわけで

はなかった。近世領国制の藩権力の保護を得た産地はそれぞれに独自の発展を示したが、戦後の高度成長期にいたっ

て、なぜ三州地域の銑鉄鋳物業、粘土瓦産業が産地間競争を勝ち抜いて高い市場占拠率を実現し得たのかを解明する

のが本書の１つの分析課題であった。

そこで明らかになったのは、産地企業群の旺盛な企業家精神があったことはもちろんであるが、なによりもＴ自動車の生

産拠点が三州地域中心に立地展開し、組立メーカー中心に膨大なアセンブリーメーカー群が重層的な下請構造を形成

したところにある。鍋や釜製造を中心に産地集積を構築していた伝統的鋳物業は、自動車部品供給の一翼を担う銑鉄鋳

物業へと近代化を遂げていった。さらに自動車産業とは産業連関をもたない他の製造業も、Ｔ自動車の効率優位の生産

システムを自らの生産工程に取り入れていった。粘土瓦・煉瓦産業は、他産地に先駆けて工場内の一貫生産プラント・シ

ステムを導入し、大量生産・大量供給による価格競争優位を構築して規模の利益を実現し、原材料の納入段階からジャス

ト・イン・タイムシステムによる効率優位によって、他産地をはるかに凌駕する産地競争力を構築していった。こうして三州

鋳物業と粘土瓦産業は、Ｔ自動車を頂点とする産業構造へ包摂と、生産システムの繰り入れによる比較優位性を実現した

ことが、戦後期に休息に全国有数の拠点産地へと変貌したことが明らかになった。

しかしこのことは同時に三州地場産業の限界が潜在的に形成されたことをも意味する。銑鉄鋳物業は、Ｔ自動車の重層

的下請構造に組み込まれるなかで、製品分野が銑鉄鋳物から非鉄鋳物へ傾斜を強め、特に自動車の軽量化に対応する

非鉄系鋳物の比重が急速に高まった。こうした技術分野の対応力がメーカー各社の格差を拡大し、企業の淘汰が進ん

だ。さらに組立メーカーの急速な海外生産展開と部品と現地調達への移行、東アジア諸国の急速な技術水準の高度化に

安価な東アジア製品の供給というグローバルな経済圧力に直面しつつある。

粘土瓦・煉瓦産業は、和風瓦市場の低迷による価格競争によって産地の共同性が揺らぎつつある。設備投資力を持つ

大手メーカーと中小メーカーの競争力格差が生まれ、大手メーカーの中でも設備更新に失敗したメーカーは経営危機の

局面にある。総じて産地組合の共同性は衰弱し、全体としての市場占拠率の上昇と産地企業数は逆比例の関係にある。

さらに相対的に３Ｋ職場の色彩が濃厚な現場工程への若年労働力の調達力が衰えて、遠隔地からの夫婦派遣非正規労

働力や研修生名目の外国人労働力の調達への傾向が強まっている。

本書の分析は、主として三州地域の鋳物業と粘土瓦業の歴史的産地形成過程と、その特質を抽出し、現状分析を中心

にする問題の把握と課題の提示に留まることになった。課題を打開する実践的な具体施策の提示は残念ながら後日に委

ねられる。また現代中小企業運動と中小企業施策との関連で三州地場産業を分析するまでには到らず、産地協同組合運

動の史的展開を整理するに留まり、残された課題となった。（２００６年９月１日記）
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三州・碧南瓦産業発達史年表付属資料１）

ＢＣ１５００－２０００ 中国（夏の時代）で瓦製造始まる

縄文期 竪穴住居（屋根草葺）

弥生期 掘立小屋住居 屋根草葺、板葺き（伊勢神宮、出雲大社、住吉大社）

６世紀後半頃 九州地域で須恵器と瓦が同一窯で焼かれた遺跡

５８８年（崇峻元年） 百済より瓦工４名渡来（瓦博士 麻奈文奴・陽貴文・俊貴文・昔麻帝弥一） 法興寺ではじめ

て葺かれた（『日本書紀』）、蘇我馬子飛鳥寺（後平城京に移転し元興寺） 文様は単弁蓮

華文、仏教興隆政策による造寺運動で瓦普及（瓦窯構造は百済様式） 住宅の瓦葺禁止

６３０年 奥山久米寺に日本最初の棟端飾り瓦使用

６９４年 藤原京造営で宮殿に初めて瓦使用

７２４年（神亀元年） 聖武天皇・瓦葺き民家許可「五位以上及び財力ある庶民は瓦葺きとせよ」（『続日本紀』）

７３８年（天平１０年） 僧行基 行基葺瓦開発（元興寺極楽坊本堂・禅寺に使用）

この頃釉薬瓦の先駆、緑釉瓦誕生

７４１年（天平１３年） 国分寺・国分尼寺制度による瓦生産拡大（讃岐・丹波・播磨・尾張の瓦が平安京へ集中）

鎌倉期に自社以外に初めて土倉に用いる、「いぶし」（黒色で焼成堅緻な瓦）製造

鎌倉期から室町期は檜皮葺が主流で瓦生産後退

室町期に瓦大工・寿王彦次郎橘吉重が釘を使わない軒瓦開発

１１９１年（建久 ２年） 三河国伊良湖岬で瓦窯跡（他は岡山県万富）

１４６０年（寛正元年） 本願寺８世蓮如三河布教時に布教援護の下野国小山から三河に移った小川城主・石川政

康家臣岩瀬善四郎が桜井で瓦を焼く（三州瓦の初め） 以後農間副業として瓦焼き始まる

織田信長の安土城築城（金瓦使用）で瓦需要復活、唐人一観が従来の布目瓦に代わる雲

母粉使用と燻し瓦開発

１５９４年（文禄 ３年） 伏見城築城による瓦需要の寺院から城への転換

１６０１年（慶長 ６年） 江戸の大火後屋根の表側半分の瓦葺（半瓦弥次兵衛）現る

１６１３年（慶長１８年） 小諸城瓦 馬の背で三河から運搬

１６１５年（慶長２０年） 一国一城制で城瓦需要減退

１６５７年（明暦 ３年） 明暦の大火（振り袖火事）発生し瓦葺き禁止令発令（国持大名でも土蔵以外の瓦葺き禁止）

表面的理由は消火だが武家の格式を保つ奢侈禁止

１６６０年（萬治 ３年） 禁止抜けの火徐け瓦現る（庶民は藁葺き・茅葺きから板葺きにし、平瓦を葺いた。後の 瓦桟

の起源）

１６７４年（延宝 ２年） 西村五兵衛正輝（のち半部衛と改称） 瓦（機瓦）創案（本葺瓦の平瓦と丸瓦を一体化）桟

（『西村家由緒覚書』）し、最初の瓦を三井寺万徳院に葺く

１７０１年（元禄１４年） この頃西三河地方に三州瓦業者増加し、西部組合（碧南地方）ができる（『碧南市史』）

１７０３年（元禄１６年） 三宅又兵衛 新川開削し両岸に堆積した粘土が瓦窯業の契機となる

１７０５年（ ） 新川開削

徳川禁令考では国持大名でも瓦葺き禁止（奢侈禁止）

１７１６年（享保元年） 享保の大火で瓦の重要性認識、伊賀蜂郎次瓦葺き許可を目安箱に投書

１７２０年（享保 ５年） 徳川吉宗が瓦葺き禁止令廃止（壁を土で塗り瓦を葺くことを義務づける）

１７２３年（享保 ８年） 火災後の武家屋敷復興の恩借金（拝借金）制度を庶民に適用（補助金）し瓦葺き奨励（１０

年年賦 その後１２０年間続く） 城郭・武家屋敷から民家に瓦屋根普及 三州瓦活況

現存史料は三州高浜村瓦屋甚六の銘がある瓦焼きコマ犬（高浜市郷土資料館蔵）

１７５１年（宝暦年間） 鷲塚村藤浦善七郎、三角新田で開業（ー１７５８年）

１７７８年（安永 ７年） 高浜の神谷儀八 京都瓦修行 ８年後帰還し創業

１７８１年（天明元年） ２代目藤浦善右衛門宅で角谷安兵衛奉公（番頭） 善右衛門 高取・専修坊、二本木講堂

荒子等覚坊の堂宇建立

１７８８年（天明 ８年） 棚尾村・永坂杢兵衛 京都技術導入し創業（『碧南市史』）

１７８９年（寛政年間 「高浜、北大浜、棚尾の諸部落及び矢作川沿岸に散在せるものを通し、製瓦業者約６０戸を

ー１８００年） 存す」（『三州瓦案内』）

１７９４年（寛政 ６年） この頃千石船は大浜１０隻・高浜８隻・平坂６隻・鷲塚３隻、陸路１０里を馬の背で輸送する運

賃と船で三河ー江戸間の運賃がほぼ同額

１７９８年（寛政１０年） 千石船で米・酒・木綿等の下荷として瓦が江戸を輸送。大浜８高浜１０平坂６鷲塚合計２７隻

の千石船所有（『九重味醂文書』）
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１８０１年（享和 元年） （新川町の金蔵）丸金瓦工場（ 山金造）創業 （新川町）の安兵衛）稲安瓦工場創業（『全樅

国工場通覧』）

１８０２年（享和 ２年） 稲荷山周辺で４－５軒瓦製造開始し、大浜湊から江戸へ積み出す

１８０８年（文化 ５年） 新川町山本常四郎創業

１８２７年（文政１０年） この頃瓦師 道場山２軒、鶴ヶ崎１軒、浜尾１軒あり（『碧南市史』）

１８２８年（文政１１年） 永坂杢兵衛等「瓦窯師株定めの事」（瓦営業特権）を大浜陣屋に願い出る

この頃大浜１５・棚尾５窯あり

１８３０年（天保元年） 岡本銀蔵が長門国から新川に移住し、かまど・こんろ製造開始

１８３４年（天保 ５年） 永坂杢兵衛 窯３基 １１８窯を焼き２７両３分２朱益（大福帳）

１８３８年（天保 ９年） 棚尾村瓦師６人、「当所にて焼き立てた瓦は外にて焼き立てた瓦より、土性よろしく保方よろ

しく当国並に尾州江戸表より度々注文申し越し云々」

１８３９年（天保１０年） 鷲塚湊に荷積船千石船始め２２隻

１８４２年（天保１３年） 旭村・池田豊四郎創業（『全国工場通覧』）

１８４６年（弘化 ３年） 浅岡代吉・丸一尾崎商店瓦製造、西端村でも１軒開業

１８４７年（嘉永元年） 新川町・野沢由太郎、尾崎鹿太、浅岡元冶郎開業

１８４９年（嘉永 ２年） 岩瀬善四郎家「太子講法諜」（同業者の申し合わせ規則）作成（２８名署名 瓦価格規定）

１８５３年（嘉永 ６年） 江戸・京都・大坂の町屋が瓦葺きとなる

１８５４年（嘉永 ７年） 榊原甚五郎・西端村定衛門開業

１８５６年（安政 ３年） 新川町・浅岡元三郎開業。神谷儀八宅柱に「安政３年辰年霜月６日 柱コレヲ代エル 瓦

大イニハヤル」とある（豊作で瓦よく売れる）

１８６７年（慶応 ３年） 棚尾村に瓦師７名（杢兵衛・善八・利八・粂介・友吉・儀助）、窯業５名（杢兵衛・利吉・久七・

庄助・勝四郎）の名がある（『卯年御年貢勘定帳』）

１８６８年（明治元年） 新川・加藤休松開業

この頃１窯焼くと煙税として農家に年金５両を出す慣習あり（『高浜市誌』）

１８７１年（明治 ４年） アルフレッド・ジェラール（仏）フランス瓦製造開始（横浜 土練機・製瓦機の機械力による近

代設備） 倒焔式角窯輸入

１８７３年（明治 ６年） 西端・石川亀吉開業

１８７４年（明治 ７年） 西端・深津粂右衛門、石川亀吉 高浜・神谷豊之介開業 高浜３０軒・碧南８９軒瓦製造者

（現存史料「高浜陶器製造調」）。戸籍簿では高浜村民家瓦葺５０２，萱葺１３５，不明２８。吉

浜村は瓦葺き８９、半瓦葺１０，萱葺１２１，不明４（高取村は不明）

１８７６年（明治 ９年） 瓦職２１名（『棚尾村職業別調書』）

１８７７年（明治１０年） 西南戦争後瓦需要回復、第１回内国勧業博覧会（上野） 三州瓦出品（永坂杢兵衛等）

工務省営繕課引掛 瓦考案桟

１８７９年（明治１２年） 京都東本願寺瓦２８８，０００枚を三河瓦職人（延べ３６万人）が西尾志貴野共同作業所で６カ

年かけて焼き上げ・寄進（監督唯法寺住職占部観順 職工長今川村永井房造 副長新川

町佐藤庄造・水野由太郎）、刈谷士族授産所で瓦焼く

１８８９年（明治２２年） 東京・横浜の発展で三州くぁら生産量と業者増加

１８９１年（明治２４年） 濃尾大地震による需要

１８９２年（明治２５年） 新川・杉浦喜市開業（稲荷山）

１８９７年（明治３０年） 新川・平松文蔵開業（福清水） 碧南瓦業者１３０戸

１８９９年（明治３２年） 新川・岡本久吉開業

１９０６年（明治３９年） 高浜・石原熊治郎 だるま窯による石炭焼き開発

高浜・神谷儀八 瓦運搬用持船長栄丸（長さ９３尺幅２４尺）進水

１９０８年（明治４１年） 新川・松下早太郎 土練機開発

１９０９年（明治４２年） 新川・杉浦弥助開業（稲荷山） この年新川町瓦製造業者３９軒

１９１０年（明治４３年） 重要物産同業組合法による西三瓦製造同業組合設立（組合員３０９名） 瓦業者３５０軒

碧南業者４４６戸、三河軽便鉄道敷設決定、大浜・棚尾塩田禁止

１９１１年（明治４４年） 新川・榊原六太郎開業（稲荷山）

西三瓦製造同業組合員３１３名（『愛知實業宝鑑大全』） 碧南市７９（新川５４ 旭１５ 棚

尾６ 西端３ 大浜１） 高浜１２７ 依佐美２７ 明治２０ 刈谷２０ 高岡１２ 安城１２

その他（上郷、矢作、富士松、知立、桜井）１９

１９１２年 （大正元年） 碧南瓦業者４０６戸

１９１３年（大正 ２年） 塩焼赤瓦開発
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１９１４年（大正 ３年） 三河鉄道開通による貨車輸送開始

１９１５年（大正 ４年） 碧南瓦業者３５７戸、動力土練機開発。この頃ほとんど瓦葺き。

１９１７年（大正 ６年） 日本洋瓦（株）が三州洋瓦（高須金之助）を買収し、仏人ローベルフックを経営者・技術者を

迎え、資本金１００万円で誕生（従業員４００人 月産５０万枚 素焼き・赤色仏瓦製造 日

本最初の近代製瓦工場の先駆）、スペイン瓦輸入によるＳ形瓦製造開始

１９１８年（大正 ７年） 愛知瓦製造業界大正第１次好況（～大正 ８年） その後不況に転換

松江・松野惣八（鍛冶惣） 瓦荒地機械試作成功

１９１９年（大正 ８年） 石油発動機式土練機開発

１９２１年（大正１０年） 手動式成形機開発

１９２２年（大正１１年） 松下土練機合名会社創立（土練機製造販売開始）

１９２３年（大正１２年） 全国瓦業組合連合会設立（会員数１３５組合・個人） ＊西三瓦製造同業組合（組合員数４

００）は１人年２回会費負担を理由に加盟せず（永坂杢兵衛個人加盟 評議員）

日本洋瓦（株）が緑色マンガン色洋瓦製造開始（釉薬瓦の最初）、市街地建物法改正による

「引掛瓦」の屋根瓦使用規定

１９２４年（大正１３年） 愛知瓦製造業界大正第２次好況（～大正１４年関東大震災需要）

フリクション式成形機開発

１９２５年（大正１４年） 関東大震災 第２回建築資料展覧会（東京）三州瓦出品、第３回全国窯業品共進会（東京

市） 西三瓦製造同業組合受賞、食塩釉技術導入による塩焼瓦製造開始（従来の石粉によ

る釉焼瓦ではなく食塩を使って焼く赤瓦で、常滑の塩焼土管製造を応用、耐寒性・量産性

がある）、赤瓦製造組合（陶器瓦組合の前身となる私的組合）

１９２６年（大正１５年） 大阪業者 碧海３業者（新川、大浜、平坂）を製瓦機特許侵害で告訴（謝罪和解）

西三瓦製造同業組合創立１５周年 角谷安兵衛・神谷儀八・角谷稲安・服部梅光表彰

日本標準規格（旧ＪＥＳ）瓦規格制定（規格版・６０枚版と呼称）

山家新家の 山隆波状瓦考案（実用新案権取得） 三河でＳ形瓦つくられる樅 樅

青緑色洋瓦が第１銀行倶楽部（東京）に使用（日本洋瓦会社）

１９２７年（昭和 ２年） 青緑色洋瓦製造開始

１９２８年（昭和 ３年） 倒焔式角窯による塩焼瓦市販開始（耐寒性、量産可能）

西三河鉄工組合（西三河１市５郡製瓦機製造業者による）

１９２９年（昭和４年） 世界恐慌 西三瓦製造同業組合５４０工場（『碧南市史』）、三州瓦大暴落（生産過剰、金融

恐慌） 屋根瓦製造業 全国９７１工場 中部４９７工場 愛知２３０工場 碧海１８９工場

（高浜１０１・新川４４・明治１６・旭１０）、高浜町立窯業試験所創立

岩瀬善四郎３７代善太郎が「西三瓦元祖」碑を矢作川窯址に建立

１９３０年（昭和 ５年） 経済恐慌で瓦工場休業、倒産続出。九州暴風雨で瓦暴騰

１９３１年（昭和 ６年） 乱売防止共同販売 三州瓦の船舶輸送 東京入荷数７３５万枚

１９３２年（昭和 ７年） 満州国建国宣言 赤瓦製造組合 ２０業者へ拡大

１９３３年（昭和 ８年） 商工業組合法 西三瓦製造同業組合改組し、三州瓦工業組合（黒瓦１５０名）・愛知県赤瓦

工業組合（赤瓦 阿部庄一指導１７名２８工場）に分岐し、製品検査・生産調整・生産価格・

取引先指定・賃金協定締結など強制、その後碧海郡の同業組合再結成

１９３４年（昭和 ９年） 三井物産買い上げ、日本洋瓦（株）・神彦洋瓦・宇野瓦下請店でフランス洋瓦独占販売

室戸台風による復旧用三州瓦１００％暴騰、２－３ヶ月で暴落

三州瓦販売東京問屋業者「三州瓦販路拡張促進会」設立

１９３５年（昭和１０年） 工事請負施行地坪計算から屋根坪計算へ移行。従来型六四判を区画判に改良（東京問屋

との協議）

１９３６年（昭和１１年） 西三瓦製造同業組合４４７工場、６２１万枚製造。東京瓦問屋同盟会と関東一手特約締結。

１９３７年（昭和１２年） フランス瓦販売満期解約。東京で三州瓦規格判促進運動。

１９３８年（昭和１３年） 国家総動員法 鉄鋼工作物工事全国禁止方針で粘土瓦有利情勢

トヨタ自動車挙母工場開業

１９４０年（昭和１５年） 物価統制令による瓦マル公指定（公定価格制）

西三瓦製造同業組合３９７工場（高浜２１５、新川・旭・棚尾・大浜・明治計１０９）

１９４２年（昭和１７年） 粘土瓦最盛期（屋根材鉄板、セメント軍需向けで不足し瓦需要 ～１８年）

１９４３年（昭和１８年） 瓦製品自由売買・移動禁止
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１９４４年（昭和１９年） 愛知県粘土瓦統制組合に黒・赤組合統合（資材配給業務・軍需優先統制販売、統制委員

が窯数決定）。みさき薬局釉薬部工場が瓦組合専属工場として国防色マンガン色生産、東

海大地震による瓦工場打撃

１９４５年（昭和２０年） 三河大地震による瓦工場打撃

三州瓦工業協同組合・三州碧南瓦工業協同組合・愛知県赤瓦工業協同組合（４９名 高浜６

割 碧南４割）鼎立。占領軍需用に等級検査による共同出荷体制。

１９４６年（昭和２１年） 連続焼成台車式トンネル窯開発（福井）釉薬瓦量産成功

１９４７年（昭和２２年） 塩焼瓦生産再開。協同組合法改正。鍛冶関鉄工所開業（高木織布下請で織機部品製造）

１９４８年（昭和２３年） 碧南市誕生。 山栄男（新川）波状型瓦実用新案取得樅

１９４９年（昭和２４年） 公定価格廃止

１９５０年（昭和２５年） 朝鮮戦争とジェーン台風による特需。土練・荒地出し直結機開発

１９５１年（昭和２６年） 東洋瓦工業（高浜 黒田真一）トンネル窯第１号完成（焼成技術革命）

１９５２年（昭和２７年） 倒炎式だるま窯（だるま窯の両側に煙突を付ける）開発

１９５３年（昭和２８年） 台風１３号碧南市襲来、三州トンネル窯で青緑瓦焼成、石川時鉄工所が真空土練機を開発

し赤煉瓦成型用として岡本煉瓦へ納入、第１号機は榊原製瓦所へ納入

１９５４年（昭和２９年） 日本工業規格（ＪＩＳ）瓦規格制定。全日本粘土瓦振興会設立。赤瓦が黒瓦を抜く。

愛知県陶磁器試験場三河分場開設

１９５５年（昭和３０年） 共同施設真空土練機設置決定。衣浦大橋開通（知多粘土搬入）。住宅ブームによる瓦需要

誘発。塩焼瓦耐用年数２０年から３年に短縮、神谷儀八工場で緑色・青緑色製造開始

１９５６年（昭和３１年） 真空土練機５カ所設置

１９５７年（昭和３２年） 衣浦港（武豊・半田・亀崎・刈谷・高浜・新川・平坂７港統合）重要港湾指定

１９５８年（昭和３３年） 新波状瓦開発。瓦ＪＩＳ表示製品指定。赤瓦会館完成、フレット工場設立

塩焼瓦全盛期（～昭和３６年）

１９５９年（昭和３４年） 伊勢湾台風 愛知県災害復興用瓦協力要請

１９６１年（昭和３６年） 三州塩焼瓦用倒焔式角窯１６４基に、運輸省港湾審議会「衣浦港整備計画」策定

愛知県陶磁器試験場三河分場が千葉産房州砂による塩焼瓦に似せた房州チョコ開発

１９６２年（昭和３７年） 愛知県陶磁器試験場三河分場本館竣工。愛知県くすり瓦工業協同組合結成（共同加工・斡

旋共同販売・共同購買・共同保管斡旋・共同運送斡旋・共同検査）。トンネル窯１２基に拡大

し、塩焼窯から釉薬瓦へ移行革命。共同土練所設立。職業訓練所に屋根工事科（屋根葺

師）設置。森陶器製造所が陶器から撤退し釉薬製造開始。

１９６４年（昭和３９年） 愛知県赤瓦・くすり瓦工業協同組合連合会結成

１９６５年（昭和４０年） 全日本粘土瓦組合連合会結成

１９６６年（昭和４１年） くすり瓦工業協同組合・赤瓦工業協同組合統合し愛知県陶器瓦工業組合結成

中小企業近代化促進法 全粘土瓦製造業界適用で設備建物償却年限短縮

三州地区 銀釉会（１０社）結成。半田市亀崎に有望原料粘土層発見

全国半数を占める三州トンネル窯１１０基。九州求職者開拓事業実施。

１９６７年（昭和４２年） 超天井需要。三州陶器瓦値上げ（積載量規制強化による運賃・減量粘土値上げ）

日本洋瓦（株）創立５０周年。豊田市高岡町原土９００万㌧埋蔵量発見（１０年分）

１９６８年（昭和４３年） 三州瓦工業組合 凍てない三州瓦（耐寒瓦）開発

１９６９年（昭和４４年） 有史以来のブーム トンネル窯８９社１５７基。三州瓦工業協同組合新事務所完成

１９７０年（昭和４５年） 沖縄・奄美地区で求人開拓事業実施。季節工受け入れ開始。

ハイシルバー釉薬開発

１９７１年（昭和４６年） 環境庁発足 だるま窯に集塵機設置義務。シャトル窯開発（銀色瓦業 石炭から重油へ）

１９７２年（昭和４７年） 田中内閣 日本列島改造計画。マイホームブーム。愛知県陶器瓦工業組合（１２１社）１０％

一斉値上げ発表。愛知県窯業技術センター三河分場試験研究棟・窯炉棟完成

春日井で無公害ガス・いぶし窯開発、銀黒・いぶし銀釉薬開発

１９７３年（昭和４８年） 石油危機。公正取引委員会 愛知県陶器瓦工業組合を私的独占禁止法違反で販売価格

引き上げ協定破棄勧告→販売価格の自由価格制への移行

愛知県公害防止条例（２年間の規制猶予期間終了）により石炭使用禁止

三州瓦工業協同組合（１１０人）だるま窯燃料の石炭・薪・重油からＬＰガス転換

愛知県陶器瓦工業組合（９８人）トンネル窯燃料を低硫黄重油へ

愛知県常滑窯業技術センター三河分場 ヘドロ混入瓦試作成功
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１９７４年（昭和４９年） 愛知県陶器工業組合重油削減対策。改正ＪＩＳ実施瓦１枚ごとに製造業者名（略号）表示

重油３０％減の「軽い瓦」開発。鍛冶関鉄工所軽量瓦プレス機開発。アイシン精機窯業機械

分野進出だるま窯用新燃料機開発。瓦用新釉薬開発。韓国いぶし瓦日本初上陸。トンネル

窯償却年数１０年から７年へ短縮。全国陶器瓦工業組合連合会結成（２４４社 ５工業組合）

全陶連中小企業庁へ９億円救済融資要望

通産省窯建課 粘土瓦生産見直し１３億２０００万枚（釉薬瓦９億２５００万枚、いぶし瓦３億６

９００万枚、塩焼瓦８００万枚）。

１９７５年（昭和５０年） 初のマイナス経済成長率。瓦製造全工程自動化ライン開発。粘土瓦第３次不況業種指定。

愛知県粘土瓦等振興計画発表（４月）。建設省「住宅建設１０カ年計画」策定。政府住宅融

資７万戸追加補正予算（９月）。全粘連「全国いぶし瓦組合連合会」設立。

鍛冶関鉄工所 瓦素材矯正立起機・輪型雪止め瓦用自動プレス開発。山房 真空製土装置

設置。神谷儀八社 製釉薬碧瓦で平安神宮屋根葺き替え、凍害防止用飽和系数測定器開

発。三州重機工業 瓦製造全工程自動化ライン開発。三州瓦 対岸半田進出計画（操業２

社、用地確保４社）。季節労働者受入協議会設置

１９７６年（昭和５１年） 通産省 粘土瓦製造業中小企業近代化計画決定（５２年末まで）。全陶連 陶器瓦１０－１２

％値上げ、三州瓦業界１０％再値上げ。全国いぶし瓦組合連合会発足。愛陶工組 衣浦八

号地に配送センター建設計画決定（２万３４００平方㍍）。常滑窯業技術センター 珪砂廃泥

使用製法開発。高砂工業 トンネル窯によるいぶし瓦製法開発。碧南特殊機械 素地瓦歪検

査自動選別機開発。日本洋瓦 等級別自動結束素地瓦自動検査装置採用。

１９７７年（昭和５２年） 住宅公団 建設計画４万個に削減。愛知県中小企業団体中央会「三州瓦の現状と問題点」

（生産力増強設備近代化から市場志向への経営戦略転換提言）。愛知陶工組 大卒８名（九

州・沖縄）採用、夫婦季節工７５組１５０名採用（設備自働化対応 冬型１２０名・夏型４３

名）。ベトナム難民受け入れ。ＪＩＳ取得運動。米国ダラス「東海３県ダラス見本市」開催。名古

屋鉄道（株） 三河線碧南駅など９駅貨物営業停止、刈谷ー三河一色間貨物列車廃止（トラ

ック輸送への転換）。三州粘土瓦メーカー水質汚濁法違反で摘発。石油流出時の相互協力

体制規約作成。鍛冶関鉄工所 加熱式真空土練機開発。日本洋瓦（株）創立６０周年。

１９７８年（昭和５３年） 三州陶器瓦業界赤字企業２／３。中小企業振興事業団「粘土瓦需要動向調査」（利用率全

住宅の５０％）。三州安定瓦グループ結成（８社）。愛陶工組・愛知県トラック協会碧南支部

瓦トラック過載自粛合意。パレットによる貨車輸送開始。三州瓦屋根ローン制度発足。宮脇

グレイス いぶし専用釉薬「サエール」開発。

１９７９年（昭和５４年） 第２次石油危機。専門生産進展（①いぶし瓦連続焼成技術②Ｓ型新製品③専焼工程管理

など知識集約化）。中小企業近代化促進法による特定業種指定。パレット輸送本格化。丸栄

陶業・碧南特殊機械 平パレット自動積み込み無人化装置共同開発。中濃窯業 いぶし瓦

自動焼成トンネル窯開発。石川敏鉄工 鬼瓦自動成形機開発。丸長 自動水分機による水

ひ粘土製造開始。全瓦連・全陶連技術交流で瓦名称統一（切妻８種）。

１９８０年（昭和５５年） 一段窯全盛時代へ（省力、歩留まり率、効率性）。陶器瓦業界 全国強力減産で１週間の火

止め実施。三州陶器瓦 北海道耐寒試験成功。三州陶器瓦ＪＩＳ工場連盟発足（９社）。全陶

連「第１回全国瓦祭り」。ジェラール瓦横須賀で大量発見。愛知県粘土瓦生産額過去最高６

９３億円。丸栄陶業業界初の週休２日制実施。

１９８１年（昭和５６年） 新設住宅１３０万戸。３０％減産計画で火止め１５日間。粘土瓦構造的不況業種と判定。全瓦

連 瓦屋根耐震実験（激震７度対応）。石川時鉄工所 吸着式三面自動カムプレス全自動成

火石形プラント開発。宮脇グレイス 無貫入銀色釉薬開発。鈴木製瓦 軽量・色模様自由の

器瓦開発。第１回瓦賞瓦屋根設計実施例コンクール開催。

１９８２年（昭和５７年） 自主減産体制続行（木造住宅比率５０数％）。倒廃業続き大幅自主減産。史上初の在庫凍

結。３８社２億円運転資金融資。洋風対応Ｓ字型瓦好調。トンネル窯のガス燃料化進展（環

境対応）。過載取り締まり強化。石炭灰の瓦製造実用化。エビス瓦 強雨対応軽量瓦開発。

石川時鉄工所 新省力土練工程開発。スギケイ 三州錦瓦開発。ハラダ鋼材 陶器瓦の焼成

用冶具実用新案登録。カジセキ 和瓦素地の把持具実用新案登録。屋根技術研究所 金銀

瓦特許登録。

１９８３年（昭和５８年） 粘土瓦構造改善ピーク。大企業新生屋根材統合問題。愛陶工組 住宅展示モデル住宅補

助金交付精度開始。粘土瓦ＪＩＳ化進展（全国５１社６２工場）、新ＪＩＳ公布（６０形、Ｓ形、無釉

瓦新規挿入）。三洋電機 太陽電池瓦開発。
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１９８４年（昭和５９年） ①７年耐用年数超過窯６０％②大手ハウスメーカー主導の工法③構造改善スタート等による

設備投資企業間格差拡大。三州瓦一段窯時代突入。愛陶工組（７５社）中小企業近代化促

進法特殊業種指定による「構造改善計画」発表（①新製品・新技術開発②事業集約化によ

る規模適正化７６社を１５グループ編成 形態は合併３社・共同出資７社・協業組合１０社・協

同組合３０社・業務提携２５社③取引関係適正化、総事業費２００億円）、コストダウン新工法

決定（新釉、軒使用、切妻で１ ４２００円、簡易施工、洋風瓦受注）。カジセキ 役物瓦全自㎡

動平乾燥製瓦システムかいはつ。キンカ 三州発の波状瓦発売。愛陶工組トンネル窯１３２基

廃業６社、倒産４社。ＪＩＳ規格全面改正官報告示。

１９８５年（昭和６０年） 三州瓦産地 安定化時代へ。粘土系７社平板瓦好調（洋風化、施工効率性）。経営戦略「質

の拡大」。愛知県住宅融資材料指定で三州瓦優遇措置。高浜市で初の分離発注による市

営住宅屋根工事。トンネル窯 平乾燥一段窯時代へ。愛陶工組 白砂（南九州）副材料粘土

混入製造法開発。「三州陶器瓦・屋根工事材料・工賃設計価格表」発表。愛陶工組 構造改

善事業として産廃瓦屑処理のシャモット工場竣工。大東京瓦問屋同盟会へ特約店制度提

案。

１９８６年（昭和６１年） ①スクラップアンドビルドの革新化投資②流通で在庫積み増し抑制の当用買い③価格競争

熾烈化。ＯＥＭ供給増大。生産協調で販売競争を抑えゆるやかなグループ化。全陶連 トン

ネル窯耐用年数７年から５年への短縮運動。労働省 安全衛生改善事業補助制度指定。全

陶連 風洞実験成功。九州に共同配送所設置検討。丸鹿窯業 南仏からスペイン瓦輸入販

売開始。碧南特殊機械 多品種志向自動化システム完成。

１９８７年（昭和６２年） ①住宅着工戸数１６５万戸②和型陶器瓦供給過剰、いぶし瓦・高級洋風屋根材の多品種展

開③グループ集約化生産、共同保管、共同出荷による中小メーカー生き残り。丸栄陶業 五

三Ａ形開発（愛知五三Ａ形の先駆）。過積載荷主背後責任問題。全陶連 粘土瓦事業所税

免除陳情。愛陶工組 構造改善事業として九州共同船（パレット船）輸送。従業員高齢化。

三洋電機 太陽電池瓦「アモルトン瓦」実用化テスト実施。

１９８８年（昭和６３年） 良好な需要環境で商品構成多様化、分業生産、協業化、ＯＥＭ供給、資本系列化など協調

体制進展。粘土瓦事業所税５０％軽減決定。住宅金融公庫最初の屋根調査（瓦葺５９％、粘

土瓦４２％、石綿板２２％ 洋風化）。労働基準法改正による週４６時間体制。瓦コンテナ輸

送による衣浦臨海鉄道本格営業。「第３の瓦」２，３ｋｇの軽量瓦試験。鬼瓦専焼トンネル窯開

発。定量輸送体制強化（罰金刑）、警察通報）。金型メーカー 風雨防瓦開発。カジセキ 金

型交換５分新型プレス開発。構造改善計画の目玉として三州エスパニカ協同組合 Ｓ形機瓦

専焼工場完成。「第３の瓦」デザインを生活構造研究所へ依頼。

消費税導入対策として「外税方式」によるカルテル結成決定（違反者制裁金）。

１９８９年（平成元年） 他産地との業務提携、再編、地場産業からの脱皮。全陶連「経営戦略化ビジョン」。瓦統一

名称完成。愛陶工組「第３の瓦」発表（自分だけの屋根演出）。平均労働時間４６時間で４０

時間制困難。住宅金融公庫調査で洋形が和形を上回る。貨物輸送法による過積載・過労運

転取り締まり。粗砕機導入し、瓦屑処理（ビット）の埋め立て用材化。

１９９０年（平成 ２年） ①高級志向②週休２日制③第３の瓦・クレール市場投入。愛知県「地域資源活用型事業」対

象としてクレール認定（クレール地場産業デザイン高度化特定事業費補助）。三州瓦初の部

位別設計価格表作成。日本パレットレンタル（ＪＰＲ）半田デポ（集配基地）完成。米国ルドウイ

ッチ瓦輸入８７社）。景観材料協議会発足（１５３社）。ガラス瓦Ｓ型販売。三州瓦２０％値上

げ。標準設計価格２０％値上げによる瓦工事店請負単価値上げ。

フラッシュアイ利用研究会（火力発電石炭灰）

１９９１年（平成 ３年） 減収・減益による企業間格差拡大。問屋在庫整理による影響。クレール本格発売。三州 長

岡で融雪瓦試験実施。日本鬼師の会、日本伝統技術保存会発足。

１９９２年（平成 ４年） バブル崩壊。粘土瓦好調。県試験場三河分場に漏水試験装置導入。高浜市 瓦美術館建

設開始。中国研修生１０社２００名受け入れ。愛陶工組 東京で求人活動。ＪＩＳ大幅改訂。

中小企業技術高度化対策事業としてＣＡＤシステム導入。

１９９３年（平成 ５年） 市場低価格志向による収益圧縮。ＣＡ（セラミックエイジ）研究会設立。シャモット新工場着

工。単窯・役瓦にバッチ色短時間乾燥炉導入開始。製造物責任制度導入。

１９９４年（平成 ６年） 日本初の粘土瓦製造業者の上場（名証２部）。洋形平板瓦２倍（洋風化、ハウスメーカー採

用、葺き上げ容易、施行迅速）。改正道交法による過積載問題。愛陶工組 瓦屑全量再利用

シャモット工場建設、ＣＡ研究所設立、屋根専門学校設立など６０周年記念事業決定。
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１９９５年（平成 ７年） 阪神淡路大震災による景況悪化。主要各社 平板瓦工場へ転換、設備拡大加熱。世界初の

瓦美術館完成。神谷儀八 耐風瓦「強」製品化。

１９９６年（平成 ８年） 平板堅調・和形不調続く。いぶし３０日以上の火止めで在庫調整。和形安値販売による在庫

調整。中間業者をカットする中抜き流通形態出現。粘土瓦製造 雇用調整助成金対象決

定。大手系列化加速。愛陶工組 粘土瓦復権を賭けたプラムネ（耐震、軽量、乾式棟工法）

投入・販売開始、屋根材断熱比較実験実施。ベトナム土研究開始（可塑性焼成実験）。洋形

役瓦生産など多様化。新ＪＩＳ答申（Ｓ形は山幅・開き寸法削除、和形はＪ形へ、坪６４枚判削

除、Ｓ・Ｊ形とも坪４９枚判をＡ・Ｂ分類）。三河窯業試験場 平形（Ｆ形）ＪＩＳの一点荷重再現曲

げ試験機開発。高浜市 補助金制度実施（地元産瓦使用屋根工事費２０％・２０万円補助）。

１９９７年（平成 ９年） 需要下降による在庫積み上げ。粘土瓦不況業種再指定。一部メーカー雇用調整交付金申

請。三州では、企業間格差・和形市場の縮小均衡で粘土瓦不況業種指定。自主減産体制。

愛陶工組 週４０時間労働制の１年変形制導入、ベトナム土活性化計画知事申請、壁・床材

開発開始、現有設備による湿式成形可能「エコマーク認定」制度推進決定。三州メーカー

棟換気工法と特殊面戸瓦セット販売開始。瓦企業系列化進展（１９６社中８０％が大手企業

協力メーカー化）。粘土瓦輸出 台湾向け増加、輸入瓦（仏・伊など欧州）過去最高。

１９９８年（平成１０年） 昭和５５年以来の不況。粘土瓦 構造不況業種認定、２年間特定雇用調整業種指定（助成

金受給）。産地再構築、高付加価値製品による差別化。梱包用パレット使用中止（環境配

慮）。初のＦ形品質検査実施（強度ＪＩＳの２倍）。高浜業者 三州安心瓦（３寸の緩勾配で墨だ

し不要）発売。高浜市 鬼みち整備事業整備。鶴弥 瓦で初のＩＳＯ９００１品質管理認証取

得。シャモット 煉瓦・壁材に６０％利用。

１９９９年（平成１１年） 住宅減税・低金利による住宅着工戸数増加し景況回復。大手ハウスメーカー平坂瓦採用で

価格体系主導し収益伸張せず。減産による在庫調整進展。外観競争による屋根の差別化。

改正建築基準法による雨漏り保証義務化。住宅品質確保促進法による瑕疵担保１０年間規

定。鶴弥 取得。ISO14001
２０００年（平成１２年） 和形瓦需要減退による製造ラインの平板瓦仕様への転換、平板専門工場建設進展し、平板

市場分布図の変容誘発。三州Ｆ形出荷Ｊ形を抜く。雨漏り保証スタート。販売競争激化による

価格下降。分業による製品個性化・多様化販売による共生戦略。粘土瓦５年連続で不況業

種指定、雇用調整助成制度対象業種。高浜工業 多種の荒地を高圧でつくり、メンテが簡易

な最新鋭真空土練機ＭＥＸ開発。

２００１年（平成１３年） 瓦屋根標準設計・施工ガイドライン発効（８月）。耐風試験機、棟回天試験機導入。鉛中毒予

防対策講習会実施。在職者情報通信関連短期訓練事業実施（ＩＴ化推進事業助成金）

２００２年（平成１４年） 風力係数実験実施。邸別発送に関する３産地間協議。訪問販売リフォーム苦情屋根工事比

率４４％。瓦用粘土として中国粘土の混入実験開始。産地内ゼロエミッション（釉薬スラッジ・

釉薬排水処理）検討。ノリタケセラミックパイプ「Ｅパイプ」原料としてシャモット提供。

２００３年（平成１５年） 全国瓦相談室開設。釉薬の無煙化、ホウ素処理検討。釉薬スラッジの瓦用粘土添加実験開

始。シャモット利用として景観舗装材利用研究を日本道路・伊藤忠と共同実施（レインボーミ

ック瓦開発）。刈谷労働基準監督署合同全事業所パトロール。小規模事業所等団体安全衛

生活動援助事業（たんぽぽ計画助成金）。
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愛知県における窯業・土石製品製造業の分布状況（出所：愛知県『地場産業実態調査』Ｐ８２）付属資料１１）
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碧南市窯業・土石製品製造業年次統計（事業所数・従業員数・製品出荷額）付属資料２）
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碧南市窯業・土石製品製造工業統計（碧南市集計）付属資料３）
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碧南市窯業・土石製品製造原材料等輸送方法・仕入先別購入額・輸出方法別出荷額付属資料４）

碧南銑鉄鋳物製造業事業所数・従業員数・製造品出荷額年次別推移付属資料５）
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碧南市瓦製造業事業所数・従業員数・製造品出荷額等年次別推移付属資料６）
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碧南市瓦製造業事業所規模別事業所数・従業員数・製造品出荷額年次別推移付属資料７）

碧南市粘土瓦・煉瓦製造業事業所数・従業員数・製造品出荷額等年次別推移付属資料８）
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全国品目別・産地別瓦生産量年次別推移（出所：全国陶器瓦工業協同組合連合会資料）付属資料９）
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付属資料１０） （出所：下記資料参照して筆者作成）三州粘土瓦産地実態調査比較
経営上の問題 １９７８年(昭和５３年) 年(昭 ) １９９４年(平成６年) １９９６年(平成８年)1986 61年

１，原材料費、人件費等コスト上昇 ９７．７ ② １３．６ ２１．１ －

２，同業者間競争激化 ９４．２ ③ ５９．１ ② － ７４，０ ②

３，価格競争 － １６．７ ４７．４ ② ３１．３ ⑥

４，受注・取引条件不安定 ９９．７ ① ３９．４ ④ － －

５，公害・工場立地・廃棄物規制 ５０．０ ⑥ － １０．５ －

６，規格・安全性要請厳格化 ５４．７ ⑤ － － －

７，資金調達困難 ８３．１ ④ ２１．２ ０．０ ５６．３ ③

８，原材料確保 ２４．３ ９．１ ３１．６ ④ －

９，従業員不足 ２６．３ ３３．４ ⑤ － －

１０，人材不足 － ９．１ ３１．６ ④ ２５．７

１１，後継者難 － － ３１．６ ④ －

１２，需要減少 － ４８．５ ③ ２１，１ ８３．６ ①

１３，新生屋根材攻勢 － － ５２，６ ① －

１４，利益率低下 － ７２．７ ① － －

１５，輸出不振 － ０．０ － －

１６，産地間競争 － １３．６ ４７．４ ② －

１７，設備老朽化 － ２２．７ １５．８ ２０．０

１８，販売チャネル弱い － １２．１ － ３８．６ ④

１９，宣伝・販促活動力不足 － ７．６ － ３３．３ ⑤

２０，新製品開発力 － ３．０ － －

２１，市場情報収集力 － ０．０ － －

２２，独自技術・ノウハウ － ３．０ － －

今後の方針（産地活性化） １９７８年(昭和５３年) 年(昭 年） １９９４年(平成６年) １９９６年(平成８年)1986 61
１，現状維持 ６５．９ ① ２８，８ ② － １８．４ ①

２，生産規模拡大（将来伸びる） ２１．１ ② ９．１ ３７，３ ① ２．６

３，生産規模縮小（伸びない） ２．８ ５３．０ ① ２．０ ５．３

４，事業多角化･新分野進出 ６．８ － ２７．９ ⑤ １０．５ ③

５，転廃業 ２．３ － － １５．８ ②

６，設備近代化・合理化 － ４８．５ ３３．１ ③ １１．４

７，資金調達（低利融資） ７５．１ ② － － －

８，競合産地対策（過当競争対策） － ９３．９ ６．４ －

９，市場の共同開拓、需要開拓 ７９．１ ① － － ２２．９

１０，産地ブランド・イメージ － １２．１ － ３７．１ ⑥

１１，見本市・展示会（広報･販促） － ３７．９ ２０．０ ⑦ ４８．６ ①

１２，公害・産廃対策 － ４．５ － －

１３，新製品開発･高付加価値化 ５７．３ １２．１ ３０．０ ④ ４５．７ ④

１４，デザイン力強化 － ０．０ － ４８．６ ①

１５，市場情報収集 ７３．７ ③ １２．１ － １７．１

１６，先端技術導入 － １２．１ － ５．７

１７，産地内企業連携 － － １５．３ －

１８，異業種連携 ６８．０ ④ ３．０ － １４．３

１９，人材確保・育成 － ３７．９ ３７．１ ② ４８．６ ①

２０，後継者育成 ５９．５ １６．７ － ２５．７

２１，共同化(生産､加工､受注､販売) ３７．２ ２８．８ ２１．５ ⑥ ４２．９ ⑤

２２，輸出振興 － ３．０ ４．４ －

２３，原材料確保 ４８．３ ２５．８ － －

凡例）１９７８年（昭和５３年）：愛知県『地場産業県別実態調査報告書第Ⅱ分冊』（昭和５６年）

１９８６年（昭和６１年）：愛知県『新愛知県陶磁器産業振興計画ー常滑・三河地区』（昭和６１年）

１９９４年（平成 ６年）：（財）中小企業総合研究機構『地場産業の経営戦略（その３）「粘土瓦製造業」』（平成６年）

１９９６年（平成 ８年）：愛知県『三州地域建設用陶磁器産業地域活性化調査報告書』（平成８年）

－：当該調査で質問項目にないものを示す 丸数字：上位を示す
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三州味醂産業発達史年表付属資料１１）
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終わりに－衣浦臨海部開発と戦後碧南市産業構造の変貌と課題
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碧南市地域開発計画の推移（出所：碧南市『碧南の統計』各年度版を参照して筆者作成）
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